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 1 
序章 
第 1 節 研究の中心テーマ 
本論の目的は、世界的に広く関心を集めている「人間の安全保障（Human Security）」
概念の軌跡と展開について、この概念にいち早く注目し、その体系的な発展に取り組むと
ともに、それを自国の具体的な政策に反映させて、国際社会の中で着実に実践している日
本外交を中心に検討を加えることにある。 
「人間の安全保障」とは、国連開発計画（UNDP）が、1994 年の『人間開発報告書』
において初めてまとまった形で提唱した概念である。同報告書によれば、それは、国際機
関、各国政府、NGO などが連携して、貧困、環境破壊、国際テロリズム、麻薬、エイズ、
核の拡散など、人間一人ひとりの生存、生活、尊厳を脅かす脅威から、軍事的手段を含め
たあらゆる措置を講じて人々を守ることである1。伝統的な安全保障概念のように、「国家
を守る」ことのみを考えるのではなく、「人間、一人ひとりを安全に守る」2ことをも安
全保障の目的と捉え、主に冷戦後に顕在化してきた複雑な諸問題を安全保障上の脅威と定
義したところに、従来の概念とは一線を画すこの考え方の独自性があるといえる。 
このような概念が登場してきた背景として、二つの要因が指摘されている3。すなわち、
冷戦の終結とグローバリゼーションの進展である。第一の要因である冷戦の終結は、確か
に国家間戦争の減少をもたらしたが、米ソの対立構造が崩壊した結果、それまで抑え込ま
れていた民族や宗教等に根ざした局地的な対立が、世界各地で内戦や地域紛争として表面
化するようになってきた4。そこでは、大量虐殺の横行や難民の増大といった人道的危機が
発生する一方で、そのような紛争によって当該国家の統治機構そのものが弱体化したり、
破綻していたりするため、国際社会には国家再建への広範な関与が必要とされた。つまり、
国際社会はそのような紛争の解決に向けて、政治・軍事面だけでなく、人道・経済・社会
面といった国内問題に対しても大きな支援が求められるようになったのである5。 
また、第二の要因としてグローバリゼーションの進展も、安全保障概念に大きな影響
を与えている。それは、通信や貿易の面で多くの人々に恩恵をもたらした反面、地球全体
の相互依存性を深め、ひとたびどこかの地域で何らかの問題が発生すると、それがただち
                                                  
1 国連開発計画（UNDP）『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、特に第二章。ただし、後に述べると
おり、同報告書では、「人間の安全保障」についての厳格な定義はなされていない。  
2 栗栖薫子「人間の安全保障―主権国家システムの変容とガバナンス」赤根谷達雄他編『「新しい安全保障」論の視座』亜紀書
房､2001 年､120 ページ。 
3 たとえば、Shahrbanou Tadjbakhsh and Anuradha M. Chenoy, Human Security: Concepts And Implications, 
New York: Routledge, 2007, p.1; 緒方貞子「新時代の国際関係―協調と対立」日本国際政治学会 2006 年度研究大
会記念講演など。同「グローバリゼーションの時代における人間の安全保障」『世界と議会』第 510 号（2007 年 2
月）、4－11 ページ。  
4 1989 年の冷戦終焉から 20 世紀末までの間に、世界の 74 ヵ所で 111 件の武力紛争が発生した。しかし、国家間戦
争はそのうち 7 件のみであった。Peter Wallensteen and Margareta Sollenberg, “Armed Conflict, 1989-2000,” in 
Sollenberg, ed., States in Armed Conflict 2000, Uppsala University, Department of Peace and Conflict Research, 
Report No. 60, 2001, p.10 なお、ここで冷戦とは、「第 2 次大戦の戦後処理をめぐる意見の対立から始まり、米ソ
間、もしくは資本主義陣営と社会主義陣営の間で 1991 年ごろまで続いた、戦争を伴わない敵対的状態」猪口孝他編
『国際政治事典』弘文堂、2005 年、1043－1044 ペ－ジ（「冷戦」の項）。  
5 この点についてはたとえば、稲田十一『紛争と復興支援』有斐閣、2004 年、27 ページなど。  
 2 
に世界中に拡散し、人々の安全に深刻な影響を与える状況を生み出した6。たとえば、人身
売買や麻薬取引といった国際組織犯罪は、通信技術の発達によってその組織網を世界中に
広げている。また、グローバリゼーションは、富を地球社会の特定部分に集中させるとと
もに、他の大部分を占める貧しい人々には、さらにその状態の深刻化を招くことになる7。
そのような世界的な経済格差の拡大は、結果的に国際テロリズムの温床となり、国際社会
全体を不安定化させる要因ともなっている8。 
このように、冷戦の終結やグローバリゼーションの進展がもたらした国際社会の現実
を前にして、安全保障研究の世界では、「そもそも安全保障とは何か」との問いが提起され
るようになってきた9。それまでは安全保障といえば、対外的な軍事的脅威から軍事力によ
って国家を守るという、国家安全保障の考えが一般的であった。しかし、そのような視点
だけでは対応しきれない紛争が頻発するとともに、グローバリゼーションの進展によって、
新たな問題が人々に脅威をもたらすようになってきた10。したがって、従来の国家安全保
障のみでは、もはや人間の生存が確保できないという状況の下で、改めて、誰にとっての
安全保障なのか。また、いかなる脅威から安全を保障するのかといった根本的な命題が、
活発に議論されるようになってきたのである11。 
安全保障の概念をめぐる議論は多様化の一途をたどり、今日では、非国家主体や非軍
事的側面をも考慮した実に多くの安全保障概念が論じられている12。そして、本論で焦点
を当てる「人間の安全保障」は、そのような新しい考え方の一つとして台頭してきたので
ある。 
すなわち、「既存の取り組みの焦点をより人間と社会に向けるとともに、政策と制度自
                                                  
6 グローバリゼーションとは、たとえば武者小路によれば、「グローバル化とは、科学技術の発達の結果、人間、財、
情報などが地球の遠隔地間を短時間ないし瞬時に移動できるようになった状態、あるいはこれに伴って、地球的な
規模でさまざまな現象の間に関係が生まれ、地球上のすべての地点間に、社会的・文化的・経済的・政治的・軍事
的な相互依存関係が成立する状態をいう」。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞典（改訂版）』東京書籍、2003 年、
173 ページ（「グローバル化（グローバリゼーション）」の項）。他に、渡辺昭夫・土山實男編著『グローバル・ガヴ
ァナンス』東京大学出版会、2001 年、1－2 ページ。D.ヘルド・A.マッグルー（中谷義和・柳原克行訳）『グローバ
ル化と反グローバル化』日本経済評論社、2003 年、5 ページ。Jan Aart Scholte, Globalization: A Critical 
Introduction, London: Palgrave, 2000, chapter1 など。  
7 この点についてはたとえば、西川潤「グローバリゼーションと貧困」高柳彰夫・ロニーアレキサンダー編『グロ
ーバル時代の平和学』第 4 巻、法律文化社、2004 年。  
8 人間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』朝日新聞社、2003 年、137 ページ。  
9 たとえば、Barry Buzan, Ole Wæver and Jaap de Wilde, Security: A New Framework for Analysis, Colorado: 
Lynne Rienner, 1998. 他に「安全が保障されるべき対象は何か」栗栖薫子「人間の安全保障」『国際政治』第 117
号、1998 年、85 ページ。「どこまでを安全保障の問題とするべきか」坪内淳「安全保障の理論」中原喜一郎他編『国
際政治の理論』東海大学出版会、1997 年、152 ページ。納家政嗣「拡大する安全保障論の構図」納家政嗣・竹田い
さみ編『新安全保障論の構図』勁草書房、1999 年、10 ページ。「いま安全保障とは何か、根本的に問い直す時期にきてい
る」馬橋憲男「国連・環境・安全保障」臼井久和・綿貫礼子編『地球環境と安全保障』有信堂、1993 年、69 ページ。 
10 ロバート・S・チェイス、エミリー・B・ヒル、ポール・ケネディ「『新たな脅威』と新『ドミノ』理論」『中央公
論』、1996 年 4 月、9－15 ページ。 
11 「安全保障（security）という言葉は、万人に受け入れられた明確な定義が存在せず、その意味はきわめて曖昧」。神谷万丈「安
全保障の概念」防衛大学校安全保障研究会編『安全保障学入門』亜紀書房、1998年、5ページ。「安全保障という言葉は、きわめて
広範かつ曖昧なものであり、論者により様々な定義がなされてきた」。坪内淳「安全保障の理論」中原喜一郎他編『国際政治の理論』
東海大学出版会、1997年、136ページ。「『安全保障』という用語は、その体裁においてと同様、内容においても曖昧である。それ
は、目的か、争点領域か、概念か、研究課題か、それとも学問分野であろうか」。Hel ga Haftendorn, “The Security Puzzle: 
Theory-Building and Discipline-Building in International Security”, International Studies Quarterly, vol. 35, 
no.1, 1991, pp. 3-17 
12 たとえば、David A. Baldwin, “Security Studies and the End of the Cold War,” Word Politics, Vol. 48(October 
1995), pp. 117-141; “The Concept of Security,” Review of International Studies, Vol. 23(1997), pp. 5-28.など。 
 3 
体を強化改善することをめざす」人間の安全保障は、今日の国際社会が直面する困難な状
況や脅威をより的確に捉え、国家安全保障とともに、相互補完的に対処する有効な概念と
なりうるのではないか13。そのような可能性について、次第に強い関心が集まってきたの
である。 
 
第 2 節 先行研究との関係における本研究の位置づけ 
UNDP が「人間の安全保障」という考えを提唱して以来、国際社会では、実に様々な
人間の安全保障論が展開されるに至っている14。確かに、もともと UNDP の報告書におい
て人間の安全保障は明確に定義されなかったが、たとえばハーバード大学の「人道的政策
と紛争研究プログラム」では、これまでに主要な研究者や機関が公表した、20 にものぼる
「人間の安全保障の定義」が列挙されている15。このプログラム報告書が示すとおり、人
間の安全保障が提起した課題は安全保障の根幹に関わる問題であったことから、今日では、
それを研究対象とする数多くの論考が発表されるようになっている16。以下では、これま
での人間の安全保障論を整理していきながら、本研究の位置づけを明確にしていきたい。 
まずはじめに、UNDP の報告書によると、人間の安全保障は二つの大きな構成要素、
すなわち「恐怖からの自由（freedom from fear）」と「欠乏からの自由（freedom from want）」
からなる。「恐怖からの自由」は、武力紛争下の民間人保護や、大規模な人権侵害からの解
放を意味しているのに対し、「欠乏からの自由」は、経済・社会的側面に注目し、飢餓や深
刻な貧困からの脱却を目的としている。 
UNDP の報告書が評価されるべき点は、人間の安全保障を初めてまとまった形で提唱
した点にある。より具体的には、第一に、従来の安全保障概念が上述の「恐怖からの自由」
に偏っていた点を改め、「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」の双方に安全保障の焦点
を当てたこと。第二に、これからの安全保障を考える上で、普遍性、相互依存、予防外交、
人間中心の視点を強調したことである。しかしながら、このような評価の一方で、UNDP
による人間の安全保障概念はあまりにも包括的で曖昧に過ぎるため、有効性に乏しいとの
批判もなされた17。UNDP の概念におけるこの曖昧性や拡散性といった側面は、今日まで
続く人間の安全保障をめぐる議論の基調になっていると言われている18。 
                                                  
13 前掲『安全保障の今日的課題』、243 ページ。  
14 John G. Cockell, “Conceptualising Peacebuilding: Human Security and Sustainable Peace,” in Michael Pugh, 
ed., Regeneration of War-Torn Societies, London: Macmillan, 2000; William T. Tow, Ramesh Thakur and In-Taek 
Hyun, eds., Asia’s Emerging Regional Order: Reconciling Traditional and Human Security, Tokyo: United 
Nations University Press, 2000 など。  
15 Program on Humanitarian Policy and Conflict Research, Harvard University, February 2002, Definition of 
Human Security  
16 たとえば、Ellen Lammers, Refugees, Gender and Human Security, Leiden: International Books, 1999; Gary 
King and Christopher J. L. Murray, “Rethinking Human Security,” Political Science Quarterly, vol.116, 
no.4(Winter 2001-2002), pp.585-610; Jorge Nef, Human Security and Mutual Vulnerability, Ottawa: IDRC, 
1999; Peter Stoett, Human Security and Global Security, Toronto: University of Toronto Press, 1999 
17 Roland Paris, “Human Security: Paradigm Shift or Hot Air?” International Security, vol.26, no.2(Fall 2001), 
p.88 
18 たとえば、Sabina Alkire, “Concepts of Human Security,” Lincoln Chen, Sakiko Fukuda-Parr and Ellen 
Seidensticker, eds., Human Insecurity in a Global World, Cambridge: Harvard University Press, 2003 
 4 
そして、このような UNDP の概念を出発点として、これまで様々に積み重ねられてき
た人間の安全保障に関する知見を概観すると、それはおよそ、理論志向と実践志向の二つ
に分類することができる19。 
まず、理論志向の立場からは、「人間の安全保障とはいかにあるべきか」との観点から、
その内実に検討が加えられている20。たとえば、概念の明晰さを重んじる立場からキース・
クラウス（Keith Krause）とニール・マクファーレン（S. Neil MacFarlane）は、武力を
伴う脅威、つまり「恐怖からの自由」に焦点を当てるべきだとする21。また、アンドリュ
ー・マック（Andrew Mack）も、武力紛争を含む広い意味での「地球的暴力（global 
violence）」を議論の中心に据えている22。彼は、近年では、国家は国民を守るだけでなく、国
家自らが国民の脅威となる場合もあり、とりわけ武力紛争の 95％が国境内で起こっている現実
に鑑みれば、その事態をカバーする概念として、人間の安全保障を扱うべきであると論じている。
さらに、シャノン・ブラントン（Shannon L. Blanton）は、人間の安全保障と軍事の関係
に着目した考察を行なっている23。 
加えて、カナダ政府のイニシアティブによって設立された「干渉と国家主権に関する
国際委員会（ICISS）」も、「恐怖からの自由」という暴力の問題に焦点を絞り、元オース
トラリア外相のギャレス・エバンズ（Gareth Evans）と、国連事務総長特別顧問のモハメ
ド・サハヌーン（Mohamed Sahnoun）を共同議長として、2001 年に『保護する責任』（The 
Responsibility to Protect）と題する報告書を発表した24。この報告書は、国民の保護に関
して、複雑で論争的な国家の責任を理論的に考察したものであり、その中ではたびたび人
                                                  
19 ここでいう「理論」とは、個々の現象や事実を統一的に説明し、予測する力をもつ精緻に組み立てられた知識体
系という狭義の意味ではなく、一定のまとまりをもった一種の知識体系という広義の意味で捉えている。また、こ
こでいう「実践」とは、政策の実施といった、現実社会におけるある考えの実行だけでなく、個別具体的な課題の
分析に対するある考えの適用も指している。  
20 ここで取り上げる代表的な研究以外にも、文献多数。たとえば以下も参照。Alex J. Bellamy & Matt McDonald, 
“The Utility of Human Security’: Which Humans? What Security? A Reply to Thomas & Tow,” Security Dialogue, 
vol. 33, no. 3 (September 2002); Emma Rothschild, “What is Security?” Dӕdauls, vol.124, no.3, 1995; Nicholas 
Thomas & William T. Tow, “The Utility of Human Security: Sovereignty and Humanitarian Intervention,” 
Security Dialogue, vol. 33, no. 2(June 2002); Nicholas Thomas & William T. Tow, “Gaining Security by Trashing 
the State? A Reply to Bellamy & McDonald,” Security Dialogue, vol. 33, no. 3(September 2002; Sverre Lodgaard, 
“Human Security: Concept and Operationalization,” paper to the Expert Seminar on Human Rights and Peace, 
Geneva, December 2000; World Bank, World Development Report 2000/2001: Attacking Poverty, New York: 
Oxford University Press, 2001 邦訳は、世界銀行（西川潤監訳）『貧困との戦い』シュプリンガー・フェアラーク
東京、2002 年。エマ・ロスチャイルド「言葉の時代」東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保障』
東海大学出版会、2005 年。栗栖薫子「安全保障研究と『人間の安全保障』」『国際安全保障』第 30 巻第 3 号、2002
年 12 月。佐々木寛「新しい安全保障研究に向けて」五十嵐暁郎・佐々木寛・高原明生編『東アジア安全保障の新展
開』明石書店、2005 年。土佐弘之『安全保障という逆説』青土社、2003 年、特に第 3 章。初瀬龍平「『人間の安全
保障』論の方向性」『京都女子大学現代社会研究』第 4・5 合併号、2003 年 2 月。武者小路公秀『人間安全保障論序
説』国際書院、2003 年。  
21 Keith Krause, “The Key to a Powerful Agenda, if Properly Delimited,” ; S. Neil MacFarlane, “A Useful 
Concept that Risks Losing Its Political Salience,” Security Dialogue, vol. 35, no. 3 (September 2004), 
pp.367-369; S. Neil MacFarlane and Yuen Foong Khong, Human Security and the UN: A Critical History, 
Bloomington: Indiana University Press, 2006 
22 Andrew Mack, “Report to the Feasibility of Creating an Annual Human Security Report,” paper to the 
Program on Humanitarian Policy and Conflict Research, Harvard University, February 2002; “ A Signifier of 
Shared Values,” Security Dialogue, vol. 35, no. 3 (September 2004), pp.366-367 
23 Shannon L. Blanton, “The role of arms transfers in the quest for human security,” Journal of Political and 
Military Sociology, vol. 29(2001) 
24 International Commission on Intervention and State Sovereignty, The Responsibility to Protect : Research, 
Bibliography, Background, Ottawa: International Development Research, 2001 
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間の安全保障が取り上げられている。大量虐殺や人権侵害を防ぐ上で、当該国家が機能せ
ず、誰かが緊急に軍事的措置を講じる以外にない状況に直面したならば、国際社会には武
力を行使してでも人道的介入に踏み切る責任があり、それが人間の安全保障を守ることで
あると論じている25。 
一方、ギャリー・キング（Gary King）とクリストファー・マレイ（Christopher Murray）
は、暴力の問題を人間の安全保障に含めることなく、「欠乏からの自由」に焦点を絞った研
究を行っている26。また、キャロライン・トーマス（Caroline Thomas）は、紛争の原因
は貧困にあると考え、人間の安全保障と開発の関連性を重視している27。加えて、フェン・
ハンプソン（Fen Hampson）らの研究は、安全保障を人間の中核的価値に対する脅威の不
在と捉え、主にベーシック・ヒューマン・ニーズ（BHN）との関連に注目している28。さ
らに、ジェニファー・リーニング（Jennifer Leaning）とサム・アリェ（Sam Arie）の人
間の安全保障論は、基本的に人間開発を前提としながらも、安全保障の心理学的かつ非物
質的側面を強調している29。 
また、日本政府の提唱により、2001 年に国連に設置された「人間の安全保障委員会
（CHS）」は、元国連難民高等弁務官の緒方貞子と、ノーベル経済学賞受賞者のアマルテ
ィア・セン（Amartya Sen）両共同議長を中心とした 12 名の委員による討議を経て、2003
年に『安全保障の今日的課題』（Human Security Now）と題する最終報告書を発表した30。
これは、UNDP が 1994 年に提唱して以来約 10 年間、様々に論じられてきた人間の安全
保障論をふまえ、国際社会に共通理解を作り出すことを目的として編まれたものである。
この報告書は、「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」を等しく重視したものである。つ
まり、前者に関わる「紛争」と、後者を課題とする「貧困」をこれまでのように区別する
のではなく、「紛争と貧困は相互に関連している」ゆえに、それらに対処するには包括的な
手段が必要としているのである。そして、紛争に対しては「保護（protection）」、貧困に
対しては「能力強化（empowerment）」との概念を打ち出し、紛争後の治安や人道支援、
復興開発、統治といった諸問題をそれぞれの国際機関等が担いながら、全体を一つの枠組
みで機能させるように求めている31。 
これらの理論的側面から行なわれた研究は、人間の安全保障の内実を模索するにあた
                                                  
25 ICISS については、本論第 5 章第 1 節で詳しく論じる。  
26 King and Murray, op. cit. 
27 Caroline Thomas, Global Governance, Development and Human Security: the Challenge of Poverty and 
Inequality, London: Pluto Press, 2000 
28 Fen Osler Hampson et al., Madness in the Multitude: Human Security and World Disorder, Oxford: Oxford 
University Press, 2002 
29 Jennifer Leaning and Sam Arie, Human Security in Crisis and Transition: A Background Document of 
Definition and Application, Working Draft, Prepared for US AID / Tulane CERTI. September 2000 他に、カナ
ダの心理学者ウィリアム・ブラッツは、既に 1966 年に Human Security という言葉を用いた研究を行っている。
W. E. Blatz, Human Security: Some Reflections, Toronto: University of Toronto Press, 1966 この点については、
古関彰一「日本における安全保障概念の再検討」前掲『東アジア安全保障の新展開』明石書店、2005 年、165 ペー
ジ。  
30 「人間の安全保障委員会」ならびに最終報告書については、本論第 2 章第 2 節で詳しく述べる。  
31 前掲『安全保障の今日的課題』、15 ページ。  
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り、いわば「狭義の概念か広義の概念か」をめぐって交わされてきた議論である32。その
ような考察によって、「人間の安全」というものは、ある集団や地域、もしくはその時の状
況によって千変万化していく可変的な性質を有しているものであり、はじめから人間の安
全保障の構成要素を厳格に特定したり、選別したりすることは適切ではないことが確認さ
れた33。また、人間の安全を確保する上で、安全保障と開発は密接な関係にあり、人間の
安全保障はその両者をつなぐ土台になりうることが明らかにされた34。 
しかし、このアプローチにおける問題点は、仮に理論的な明晰さを有する人間の安全
保障概念を構築したとしても、それが複雑な国際社会の現実を反映し、実際に何らかの脅
威に晒されている人々に資するものでなければ、机上の空論の域を出るものではないこと
である。 
そこで、実践志向のアプローチは、「人間の安全保障とはいかにあるべきか」を求める
よりも、「人間の安全保障という発想をいかに用いるか」に力点を置いている。つまり、既
に存在している諸問題に対して、人間の安全保障という新しい視点がもたらす実践的効果
を重視しているのである35。 
たとえば、ピーター・ウィルキン（Peter Wilkin）は、地球規模に広がった情報通信
技術の発達における諸問題を、人間の安全保障の視点から考察している36。また、エレン・
ラマース（Ellen Lammers）は、難民とジェンダーの問題に人間の安全保障を結び付けて
検討を加えている37。一方、イザベラ・バッカー（Isabella Bakker）とスティーブン・ギ
ル（Stephen Gill）の研究では、日本での性産業やアジアおよびブラジルでの経済危機等
が事例として取り上げられ、それらに対する批判的視点に人間の安全保障が用いられてい
る38。さらに、人口と移民に関する研究をまとめたデビッド・グラハム（David Graham）
とナナ・ポーク（Nana Poku）は、これらの問題を捉える際に、人間の安全保障を中心に
議論を展開している39。 
                                                  
32 Taylor Owen, “Human Security - Conflict, Critique and Consensus: Colloquium Remarks and a Proposal for a 
Threshold-Based Definition,” Security Dialogue, vol. 35, no. 3, September, 2004, pp.375-376 
33 他に、Majid Tehranian, ed., Worlds Apart: Human Security and Global Governance, London: I. B. Tauris, 
1999. 
34 Tadjbakhsh and Chenoy, ibid., pp.235-237 
35 ここで取り上げる代表的な研究以外にも、文献多数。たとえば以下も参照。Börje Ljunggren, “Economic Reforms, 
Democracy and Human Security in Vietnam,” Tatsuro Matsumae and Loncoln C. Chen, eds., Common Security 
in Asia, Tokyo: Tokai University Press, 1995; Cristobal Kay, ed., Globalization, Competitiveness and Human 
Security, London: Frank Cass, 1997; Edward Newman and Oliver P. Richmond, eds., The United Nations and 
Human Security, London: Palgrave, 2001; Shannon L. Blanton, “The role of arms transfers in the quest for 
human security,” Journal of Political and Military Sociology, vol. 29(2001); 青井千由紀「人間の安全保障―現実
主義の視点から」『国際安全保障』第 30 巻第 3 号、2002 年 12 月。饗場和彦「人間の安全保障論と人道的介入―ル
ワンダのジェノサイドを事例に方法論的な観点から」『国際安全保障』第 30 巻第 3 号、2002 年 12 月。大泉敬子「ソ
マリアにおける国連活動の『人道的干渉性』と国家主権のかかわり―人間の安全保障型平和活動』への道」国際法
外交雑誌』第 99 巻（2000 年）。霞山会「アジアにおける人間の安全保障」『東亜』第 450 号、2004 年 12 月。勝俣
誠編著『グローバル化と人間の安全保障 -行動する市民社会』日本経済評論社、2001 年。狐崎知己「紛争終結後の安
全保障と開発 『ー人間の安全保障』という視点からー」『海外事情』第 52 巻 12 号、2004 年 12 月。多谷千香子『ODA
と人間の安全保障：環境と開発』有斐閣、2000 年。永田尚見「人間の安全保障―国際保健活動の形成と発展」初瀬
龍平・定形衛・月村太郎編『国際関係論のパラダイム』有信堂、2001 年など。   
36 Peter Wilkin, The Political Economy of Global Communication, London: Pluto Press, 2001 
37 Isabella Bakker and Stephen Gill, Power, Protection and Social Reproduction, New York: Palgrave, 2003 
38 Ellen Lammers, Refugees, Gender and Human Security, Utrecht: International Books, 1999 
39 David T. Graham and Nana K. Poku, eds., Migration, Globalisation and Human Security, London: Routledge, 
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一方、メアリー・カルドー（Mary Kaldor）を中心とする 13 名の EU の専門家グルー
プは、2004 年 9 月に、『ヨーロッパにとっての人間の安全保障ドクトリン（A Human 
Security for Europe）』と題する報告書を発表した40。この報告書は、1999 年のコソボ紛
争や 2001 年のアフガニスタン空爆、2003 年のイラク戦争を分析した上で、「伝統的な軍
事力と安全保障の達成度合いとの間にギャップ」があることを示し、軍事的対応のみの限
界を指摘した41。そして、紛争への対処には純粋な軍事組織ではなく、文民活動の比重を
重んじた平和維持活動と軍事介入の中間的な存在として、「人間の安全保障対応部隊
（Human Security Response Force）」の創設を提唱している42。この報告書は、テロリズ
ム、大量破壊兵器の拡散、地域紛争、破綻国家、組織犯罪という五つの脅威を想定し、最
終的な武力行使について容認していることから、「恐怖からの自由」に傾斜した内容といえ
る43。ただし、この報告書は ICISS や CHS のように、人間の安全保障概念を理論的に深
く掘り下げて考察しているわけではなく、あくまでも EU の政策提言としてまとめられた
ものである。また、その提言についても、現在までのところ実際に EU の行動に具現化さ
れた形跡はなく、提言の位置にとどまっている44。 
このような実践志向の研究は、人間の安全保障は多様な側面を有していることや、現
代世界の抱える諸問題を考える上で、人間個人の視点は解決への手がかりとなることを明
らかにした。しかし、それらは「人間の安全保障」の視点からアプローチしているとはい
うものの、そこで想定されている人間の安全保障概念は必ずしも一定ではなく、それぞれ
の理解に委ねられているため、ともすれば、あえて「人間の安全保障」を掲げずとも成り
立つ傾向がある。 
以上、概観してきたように、これまでの研究では、およそ二つの方向から人間の安全
保障に関する議論が重ねられてきた。双方のアプローチによって、人間の安全保障の輪郭
が少しずつ明らかにされてきたことは重要な貢献であり、それぞれの意義を否定するもの
ではない。しかし、これまでに数多くの研究が蓄積されてきたにもかかわらず、「人間の安
全保障とは何か」という点に関して今日の議論は、いまだに「共通の意味内容に収斂して
いくどころか、むしろ発散傾向にある」45。そのような状況に鑑みると、人間の安全保障
                                                                                                                                                            
2000 
40 Study Group on Europe’s Security Capabilities, A Human Security for Europe, The Barcelona Report of the 
Study Group on Europe’s Security Capabilities, 2004 
http://ue.eu.int/uedocs/cms_data/docs/pressdata/solana/040915CapBar.pdf  
41 ibid., p.4 
42 ibid., p.17 
43 ibid., p.8, 20 
44 この報告書については、以下も参照。Mary Kaldor and Marlies Glasius, “Individuals First: A Human Security 
Strategy for the European Union,” International Politics and Society, issue 1, 2005; A Human Security Doctrine 
for Europe: Project, Principles, Practicalities, New York: Routledge, 2006; Mary Kaldor, Mary Martin and 
Sabine Selchow, “Human security: a new strategic narrative for Europe,” International Affairs, vol.83, 
no.2(March 2007); メアリー・カルドー「人間の安全保障とは何か」デヴィッド・ヘルド（猪口孝訳）『論争グロー
バリゼーション』岩波書店、2007 年。亀井浩太郎「紹介 :EU の報告書『Human Security in Europe』ヨーロッパ
にとっての [人間の安全保障 ]」『軍事研究』第 40 巻 1 号（2005 年 1 月）。庄司真理子「国連における人間の安全保
障概念の意義 --規範としての位置づけをめぐって」『国際法外交雑誌』第 105 巻 2 号（2006 年 8 月）。渡邊啓貴「『イ
ラク戦争後』の欧米関係の展開－過渡期の国際政治秩序をめぐる妥協と角逐」『国際問題』第 555 号（2006 年 10 月）。   
45 山影進「『人間の安全保障』プログラムを整備拡充した先に見えてくるもの」『学術月報』第 59 巻 1 号（2006 年
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の提唱から十数年が経過した次の段階として、理論的な側面と実践的な側面のそれぞれの
知見を活かしながら、双方から立体的に捉えていく試みが必要であると思われる46。 
ただし、これまで人間の安全保障に関してなされた全ての言説を網羅することは結果
的に、人間の安全保障には何もかも含まれることになる。それは、包括性や多様性という
よりは、ローランド・パリス（Roland Paris）の指摘するとおり、「人間の安全保障」と
いう名称以外に中身のない、「実質的には無意味なもの」になりかねない47。したがって、
本論では、あらゆる人間の安全保障論に関する一つ一つ詳細な分析から「人間の安全保障
とは何か」を明らかにするよりも、この概念の体系的な発展に取り組むとともに、それを
自国の具体的な政策に反映させて、国際社会の現場における「人間の安全保障の実現」48に
取り組んでいるアクターに焦点を絞って考察を進めたい。そして、その最も代表的なアク
ターとして、カナダと日本があげられる49。 
カナダ政府は、外交政策のパラダイムとして人間の安全保障を取り上げ、世界で人間
の安全保障を確保する政策に取り組むとともに、その指導的役割を目指している50。その
ようなカナダの追求する人間の安全保障概念は、「恐怖からの自由」に焦点を当てており、
1997 年の対人地雷禁止条約の締結は、「最初の大きな成功」51とみなされている。 
しかしながら、カナダ外交における人間の安全保障に関する取り組みは、その最も強
力な推進者であったロイド・アックスワージー（Lloyd Axworthy）外相の離職（2000 年
10 月）に伴って、明らかに従来の勢いを失いつつある52。また、カナダによる人間の安全
保障外交に関しては、その導入の経緯や具体的施策を分析した研究が、既に数多くなされ
ている53。とりわけ、対人地雷禁止条約の締結と国際刑事裁判所の創設に関しては、カナ
                                                                                                                                                            
1 月）、34 ページ。  
46 ただし、これまで研究において、そのような試みが決して皆無であったわけではない。たとえば、前出のトーマ
スとウィルキンには、そのような観点からアフリカの問題を扱った研究がある。Caroline Thomas and Peter Wilkin, 
eds., Globalization, Human Security, and African Experience, Boulder, Lynne Rinner, 1999 
47  Paris, op. cit., p.93 またパリスは、人間の安全保障は「持続可能な開発」と同じく、誰もがそれに賛成はするが、
実際にそれが何を意味するのか明確にわかっているものはほとんどいないと述べている。Paris, op. cit., p.88 
48 外務省ホームページ（分野別開発政策：人間の安全保障）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/initiative.html 
49 他に、多国間による取り組みとしては、人間の安全保障ネットワーク（Human Security Network）がある。こ
れは、1999 年にカナダとノルウェーのイニシアティブにより設立された、人間の安全保障を推進するための国家の
集まりであり、2006 年 10 月現在 13 ヶ国が加盟（カナダ、オーストリア、チリ、ギリシア、アイルランド、ヨルダ
ン、マリ、オランダ、ノルウェー、スロベニア、スイス、タイ、コスタリカ。南アフリカがオブザーバー）してい
る。http://www.humansecuritynetwork.org/menu-e.php 
50 この点についてはたとえば、Lloyd Axworhty, Navigating a New World, Toronto: Vintage Canada, 2004 
51 Rob McRae and Don Hubert, eds., Human Security and The New Diplomacy, Montreal: McGill-Queen’s 
University Press, 2001, p.5 
52 ジョージ・マクリーン「カナダの外交政策と人間の安全保障」安藤次男・佐藤誠編『人間の安全保障―世界危機
への挑戦』東信堂、2004 年、211、224 ページ。さらに、2006 年 1 月の総選挙では、12 年ぶりに政権交代が実現し、
自由党に代わって保守党が政権を担うようになったため、外交政策にもその影響がおよんでいると考えられる。  
53 詳しくは、本論第 5 章第 1 節で論じる。たとえば、Sandra Jean Maclean, et al. eds., A Decade of Human Security: 
Global Governance and New Multilateralisms, Burlington: Ashgatem 2006; George Maclean, “Building on a 
Legacy or Bucking Tradition? Evaluating Canada's Human Security Initiative in an Era of Globalization,” 
Canadian Foreign Policy, Vol.9, No. 3, Spring 2002; George Maclean, “Instituting and Projecting Human 
Security: A Canadian Perspective,” Australian Journal of International Affairs, Vol.54, No.3, 2000; Kyle 
Grayson, “Branding ‘Transformation’ in Canadian Foreign Policy: Human Security,” Canadian Foreign Policy, 
Vol.11, No.2, Winter, 2004; Lloyd Axworhty, “Human Security and Global Governance: Putting People First,” 
Global Governance, vol.7, no.1, 2001; “Canada and Human Security: The Need for Leadership,” International 
Journal, vol.11, no.2, 1997; 加藤普章「ミドル・パワーは可能かーカナダ外交を事例としてー」吉川元・加藤普章編
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ダの人間の安全保障外交における主要な業績として国際的に評価されていることもあり54、
これまでに詳細な検討が加えられ、多くの側面が明らかにされている55。 
そのようなカナダ外交と比較すると、日本政府は、UNDP の提唱する人間の安全保障
を支持し、それをただ一時的に外交政策の名称に利用しただけではない。人間の安全保障
を積極的に推進した小渕首相が亡くなった後も、UNDP の概念を発展させて、国際社会に
広く人間の安全保障の考えを普及させようと、前出の CHS を国連に創設した。そして、
同委員会が最終報告書において打ち出した人間の安全保障概念を取り入れて ODA 大綱を
改定し、その後の政策をさらに活発に展開している。つまり、UNDP の提唱以来十数年間、
人間の安全保障は 6 人の首相による取り組みによって日本外交に定着し、今日では、理論
と実践の両面から、その具現化が図られているのである。 
そのような日本外交における取り組みに関しては、これまで多くの研究で取り上げら
れている56。たとえば、外務省の中で人間の安全保障を担当する立場から上田秀明は、こ
の概念を本格的に導入し始めた時期に、積極的に日本外交における人間の安全保障の位置
づけを論じた57。その後、星野俊也らも、そのような日本外交の流れを跡付ける研究を発
表し、それらの議論によって、日本による人間の安全保障政策の展開が広く知られるよう
                                                                                                                                                            
『国際政治の行方』ナカニシヤ出版、2004 年。同「カナダ外交と人間の安全保障論」勝俣誠編『グローバル化と人間の
安全保障』日本経済評論社､2001 年。塚田洋「カナダの平和構築イニシアティブ―人間の安全保障へ向けた新たな取り組
み」『レファレンス』第 49 号、1999 年 9 月。 
54 Greg Donaghy, “All God's Children: Lloyd Axworthy, Human Security And Canadian Foreign Policy, 
1996-2000,” Canadian Foreign Policy, Vol. 10, No. 2 (Winter 2003), p.53 
55 詳しくは、本論第 5 章第 1 節で論じる。前者に関する主な研究として、Anita Par, “Toward a global ban on 
landmines,” International Review of the Red Cross, no 307, 1995; Arms Project of Human Rights Watch and 
Physicians for Human Rights, Landmines: A Deadly Legacy, New York: Human Rights Watch, 1993; 
International Committee of the Red Cross, Landmines must be Stopped, Leaflet issued by Mines Campaign 
Unit, Geneva, 1995; Richard A. Matthew, Bryan McDonald and Kenneth R. Rutherford, eds., Landmines and 
Human Security: International Politics and War's Hidden Legacy, New York: State University of New York 
Press, 2004; 足立研幾『オタワ・プロセス』有信堂、2004 年。塚田洋「カナダの『人間の安全保障』外交」『立法
と調査』第 242 号（2004 年 7 月）。目加田説子『国境を越える市民ネットワーク』東洋経済新聞社、2003 年。後者
については、David J. Scheffer, “The United States and the International Criminal Court,” The American journal 
of international law, vol.93, no.1, January, 1999; Fanny Benedetti and John L Washburn, “Drafting the 
International Criminal Court Treaty: Two Years to Rome and an Afterword on the Rome Diplomatic 
Conference,” Global Governance, no.5, issue1, 1999; Philippe Kirsch and John T. Holmes, “The Rome 
Conference on an International Criminal Court: The Negotiating Process,” The American journal of 
international law, vol.93, no.1, January, 1999 ただし、カナダが設立した ICISS の報告書について、その実践的
側面を詳細に分析することは、少なくとも現段階では困難な課題となっている。なぜなら、この報告書で取り上げ
られた人道的介入は、カナダ一国の判断で実施できるものではないからである。この点については、塚田洋「カナ
ダ外交における『人間の安全保障』」『レファレンス』第 651 号（2005 年 4 月）、68 ページ。  
56 日本の人間の安全保障政策を論じた文献として、たとえば、秋山信将「岐路に立つ人間の安全保障―日本外交の
展開の文脈において」篠田英朗・上杉勇司編『紛争と人間の安全保障』国際書院、2005 年。国際協力機構『貧困削
減と人間の安全保障』2005 年。浦野起央『安全保障の新秩序』南窓社、2003 年、第 4 章。武見敬三「人間安全保
障」添谷芳秀編『二十一世紀国際政治の展望』慶應大学出版会、1999 年。平井照水「日本の外交政策と人間の安全
保障―バングラデシュの事例からー」前掲『グローバル化と人間の安全保障 -行動する市民社会』日本経済評論社、
2001 年。南博「人間の安全保障と日本外交」「人間の安全保障と日本外交」『国際問題』第 530 号（2004 年 5 月）。
Akiko Fukushima, Human Security: Comparing Japanese And Canadian Governmental Thinking and Practice, 
CCHS Human Security Visiting Fellow Paper, August 2004; David Bosold and Sascha Werthes, “Human 
Security in Practice: Canadian and Japanese Experiences,” International Politics and Society, issue1, 2005; Ian 
Neary, “Japan's human security agenda and its domestic human rights policies,” Japan Forum, vol.15, no.2, 
2003 
57 上田秀明「日本のマルチ外交の最前線―『人間の安全保障』の視点より」『国際問題』1999 年 5 月号。上田秀明
「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』都市出版、2000 年 2 月号。上田秀明「『人間の安全保障』
の観点から見た国連システムの改革」日本国際連合学会編『21 世紀における国連システムの役割と展望』国際書院、
2000 年。  
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になった58。 
また、具体的政策のうち、「人間の安全保障基金（TFHS）」については、外務省の委
託を受けて日本国際交流センターがまとめた調査報告書等があり、これによって、実際に
TFHS を通じた援助に関わる国際機関等の「人間の安全保障」に対する認識が明らかにさ
れた59。他方、「草の根・人間の安全保障無償資金協力（GGP）」については、ODA 有識者
会議が調査報告書を発表した。この報告書は GGP の運用について、限定的ながら初めて
まとまった分析を行なったものである60。 
これらの研究はいずれも、人間の安全保障に関する日本の取り組みを知る上で有益な
ものである。しかしながら、人間の安全保障に関する日本外交の全体的な流れをまとめた
研究の多くは、UNDP や CHS の提起した概念、TFHS や GGP の創設といった主要な事
柄に言及してはいるものの、それぞれを日本の人間の安全保障外交全体の中で位置づけた
ものではなく、およそ概述の域にとどまっている。そのような研究からさらに踏み込んで、
日本の人間の安全保障外交に関する一つ一つの取り組みを詳しく掘り下げていくことは、
UNDP による人間の安全保障概念の提唱以来、今日までの研究の蓄積を踏まえれば、可能
な時期に来ていると思われる。 
特に具体的施策については、それが実際にどのくらいの規模の援助であり、いかなる
案件に対して実施されているのかといった点に関して、統計的に分析した詳細な研究は見
られない。いまだに錯綜する人間の安全保障概念の輪郭を少しでも明らかにする上で、そ
のような実際に展開されている政策の実態を分析することは、一つの有効な視点である。 
また、先行研究においては、そのような日本の「人間の安全保障実現のための具体的
な手段」61として取り上げられるのは、TFHS と GGP であり、国際協力機構（JICA）の
取り組みをそこに含めて捉える視点が欠落している62。JICA は、2003 年に独立行政法人
                                                  
58 高橋恒一「国際社会に対する新たな脅威と日本―『人間の安全保障』の観点から―」日本国際連合学会編『国連
研究』第 4 号（2003 年 5 月）。田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平和戦略国際研究所
編『21 世紀の人間の安全保障』東海大学出版会、2005 年。中村亮「『人間の安全保障』と新しい国際協力の理念―
人間の安全保障基金に見る新しい人づくりの取組み  」『ジュリスト』第 1254 号（2003 年 10 月）。星野俊也「人間
の安全保障と日本の国際政策」『国際安全保障』第 30 巻第 3 号、2002 年 12 月。Bert EdstrÖm, “Japan's foreign policy 
and human security,” Japan Forum, vol.15, no.2, 2003; Akiko Fukushima, “Human Security and Japanese 
Foreign Policy,” International Conference on Human Security in East Asia, Korean National Commission for 
UNESCO, Ilmin International Relations Institute of Korea University, 2003 また、佐藤行雄は、国連ミレニア
ム・サミットへ向けた人間の安全保障をめぐる日本政府の動きを、この時期に日本の国連常駐代表を務めた当事者
の立場から明らかにした。佐藤行雄「日本の国連外交と人間の安全保障」『国際問題』第 530 号（2004 年 3 月）。  
59 日本国際交流センター編『国連機関における人間の安全保障』、2004 年。他に、廣木謙三「国連人間の安全保障
活動における土木」『土木学会誌』第 90 巻 12 号（2005 年 12 月）。外務省編『外交青書』1999 年度版以降。外務省
国際社会協力部政策課『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』国連広報センター、2007
年 3 月。なお、TFHS についての詳細は、本論第 4 章第 1 節で論じる。  
60 ODA 有識者会議『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、2006 年 3 月。他には、
アフリカにおける運用を分析した井ノ口一善の研究あるのみである。井ノ口一善「南アフリカ共和国における『草
の根・人間の安全保障無償資金協力』の現状」『アフリカレポート』第 42 号（2006 年 3 月）。  
61 南、前掲「人間の安全保障と日本外交」、52 ページ。他に、田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」
東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保障』東海大学出版会、2005 年 3 月、130 ページ。  
62 JICA に関しては、大門毅の研究でわずかに言及されているが、ほとんどは JICA の側から自らの活動を紹介した
ものである。この点について詳しくは、本論第 4 章第 3 節で述べる。大門毅『平和構築論』勁草書房、2007 年。国
際協力機構「なぜいま、人間の安全保障か―『人間の安全保障』の具体化に向けて」『JICA frontier』第 63 号。黒
澤啓・川村真理「日本の援助外交と人間の安全保障―平和構築の視点から」前掲『人間の安全保障―世界危機への
挑戦』東信堂、2004 年。牧野耕司「人間の安全保障と援助」秋山孝允・笹岡雄一編著『日本の開発援助の新しい展
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としてスタートして以来、CHS で共同議長を務めた緒方新理事長の下で、人間の安全保障
を改革の三本柱の一つとして掲げ、積極的に新しい支援を展開している。JICA の活動は、
日本による ODA の技術協力分野において、約半分の予算を占めるほど主要な役割を担っ
ており、人間の安全保障に関する日本の取り組み全体を捉える上で不可欠と考えられる。
加えて、2008 年から JICA は、国際協力銀行（JBIC）の一部と統合され、ODA の中の技
術協力、無償資金協力、有償資金協力の三つを一元的に実施する援助機関として再編され、
人間の安全保障を掲げる日本の ODA 政策において重要な役割を担う予定である63。にもか
かわらず、これまでの研究では、日本による人間の安全保障概念の具体的実践として、JICA
の取り組みが等閑視されている。 
以上を要約すれば、日本の人間の安全保障に関する取り組みを、総合的かつ詳細に分
析した研究は、いまだ見られない。したがって、本論では、人間の安全保障概念の明確化
を探求するにあたり、日本外交に焦点を当てる。その際、本論の課題とは第一に、これま
での研究を踏まえた上で、日本による人間の安全保障外交の詳細な全体像を示すことであ
る64。「人間の安全保障とは何か」との観点に立って、これまでの日本の取り組みを理論と
実践の双方から、より立体的に明らかにすることを試みる。 
第二に、日本による人間の安全保障概念の具体的実践を、TFHS、GGP、JICA の取
り組みという三つの点から分析する。ODA 全体の枠組みから見るならば、これらはそれぞ
れ、国際機関への拠出、二国間無償資金協力、二国間技術協力および無償資金協力という
形態の一部を担っている。これら三つの援助が、実際にどのような分野や地域で実施され
ているかを検討することによって、日本の人間の安全保障概念の実態化に努める。 
このような試みはもちろん、「人間の安全保障とは何か」との問いに対する答えの全て
ではない。しかし、人間の安全保障の提唱から 10 年以上が経過した今日において、この
概念が、現代世界の抱える様々な諸問題を従来よりも的確に理解し、その解決のための有
効な視点となりうるとの論調が高まる一方で、依然としてその曖昧性が指摘されている。
したがって、本論は、日本による人間の安全保障外交の軌跡と展開を分析し、その日本モ
デルというべきものを示すことによって、この概念の理解と体系的な発展へ向けて、一つ
の手がかりを提示するものである。 
 
第 3 節 章構成 
本論の構成は、序章、第 1 章から第 5 章、終章（全 7 章）からなる。 
第 1 章では、「人間の安全保障」概念登場の背景を、安全保障と開発援助それぞれの
                                                                                                                                                            
望を求めて』国際開発高等教育機構（FACID）国際開発研究センター、2006 年 3 月。牧野耕司「JICA の貧困削減
援助へのインプリケーション」国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年など。  
63 JICA 緒方理事長記者会見～改正 JICA 法と今後の JICA 事業の展望～（2006 年 11 月 28 日）
http://www.jica.go.jp/greeting/02.html  
64 本論でいう「人間の安全保障外交」とは、人間の安全保障概念の実現を目指す行動の全体を視野に収めることを
意図している。この点に関しては、次の研究を参考にした。渡辺昭夫「日本の外交」有賀貞他編『講座国際政治』
第 4 巻、東京大学出版会、1993 年。  
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視点から概観する。第 1 節では、これまでの安全保障研究の進展を概観し、人間の安全保
障をその流れの延長線上に位置づける。次に、第 2 節では、経済成長から「人間開発」へ
という開発援助の歴史的変遷をたどり、人間開発がやがて「人間の安全保障」を生み出す
までのプロセスを概観していく。 
第 2 章では、日本政府による人間の安全保障外交の理論的側面に焦点を当て、日本の
掲げる人間の安全保障概念の進展について検討を進める。まず第 1 節では、国連開発計
画（UNDP）による『人間開発報告書』を基に、その人間の安全保障概念について論じる。
続く第 2 節では、人間の安全保障委員会（CHS）による報告書『安全保障の今日的課題』
を中心に、CHS による人間の安全保障概念を取り上げる。 
第 3 章では、日本が人間の安全保障概念を導入した要因と、それ以降、国際社会にお
ける普及への取り組みについて論じる。第 1 節では、なぜ日本政府が人間の安全保障を
外交の柱として導入するに至ったのかを、①日本国憲法との親和性、②総合安全保構想障
との整合性、③政府開発援助（ODA）の蓄積という三つの観点から考察する。続く第 2
節では、日本政府はどのような経緯で人間の安全保障を外交政策に組み入れ、具体的な政
策として実施してきたのかを、萌芽期、形成期、定着期として三つに分類し、時系列的に
概観する。 
第 4 章では、日本政府による具体的な人間の安全保障概念の実践について検討を加え
る。第 1 節では、人間の安全保障基金（TFHS）、第 2 節では、草の根・人間の安全保障
無償資金協力（GGP）、そして、第 3 節では、JICA による取り組みに焦点を当て、それ
ぞれの援助の概要と実績について、統計的なデータを用いて分析する。このような考察を
通じて、日本の人間の安全保障概念をより実態的に捉える。 
第 5 章では、日本外交における「人間の安全保障」政策を総括的に検討する。第 1 節
では、カナダ外交との比較からその特徴を明らかにするために、まずカナダ外交において、
どのような人間の安全保障政策が実施されてきたのかについて概観し、それを基に、日本
外交における取り組みとの類似性や相違点について検討を加えていく。続く第 2 節では、
以上の考察を踏まえて、日本外交における人間の安全保障導入の成果と課題について、総
括的に論じる。 
最後に終章では、本論全体における議論の整理を行う。 
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第 1 章  「人間の安全保障」概念登場の背景 
第 1 章では、「人間の安全保障」概念登場の背景を、安全保障と開発援助それぞれの
視点から概観する。第 1 節では、第一次世界大戦後に始まる安全保障研究の進展を概観し、
人間の安全保障をその流れの延長線上に位置づける。次に第 2 節では、経済成長重視から
社会開発、そして「人間開発」へという開発概念の変遷をたどり、そこからさらに、人間
の安全保障が誕生するまでのプロセスを概観していく。 
 
第 1 節 安全保障の視点から 
1. 第一次世界大戦から第二次世界大戦 
「安全保障」とはいうまでもなく、英語の“security”という言葉の翻訳語である。
この security とは、“without”を意味する“se”と、“care”を意味する“cura”から成
る、ラテン語の“securitas”を語源とする65。中西寛によれば、ローマ共和政末期の紀元
前 1 世紀ごろの用法では、「不安や心配がない」という精神的に平穏な状態を意味してい
た66。その後、ローマ帝政期の紀元 1 世紀ごろになると securitas は、いわゆる「ローマ
の平和（Pax Romana）」に関連して、「平和ないし社会的安定」を表現する政治的概念と
して扱われるようになる67。そして、この言葉はやがて、近代国家体系の進展に伴って変
容し、今日では一般的に「安全の確保」、あるいは「危険のない状態」という広い意味で使
われるようになった68。 
ただし、この security（安全保障）という言葉が、国際政治における専門用語として
扱われる契機となったのは、第一次世界大戦であった69。1914 年に勃発した第一次世界大
戦は、世界の平和と安定を大きく揺るがした。それは、ヨーロッパを中心に世界各地を巻
き込んだ、人類史上初の世界戦争であっただけでなく、その犠牲者の数も、約 1800 万人
というそれまでの歴史で最大のものであった70。その結果、いかにして国際関係に安定を
もたらし、戦争の可能性を減少させるかという模索が始まり、そのような探求の中から、
                                                  
65 Paul Chilton, “The Meaning of Security,” in Francis A. Beer and Robert Hariman, eds., Post－Realism, East 
Lansing: Michigan State University Press, 1996, pp. 193－216, p. 193. 他に､赤根谷達雄「『新しい安全保障』の
総体的分析」同他編『「新しい安全保障」論の視座』亜紀書房､2001 年、68－114 ペ－ジなど。  
66  中西寛「安全保障概念の歴史的再検討」赤根谷達雄他編『「新しい安全保障」論の視座』亜紀書房､2001 年､21
－23 ペ－ジ。  
67  中西、前掲、21 ペ－ジ。なお「ロ－マの平和」に関しては、たとえば、猪口孝他編『国際政治事典』弘文堂、
2005 年、784－5 ペ－ジ（「パクス・ロ－マ－ナ」の項）。 
68 James Der Derian, “The Value of Security,” Ronnie D. Lipschutz ed., On Security, New York: Columbia 
University Press, 1995 
69 この点については、土山實男『安全保障の国際政治学』有斐閣、2004 年、77 ペ－ジなど。なお、「社会保障（social 
security）」という言葉が使われる契機となったのも、第一次世界大戦であった。第一次大戦後、世界各国には大量
の失業者があふれ、社会不安が増大した。アメリカでは、フランクリン・ルーズベルト大統領が、ニューディール
政策の一環として 1935 年に連邦社会保障法（Social Security Act）を制定し、ここで初めて社会保障という言葉が
使われた。「生活を安定させる」という意味で、security の語源に連なる用語法であったが、この連邦社会保障法自
体は、老齢年金、失業保険、障害者扶助、母子衛生及び児童福祉事業等をその内容としており、必ずしも、今日使
われているような社会保障を意味するものではなかった。この点についてはたとえば、菊池馨実『年金保険の基本
構造―アメリカ社会保障制度の展開と自由の理念』北海道大学出版会、1998 年、第 1 章。高柳先男・内田満・阿部
斎編『現代政治学小辞典』有斐閣、1999 年、200 ページ（「社会保障」の項）など。  
70 猪口孝他編『国際政治事典』弘文堂、2005 年、563－564 ペ－ジ（「第 1 次世界大戦」の項）。  
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学問の世界では国際政治学（国際関係論）が生まれた71。そして、実際の国際政治の世界
においては、1920 年に、史上最初の普遍的国際機構である国際連盟が生み出され、その規
約の前文（ヴェルサイユ条約第 1 編）に、「国際協力を推進し、平和と安全保障（security）
を達成するため」との文言が盛り込まれたのである72。 
国際連盟規約に、そのように安全保障という言葉を持ち込んだのは、アメリカであっ
た73。もともと自由主義的な発想の強いアメリカは、その時点では安全保障の意味を、一
国が追求する政策目標というよりは、国際的に共有される秩序のように捉えていた。その
一方でフランスは、諸個人の安全（security）が国内社会で維持されるのと同様の発想に
基づいて、ドイツからの脅威に対する自国の安全の追求を、security（安全保障）と称す
るようになる74。そして、ヴェルサイユ条約をめぐっては、そのようなフランスの安全が
中心的テーマの一つであり、そこから、フランスの問題関心が共有されるようになってい
った。こうして国際連盟が設立された後、「安全保障」という言葉は、国際政治における術
語として定着していったのである。 
それを端的に示すのが、主に第二次世界大戦までの戦間期に行なわれた、「集団的安全
保障（collective security）」に関する研究である。集団的安全保障とは、「対立関係にある
国も含めて多数の国が相互に武力の不行使を約束し、この約束に反して他国を攻撃する国
がある場合には、残りの国すべての共同の力でこれを鎮圧し、被害国の安全を保障しよう」
という仕組みである75。そもそも国際連盟は、第一次大戦の反省から、国際の平和を従来
のように個別国家間の勢力均衡や軍事同盟によってではなく、国際機構を通じた集団的安
全保障によって実現するために設立された76。そして、この概念に関する体系的な研究が、
国際連盟の関連組織であった知的協力国際研究所を中心に行なわれ77、次第に集団的安全
保障という言葉が一般化していったのである78。そのため、この頃の安全保障という言葉
は、どちらかといえば国際機構による集団的安全保障を意味する言葉として使われていた
79。 
この当時、国際政治学の世界では、このような集団的安全保障といった制度によって
                                                  
71 Brian C. Schmidt, “On the History and Historiography of International Relations,” Walter Carlsnaes, 
Thomas Risse and Beth A. Simmons, eds., Handbook of international relations, London : SAGE, 2002, pp.3－22; 
Peter J. Katzenstein, Robert O. Keohane and Stephen D. Krasner, “International organization and the study of 
world politics,” International Organization, vol.52, no.4(Autumn 1998), pp.645－685; 小和田恆・山影進『国際
関係論』放送大学出版会、2002 年、13－19 ペ－ジなど。  
72 Malcom D. Evans, International Law Documents, London: Blackstone Press LTD, 1991, p.1 (“The Covenant 
of the League of Nations”); 大沼保昭・藤田久一編『国際条約集（2003 年版）』有斐閣、2003 年、41 ペ－ジ（「国
際連盟規約」）。猪口、前掲『国際政治事典』、352 ペ－ジ（「国際連盟」の項）を参照。  
73 中西、前掲、34 ペ－ジ。  
74 篠田英朗『国際社会の秩序（シリーズ国際関係論第 1 巻）』東京大学出版会、2007 年、117 ページ。  
75 松井芳郎他『国際法〔新版〕』有斐閣、1993 年、266 ペ－ジ。  
76 たとえば、山内敏弘『人権・主権・平和』日本評論社、2003 年、108－110 ペ－ジ。  
77 知的協力国際研究所については、以下も参照。入江昭『権力政治を越えて』岩波書店、1998 年、118－119 ペ－
ジ。なお、集団的安全保障については、第二次大戦後に設立された国際連合の下でも盛んに議論されることになる
が、そこで取り上げられた論点は、既にこの時に明らかにされていたと考えられている。  
78 植田隆子『地域的安全保障の史的研究』山川出版社、1989 年、270－272 ペ－ジ。中西、前掲、41 ペ－ジ。  
79 それを示す代表的な研究として、ハンス・J・モ－ゲンソ－（現代平和研究会訳）『国際政治』福村出版、1991
年、第 24 章。  
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平和を達成しようとする、理想主義的傾向が強かった80。すなわち、紛争を平和的に管理
するため、国内社会における「法の支配」の観念を国際社会にも援用した、法的正義に基
づく強固な安全保障体制の構築が期待されていたのである。 
しかし、そのような潮流も、次第に不安定化する国際情勢を前に勢いを弱めていき、
それに代わって勢力均衡論などの議論が力を増していく81。そして、国際連盟に期待され
た安全保障体制も、1931 年の日本による満州事変、1935 年のイタリアによるエチオピア
侵略、さらに、1936 年のドイツによる独仏国境地帯ラインラント進駐といった一連の事態
に対して、ほとんど何も具体的に対応できず、その機能が実際には無力であることが明ら
かになった82。そのような状況から、もはや戦争は不可避の流れとなり、1939 年、ついに
世界は第二次大戦に突入したのである。 
 
2. 第二次世界大戦後から 1960 年代 
第二次大戦直後の国際政治学は、基本的には 1945 年の国際連合創設に代表されるよ
うに、制度的な理想主義に基づいていた83。この国際連合では、国際連盟の失敗に鑑み、
その設立過程から、有力国のリーダーシップと協調関係が重視された。また、平和実現の
手段として、軍事のみならず経済・社会的側面からの取り組みが必要とされた。さらに、
武力の行使を一般的に禁止し、国連自体が国際社会の安全を保障するために、必要な強制
力を行使できる規定を設けることによって、より有効な安全保障機構として機能すること
を目指したのである84。 
しかしながら、集団的安全保障が機能するには、主要国の間に基本的な利益が一致し
ていることが条件である一方で85、国連設立からほどなくして顕在化してきたアメリカと
ソ連の対立によって、早くも国連を中心とする安全保障体制は限界を露呈し始めた86。そ
のような状況を前に特にアメリカでは、自国の安全保障を自ら確保しようとする「国家安
全保障（national security）」という表現が登場するようになった87。そして、国際政治学
の世界では、国家間の対立は必然的なものと捉える議論が力を得ていくのである88。 
トマス・ホッブス（Thomas Hobbes）の思想を源流とするこのような議論は、冷戦が
激化し始めるにしたがってさらに勢いを増し、ここに、国際政治学における現実主義とい
                                                  
80 山本吉宣「二つの戦後と国際政治学」『国際問題』第 481 号（2000 年 4 月）、5 ペ－ジ。川田・大畠、前掲『国際
政治経済辞典』、774 ペ－ジ（「理想主義」の項）。  
81 この点については、フレデリック・L・シュ－マン（長井新一訳）国際政治』東京大学出版会、1973 年。  
82 横田洋三編『国際機構論（新版）』国際書院、2002 年、242－245 ペ－ジ。  
83 山本、前掲、5 ペ－ジ。  
84 横田、前掲、246 ペ－ジ。  
85 この点については、山本吉宣「協調的安全保障とアジア太平洋」森本敏編『アジ太平洋の多国間安全保障』日本
国際問題研究所、2003 年、41－42 ペ－ジなど。  
86 この点については、たとえば、浦野起央『冷戦、国際連合、市民社会－国際連合 60 年の成果と展望』三和書籍、
2005 年、14－19 ペ－ジ。  
87 中西、前掲、47 ペ－ジ。秋元英一・菅英輝『アメリカ 20 世紀史』東京大学出版会、2003 年、183－187 ペ－ジ。
他に、Michael J Hogan, A Cross of Iron: Harry S. Truman and the Origins of the National Security State, 1945
－1954, Cambridge: Cambridge University Press, 2000; Peter J. Katzenstein, The Culture of National Security : 
Norms and Identity in World Politics, New York : Columbia University Press, 1996 
88 山本、前掲「二つの戦後と国際政治学」、6 ペ－ジ。  
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う学派が形成される89。ハンス・モーゲンソー（Hans Morgenthau）らに代表される現実
主義は、「国際政治の本質とは力をめぐる闘争」とみなす90。したがって、この学派にとっ
ては、そのような他国との闘争（戦争）からいかに国家の生存を確保するかが第一の研究
テーマであり、まさに、国家安全保障こそ国際政治の中心課題と考えられたのである。 
ホッブスに代表される最も古典的な理論を継承した現実主義の主たる研究関心が、安
全保障に向けられたことからわかる通り、その根底に流れるテーマは、はるか昔から存在
していた。つまり、「安全保障の問題は、世界と同じくらい古い」のである91。そして、こ
のような古典的立場を堅持するという意味から、安全保障研究の世界では、国家の軍事的
安全を第一に考える立場を「古典派」と呼んでいる92。 
そのような古典派の議論の中でも、今日まで続く安全保障研究の基礎を築いたといわ
れているのが、アーノルド・ウォルファーズ（Arnold Wolfers）による研究である93。ウ
ォルファーズは、安全保障を「客観的には獲得した価値への脅威の不在、主観的には獲得
した価値が攻撃される恐怖の不在」94と定義した。人間の集団が社会を形成し、国政を行
うに至ると、その国家は、手に入れた富と力が失われることに不安を覚える。ゆえに、「獲
得した価値」を他国に奪われない（安全）保障が必要になると、彼は考えたのであった。 
第二次大戦後、こうして本格的に始まった安全保障研究の多くは、この古典派的立場
から安全保障に関わる諸問題に接近した95。ただし、冷戦が深刻化していくにつれて、ウ
ォルファーズのように安全保障そのものを考察対象として捉え、「安全保障とは何か」を問
うような理論的探求は、それ以上ほとんどなされなくなっていった96。それは、巨大な破
壊力を持つ核兵器が登場したことによって、現実的にいかにそれに対処していくかが最大
の関心事となったからである。ゆえに、この段階における安全保障研究とは、「国家（とそ
れに準ずる団体）間の戦争や紛争を未然に防ぎ、かりにそういう事態に立ち至った場合に、
危害を最小限にするためにとるべき（制裁的）政策についての研究」97と考えられていた。 
                                                  
89
 詳しくは、以下を参照。マイケル・J・スミス（押村嵩他訳）『現実主義の国際政治思想』垣内出版、1997 年、特
に第 1 章。土山實男「リアリズムの再構築は可能か」『国際政治』第 124 号、2000 年 5 月、45－63 ペ－ジ。岡垣知
子「ト－マス・ホッブズと国際政治」『国際政治』第 124 号、2000 年 5 月、64－88 ペ－ジ。ホッブス（水田洋訳）
『リヴァイアサン』岩波書店、1964 年。  
90 代表的なものとして、ハンス・J・モ－ゲンソ－（現代平和研究会訳）『国際政治』（第 1 巻）福村出版、1991 年、
30 ペ－ジ。また、国際法に対するモーゲンソーの見解を論じたものとして、篠原初枝『戦争の法から平和の法へ―
戦間期のアメリカ国際法学者』東京大学出版会、2003 年、254－264 ページ。  
91 Georgiy A Arbatov, “Preface,” in Richard Smoke and Andrei Kortunov, eds., Mutual Security : A New 
Approach to Soviet－American Relations, New York: Palgrave MacMillan, 1991, p.xiii 
92 以下、各学派の分類は、次の研究に基づく。鴨武彦「国際政治の構造変容と安全保障」佐藤栄一編『安全保障と
国際政治』日本国際問題研究所、1980 年、1－33 ペ－ジ。山本武彦「安全保障研究の三つの流れ」同編『国際安全
保障の新展開－冷戦とその後』早稲田大学出版部、1999 年、i－xi ペ－ジ。Robert O. Keohane and Joseph S. Nye, 
Power and Interdependence, NewYork: Longman, 2001, pp.3－4; また、次の「三つのイメ－ジ」も参照。坪内淳
「安全保障の理論」中原喜一郎他編『国際政治の理論』東海大学出版会、1997 年、135－161 ペ－ジ。  
93 この点に関しては、加藤朗『21 世紀の安全保障』南窓社、1999 年、184 ペ－ジ。土山實男「安全保障の終焉？」
『国際政治』第 117 号、1998 年、2－6 ペ－ジ。坪内、前掲、「安全保障の理論」、136 ペ－ジなど多数。  
94 Arnold Wolfers, “National Security as an Ambiguous Symbol,” Political Science Quarterly, Vol. 67, No. 4, 
(December 1952), p. 485; Discord and Collaboration, Baltimore: Johns Hopkins University Press, 1962, p. 150. 
95 P. G. Bock and Morton Berkowitz, “The Emerging Field of National Security,” World Politics, Vol. 19, No. 1 
(October 1966), p.122 
96 Hel ga Haftendorn, “The Security Puzzle: Theory－Building and Discipline－Building in International 
Security”, International Studies Quarterly, vol.35, 1991, p. 3 
97 土山實男「安全保障論」『新国際関係学がわかる』朝日新聞社、1999 年、40 ペ－ジ。  
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具体的には、バリー・ブザン（Barry Buzan）らが論じているとおり、核抑止理論に
代表される戦略研究（strategic studies）が、安全保障研究の中心を占めるようになった98。
核抑止理論とは、ある国の政策決定者が、核兵器の軍事的報復を示して威嚇することによ
って、潜在的な敵国のある行動を抑止することである99。このような論理に基づいて、い
かにしてアメリカとソ連の間に軍事的均衡を築き上げるかが模索された。また、戦略研究
と並んで重要な位置を占めたのが、軍備管理（arms control）に関する研究である。軍備
管理は、軍事力の削減を意味する軍縮とは異なり、現存する軍備を前提にしながら、その
制限と管理を通して安全を追求する諸措置である。核戦略とともに軍備管理を通して、国
際的な軍備環境の悪化を避け、米ソの共存が図られた100。 
冷戦時代に展開されたこのような戦略研究や軍備管理論は、古典派による成果といえ
る。さらに、この学派は、実際に多くの国々の外交政策と安全保障戦略にも大きな影響を
与え、まさに安全保障研究の本流を構成してきたのである101。 
 
3. 1970 年代から 1980 年代 
しかし、このような安全保障研究の古典派の一角も、1970 年代に入ると、戦略研究の
低迷とともに揺らぎを示すようになる102。その契機になったのが、1970 年代の二度にわ
たるオイルショック、すなわちエネルギー危機であった。これをきっかけとして、国家の
生存条件を軍事的側面に傾斜させず、国家活動の他の側面にまで視野を広める傾向が強ま
った。たとえば、経済と安全保障の関係は、この時期のアメリカでは重要な問題として議
論されるようになった103。クラウス・ノール（Klaus Knorr）は、何が国家にとって死活
的価値であるかは、その国の価値基準によって決まるため、軍事的価値だけでなく、経済
的価値が死活的とみなされない理由はないと述べている104。 
ノールのこのような議論が示している通り、この時期には、安全保障の非軍事的な側
面に関する認識が世界に広まり、経済的安全保障の他にも、エネルギー安全保障や食糧安
全保障などが新たに指摘されるようになった。こうした安全保障研究の対象を広げる新傾
向は、いわば「新古典派」の台頭ともいえる一つの流れを形作り、安全保障概念の多元化
を促す契機となった105。 
では、なぜこの新たな傾向が新古典派と呼ばれ、古典派とは区別されるのか。確かに
この学派は、国際政治における行為主体を主権国家に据える点で、古典派と共通している。
                                                  
98 Barry Buzan, People, States & Fear: An Agenda for International Security Studies in the Post－Cold War 
Era (2nd ed), Boulder: Lynne Rienner, 1991, p.10; Edward Kolodziej, “Renaissance in Security Stuides? Caveat 
Lector!,” International Studies Quartely, vol. 35, 1992, p.434; Joseph Nye and Sean Lynn－Jones, 
“International Security Studies,” International Security, vol. 12, no. 4(Spring 1988), p.12; p.26  
99 K.J.ホルスティ（宮里政玄訳）『国際政治の理論』勁草書房、1972 年、470－487 ペ－ジ。  
100 佐藤栄一「核軍備競争の現段階と『軍備管理』」同編『安全保障と国際政治』日本国際問題研究所、1980 年など。  
101 John J. Mearsheimer, “Back to the Future: Instability in Europe after the Cold War,” International Security, 
Vol. 15, No. 1, Summer 1990, pp. 5－56.  
102 坪内、前掲、143 ペ－ジ。  
103 たとえば、Klaus Knorr, Economic Issues and National Security, Lawrence: University Press of Kansas, 1977 
104 Knorr, ibid., p.8 
105 山本武彦、前掲、ⅲペ－ジ。  
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しかし、デビッド・ボールドウィン（David Baldwin）が指摘するように、古典派の研究
の多くは、安全保障の軍事的側面にのみ着目する傾向を持っていたのに対して106、新古典
派は、安全保障問題を軍事的要素に限定することなく、非軍事的要素をも分析枠組みに組
み込もうとする点で、古典派と一線を画している。1970 年代後半以降、日本で議論された
「総合安全保障（comprehensive security）」は、このような新古典派的アプローチの影響
を強く受けたものであった107。また、この時期にヨーロッパで提唱された「共通の安全保
障（common security）」も、相対立する両者の間で軍縮を進めることによって、可能な限
り国際システム自体の非軍事化を目指すという点で、このアプローチに連なるものであっ
た108。 
一方、このような古典派や新古典派に対して、その国家中心性の変容を強く迫ったの
が、 1970 年代以降に登場した相互依存論（ interdependence）や脱国家間関係論
(transnational relations)である109。新古典派の台頭と同じく、1970 年代のエネルギー危
機を背景に登場したこれらの新しい理論は、非国家的行為主体の影響力が増大したことに
注目し、安全保障研究に新機軸を切り開くことになった。そして、国際政治学に新風を吹
き込むとともに、安全保障研究における古典派の限界を鋭く突いたのである。その意味で、
この新たな流れは、古典派や新古典派に対する批判理論として位置付けられ、「近代派」と
呼ばれている110。 
具体的には、ロバート・コへイン（Robert Keohane）やジョセフ・ナイ（Joseph Nye）
をはじめとする相互依存論者は、経済交流による平和の追求について論じた111。つまり、
国家の経済的利益はそれぞれの状況によって異なり、そこには、様々な紛争や対立が引き
起こされることになる。ゆえに、国際的にはそのような紛争を制御する制度と操作が必要
であり、それには国際レジームの形成と政策協調が考えられる112。また、経済活動におけ
る国家の役割の逓減に注目し、多国籍企業などの非国家的行為主体が国際社会に及ぼす影
響力を重視する。このように相互依存論は、新古典派と同様に、国際関係における経済的
側面に注目するとともに、一方で、国家以外の行為主体の影響力の増大を強調したのであ
る113。 
このような研究は、国際政治学の理論的系譜からみれば、自由主義的世界観に立脚し
                                                  
106 David A. Baldwin, “Security Studies and the End of the Cold War,” Word Politics, Vol.48(October 1995) p. 
123 
107 中西寛「日本の安全保障経験」『国際政治』第 117 号、1998 年 3 月、141－158 ペ－ジ。同「総合安全保障戦略
の再構成」国分良成編著『日本・アメリカ・中国－強調へのシナリオ』TBS ブリタニカ、1997 年、85－133 ペ－ジ
など。なお、総合安全保障については、本論第 3 章第 1 節参照。  
108 「共通の安全保障」については、Olaf Palme, et al., Common Security: A Blueprint for Survival, New York: 
Simon and Shuster, 1982 （邦文）パルメ委員会（森治樹監訳）『共通の安全保障』NHK 出版会、1982 年。  
109 相互依存論、脱国家関係論については、鴨武彦・山本吉宣編『相互依存の理論と現実』有信堂、1988 年。浦野
起央『国際関係理論史』勁草書房、1997 年、320－327 ペ－ジ（特に第 3 章「1970 年代の理論」）、加藤朗『21 世
紀の安全保障』南窓社、1999 年、64－68 ページなど参照。  
110 山本武彦、前掲、ⅲペ－ジ。Keohane and Nye, ibid., pp.3－4 
111 山本吉宣、前掲「二つの戦後と国際政治学」、8 ペ－ジ。  
112 ジョセフ・ナイ（田中明彦・村田晃嗣訳）『国際紛争：理論と歴史』有斐閣、2003 年、255 ペ－ジ。  
113 Keohane and Nye, ibid., Part1 なお、新たにグロ－バリゼ－ションの考察を含めた 2001 年出版の第 3 版でも、
相互依存論に関する論述は変わっていない。  
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て安全保障論を展開したものである114。そして、この流れは、1980 年代以降、ブルース・
ラセット（Bruce Russett）らによる民主主義的平和論（democratic peace theory）とも
合流して、特にアメリカで古典派や新古典派の議論に対する挑戦を試みた115。 
民主主義的平和論とは、「民主国家は民主国家同士の関係において平和的である」との
命題に基づいている116。ラセットは、二国間の戦争をめぐる統計的な分析の結果、両国に
民主的な規範がより深く根付いていればいるほど、紛争が起こる可能性や、それがエスカ
レートする可能性は低いことを明らかにした。そこから、民主国家同士は国際的な対立が
起こっても、法や制度といった軍事力以外の手段で解決することができる、との安全保障
論を展開したのである117。このような論理は、必然的に各国の外交政策から国内政策にま
で射程を広げることになり、アメリカの対外政策形成に大きな影響を与えるようになって
いる118。 
このようにして近代派は、国家間関係以外で発生する諸問題をも安全保障の対象に含
めるとともに、コへインが述べるとおり、国家の「内と外の相互作用」を特に重視する119。
したがって、この立場からの安全保障研究は、当然、多元性と錯綜性を特徴とすることに
なる。 
たとえば、1980 年代以降、深刻化する環境問題を安全保障概念で捉えようとした問題
関心は、この立場から導き出されたものである 120。ジェシカ・マシューズ（Jessica 
Mathews）によれば、地球環境問題は国家経済を脅かし、一国あるいは数カ国による対応
では解決不可能である。それは、もはや国家の領土の境界を無意味なものにするほど深刻
化しており、「安全保障にとって重要な決定的要因」であるとされる121。そして、実際の
政策面でもアメリカ政府は、1991 年版以降の「国家安全保障戦略」において、その記述の
仕方は異なっても、常に環境問題を取り上げるようになっており、環境安全保障が実際の
政策課題として受け入れられたことを示している122。 
以上のように、この時期の安全保障研究では、軍事力を最も重視する伝統的な学派へ
の挑戦が見られるようになり、経済や環境問題が、安全保障上の課題としてみなされ始め
た123。換言すれば、東西冷戦下では、核兵器の登場によって、それを用いた戦争が現実的
                                                  
114 ジョセフ・フランケル（田中治男訳）『国際関係論』東京大学出版会、1993 年、236 ペ－ジ。へドリ－・ブル（臼
杵英一訳）『国際社会論』岩波書店、2000 年、32 ぺ－ジ参照。  
115 山本武彦、前掲、ⅳペ－ジ。  
116 猪口、前掲『国際政治事典』、970 ペ－ジ（「民主主義による平和」の項）を参照。  
117 ブル－ス・ラセット（鴨武彦訳）『パクス・デモクラティア：冷戦後世界への原理』東京大学出版会、1996 年。 
118 この点についてはたとえば、有賀貞「アメリカの人権外交」渡辺昭夫編『アジアの人権』日本国際問題研究所、
1997 年。  
119 Robert O. Keohane, International Institutions and State Powers: Essays in International Relations Theory, 
Westview Press, 1989, pp. 49－67. 
120 それを示す例として、Robert O. Keohane and Elinor Ostrom, (eds.), Local Commons and Global 
Interdependence: Heterogeneity and Cooperation in Two Domains, Sage Publications, 1995; 臼井久和・綿貫礼
子編『地球環境と安全保障』有信堂、1993 年など。  
121 ジェシカ・マシュ－ズ「国家と自然」前掲『地球環境と安全保障』、208 ペ－ジ。  
122 White House, The National Security Strategy of the United States, http://www.whitehouse.gov/nsc/ たとえ
ば 2006 年版では、第 10 章で言及されている。この点については、落合、前掲、151 ペ－ジ。  
123 Colin McInnes, “The Military Security Agenda,” in G. Wyn Rees, ed., International Politics in Europe : the 
new agenda, London: Routledge, 1993, p.76 
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な手段として想定されなくなった以上、軍事的側面を第一とみなす議論は従来ほどの説得
力を持つことはできない。そのため、必然的に多様な要素が、徐々に安全保障の領域に含
まれてくるようになったのである。つまり、近代派による安全保障研究の特徴は、国家と
軍事的側面の最終的な重要性を維持しつつも、相互依存概念を中心として、主体と脅威を
多元的に捉えた点にある。 
一方、この時代には、後述する脱近代派の流れの一つの源流ともいうべき平和研究が
興り、構造的暴力論（strucutural violence）が展開されるようになった。ヨハン・ガルト
ゥング（Johan Galtung）によって提示されたこの議論は、暴力を行使する主体が明確な
「直接的暴力」のみならず、暴力を行使する主体が必ずしも明瞭でなくとも、人々の潜在
的可能性を阻害する状況を「構造的暴力」と呼んで、その問題を指摘したものである124。
そして、直接的暴力がない状態を消極的平和、構造的暴力がない状態を積極的平和と称し、
平和は両者がともに達成されてこそ実現することを強調した。この議論は、平和研究の一
つの中核ともなり、現代の国際政治における平和と安全保障の問題を考える上で、鋭い視
点を提供することになった。 
 
4. 1990 年代 
以上に述べてきた古典派（新古典派を含む）と近代派の議論が、従来の安全保障研究
では二つの大きな流れを形成してきた。しかしながら、冷戦構造の崩壊が、この状況に変
化をもたらした。すなわち、冷戦の終結は、確かに国家間戦争の減少をもたらしたが、米
ソの対立構造が崩壊した結果、それまで抑え込まれていた民族や宗教等に根ざした局地的
な対立が、世界各地で内戦や地域紛争として表面化するようになってきた125。そこでは、
大量虐殺の横行や難民の増大といった人道的危機が発生する一方で、そのような紛争によ
って当該国家の統治機構そのものが弱体化したり、破綻していたりするため、国際社会に
は国家再建への広範な関与が必要とされた。つまり、国際社会はそのような紛争の解決に
向けて、政治・軍事面だけでなく、人道・経済・社会面といった国内問題に対しても大き
な支援が求められるようになったのである126。 
そのような国際社会の現実を前に、1990 年代に入ると、安全保障研究のあり方を見直
す議論が活発になり、新しい概念の導入が様々に試みられるようになった。その結果、ス
テファン・ウォルト（Stephen Walt）が指摘するように、「安全保障研究のルネサンス」
                                                  
124 なお、構造的暴力論については、ヨハン・ガルトゥング（高柳先男・塩屋保・酒井由美子訳）『構造的暴力と平
和』中央大学出版部、1991 年。他に、岡本三夫・横山正樹編『平和学の現在』法律文化社、1999 年、特に第 4 章
参照。前田哲男編『現代の戦争』岩波書店、2002 年、303 ページ（「積極的平和論」の項）。  
125 1989 年の冷戦終焉から 20 世紀末までの間に、世界の 74 ヵ所で 111 件の武力紛争が発生した。しかし、国家間
戦争はそのうち 7 件のみであった。Peter Wallensteen and Margareta Sollenberg, “Armed Conflict, 1989-2000,” in 
Sollenberg, ed., States in Armed Conflict 2000, Uppsala University, Department of Peace and Conflict Research, 
Report No. 60, 2001, p.10 なお、ここで冷戦とは、「第 2 次大戦の戦後処理をめぐる意見の対立から始まり、米ソ
間、もしくは資本主義陣営と社会主義陣営の間で 1991 年ごろまで続いた、戦争を伴わない敵対的状態」猪口孝他編
『国際政治事典』弘文堂、2005 年、1043－1044 ペ－ジ（「冷戦」の項）。  
126 この点についてはたとえば、稲田十一『紛争と復興支援』有斐閣、2004 年、27 ページなど。  
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ともいうべき議論百出の状況が生まれた127。 
これは、ブザンらによれば、東西冷戦における激しい対立構造が、理論的にも現実的
にも、「安全保障とは何か」という根本的な議論に立ち返る余地をほとんど与えず、「短期
的な政策的諸問題に重点をおいてきた」ためである128。したがって、ナイとショーン・リ
ン＝ジョーンズ（Sean Lynn-Jones）が述べるとおり、安全保障研究には一般的な業績が
ほとんどなく、「理論的には未発達のまま」だったのである129。 
そのような状況にあって、これまでの安全保障研究全体に対する批判理論とも呼ばれ
る、もう一つの新たな流れが生まれつつあることを忘れてはならない。それは、古典派、
近代派に次ぐ「脱近代派」の議論である130。 
脱近代派の内実は多様性に満ちており、その共通項を見つけるのは難しいものの、国
際システムを理解する際に、歴史分析の重要性を強調したり、発展途上国の貧困に強い関
心を有している点で、国際政治学におけるグローバリズム（globalism）、あるいは平和研
究の枠組みに近接している131。そして、本論で取り上げる「人間の安全保障」は、先述し
た構造的暴力論との相関が指摘されるとおり、この学派に位置づけられる132。 
このような脱近代派による代表的な研究として、たとえば、ロバート・コックス
（Robert Cox）は、古典派の国家中心主義的パラダイムを批判し、現代国際社会において、
もはや無視することのできない影響力を発揮するようになった「社会」の存在を強調する
133。コックスによれば、「国際関係論の範囲でみる限り、国家と市民社会との複合体（the 
state/civil society complex）を国際関係の基本的な主体と考える試みはほとんどなされて
こなかった」134。ゆえに、これからはそれが歴史的にどのような形態をとってきたのかの
探求が課題であると強調している135。 
                                                  
127 Stephen Walt, “The Renaissance of Security Studies,” International Studies Quarterly, Vol. 35, No. 2, pp. 212
ー213 
128 Buzan, ibid., p.10; Barry Buzan, Ole Wæver and Jaap de Wilde, Security: A New Framework for Analysis, Colorado: Lynne 
Rienner, 1998 他に「いま安全保障とは何か、根本的に問い直す時期にきている。」馬橋憲男「国連・環境・安全保障」前掲『地
球環境と安全保障』有信堂、1993 年、69 ページ。 
129 Nye and Lynn-Jones, ibid., p.12 
130 山本、前掲、ⅴペ－ジ参照。  
131 この点は以下を参照。Gregory H. Mason, “Some Implications of Postmodernism for the Field of Peace 
Research,” Peace and Change, Vol. 20, No. 1(January 1995), pp.120－131; ビオティ、カピ、前掲『国際関係論』、
177－220 ペ－ジ。岡本三夫「平和学の起源とその構想」岡本三夫・横山正樹編『平和学の現在』法律文化社、1999
年、3－20 ペ－ジ、特に第 2 節参照。  
132 人間の安全保障概念の内実については本論第 2 章で詳述するが、たとえば松尾雅嗣によれば、国家安全保障と人
間の安全保障の関係は、構造的暴力における消極的平和と積極的平和の関係に類似している。松尾雅嗣「平和と安
全保障」広島大学平和科学研究センター『人間の安全保障論の再検討』広島大学平和科学研究センター、2004 年。
この点については他に、田中明彦・中西寛編『新・国際政治経済の基礎知識』有斐閣、2004、192 ページ。篠田、
前掲『国際社会の秩序』、122－123 ページ。ただし、ガルトゥング自身は「人間の安全保障」概念に対して、慎重
な評価をするにとどまっている。Johan Galtung, “The Concept of Human Security: Some Concluding Remarks,” 
PRIME, Vol.7（1997）  
133 Robert W. Cox, “Social Forces, States and World Orders: Beyond International Relations Theory,” in Robert 
O. Keohane, ed., Neorealism and its Critics, New York: Columbia University Press, 1986, pp. 204－254（邦訳）
ロバート・W・コックス「社会勢力、国家、世界秩序」坂本義和編『世界政治の構造変動』第 2 巻、岩波書店、1995
年。他に、Richard K. Ashley, “The Poverty of Neorealism,” in ibid., Neorealism and Its Critics, Columbia 
University Press, 1986, pp. 225－300; Keith Krause and Michael C. Williams eds., Critical Security Studies, 
Minneapolis: University of Minnesota Press, 1997, p. x.  
134 コックス、前掲、213 ページ。  
135 コックス、前掲、220、227 ページ。  
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また、脱近代派は、個人や集団、民族といった国家以外の要素を安全保障の対象とし
て取り上げている。たとえば、ケン・ブース（Ken Booth）は、個人の安全を差し置いて、
「国家を安全保障に関するわれわれの思考の中心におくのは非論理的である」と主張する。
なぜなら、国家は安全保障の手段であり対象ではないのであって、個人よりも国家が優先
されるとしたら、それは住む家を守るために住人が犠牲になるような、本末転倒の議論だ
からである136。同様の点に関してコリン・マッキネス（Colin McInnes）も、安全保障は
国家だけの問題ではなく、諸個人の問題でもあると論じている137。 
さらに、脱近代派に位置づけられる安全保障研究として、フェミニストによる議論が
ある。アン・ティクナー（Ann Tickner）は、「広範かつ多元的なレベルの条件―身体的、
構造的、エコロジー面からのあらゆる形の暴力がなくなることを安全と定義づける」138。
その上で、フェミニストにとっての安全保障とは、「おのおのの社会の階級制度を暴くこと、
それがいかにして国際秩序によって作り、作られてきたかを理解すること、そしてその制
度を変質させ、取り除くための活動」と述べている139。 
このように、脱近代派に包括される研究者の顔ぶれは実に多様であり、およそ古典派
の視野に含まれることのなかった争点領域まで対象としている140。また、星野昭吉が指摘
するとおり、「国家主体以外をまとめて脱国家主体といっても、それは国家に近いものから、
遠い主体まで存在し、その地位や機能を単純化できない」141。加えて、国家中心主義的ア
プローチを批判し、非国家主体の役割を見直す点で、脱近代派は近代派と共通しているが、
この両者を隔てる違いがどこにあるのかについて明らかにされたわけではない。したがっ
て、脱近代派の正確な位置付けを確定するのは困難であり、古典派と近代派の構成する二
つの大きな流れに比べれば、「傍流の位置」にとどまっている142。 
しかしながら、この学派は、安全保障現象に関わる社会的諸力や人間的要素の重視と
いう点では共通している。それを踏まえると、古典派、近代派、脱近代派の相違は、国家
と軍事の中心性の程度によるものと考えられる143。すなわち、古典派がこの二つの要素を
中心に安全保障を捉えているのに対して、近代派は国家と軍事の役割を認めつつも、それ
以外の分野にまで視野を広げようとしている。その一方で脱近代派は、国家と軍事の中心
性をまずは改めるところから議論を展開している。すなわち、古典派と近代派が現存の秩
序を出発点としているのとは対照的に、脱近代派は「現存する秩序を超えたパースペクテ
ィブから実践的にアプローチしている」のである144。 
                                                  
136 Ken Booth, “Security and Emancipation,” Review of International Studies, vol.17, 1991, p. 320 
137 Colin, ibid., p.74 
138 J・アン・ティクナー「あなたがわかっていないだけよーフェミニストと国際関係論理論家との厄介な関係」猪
口孝編『国際関係リーディングズ』東洋書林、2004 年、177 ページ。他に、J. Ann Tickner, Gender and International 
Relations: Feminist Perspectives on Achieving Global Security, New York: Columbia University Press, 1992 
139 ティクナー、前掲、178 ページ。  
140 山本武彦、前掲、ⅴページ。  
141 星野昭吉『世界政治の変動と権力』同文館、1998 年、124 ペ－ジ。  
142 山本武彦、前掲、ⅴページ。  
143 坪内、前掲、137－138 ページ。  
144 Cox, ibid., p.210 
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ただし、これら三つの学派は、必ずしも相互に排他的な関係にあるわけではなく、ま
た、ある研究者の議論は全て、常に一つの学派の立場からなされているわけでもない。た
とえば、本論の主題である「人間の安全保障」は、後述するとおり、誕生後の議論の進展
の中で近代派の議論と大きく重なっていくとともに、古典派の国家と軍事の中心性を、い
かに内包するかを検討するようになってきている。また、ラセットの代表的な研究は近代
派に位置づけられるが、その他の著述における彼の立場は、古典派や脱近代派とみなされ
ることもある145。要するに、安全保障研究は時に様々な視点を交錯させながら、国際関係
の現実に迫ろうとしているのが実態である。 
以上、古典派から脱近代派に至るまでの、安全保障研究における大きな流れを鳥瞰し
た。本節で述べてきたとおり、冷戦時代には安全保障研究の射程に入りにくかった争点が、
冷戦終結後、重要な研究対象として加わった。「人間の安全」に関わる課題を全て視野に収
める人間の安全保障概念の登場は、それを象徴するものである。つまり、冷戦の終焉を迎
えて、三つの学派による議論が多元化していく中で、人間の安全保障という新しい概念が
形成されていったといえよう。
                                                  
145 ビオティ、カピ、前掲、31－32 ページ。  
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第 2 節 開発援助の視点から 
栗栖薫子によれば、「人間の安全保障」という概念が生み出された背景には、そもそも
安全保障と開発援助双方の概念における、対象領域の包括化・多元化という流れがあった。
つまり、前節で述べたとおり、冷戦終結の頃から安全保障の対象分野は大きく拡大を始め
る一方で、開発援助の分野においても、開発のあり方を見直す動きが起こってきた。その
結果、両者は次第に接近し、やがて重なり合う領域が出てくるようになる。抽象的な言い
方をすれば、そのようにして安全保障と開発援助が結びついて生まれた概念が、人間の安
全保障であると捉えることができる146。 
しかし、より的確にいえば、先に編み出された「人間開発（Human Development）」
概念こそが、人間の安全保障を生み出したのであった147。そこで、本節では、経済開発か
ら「人間開発」へ、開発援助のアプローチがどのように変遷してきたのかをたどり、人間
の安全保障が誕生するまでのプロセスを概観していく。 
 
1. 第二次世界大戦後から 1950 年代 
「開発」とは、英語の“development”の翻訳語であり、その動詞形の“develop”と
は、反意語の“de”と、“roll（包む）”を意味するラテン語の“volv”から成り、「もとも
と存在していたものを開く」という含意を持つ言葉であった148。日本語では、development
に「開発」と並んで「発展」との意味も付与されているが、その原義に遡って考えると、
自動詞的な「発展」の意味合いが強いとされる149。 
そのような意味を有する development という言葉を用いて国家が行なう活動を、外部
から支援するという行為は、植民地時代に始められた150。しかし、現在国際社会で行なわ
れている途上国への開発援助の出発点は、第二次世界大戦による経済的荒廃からの復興に
あった。第二次大戦末期の 1944 年 7 月、連合国 44 カ国の代表がアメリカに集まり、戦後
の世界経済の運営に関する会議が開かれた。そこでは、戦後復興と途上国の開発、国際通
貨秩序の管理体制が検討され151、その結果、通称世界銀行と呼ばれる国際復興開発銀行
（IBRD: International Bank for Reconstruction and Development）と152、国際通貨基金
（IMF: International Monetary Fund）の創設が決定された。この世界銀行と IMF を二
本柱とする戦後の国際経済体制は、開催地にちなんで「ブレトン・ウッズ体制」と呼ばれ、
                                                  
146 栗栖薫子「近年における安全保障概念の多義化と人間の安全保障」九州大学大学院比較社会文化研究科紀要『比
較社会文化』（第 4 巻）、1998 年、6 ページ。  
147 国連開発計画（UNDP）『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、 iv ページ。  
148 Random House, Random House Webster's Build Your Power Vocabulary, New York: Random House 
Reference, 1998, p.82   
149 開発ならびに development の語源については、佐藤寛『開発援助の社会学』世界思想社、2005 年、46－48 ペ
ージ。西川潤「社会発展論の展開」アジア・太平洋人権情報センター編『アジアの社会発展と人権』現代人文社、
1998 年、14－15 ページなど参考。  
150 佐藤、前掲、58－60 ページ。  
151 白鳥正喜『世界銀行グループ』国際開発ジャーナル社、1993 年、15 ページ。  
152 なお、世界銀行のホームページによれば、世界銀行は一般に、国際復興開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）
を意味するとされる。世界銀行ホームページ（世界銀行の概要） 
http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/COUNTRIES/EASTASIAPACIFICEXT/JAPANINJAPANESEE
XT/0,,contentMDK:20767889~menuPK:1981263~pagePK:141137~piPK:141127~theSitePK:515498,00.html  
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以後、国際経済秩序の根幹を形成することになった153。 
そのようにして戦後の国際経済体制は徐々に整えられていくようになったが、ヨーロ
ッパでは第二次大戦による疲弊は深刻なものであり、復興はなかなか進まなかった。その
一方で、1946 年 3 月には、イギリスのチャーチル首相が有名な「鉄のカーテン」演説を
アメリカで行なうなど、冷戦の対立構造が現れ始めていた154。このままでは、共産主義陣
営の浸透を阻止することができないと判断したトルーマン大統領は、世界を自由主義と共
産主義の対決という図式で捉えて、アメリカによる自由主義勢力支援の必要性を訴える「ト
ルーマン・ドクトリン」を打ち出した155。そして、1948 年から約 3 年間にわたる、ヨー
ロッパの戦後復興のための大規模な経済援助の実施を決断した。それが、今日まで続く開
発援助の原点として位置づけられる「マーシャル・プラン（Marshall Plan）」である156。 
同プランは、1947 年 6 月、マーシャル国務長官によって、ハーバード大学での記念
講演の際に発表された。その援助総額は約 103 億ドルにのぼり、当時のアメリカの GNP
の 2％を越える大規模なものであった157。1999 年のアメリカによる ODA の対 GNP 比が
0.1％にすぎないことを考えると、マーシャル・プランがいかにスケールの大きな援助であ
ったかが推察できる158。そして、このような援助が、イギリス、フランス、西ドイツ、イ
タリアを中心にヨーロッパ各国で実施された結果、スティーブン・ブラウン（Stephen 
Browne）によれば、ヨーロッパの貿易赤字は 1947 年の約 85 億ドルから、1950 年には約
10 億ドルまで大幅に減少した159。こうして、アメリカによる巨額のヨーロッパ経済復興援
助は、歴史上最大といわれるほどの大きな成果を残したのである160。 
マーシャル・プランがこのように大きな成功を収めた理由としては、たとえ戦後経済
が疲弊していたといっても、援助対象国の大半が、近代的経済運営の実績を持つ国々であ
り、行政機構や人的資源が備わっていたこと、また、援助受け入れに関する調整機関とし
て 1947 年に設立された欧州経済協力機構（OEEC: Organization for European Economic 
Cooperation）が、十分にその機能を発揮したことなどが指摘されている161。つまり、ヨ
ーロッパ諸国には経済発展に必要な基盤が既に整っていたのである。 
ただし、このようなヨーロッパ固有の条件は、その後の開発援助の場面では見過ごさ
れていく。その意味で、マーシャル・プランが大規模な資金援助の効用について、安易な
楽観的観測を生み出すことになってしまった点は否定できない162。 
ヨーロッパにおいてマーシャル・プランを実施する一方で、アメリカは、途上国援助
                                                  
153 この点については文献多数。たとえば、池田龍彦「開発援助の歴史」森川俊孝他『開発協力の法と政治』国際協
力出版会、2004 年、63－64 ページなど。  
154 杉江栄一他『国際関係資料集』法律文化社、2004 年、18 ページ。  
155 同上。  
156 佐藤秀雄『新 ODA の世界』青山社、2006 年、31 ページなど。  
157 永田実『マーシャル・プラン』中央公論社、1990 年、128－129 ページ。  
158 西垣昭他『開発援助の経済学（第 3 版）』有斐閣、2003 年、36 ページ。  
159 スティーブン・ブラウン（安田靖訳）『国際援助』東洋経済新報社、1993 年、12 ページ。  
160 佐藤秀雄、前掲、31 ページ。  
161 たとえば、池田、前掲、65 ページ。  
162 西垣他、前掲、37－38 ページ。  
 26 
に対する方針を、トルーマン大統領によって初めて公式に表明した。1949 年 1 月、再選
を果たしたトルーマンは大統領就任演説の中で、アメリカの外交政策における四つの柱を
掲げた。第一に国連の支持、第二にマーシャル・プランの継続、第三に北大西洋同盟の促
進、そして第四に途上国援助である。途上国の援助は、四番目の柱として掲げられたこと
から、「ポイント・フォー（Point Four）」提案と呼ばれている163。この方針は後に、国連
による技術援助計画の拡大につながるとともに、世界銀行が「復興」から「開発」へと重
点を移していく原動力となった。また、この「ポイント・フォー」以降冷戦終結に至るま
で、東西両陣営にとって開発援助は、基本的に途上国による支持獲得の手段となっていっ
た164。 
一方、アジア・アフリカ地域では、植民地が次々と独立を果たし、次第に国際関係に
おける大きな力として台頭してくるようになる。そして、1955 年 4 月にはインドネシア
のバンドンにおいて、アジア、アフリカ、アラブから 29 カ国の代表が参加して「アジア・
アフリカ会議」が開催され、通称「バンドン 10 原則」として知られる「世界平和と協力
の推進に関する宣言（Declaration on Promotion of World Peace and Cooperation）」が採
択された165。そこでは、反帝国主義、反植民地主義、平和共存、非同盟、国連憲章の尊重
といった途上国の立場が初めて公式に表明され、この結果、アジア・アフリカでの民族解
放運動がさらに高まっていった166。 
こうして途上国の動きが徐々に注目を集めるようになるにつれて、国際社会では、冷
戦による東西対立の構図に加えて、「南北問題」という新たな視点が提示されるようになっ
た。この南北問題とは、1959 年に、イギリスのロイド銀行頭取オリバー・フランクス（Sir 
Oliver Franks）が、アメリカで行なった講演「新しい国際均衡―西欧世界への挑戦」に端
を発するものである167。この中で彼は、開発途上国の大半が南半球付近に集中し、先進国
の大半が北半球に位置していることをふまえて、「今までは、東西間の緊張が支配的であっ
たが、現在われわれは、同様に重要な『南北問題』に直面している」との問題提起を行な
った。さらに彼は、「12 年前には世界のバランスは西ヨーロッパの運命にかかっていたが、
ここ数年のうちに世界のバランスは、必ず新たに発展しつつある国の運命に移るであろう」
と述べ、南北問題はこれ以降、重要なテーマとして認識されるようになった168。 
 
2. 1960 年代 
1960 年代における開発援助の展開は、アメリカのケネディ大統領のイニシアティブに
よって幕を開ける。すなわち、1961 年の国連総会に出席したケネディは、演説の中で、国
                                                  
163 たとえば、池田、前掲、65 ページ。  
164 この点については文献多数。たとえば、小池治「開発援助の新潮流」前掲『開発協力の法と政治』、82 ページな
ど。  
165 矢野暢『冷戦と東南アジア』中央公論社、1986 年、203－204 ページ。  
166 佐藤秀雄、前掲、32 ページ。  
167 Oliver Franks, “The New International Balance: Challenge to the Western World,” Saturday Review, 
January 16, 1960, pp.20-25 
168 西垣他、前掲、40－41 ページ。  
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連が途上国支援ために本格的に行動を起こすことを訴え、1960 年代を「国連開発の 10 年」
とすることを提案した。かくして、南北問題が初めて国連の場で取り上げられ、国際的な
重要課題として認識された169。 
この「国連開発の 10 年」の決議では、国際的な開発目標も具体的に設定され、1960
年代の年平均成長率を 5％、途上国への資本移転を先進国の GNP の 1％とするとされた。
後に、南北間対話の重要なポイントなっていくこれらの開発目標の基礎となったのは、「ト
リックル・ダウン（trickle down）」と呼ばれる開発理論であった170。この理論は、アルバ
ート・ハーシュマン（Albert Hirschman）が提唱したものであり、全体のパイを大きくす
ることによって、一人ひとりの取り分を大きくするという考えである171。つまり、一国の
経済全体が成長すれば、その成果は時間の経過とともに社会全体に広がっていくとの考え
に基づくものであった。 
このような理論を基礎として、1960 年代はまずは経済成長優先の施策が取られ、途上
国にとって、植民地からの独立が一気に加速したこともあり、大きな期待を抱かせる時代
であった172。しかし、時が経つにつれて、それは失望に変わっていく。なぜなら、経済成
長が目標に達しなかったばかりか、トリックル・ダウンの効果も見られず、次第に所得分
配の不平等が深刻になっていったからである。 
ただし、その一方でこの時期の国際社会では、次々と援助に関連する組織が設立され、
現在に続く国際援助体制の基礎が築かれた。まず、世界全体の援助の大部分を担っていた
アメリカでは、ケネディの演説を反映する形で、1961 年に「対外援助法（U.S. Foreign 
Assistance Act）」が制定されるとともに、その実施を担当する機関として、アメリカ国際
開発庁（USAID: US Agency for International Development）が設立された。また、1960
年 に は フ ラ ン ス の 経 済 協 力 中 央 金 庫 （ CCCE: Caisse Centrale de Coopération 
Economique）、 1961 年には日本の海外経済協力基金（ OECF: Overseas Economic 
Cooperation Fund）、1964 年にはイギリスの海外開発省（ODM: Ministry of Overseas 
Development）などが設立された。 
このような二国間援助の実施機関とともに、多国間の援助機関も着々と整備されてい
った。先述のとおり、マーシャル・プラン実行のために創設された OEEC は、西ヨーロッ
パの復興を受けて、新たにヨーロッパ以外の国を含む西側先進国の経済協力を担うため、
1960 年に経済協力開発機構（OECD: Organization for Economic Cooperation and 
Development）として改組された。合わせてこの OECD の中には、国際的な途上国への援
助機構として、開発援助グループ（DAG: Development Assistance Group）が設置され、
1961 年に、開発援助委員会（DAC: Development Assistance Committee）へと改称され
た。当初 10 カ国の加盟国から出発した DAC は、途上国援助の拡充とその効果の増大を目
                                                  
169 佐藤秀雄、前掲、33 ページ。  
170 たとえば、池田、前掲、66－67 ページ。  
171 アルバート・ハーシュマン（麻田四郎訳）『経済発展の戦略』巌松堂出版、1961 年。  
172 佐藤寛、前掲、61 ページ。  
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的として、援助に関する西側の研究センターの機能を果たすようになっていく。 
さらに、この時期には国連においても援助体制が整えられていった。南北問題に対し
て南の立場から、「中心・周辺（center-periphery）」理論が展開されたことによって、途
上国の間では、南北問題を貿易と援助の面から検討する声が高まった173。その結果、1964
年に、途上国の輸出拡大を目的とする国連貿易開発会議（UNCTAD: United Nations 
Conference for Trade and Development）が開催された。続いて 1966 年には、途上国の
開発を担う主要機関として国連開発計画（ UNDP: United Nations Development 
Programme）が、1967 年には、途上国の工業化促進を目的とする国連工業開発機関
（UNIDO: United Nations Industrial Development Organization）が設立された。こう
してこの 1960 年代には、国際的な援助体制の構築が活発に行なわれていったのである。 
 
3. 1970 年代 
1970 年 9 月に開催された国連総会では、1960 年代の「国連開発の 10 年」を総括し、
次の 10 年を「第二次国連開発の 10 年」とする決議が採択された。これは、レスター・ピ
アソン（Lester Pearson）を委員長とする国際開発委員会が、1969 年に作成した報告書『開
発におけるパートナーシップ（Partnership in Development: Report of the Commission 
on International Development）』と、ヤン・ティンバーゲン（Jan Tinbergen）が委員長
を務める国連開発計画委員会が、1970 年に発表した報告書『開発の加速化を求めて－「第
二次国連開発の 10 年」のためのガイドラインおよび提案（Towards Accelerated 
Development: Proposals for the Second United Nations Development Decade）』の内容
を反映させたものである174。 
この決議では、「第一次国連開発の 10 年」に続いて再び、経済成長率に関する指標等
が打ち出されるとともに、先進国の ODA が GNP の 0.7％となるように定められた。途上
国援助の主要な手段である ODA に対して、具体的な国際目標を初めて導入したことが、
この「第二次国連開発の 10 年」の特徴であるといわれている175。 
このようにして始まった 1970 年代の国際経済は、しかしながら大きな混乱に直面す
ることになる。1973 年の第四次中東戦争が、世界のエネルギー消費量の約 50％を占める
石油の急激な不足と、その原油価格の高騰を招き、世界全体はたちまち深刻な不況に陥り
かねない事態に見舞われたのである176。ただ、この石油危機は天然資源を保有する途上国
にとって、天然資源が国際社会では大きな交渉力になりうるということを認識する機会と
もなった。そこから、1974 年に開催された第 6 回国連特別総会における、「新国際経済秩
                                                  
173 これは、ラウル・プレビッシュ（Raúl Prebisch）が論じた理論であり、周辺国から中心国への一方的な従属と
いう矛盾と、周辺国の低開発性の根源を説明したものである。この点についてはたとえば、川田侃・大畠英樹編『国
際政治経済辞典（改訂版）』東京書籍、2003 年、676－677 ページ（「プレビッシュ」および「プレビッシュ報告」
の項）。  
174 これらの報告書およびこの点については、西垣他、前掲、106－108 ページ。  
175 佐藤秀雄、前掲、34 ページ。  
176 石油危機についてはたとえば、川田・大畠、前掲、434－435 ページ（「石油危機」の項）などを参照。  
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序樹立に関する宣言（Declaration for the Establishment of a New International 
Economic Order）」の採択へとつながっていったのである177。 
第二次世界大戦後に築かれた既存の世界経済の枠組みに対して、「南」の立場から新し
い原理を樹立しようとするこの「新国際経済秩序（NIEO）」には、二つの柱があるとされ
る178。第一は、天然資源についての主権を確立して、途上国が先進国の経済支配から脱却
しようとする資源ナショナリズムである。第二に、途上国から見れば公平性を欠いた既存
の国際経済に対して、それを是正する「主権の平等」の概念である。 
このように途上国の側から NIEO の樹立といった強い主張が先進国へなされるように
なった背景には、経済成長を優先しても、途上国の発展が遅々として進まないという現実
があった。途上国では、成長の恩恵が貧困層までほとんど行き届いておらず、むしろ所得
分配の偏りが広がる一方であった。そのような状況に対して、先進国は新しい開発のアプ
ローチを模索するようになる。その結果、新たに登場したのが、「ベーシック・ヒューマン・
ニーズ（BHN: Basic Human Needs）」のアプローチである179。 
この BHN とは、途上国の貧困層の生活に直接影響を与える、衣食住、保健、教育、
雇用といった分野への援助に重点をおくべきであるという考え方であり、これによって、
貧困層の社会開発分野に焦点を絞った支援という新しい方針が生み出された 180。この
BHN は、1973 年に USAID が打ち出した「新路線（New Directions）」において初めて、
それに通ずるアプローチが示された後、世界銀行や国際労働機関（ILO: International 
Labor Organization）といった国際機関が重視する概念となり、それ以降、開発援助の分
野で広く浸透していった181。こうして 1970 年代には、途上国と先進国双方の立場から、
従来の経済成長優先路線に代わる新たな開発アプローチの模索が始まったのである。 
 
4. 1980 年代 
「第二次国連開発の 10 年」では、先進国の ODA が GNP の 0.7％となるように定め
られたが、1979 年の先進国の ODA 総額は 26 億ドル 4000 万ドルで、対 GNP 比は 0.26%
にとどまっていた182。そのため、1980 年に開催された国連総会では、国際社会によるさ
らなる開発への取り組みに向けて、改めて「第三次国連開発の 10 年」が採択された。こ
こでもまた、具体的な数値目標が定められたが、国連を通じたこれまでの多くの支援にも
かかわらず、いまだに大きな発展の兆しが見られない途上国の現実を前に、ほとんど注目
                                                  
177 当時の NIEO をめぐる議論に関しては、たとえば、 Jagdish N Bhagwati, ed., The New International Economic 
Order: The North South Debate, Cambridge: MIT Press, 1977 
178 西垣他、前掲、50－51 ページ。  
179 池田、前掲、85－86 ページ。  
180 社会開発については、西川潤編『社会開発―経済成長から人間中心型開発へ』有斐閣、1997 年を参照。なお、
BHN については文献多数。一般的な定義としては、たとえば、川田・大畠、前掲、148－149 ページ（「基本的人間
ニーズ」の項）。高柳先男・内田満・阿部斎編『現代政治学小辞典』有斐閣、1999 年、77 ページ（「BHN」の項）
など。  
181 猪口孝他編『政治学事典』弘文堂、2000 年、904 ページ（「BHN」の項）など。  
182 池田、前掲、69 ページ。  
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を集めることはなかった183。 
こうして開発問題に関する国連の役割が相対的に低下する一方で、それに代わって、
援助資金の供給源である先進国の間で様々な調整を行ってきた OECD の DAC や、世界銀
行、IMF が、イニシアティブを発揮していくようになる。そして、1980 年代に世界銀行
主導で進められた開発アプローチが、「構造調整（structural adjustment）」である。この
構造調整とは、国際機関の融資や ODA の供与などを通じて、途上国経済の民主化、市場
経済化、開放体制化を進める仕組みであり、途上国を先進国主導の国際経済体制の中に引
き込む手段とされている184。 
そのような構造調整アプローチが取られた背景には、1970 年代後半から 80 年代にか
けての、途上国経済の急激な悪化がある185。その原因としては、途上国が長年の間、放漫
な財政運営を行なってきたことや、1970 年代に二度にわたって石油危機が起こったことが
あげられる。多くの途上国において国際収支が悪化し、外貨が不足する中で、途上国は当
面の危機を乗り切るために対外借入を行い、累積債務を拡大してしまった。1982 年にはメ
キシコが債務返済不能に陥り、このままでは世界中に債務不履行が広がっていくのではな
いかという危機感が生まれた。そこで、途上国がこの危機を乗り切るために緊急の資金支
援が必要となり、世界銀行が中心となって、「構造調整融資（SAL: Structural Adjustment 
Lending）」が供与されたのである。この構造調整融資は、単純に資金を供給して国際収支
赤字を穴埋めするだけでは、またいつか同じ問題が繰り返される恐れがあるため、資金支
援の条件として改革プログラムを導入して、途上国の経済運営およびその体質の改善を目
指すものであった。 
1980 年から 90 年にかけて、構造調整融資が世界 60 カ国で 187 件も実施された結果186、
心配された債務不履行の世界的な連鎖を阻止することができた。その点において、構造調
整は一定の成果をあげたと指摘されている187。しかし、経済成長という視点から見れば、
構造調整は必ずしも途上国に明らかな利益をもたらしたわけではなく、むしろアフリカで
は経済格差が拡大し、貧困層はさらに困窮を強いられることになったのである188。 
その理由としては、構造調整を進める際に、途上国の固有な経済社会状況を十分に考
慮しないまま、画一的に融資条件を設定したことがあげられる。そもそも途上国には、構
造調整の改革プログラムにおいて特に重視される市場メカニズム自体が、十分に形成され
ていない。にもかかわらず、世界銀行は途上国経済が改善しない原因を、政府の過剰な介
入による市場メカニズムの歪みに求め、過大な介入の象徴である政府からの補助金の削減
を融資の条件として課した。その結果、社会保障の費用や公共料金を低水準に据え置くた
                                                  
183 佐藤秀雄、前掲、35 ページ。  
184 川田・大畠、前掲、209－210 ページ（「構造調整」の項）などを参照。  
185 以下の記述は、主に次を参考にした。西垣他、前掲、56－63 ページ。  
186 Adrian Leftwich, “Governance, democracy and development in the Third World,” Third World Quarterly, 
vol.14, no.3, p.608 
187 田中明彦・中西寛編『新・国際政治経済の基礎知識』有斐閣、2004 年、179 ページ。  
188 この点についてはたとえば、小池治「開発援助の新潮流」前掲『開発協力の法と政治』、88－89 ページなど。  
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めの補助金が真っ先に削られることになり、社会的弱者の生活はますます窮乏化してしま
ったのである189。 
このように 1980 年代には、開発援助に新たに構造調整アプローチが取り入れられた
が、途上国に大きな発展をもたらすことはできなかった。それどころか、本来第一に保護
されるべき貧困層や子供が、最も大きな被害を受ける結果となった190。ゆえに、この頃か
ら、経済開発が必ずしも貧困をなくすとは限らず、むしろ貧困を拡大する現象に注意が払
われ始めた。そして、1990 年代に入る頃には、改めて社会開発を含めて経済開発のあり方
そのものを見直そうという機運が醸成されていったのである191。 
 
5. 1990 年代 
東西冷戦の終結は、南北問題に多大な影響を与えることになった。冷戦時代において
は、途上国の援助は基本的に、自らの陣営に引き入れておくための手段の一つとして考え
られていた192。しかし、冷戦の終結により、これまでのような冷戦構造に基づく援助は過
去のものとなる一方で、依然として存在し続ける南北問題に、ようやく本格的に取り組む
ことが可能な状況となったのである。加えて、冷戦時代はあまり省みられることのなかっ
た非軍事的な諸問題が、「地球的諸問題（global issues）」として世界的にクローズアップ
されるようになってきた193。そのため、1990 年代に入ると、新しい考え方が次々と提唱
されるとともに、それに伴う各種の国際会議が世界各地で開催され、開発のアプローチは
「百家争鳴」の時代に入ったといわれている194。 
そのような新しい潮流の一つが、地球環境問題と開発の両立を目指した取り組みであ
る。そもそも環境問題それ自体は、決して新しい問題ではなく、これまでにも国際社会で
取り上げられてきた課題である。たとえば、1972 年にスイスのストックホルムで開催され
た、「国連人間環境会議（United Nations Conference on the Human Environment）」は、
環境問題についての世界で初めての大規模な国際会議であった195。ここでは、「人間環境
宣言（Declaration on the Human Environment）」が採択され、それを踏まえて、同年末
には「国連環境計画（UNEP: United Nations Environment Programme）」が設立された。 
しかしながら、同会議では環境保全と経済発展は矛盾すると認識され、先進国は環境
保全に重きを置く一方で、貧困克服を最優先する途上国は経済発展を必要とした。したが
って、議論は平行線のまま実質的な環境対策を打ち出すことができず、採択された「人間
環境宣言」においても、環境保全と経済発展の関連性について新しい視点は見られず、両
                                                  
189 白鳥正喜『開発と援助の政治経済学』東洋経済新報社、1998 年。  
190 佐藤寛、前掲、64 ページ。  
191 西川潤「社会開発の理論的フレームワーク」同編『社会開発―経済成長から人間中心型開発へ』有斐閣、1997
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193 池田、前掲、70 ページ。  
194 佐藤寛、前掲、64 ページ。  
195 ここでの記述は以下を参考。猪口、前掲、203 ページ（「環境問題」の項）。川田・大畠、前掲、294 ページ（「国
連環境計画」の項）。杉江他、前掲、113－114 ページ。田中・中西、前掲、282 ページ。  
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論を併記するにとどまったのである196。 
その後、石油危機に続く世界経済の混乱の中で、環境問題には十分な関心が払われな
くなっていったが、1980 年代後半に入ると、再び光が当てられるようになる。1987 年に、
「 環 境 と 開 発 に 関 す る 世 界 委 員 会 （ World Commission on Environment and 
Development）」によって、環境保全と経済発展双方の実現を目指す「持続可能な開発
（sustainable development）」との概念が打ち出されたからである。これは、1983 年の国
連総会決議に基づいて設置された 197、グロ・ハーレム・ブルントラント（Gro Harlem 
Brundtland）を長とする同委員会が、報告書『われら共有の未来（Our Common Future）』
において提唱した概念である。同報告書によれば、持続可能な開発とは、「将来の世代がそ
のニーズを充足する能力を損なわないように留意しながら、現在の世代のニーズを充足さ
せる開発」を意味している198。同報告書が編み出したこの新しい概念は、その後世界中に
広まり、環境問題に取り組む上で不可欠のアプローチとして認識されていく199。 
こうして「持続可能な開発」アプローチの提唱と、冷戦後の「地球的諸問題」に対す
る関心の増大により、国際社会では環境と開発を共に見据えた取り組みが行なわれるよう
になり、1992 年にはブラジルのリオ・デ・ジャネイロで、「環境と開発に関する国連会議
（United Nations Conference on Environment and Development）」、2002 年には南アフ
リカのヨハネスブルグで、「持続可能な開発に関する世界首脳会議（World Summit on 
Sustainable Development）が開催された。これらを通じて開発問題は、環境分野を含め
た多元的な視点と、多様な主体による国際的な協力体制の中で捉えられるようになってい
った200。かくして、国連によって提起された「持続可能な開発」は、冷戦後の開発援助に
おける包括化・多元化の流れの端緒となるものであった。 
一方、貧困層をさらに困窮に追い詰めたとされる世界銀行の構造調整に対する強い批
判は201、その後の開発アプローチに二つの新たな展開をもたらした202。まず、世界銀行自
身は、そのような結果を招いた原因を、途上国の「ガバナンス（統治）」の問題に見出した。
世界銀行は 1989 年に、報告書『サブ・サハラ・アフリカ―危機から持続可能な成長へ
（Sub-Saharan Africa: From Crisis to Sustainable Growth）』を発表し、この中で次のよ
うに述べている。「サブ・サハラ・アフリカにおける開発問題の根源には、ガバナンスの危
機がある。ここでいうガバナンスとは、国家の諸問題に対処する政治権力の行使のあり方
                                                  
196 多谷千香子『ODA と人間の安全保障』有斐閣、2000 年、26－27 ページ。  
197 1983 年国連総会決議 A/RES/38/161 (Process of preparation of the Environmental Perspective to the Year 
2000 and Beyond)。  
198 World Commission on Environment and Development, Our Common Future, New York: Oxford University 
Press, 1987, p.8 
199 この点についてはたとえば、Heather A. Smith, “The World Commission on Environment and Development: 
Ideas and institutions intersect,” Ramesh Takur, Andrew F. Cooper and John English, eds., International 
Commissions and the Power of Ideas, Tokyo: United Nations University Press, 2005, pp.76-98 
200 西垣他、前掲、281－285 ページ。  
201 たとえば、マブーブル・ハク（佐藤秀雄他訳）『人間開発戦略―共生への挑戦―』日本評論社、1997 年、203－
204 ページ。  
202 この点についてはたとえば、外務省『ODA 白書』2003 年（本編第 II 部第 2 章第 2 節）、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/03_hakusho/ODA2003/html/honpen/hp102020400.htm  
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を意味する」203。つまり、いかに有効な経済政策を導入しても、それを実施する国家のガ
バナンスに問題がある場合には、構造調整は期待通りの効果をもたらすことはできないと
考えたのである204。 
さらに、1992 年の報告書『ガバナンスと開発（Governance and Development）』で
世界銀行は、「ガバナンスとは、ある国の経済的・社会的資源を開発のために活用する際の
権力行使のあり方」と改めて定義するとともに、「グッド・ガバナンスは、健全な経済政策
に不可欠の補完要因」として位置づけた 205。また、『ガバナンス：世界銀行の経験
（Governance: The World Bank’s Experience）』と題する 1994 年の報告書では、ガバナ
ンスの三つの側面（①政治体制、②経済的・社会的資源を活用する際の権力行使のプロセ
ス、③政策の企画・形成・実施における政府の能力）を示し、その要素をより具体的に整
理している206。 
これまで経済開発を優先してきた世界銀行が、このように途上国の統治のあり方にま
で目を向けたことは、開発を経済だけでなく、政治や社会的側面をも含めて捉えるように
なったことを示している。もちろん、世界銀行には「非政治的考慮の規定」（協定第 4 条
第 10 項）があり207、先述した 1992 年の報告書でも、世界銀行は「政治的理由からグッド・
ガバナンスを求めるのではなく、資源配分の改善に貢献するという経済的理由からグッ
ド・ガバナンスを重視する」と述べ、政治的分野に踏み込むことは避ける姿勢を明示して
いる208。しかし、自らガバナンスの要素として掲げた政治体制や権力行使に関わろうとす
る際に、途上国の政治に全く関与しないということは現実的にありえない209。 
また、このようなガバナンス重視のアプローチを推し進めた結果、世界銀行は 1999
年の報告書『21 世紀はどうなるか（Entering the 21st Century）』において、開発には経
済的側面と非経済的側面を合わせた包括的アプローチが必要であることを認識し210、実際
に同年にはジェームズ・ウォルフェンソン（James Wolfenson）総裁が、新たに「包括的
開発フレームワーク（CDF: Comprehensive Development Framework）」を提案した211。
これは、非経済的側面も含めて開発に関連する要素を一つにまとめ、途上国のオーナーシ
ップとドナー全体のパートナーシップによって開発を進めようとするアプローチである。
世界銀行はさらに、CDF を具体化するための施策として、「貧困削減戦略ペーパ （ーPRSP: 
                                                  
203 World Bank, Sub-Saharan Africa: From Crisis to Sustainable Growth, Washington DC: World Bank, 1989, 
p.60 
204 稲田十一「国際開発における『グッド・ガバナンス』と『人間の安全保障』の議論の動向」地球産業文化研究所
『「グローバリゼーションの中の国際システムとガバナンスの課題」研究委員会報告書』、2000 年、87 ページ。  
205 World Bank, Governance and Development, Washington DC: World Bank, 1992, pp.3-6 
206 World Bank, Governance: The World Bank’s Experience, Washington DC: World Bank, 1994, p.xiv 
207 World Bank, IBRD Articles of Agreement, 
http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/EXTABOUTUS/0,,contentMDK:20049603~pagePK:43912~piPK
:36602,00.html#I11  
208 World Bank, Governance and Development, 1992, p.5 
209 小池、前掲、90 ページ。  
210 世界銀行（小浜裕久監訳）『世界開発報告 1999/2000』東洋経済新報社、2000 年、1－5 ページ。  
211 James D. Wolfenson, A Proposal for a Comprehensive Development Framework (A Discussion Draft), 
January 21, 1999, 
http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/PROJECTS/STRATEGIES/CDF/0,,contentMDK:20072890~men
uPK:140147~pagePK:139301~piPK:261885~theSitePK:140576,00.html  
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Poverty Reduction Strategy Paper）」の策定も続けて打ち出した212。このようにして 1990
年代から、国際的な援助の中心を担う世界銀行の開発路線は、新たに包括的なアプローチ
へと変化していったのである。それはまた、従来は主として国連が担ってきた社会開発分
野への接近ともいわれている213。 
一方、構造調整プログラムの限界を乗り越えようとする試みは、このような世界銀行
の取り組みだけではなかった。アマルティア・セン（Amartya Sen）の「潜在能力
（Capability）」アプローチに連なる、もう一つの新しい開発援助の流れが生まれた。セン
によれば、潜在能力とは「人が善い生活や善い人生を生きるために、どのような状態にあ
りたいのか、そしてどのような行動を取りたいのかを結びつけることから生じる機能の集
合」であるとされる214。その上でセンは、開発を所得や富の最大化ではなく、潜在能力の
機能の拡大であり、それはまた、「人間の自由の拡大」を意味すると捉えたのである215。
そして、1998 年にはノーベル経済学賞を授賞するほど、世界中に影響を与えたセンの議論
はやがて、貧困層の衣食住、保健、教育、雇用などの社会開発を重視する、それまでの BHN
のアプローチと合流して、新しい開発概念を生み出した。それが、世界銀行の開発アプロ
ーチに対する「国連システムからの反論の最大のもの」 216ともいわれる、「人間開発
（Human Development）」概念である217。 
センの「潜在能力」アプローチに強い影響を受け、マブーブル・ハク（Mahbub ul Haq）
を中心に構築された「人間開発」とは、「人間が自らの意思に基づいて自分の人生の選択と
機会の幅を拡大させること」と定義される218。そして、人間を開発の中心に据えて、その
ような「人間の能力を高めること」と、「人間の能力を十分に活用すること」の両方を目指
す概念である。また、それを支える必要不可欠な柱が、「公平性（equity）」「持続可能性
（sustainability）」「生産性（productivity）」「能力強化（empowerment）」の四つとされ
る219。 
先述のとおり、世界銀行の構造調整アプローチは、途上国の状況をほとんど考慮せず
に、画一的な条件の下で経済成長を図ろうとしていた。それに対してこの人間開発は、貧
富の格差や失業、劣悪な衛生環境といった途上国の現実を踏まえ、開発アプローチをその
受益者である途上国の人々の側から再構成したものである。 
また、この人間開発は、BHN を一つの淵源としてはいるものの、確実にそれを超え
る概念として位置付けられる220。なぜなら、そもそも BHN とは、世界的な経済発展に取
り残された貧困層に対して、必要最小限の生活を保障しようとする考えであった。それに
                                                  
212 Poverty Reduction Strategy Papers website, http://poverty.worldbank.org/prsp/  
213 大野泉「国際機関と日本協力」後藤一美編著『日本の国際開発協力』日本評論社、2005 年、164－167 ページ。 
214 アマルティア・セン（石塚雅彦訳）『自由と経済開発』日本経済新聞社、2000 年、38 ページ。  
215 同上。他に、アマルティア・セン（大石りら訳）『貧困の克服』集英社、2002 年、164－169 ページなど。セン
の潜在能力アプローチは、貧困と福祉、開発、社会的不平等など様々な社会問題との関連から精緻化されている。  
216 佐藤秀雄、前掲、61 ページ。  
217
 ハク、前掲、 iii-vi ページ。  
218 ハク、前掲、 iv ページ。UNDP 東京事務所『人間開発ってなに？』、2005 年 9 月、5 ページ。  
219 ハク、前掲、19－25 ページ。  
220 ハク、前掲、v ページ。  
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対して人間開発は、貧しい人々に限らず全ての人間を対象にしており、加えて、BHN の
充足だけを目的とするものではないからである。つまり、この概念は BHN から出発し、
貧困に苦しむ人々の生存を確保するとともに、人間のもつ能力の拡大と、人々が参加しう
る社会環境の充実を目指している221。したがって、必然的に人間開発は、ハクが述べると
おり、「今日存在する開発モデルの中で最も全体論的なもの」となり、「人間の生活に関わ
るあらゆる側面を含む」包括的なアプローチとなるのである222。 
このような人間開発の具体的な実現を考える場合、現実的には、貧困、環境、保健、
雇用、教育など多くの分野にわたる社会開発環境の整備が必要となる。そこで、各問題領
域の整備状況を数値化し、人間開発を効果的に進めるための指標として考え出されたのが、
「人間開発指標（HDI : Human Development Index）」であった。この HDI によって、
人間開発の進展状況を、少なくとも客観的に捉えることが可能になったのである223。 
1990 年に UNDP の『人間開発報告書（Human Development Report）』から提起さ
れたこのような人間開発アプローチは、その後、国際社会の開発協力における中心テーマ
となっていく224。その一方で世界では、冷戦構造の崩壊に伴って、それまでは顕在化する
ことのなかった地域的な対立が、国家間の戦争までには至らない紛争となって頻発するよ
うになる。経済的に停滞し、貧困に苦しむ国が紛争に巻き込まれた結果、政府機構が弱体
化したり消滅していく中にあって、開発にはそのような紛争を予防し、あるいは復興を支
える重要な意義が見出されるようになってきた225。そこで、次章で詳しく述べるとおり
UNDP は、人間開発を推し進めつつもそれをさらに強化する概念として、新たに「人間の
安全保障」を提唱した226。こうして、国家よりも人間を中心に据え、開発と安全保障の二
つを統合させた新しい概念が、UNDP によって提起されたのである。 
その後、人間開発を掲げた国連による開発への取り組みは、2000 年 9 月の国連ミレ
ニアムサミットにおける、「ミレニアム開発目標（MDGs: Millennium Development 
Goals）」の採択へとつながっていく。MDGs とは、1990 年代に主要国際会議で採択され
た国際的な開発目標を、八つの目標と 18 のターゲットとして一つの枠組みに統合したも
のであり、21 世紀の国連の役割に関して明確な方向性を示したものといわれている227。ま
た、2003 年には、この MDGs と先述した世界銀行による PRSP との関係について、国連
                                                  
221
 阪本公美子「人間開発と社会開発」前掲『社会開発』、116 ページ。  
222 ハク、前掲、28 ページ。  
223
 HDIに関しては、第 2 章第 1 節で詳述する。  
224 大野、前掲、163 ページ。  
225 この点についてはたとえば、稲田十一編『紛争と復興支援－平和構築に向けた国際社会の対応』有斐閣、2004
年。高橋一生「紛争と開発」『国際開発の課題  2000』国際開発高等教育機構国際開発研究センター、2000 年など。 
226 UNDP の「人間の安全保障」については、第 2 章第 1 節参照。  
227 MDGs については、国連ホームページ（UN Millennium Development Goals）
http://www.un.org/millenniumgoals/index.html  UNDP 東京事務所『ミレニアム開発目標』、2006 年 10 月、2 ペ
ージ。また、外務省『ODA 白書』2005 年（平成 17 年）度版（第 I 部第 1 章）など参照。なお参考までに、八つの
目標とは、①極度の貧困と飢餓の撲滅、②初等教育の完全普及の達成、③ジェンダー平等推進と女性の地位向上、
④乳幼児死亡率の削減、⑤妊産婦の健康の改善、⑥HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病のまん延の防止、⑦環境
の持続可能性確保、⑧開発のためのグローバルなパートナーシップの推進である。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/05_hakusho/ODA2005/html/honbun/hp101000000.htm 
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開発機関と世界銀行は合意文書を発表した228。それによれば、「目標としての MDGs」と
「それを実現する道筋としての PRSP」という位置づけがなされ、国連と世界銀行による
連携の強化が打ち出されている。したがって、今日における国際的な開発援助の潮流は、
国家よりも人間個人を中心に据えるとともに、途上国の統治のあり方にも包括的に関与し
ていく方向で進展しているといえる229。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                    
以上本章では、「人間の安全保障」が登場した背景を、安全保障と開発援助それぞれの
視点から概観してきた。一方では、国家安全保障の名の下に人間が犠牲になるべきではな
いという、新しい安全保障の流れが出てくるようになった。他方では、人間が開発の単な
る手段と化してしまっては意味がないという、開発援助の新たな展開が起こった。この二
つの流れが、「平和がなければ開発はできず、開発がなければ平和は脅かされる」230とい
う認識の下に結びつけられたことによって、「人間の安全保障」は生まれたのである。 
                                                  
228 Relationship between MDGs and PRSP - Joint letter signed by the Managing Director of the World Bank and 
the Chair of UNDG, Washington-New York, May 5, 2003 
http://www.undp.org/execbrd/pdf/Joint%20UNDG%20WB%20letter%20on%20MDGs%20and%20PRSPs.pdf  
229 この点についてはたとえば、稲田十一「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義と限界」『国際問題』
第 530 号、2004 年 3 月、36－39 ページ。  
230
 UNDP『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、 iv ページ。  
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第 2 章 「人間の安全保障」概念の進展 
第 2 章では、日本政府による「人間の安全保障」外交の理論的側面に焦点を当て、日
本の掲げる「人間の安全保障」概念の進展について検討を進める。まず第 1 節では、国連
開発計画（UNDP）による「人間の安全保障」概念を扱い、続く第 2 節では、人間の安全
保障委員会（CHS）による「人間の安全保障」概念を取り上げる。 
 
第 1 節 国連開発計画（UNDP）による「人間の安全保障」概念 
1. 『人間開発報告書 1994』発表までの経緯 
1990 年から国連開発計画（UNDP）によって刊行が開始された『人間開発報告書
（Human Development Report）』について、その日本語版の監修に携わった佐藤秀雄は、
次のように述べている。「この報告書は、加盟各国の意見や UNDP の公式見解に縛られず
思い切った意見が表明できるように、あくまでも知的独立性が保たれる形で作成されてい
るのが特徴」である。さらに、「一般的に、国連機関の発表する文書や報告書は、加盟国の
意見や公式見解が反映される結果、玉虫色的なものが多く切り込みが鋭くないので面白み
に欠けると言われているが、この報告書は、大胆かつ率直な提言を行っており国連関係の
報告書としては異彩を放っている」231。 
実際、そのような『人間開発報告書』の方向性は、発表当初から意図されていたもの
であった。同報告書作成の中心者であり、「人間開発」の提唱者であったマブーブル・ハク
（Mahbub ul Haq）によれば、彼は 1989 年の春に、当時 UNDP の総裁であったウィリア
ム・ドレイパー（William H. Draper lll）に報告書発表の構想を提案した。その際、ドレ
イパーは、「そのような報告書はその性格上必然的な結果として、国連の正式の承認を必要
とすべきではない」と述べ、新たに報告書を発表する以上は、「開発政策についての率直か
つ自由な議論」を目指すべきことをハクと話し合っていた232。 
こうしてハクが中心となり、同年から『人間開発報告書』の作成が始まった。具体的
には、UNDP 本体からは独立した組織として、ハクが特別顧問、アマルティア・セン
（Amartya Sen）、ハンス・シンガ （ーHans Singer）、ポール・ストリーテン（Paul Streeten）
といった開発経済分野で著名な人物ら 9 名が諮問委員を務め、そこに、インジ・カウル（Inge 
Kaul）を責任者とする UNDP スタッフも加わった作成チームが設置された233。そして、
このチームでの様々な議論を経た末に、翌年の 1990 年から、『人間開発報告書』の刊行が
開始されたのである。 
発表以来、同報告書は、毎年開発に関する一つの中心テーマを取り上げ、それを「人
間開発」の視点から分析し、新たな問題提起を行なっている。第 1 号となる 1990 年のテ
                                                  
231  佐藤秀雄「UNDP『人間開発報告書』に見る平和と開発の新たなパラダイム―人間開発論と人間の安全保障」『外
務省調査月報』外務省国際情報調査室、1996 年 4 月、25 ページ。なお、日本語版の刊行は 1994 年版から。  
232  マブーブル・ハク（佐藤秀雄他訳）『人間開発戦略―共生への挑戦―』日本評論社、1997 年、30－31 ページ。 
233 UNDP『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、v ページ。インジによる書評として、Inge Kaul, “Review 
Essays: A Bargain for Humanity: Global Security by 2000,” Journal of Society of International Development, 
no.3(1993), pp.81-82 
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ーマは、「人間開発の概念と測定（Concept and Measurement of human development）」
であった234。ここでは、真に開発の進展度合いを計るには、GNP（国民総生産）に代表さ
れる経済的指標だけでは不十分であるとして、初めて「人間開発指標（HDI）」が提唱され
た。以後、毎年の報告書では各国の HDI が発表され、人間開発から見たそれぞれの国の状
況が報告されている235。 
次に、「人間開発の財政（Financing Human Development）」と題する 1991 年版では、
人間開発には自由の享受が重要であるとの認識から、「人間の自由度指標（Human 
Freedom Index）」の作成を試みた236。続いて 1992 年は、「人間開発の地球的側面（Global 
Dimensions of Human Development）」というテーマを掲げ、世界の最富裕層の 20％の所
得は、最貧層の 20％の 150 倍に達していること等を指摘し、その原因の分析を行なった237。 
そして、「人々の社会参加（People's Participation）」と題する 1993 年度の報告書で
は、人間中心の世界秩序の構築に必要な柱として、次の五つをあげている238。すなわち、
①「人間の安全保障」という新しい概念、②「持続可能な人間開発」のための新しい戦略、
③国家と市場の新たなパートナーシップ、④国家のガバナンスとグローバル・ガバナンス
の新たな形態、⑤国際協力の新しい形式である。こうして、この報告書において初めて、
「人間の安全保障」が取り上げられたのである。 
発表から 1993 年までの報告書の中心テーマを見る限り、「開発」から「安全保障」や
「世界秩序の構築」まで議論を大きく拡大したことは、冒頭の佐藤の言葉にあるとおり、
HDI の提唱に続く「大胆かつ率直な」試みであったといえる。しかし、もともと『人間開
発報告書』の作成チームには、エドワード・ローレンス（Edward Laurence）やハーバー
ト・ウルフ（Hervert Wulf）ら、平和・軍縮問題に関心を持つ研究者たちも含まれていた
239。そのため、議論が「安全保障」の分野にまで及んだとしても、決して不思議なことで
はなかった。ただ、この段階ではまだ、「人間の安全保障」という言葉を作り出しただけで、
それについて詳細に述べたわけではなく、いわば「有名無実」の状態にあった。そこで、
翌年の 1994 年の報告書は、「人間の安全保障」を特集し、この概念についてより詳しく論
じたのである。この報告書によって「人間の安全保障」は、人々に議論の土台を提供する
一定の概念として認識され、賛否を問わず、世界中の関心を集めることになったのである
240。 
                                                  
234 UNDP, Human Development Report 1990, New York: Oxford University Press, 1990 
235 HDI については、後述する。  
236 UNDP, Human Development Report 1991, New York: Oxford University Press, 1991 ただし、この HFI につ
いては各国からの強い反発に遭い、定着するには至らなかった。ハク、前掲、80－83 ページ。  
237 UNDP, Human Development Report 1992, New York: Oxford University Press, 1992 
238 UNDP, Human Development Report 1993, New York: Oxford University Press, 1993 特に pp. 2-3 を参照。  
239 Edward Laurence and Herbert Wulf, “United Nations Register of Conventional Armaments 1992,” 
Background paper for Human Development Report 1994, 1993; Herbert Wulf, “Disarmament as a Chance for 
Human Development: Is there a Peace Dividend?” Paper prepared for the United Nations Development 
Programme (UNDP), Human Development Report 1992, September 1991 
http://hdr.undp.org/docs/publications/ocational_papers/oc5.htm 
240 前掲『人間開発報告書 1994』、iv ページ。栗栖薫子「近年における安全保障概念の多義化と人間の安全保障」九
州大学大学院比較社会文化研究科紀要『比較社会文化』第 4 巻、1998 年、6 ページ。  
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それでは、この「人間の安全保障」とは、具体的にどのような概念であろうか。以下
では、『人間開発報告書 1994』に基づき、その概要を論じていく241。 
 
2. UNDP の「人間の安全保障」概念の概要 
UNDP の報告書によれば、「人間の安全保障」概念を構成する大きな要素は、「恐怖か
らの自由（freedom from fear）」と「欠乏からの自由（freedom from want）」である。す
なわち、「恐怖からの自由」とは、伝統的な国家安全保障を中心として、武力紛争や大規模
な人権侵害からの解放を意味しているのに対し、「欠乏からの自由」とは、飢餓や深刻な貧
困からの脱却を含め、経済的・社会的な安全の保障を意味している242。 
これら二つの自由は、いうまでもなく、国連創設に尽力したアメリカのルーズヴェル
ト大統領による、いわゆる「四つの自由（four essential human freedoms）」演説（1941
年）に由来している243。また、UNDP 報告書は、同じく国連の設置に関わったアメリカの
バーンズ国務長官による報告（1945 年）を引用し、人間の安全保障概念は国連創設時の着
想に連なるものであることを示している。 
「平和の闘いは、二つの前線で展開しなくてはならない。第一は安全という前線で、
そこでの勝利は脅威からの解放である。第二は経済・社会的な前線で、そこでの勝利は欠
乏からの解放である。この二つの前線で勝利しなければ、恒久的に平和な世界は実現でき
ない。」「男女ともに家庭や職場で安全が保障されないかぎり、安全保障理事会が戦争のな
い世界を保障することは不可能である」244。 
つまり、『人間開発報告書』は、冷戦時代の安全保障概念を「狭義の概念」とみなし、
それに対して「人間の安全保障」の登場を、包括的な概念への回帰として位置付けたので
ある245。 
報告書は、まずはこのように「人間の安全保障」を捉えた上で、次に、この概念が対
象とする脅威は、「国境で食い止めることができない問題である」と論じている246。たと
えば、経済的な不平等や貧困が移民をもたらし、そこから生じた対立関係が、やがて民族
紛争を勃発させるという現象があげられている。このような問題は、今日、一国単位の解
決能力を超えており、グローバルな関与を必要としている。 
                                                  
241 以下、特に断りがある場合を除き、『人間開発報告書』、あるいは「報告書」との表記は、『人間開発報告書 1994』
を指す。また、UNDP の「人間の安全保障」概念をまとめるにあたっては、次を参考にした。宮脇昇「冷戦後の安
全保障概念の多元化」日本学術協力財団編『冷戦後のアジアの安全保障』、1997 年。  
242 前掲『人間開発報告書 1994』、24 ページ。  
243 「四つの自由」とは、「言論の自由」「信教の自由」「欠乏からの自由」「恐怖からの自由」を指す。ルーズヴェル
ト大統領が、1941 年 1 月 6 日、アメリカ議会への年頭教書の中で述べた。Franklin Delano Roosevelt, Annual 
Message to Congress, January 6, 1941, http://www.presidency.ucsb.edu/ws/index.php?pid=16092 秋元英一・菅
英輝『アメリカ 20 世紀史』東京大学出版会、2003 年、148－149 ページ。ハンス・J・モーゲンソー（現代平和研
究会訳）『国際政治』福村出版、1991 年、16 ページなど。なお、この点については第 3 章第 1 節において、詳しく
論じる。  
244 日本語訳は、『人間開発報告書 1994』、24 ページからの再引用。原典は、Department of State. 1945. Report to 
the President on the results of the San Francisco Conference by the Secretary of State. Publication 2343. June 
26. Washington, D.C. 
245 『人間開発報告書 1994』、24 ページ。  
246 同前、22 ページ。  
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また、人間の安全保障に対する脅威は今後、「数ヶ国の間で闘われる侵攻よりは、むし
ろ何百万もの人間の行動のなかから生まれるもの」と予測されている247。たとえば、現代
における国際テロリズムを考えた場合、それは国家行為によってもたらされるのではなく、
個人レベルの行動が深く関わっているからである248。 
そして、このような性質を有する脅威に対処するには、「早期予防（early prevention）」
が重要であると述べている。ハクは、「人間の安全保障の新たな問題には、根源にさかのぼ
って対応するほうがいっそう容易であり、人道的であり、出費が少なくてもすむという点」
を強調している249。 
脅威に関する以上のような分析を踏まえて、報告書はさらに、「人間の安全保障」を構
成する七つの具体的な分野を挙げている。それは、①経済の安全保障、②食糧の安全保障、
③健康の安全保障、④環境の安全保障、⑤個人の安全保障、⑥コミュニティの安全保障、
⑦政治の安全保障である。以下、同報告書に基づいて、これら七つの要素を概説していく。 
 
（1）経済の安全保障（economic security） 
この分野における人間の安全保障上の脅威とは、急激かつ大規模な市場メカニズムの
混乱や破綻とされる。なぜなら、経済的混乱は、やがて社会的・政治的不安定をも招きか
ねない危険性をはらんでいるからである250。また、人間の安全保障は、経済分野における
失業や所得の不安定、社会保障の未整備といった問題をも脅威とみなす。市場メカニズム
の崩壊だけではなく、そのように大規模な経済破綻へ至るまでの、よりミクロな問題にも
目を向けたところに特徴があると考えられる。 
 
（2）食糧の安全保障（food security） 
報告書によれば、「食糧の安全保障とは、誰もがいつでも、物理的にも経済的にも基本
的な食糧を入手できる」状態を指している251。人間の安全保障においては、人々が物理的
に食糧を入手できる状態というのは、必要条件でしかない。なぜなら、食糧の供給が十分
になされていても、購買力の欠如や配給政策の欠落によって、飢饉は構造的に発生するか
らである。したがって、人間の安全保障における食糧の安全保障は、「食糧を自分で生産し
たり、買ったり、公的な食糧配給制度を利用して食糧を得る」ことまでをその視野に入れ
                                                  
247  同前、34 ページ。  
248 この点についてはたとえば、宮坂直史「9・11 後の国際テロリズムとテロ対策」五味俊樹・滝田賢治共編『9・
11 以後のアメリカと世界』南窓社、2004 年など。  
249 ハク、前掲、47 ページ。  
250 経済的安全保障については、以下の文献も参考にした。納家政嗣「経済安全保障論の意義とその展開」納家政嗣・
竹田いさみ編『新安全保障論の構図』勁草書房、1999 年、82－114 ページ。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞
典（改訂版）』東京書籍、2003 年、185 ページ（「経済安全保障」の項）。  
251 『人間開発報告書 1994』、27 ページ。したがって、第 3 章で取り上げる「総合安全保障」戦略の一環として考
えられてきた「食糧安全保障」とは、背景を異にする。「総合安全保障」における「食糧安全保障」は、主に冷戦期、
国家を中心に据えた一国の政策として戦略化されてきた。それに対して、「人間の安全保障」における食糧の安全保
障は、一国による食糧備蓄といった政策は最優先課題ではない。人間の安全保障においては、国家の枠組みにとら
われず、人間一人ひとりの視点から国際的な食糧供給の安定化や購買力の確保、配給政策にも重点がおかれている
のである。  
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ている252。 
 
（3）健康の安全保障（health security） 
「人間の安全保障」のうち、公衆衛生の完備によって守られるのが、健康の安全保障
という要素である。報告書は、途上国において健康の安全保障が脅かされる対象として、
貧困層の人々や子供に言及するとともに、特に「女性が直面する最も深刻な危険」として
出産をあげている253。毎年 300 万人を超える女性が出産にかかわる原因で死亡しており、
このような状況を改善するために、医療制度の充実を強調している。 
また、途上国に限らず先進国にも共通する深刻な感染病には HIV/エイズがあり、その
感染者は世界で 4000 万人に及ぶ。特にその六割を抱えるアフリカ地域に対しては、死者
数が政府の崩壊にまでつながる大規模なレベルへ達する前に、国際的な支援が不可欠とさ
れている254。 
 
（4）環境の安全保障（environmental security） 
環境問題の悪化は重大な局面を迎えており、報告書では、新たに「持続可能な人間開
発（Sustainable Human Development）」という概念を提唱している。報告書によれば、
それは、「貧困を減らし、生産性の高い雇用を創出し、社会の統合、環境の再生を最優先す
る」。さらに、「次世代の経済的機会を保護するのに必要な自然資本を破壊せずに経済成長
を促進し、成長を通じて人間の生活改善をもたらす」ものと論じている255。 
また、この環境の安全保障に関しては、特に NGO の果たす役割が強調されている。
NGO は、独自の観測活動に基づき、各分野の専門家と同様に各国政府へ政策提言を行っ
ており、今後、国際環境レジームの発展に果たす大きな役割が期待されている256。 
 
（5）個人の安全保障（personal security） 
個人にとって最大の死活問題とは、暴力から身の安全を守ることである。この認識に
基づいて、報告書は、次のような脅威を列挙している257。すなわち、国家からの脅威（肉
体的な拷問）、外国からの脅威（戦争）、別の集団からの脅威（民族間の緊張）、個人や集団
                                                  
252 『人間開発報告書』に紹介されている「特定国における食糧の安全保障指数」は、この点をデータ化して示した
ものである。これは、1 人当たりの食糧生産指数、食糧輸入依存率指数などから構成されており、それによれば、
80 年代よりも 90 年代の方が、全般的に食糧の安全保障が悪化していることがわかる。同前、27 ページ。なお、食
糧安全保障の概念については、次も参照。石坂美奈子「『移動する人々』の安全保障」望月克哉編『人間の安全保障
の射程』アジア経済研究所、2006 年、196－199 ページ。  
253 同前、28 ページ。  
254 アメリカ政府は 2000 年に、「エイズ」を公式に「国家安全保障上の脅威」として位置付けている。Barton Gellman, 
“AIDS Is Declared Threat to Security,” Washington Post, April 30, 2000, P. A01. 
255 『人間開発報告書 1994』、4 ページ。  
256 なお、環境の安全保障については、以下も参照。T. F. Homer-Dixon, “Environmental Scarcities and Violent 
Conflict: Evidence from Cases,” International Security, Vol. 19, No. 1, Summer 1994, pp. 5-40. 山田高敬「環境
安全保障と国際政治」前掲『新安全保障論の構図』、115―148 ページ。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞典（改
訂版）』東京書籍、2003 年、170 ページ（「環境難民」の項）参照。  
257 『人間開発報告書 1994』、30 ページ。  
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から他の個人や集団への脅威（犯罪や街頭での暴力）、女性に対する脅威（性的暴力、家庭
内暴力）、弱い立場にあり、保護の必要な子供に対する脅威（児童虐待）、自己に対する脅
威（自殺、麻薬使用）である。これらの多くの脅威は、先進国、発展途上国を問わず、多
くの人々に危険をもたらすものである。また、「戦争」が脅威の一つとしてあげられている
ことからもわかるとおり、人間の安全保障は、伝統的な国家安全保障の問題も内包する概
念であることを示している258。 
個人の安全保障に関して報告書が特に重視しているのは、弱い立場にある子供や女性
に対する脅威である。発展途上国では子供の殺害が多く、また、女性に対する性的暴力も
恒常的に発生している。そのような事態の背景には様々な要因が絡んでおり、その意味で
個人の安全保障は、他の安全保障の要素と密接に関連するものとされている。 
 
（6）コミュニティの安全保障（community security） 
多くの人々は、集団に属することで安全が保障されている。たとえば、家族や地域組
織、文化的独自性や価値観を分かち合う人種的・民族的集団などである。しかし、その一
方で、伝統的なコミュニティでは、構成員を虐待したり搾取する場合も多い。たとえば、
奴隷労働や女性の地位の低さは、伝統的なコミュニティで見られる問題である。また、複
数の民族集団で構成されるコミュニティの場合、特定の集団がマイノリティとなって抑圧
されることも少なくない259。報告書では、このような視点から安全を捉えることを、コミ
ュニティ（地域社会）の安全保障と呼んでいる。 
従来、コミュニティと安全保障との関係はほとんど考慮されてこなかった。しかし、
冷戦後の世界における安全保障の側面では、コミュニティの持つ役割が注目され始めてい
る。特に、内戦や環境破壊に伴うコミュニティの解体は、現在各地で進行しており、国際
社会による十分な注意が必要である。このような背景から、次節で詳しく取り上げる「人
間の安全保障委員会」は、この「コミュニティの安全保障」の観点をさらに掘り下げて展
開していくことになる。 
 
（7）政治の安全保障（political security） 
ここで述べる政治の安全保障は、個人の基本的人権に関するものであり、人間の安全
保障の中でも「最重要事項（the most important aspects）」とされている260。報告書では、
各国がどれだけ市民的自由を国民に保障しているかということは、重要な問題とされてい
                                                  
258 この点については、饗場和彦「人間の安全保障論と人道的介入―ルワンダのジェノサイドを事例に方法論的な観
点から」『国際安全保障』第 30 巻第 3 号（2002 年 12 月）、49 ページ。また、この個人の安全保障が、後にカナダ
が「恐怖からの自由」の側面を重視していく一つの論拠となる。この点については、本論第 5 章参照。  
259 『人間開発報告書 1994』、31 ページ。  
260 『人間開発報告書 1994』、32 ページ。UNDP, Human Development Report 1994, New York: Oxford University 
Press, 1994, p.32 なお、人権と安全保障との関連性は、冷戦時代のいわゆる「CSCE（欧州安全保障協力会議）プ
ロセス」において明らかにされた。以下の文献を参考。宮脇昇「OSCE の紛争予防と人間の安全保障」篠田英朗・
上杉勇司編『紛争と人間の安全保障』国際書院、2005 年。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞典』東京書籍、1993
年、57 ページ（「欧州安全保障協力会議」の項）。高屋定国・松尾眞『グローバル時代の政治』ミネルヴァ書房、1997
年、75―76 ページ。  
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る。人間の安全保障の観点からすれば、人権侵害を大規模かつ継続的に行っている国家は、
ひいては国際レベルの平和構築を阻害していることにもなる。したがって、国際的な監視
活動を行い、それを内政干渉として反発する国々とも議論を進めながら、NGO と共に人
権問題の解決にあたる必要がある。 
また、報告書は、特に発展途上国における人権状況を理解するのに有効なデータとし
て、各国がどれだけ社会支出より軍事支出を優先しているかに関して指標化したものを紹
介している261。これは、仮にある政府が国民の生活よりも軍事力の増強を重視するならば、
軍事支出と社会支出の不均衡が、極端な比率として現れるとの考えに基づいている。たと
えば、1980 年代に深刻な事態に見舞われたイラクとソマリアでは、1980 年の時点で、教
育や保健医療費に対して軍事費の割合が、それぞれ 1：8 と 1：5 というように突出してい
たのである。 
 
以上述べてきた「人間の安全保障」を構成する七つの要素は、相互に密接な関係にあ
り、重複する部分もある。たとえば、環境の安全保障に関わる砂漠化の進行は、食糧増産
のために実施された農地開発、あるいは、経済成長を目指すために行われた木材の大量伐
採に起因することも考えられる。このように、「人間の安全」に対する一つの脅威でも、そ
の背景にはあらゆる要因が複雑に絡まっているのである。 
 
（8）「人間の安全保障」に関する政策提言 
「人間の安全保障」を実現する取り組みは、多くの場合、決して当該国のみに任せら
れるものではなく、国際的な協調によらねばならない。そのために、UNDP で考えられた
政策提言のうち、幾つかの主要なものを以下に紹介する。 
 
①早期警告指標（early warning indicators） 
ある国家で発生している問題の性質が、「人間の安全保障」を構成する複数の分野に跨
っている場合、その問題への対処を誤ると、当該国家それ自体が崩壊する危険性が高い。
このような危機に対応するには、世界的な支援活動が必要であり、その活動に際して参考
となる指標が「早期警告指標」と呼ばれるものである262。それは、次の六つの分野ごとに
数値化される。すなわち、（a）食糧危機（カロリー摂取量、食糧生産指数、食糧輸入指数）、
（b）職業や所得の危機（失業率の高さ、失業期間の長さ、インフレ率、所得格差）、（c）
人権侵害（「良心の囚人」の投獄者数など）、（d）民族紛争や宗教紛争（総人口に対する紛
争に巻き込まれた人口の割合）、（e）不平等（各集団間の人間開発指数の相違）、（f）軍事
支出（保健支出に対する軍事支出の割合）である。 
これらの「早期警告指標」のうち、いくつかの指標で危機的な数値が示されていれば、
                                                  
261 『人間開発報告書 1994』、32－33 ページ。  
262 『人間開発報告書 1994』、38 ページ  
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当該国家が「人間の安全保障」を確保することは難しいとされる。実際に、大規模な紛争
が起こった過去の例として、ソマリア、ルワンダ、ハイチの 3 カ国では、紛争勃発前から、
これらの指標が悪化していたことがあげられている。 
 
②社会統合政策（policies for social integration） 
国家は、社会統合を目指す公共政策の実施によって、前述の「早期警告指標」の危機
的悪化を回避することができる。具体的には、まず全ての民族集団に能力開発の機会を与
えるために、保健サービスや教育を拡大する。また、経済発展の恩恵を全ての階層にもた
らしうる経済政策や、社会的差別を撤廃する政策の実施が考えられる。報告書では、この
ような社会統合政策が成功した国として、マレーシア、モーリシャス、ジンバブエの 3 カ
国があげられている263。 
  
③平和への配当（peace dividend） 
冷戦が終結した現在、世界の軍事支出を概観すると、確かに GNP 比では減少してい
る地域が多い。報告書では、アメリカの軍備管理局によるデータを引用して、1987 年から
の世界的な軍事費の減少を示す地域として、特に CIS 諸国や中米諸国が指摘されている264。 
しかしながら、軍事支出の削減だけでは人間の安全を保障することはできない。そこ
で、報告書は、節約された財源、すなわち「平和の配当（peace dividend）」を積極的に確
保するとともに、その使途を人間開発に定め、保健、教育、人口問題等の解決に取り組む
ことを強調している。 
 
④「人間の安全保障に関する国際基金」（global human security fund） 
報告書は、早期予防を展開し、現実に開発協力のあり方を変えるための新たな資金と
して、「人間の安全保障に関する国際基金」の設置を提案している265。その財源には、軍
事支出の削減から生じる「平和の配当」としての資金、国際的な環境汚染と多額の外国為
替取引に対する課税、そして、ODA が想定されている。この基金が取り組むべき課題とし
ては、麻薬取引、国際テロ、核拡散、伝染病、環境破壊、民族紛争、自然災害などがあげ
られている。 
1998 年に日本が国連に「人間の安全保障基金」を設置した時、この UNDP の提言と
の関連性は明言されなかったが、結果として、この構想を実現したことになった266。ただ
し、予算の規模に関しては、UNDP の構想では、6 年間で 1 兆 5000 億ドルの基金を想定
していたが、日本による「人間の安全保障基金」は、これまで 7 年間の累計で、約 2 億 8000
万ドルの予算となっている。 
                                                  
263 『人間開発報告書 1994』、38―39、44―46 ページ。  
264 『人間開発報告書 1994』、47 ページ。  
265 『人間開発報告書 1994』、9－10 ページおよび 68－69 ページ  
266 「人間の安全保障基金」については、本論第 4 章参照。  
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⑤「人間開発」に関する 20：20 協定（20-20 Compact on human development） 
先進国から途上国への援助を、「人間の安全保障」の向上に寄与させるためには、従来
型の援助に特定の条件を課す必要がある。そこで、考案されたのが、「『人間開発』に関す
る 20：20 協定」である。この協定では、全ての国家が国民全員に対して、「人間開発」の
基本的な必要条件の充足を誓約する267。その上で、まず途上国は、公共支出の 20％を人間
開発分野に優先的に配分する。一方、このような財政的余裕のない途上国のために、先進
国はあらかじめ途上国との間で、対外援助の 20％を人間開発分野へ優先的に配分すること
を決定しておく。途上国と先進国双方における、この財政・援助政策の転換、すなわち 2
つの「20％」によって、「人間開発」の可能性を拡大することができる。 
 
⑥人間開発指標（HDI: Human Development Index） 
『人間開発報告書』は、人間開発の進展状況を理解するデータの一つとして、また
GNP を補完する包括的な社会指標として、「人間開発指標（HDI）」を提唱している268。
この HDI は、「寿命」「知識」「生活水準」という人間開発における三つの基本的要素を組
み合わせたものである269。この三つの要素があげられた理由は、人間開発には次の条件が
不可欠と考えられたからである。第一に、健康で長生きできること、第二に、知的欲求が
満たされること、第三に、一定水準の生活を送る手段としての財源が確保できることであ
る。これらが満たされない場合、人間は、自分の能力を積極的に開発することができない
との認識に基づいている。 
 
以上が、UNDP の『人間開発報告書 1994』に基づく、「人間の安全保障」概念の概要
である。続いて、このような報告書が発表され、そこで提唱された人間の安全保障概念を
めぐる議論が、その後どのように展開していったのかを考察する。 
 
3. 『人間開発報告書 1994』発表後の展開 
（1）国際社会の反応 
国連にとって 1994 年版の『人間開発報告書』はもともと、1995 年に開催された「世
界社会開発サミット（World Summit for Social Development）」に向けての提言としての
                                                  
267 「人間開発の基本的な条件としては、初等教育や公衆衛生などの社会福祉事業、そして人間らしい生活水準を保
つために必要な資産、つまり土地や信用借入などが公平に入手できることが含まれる」。『人間開発報告書 1994』、
77 ページ。  
268 『人間開発報告書 1994』、90 ページ。HDI については、西川潤『人間のための経済学』岩波書店、2000 年、295
ページ。猪口孝他編『国際政治事典』弘文堂、2005 年、767－768 ページ（「人間開発」の項）など多数。  
269 HDI の計算方法は、①「寿命」：平均余命、②「知識」：成人識字率×2＋平均就学年数、③「生活水準」：各国の
生活費によって調整された、1 人あたりの実質 GDP に基づく購買力、の 3 つをもとに計算する。HDI は、0 から 1
までの数字として示され、より 1 に近いほうが、「人間開発」が進んでいることを表す。より有用性を高めるため、
毎年改良が加えられている。『人間開発報告書 1994』、90－101 ページ。他に、ハク、前掲、55－79 ページ。  
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意味を持っていた270。しかし、この社会サミット自体は一定の評価を受けたものの271、そ
こで「人間の安全保障」が重要なキーワードとして全面的に用いられることはなく、最終
的に採択された「コペンハーゲン宣言」及び「行動計画」においても、「人間の安全保障」
の言葉が盛り込まれることはなかった272。したがって、この概念は社会サミット以降、広
く用いられることのないまま、少なくとも国連の場では埋没していくことが予想された。 
しかしながら、この社会サミットのほぼ直後から、自国の外交政策に「人間の安全保
障」を取り入れ始めた国があった。それがカナダである。本論第 5 章で詳しく述べるとお
り、カナダは人間の安全保障を社会サミットでの評価とは関係なく、自国の外交を活性化
させるキーワードとして、アックスワージー外相によるリーダーシップの下、徐々に前面
に掲げるようになっていったのである273。そして、そのような人間の安全保障を掲げた外
交活動による具体的な成果として位置づけられているのが、対人地雷全面禁止条約の成立
と、国際刑事裁判所の創設であった。 
このようなカナダ外交における先駆的な取り組みは、やがてノルウェーやタイといっ
た十数カ国を巻き込み、「人間の安全保障ネットワーク(Human Security Network)」とい
う多国間グループを形成していく274。さらに、そのような流れに275、後に述べるとおり、
次第に人間の安全保障を重視し始めた日本の外交活動とが重なりあって、社会サミットの
後も、国際社会では「人間の安全保障」という言葉が忘れ去られることはなかった。その
結果、2000 年の国連ミレニアム・サミットにおける事務総長報告書『われら人民（We the 
peoples: the role of the United Nations in the 21st century）』では、「人間の安全保障」
を構成する「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」の二つが、国連の取り組むべき課題
として掲げられるとともに、「恐怖からの自由」の分野に「人間の安全保障」との文言が盛
り込まれるに至ったのである276。 
                                                  
270 『人間開発報告書 1994』、1－12 ページ。国際連合広報センター『1995 年世界社会開発サミット』、1994 年 12
月、66－67 ページ。以下、「社会サミット」と略す。  
271 たとえば、西川潤編『社会開発―経済成長から人間中心型開発へ』有斐閣、1997 年、xi ページ。  
272 国際連合広報センター『コペンハーゲン宣言及び行動計画 世界社会開発サミット』、1998 年 11 月、
http://www.unic.or.jp/centre/pdf/summit.pdf#search='%E4%B8%96%E7%95%8C%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E
9%96%8B%E7%99%BA%E3%82%B5%E3%83%9F%E3%83%83%E3%83%88'  
273 Department of Foreign Affairs and International Trade, Human Security: Safety For People In A Changing 
World, Ottawa: DFAIT, 1999 http://www.humansecurity.gc.ca/safety_changingworld-en.asp 
274 「人間の安全保障ネットワーク」については、本論第 5 章参照。他に次も参照。Shahrbanou Tadjbakhsh and 
Anuradha M. Chenoy, Human Security: Concepts And Implications, New York: Routledge, 2007, pp.23-24; 
Sabina Alkire, “Concepts of Human Security,” Lincoln Chen, Sakiko Fukuda-Parr and Ellen Seidensticker, eds., 
Human Insecurity in a Global World, Cambridge: Harvard University Press, 2003, pp.30-31; Sverre Lodgaard, 
“Human Security: Concept and Operationalization,” paper to the Expert Seminar on Human Rights and Peace, 
Geneva, December 2000 
275 日本は当初、人道的介入を積極的に容認する「人間の安全保障ネットワーク」には加わらなかった。この点につ
いては、佐藤行雄「国連活動とヒューマン・セキュリティー」『同志社大学ヒューマン・セキュリティー研究センタ
ー年報』第 1 巻（2004 年 4 月）、17－18 ページ。  
276 Report of the Secretary-General, We the peoples: The Role of the United Nations in the 21st Century, 2000 
http://www.un.org/millennium/sg/report/full.htm この点については、大芝亮「国際機構と人間の安全保障」高柳
彰夫・ロニーアレキサンダー編『グローバル時代の平和学』第 4 巻、法律文化社、2004 年、294 ページ。もともと
UNDP は開発機関であるだけに、『人間開発報告書』における人間の安全保障概念は、上述のとおりどちらかといえ
ば「欠乏からの自由」に傾斜していた。にもかかわらず、事務総長報告書での「人間の安全保障」への言及が「恐
怖からの自由」の中でなされたということは、この側面を重視してきたカナダの取り組みと無縁ではあるまい。た
だし、この時期に日本の国連常駐代表を務めた佐藤行雄によれば、この報告書をまとめたコフィー・アナン（Kofi 
Annan）事務総長自身は、「この報告を貫く人間中心の発想は日本政府の考え方と同じだ」と述べたとされている。
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一方、このような展開と歩調を合わせるかのように、学問の世界でも次第に、「人間の
安全保障」をめぐって活発な議論が展開されるようになっていった。UNDP の提唱した概
念があまりにも広範で曖昧なことから、まずはその内実を明らかにしようとする試みが数
多くなされた。たとえば、ジョージ・ネフ（Jorge Nef）は、UNDP による「人間の安全
保障」概念が七つの分野にわたることを修正して、新たにその内容を①環境・個人・物理
的安全保障、②経済的安全保障、③社会的安全保障、④政治的安全保障、⑤文化的安全保
障の五つの項目に整理した277。同様な見地から、ローラ・リード（Laura Reed）とマジ
ッド・テヘラニアン（Majid Tehranian）は、逆に 10 項目にわたる人間の安全保障の構成
要素を提起して、この概念の輪郭を明らかにしようとした278。それに対してキャロライ
ン・トーマス（Caroline Thomas）は、そのような構成要素の項目化を避け、人間の安全
保障を「基本的な物質的必要性と『人間の尊厳』の実現」とする定義を試みたのであった279。 
これらの代表的な研究を概観してみると、いずれも「人間の安全保障とは何か」をめ
ぐって交わされた議論であることがわかる。UNDP による『人間開発報告書 1994』発表
後、学問の世界における人間の安全保障に対する初期のアプローチは、このような傾向が
顕著であった。つまり、この概念の内包する多岐にわたる論点が次第に認識されるにつれ
て、まずはその内実を定めようとする試みが数多くなされていったのである。 
こうして『人間開発報告書』によって提唱された「人間の安全保障」概念は、国際社
会において本格的に関心を集めるようになっていった。 
 
（2）日本の反応 
『人間開発報告書』発表後、日本での「人間の安全保障」に対する関心は、この概念
を取り上げた研究の変遷に、その一つの手がかりを見て取ることができる。たとえば、国
立国会図書館のデータベースによれば、報告書発表後の 1995 年から、先の国連ミレニア
ム・サミット開催の 2000 年までに学術誌等に掲載された人間の安全保障に関する論文の
数は、1995 年 0 本、1996 年 3 本、1997 年 5 本、1998 年 13 本、1999 年 21 本、2000 年
38 本となっている280。その後 2001 年以降、関係する論文の数はほぼ毎年 50 本未満で推
移していることからすれば、当初日本での関心は決して高くはなかったのである281。しか
し、このデータが示すとおり、カナダの人間の安全保障外交が活発化し、日本でも小渕首
相が積極的な導入を始めた 1998 年頃から、一気に増加していく。したがって、このデー
タに基づく限り、日本においても「人間の安全保障」概念は、最初から今日のような高い
                                                                                                                                                            
佐藤行雄「日本の国連外交と人間の安全保障」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月、3 ページ。  
277 Jorge Nef, Human Security and Mutual Vulnerability: The Global Political Economy of Development and 
Underdevelopment, 2d ed., Ottawa: International Department Research Centre, 1999, p.25 
278 Laura Reed and Majid Tehranian, “Evolving Security Regime,” in Tehranian ed., Worlds Apart: Human 
Security and Global Governance, London: I.B. Tauris, 1999, pp.39 and 47 
279 Caroline Thomas, “Introduction,” Caroline Thomas and Peter Wilkin, eds., Globalization, Human Security 
and the African Experience, Boulder: Lynne Rinner, 1999, p.3 
280 国立国会図書館データベース（NDL-OPAC）  http://opac.ndl.go.jp/  
281 2001 年以降、現在（2007 年 6 月）までのデータは、2001 年 41 本、2002 年 47 本、2003 年 46 本、2004 年 41
本、2005 年 37 本、2006 年 38 本、2007 年 8 本となっている。1995 年からの累計本数は、338 本である。  
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関心を集めていたわけではなく、国際社会の動向とほぼ軌を一にしていたことがわかる282。 
そのような人間の安全保障をめぐるこの時期の日本での議論において、先駆的な役割
を果たした研究者としては、武者小路公秀、栗栖薫子、宮脇昇があげられる283。武者小路
は、主に規範的な観点から、国家安全保障に対する人間の安全保障の優位性を強調し、宮
脇は、UNDP による人間の安全保障概念についてまとめた研究をいち早く著している。ま
た、人間の安全保障を国際関係論における学術的な研究対象として扱い、日本で最初に詳
細な分析を行なったのが栗栖である。このような研究者による議論を土台として、日本に
おいても徐々に人間の安全保障が関心を惹くテーマとなっていった。 
このような日本における人間の安全保障への関心の高まりは、外交分野での本格的な
導入を背景としている284。第 3 章で詳しく述べるとおり、日本は 1998 年の小渕首相の時
代に入り、あらゆる外交の場面で人間の安全保障に言及し、その概念の普及に積極的に取
り組むようになった。ただ、日本は人間の安全保障重視の姿勢を打ち出してはいたものの、
その定義や対象とする問題を、当初は明確に掲げていたわけではない。そのため、日本の
方針に対して、多くの国からの賛同は必ずしも得られていなかった285。そこで、国連ミレ
ニアム・サミットが迫った 1999 年に、人間の安全保障に対する日本の立場をはっきりと
示すことになり、国連常駐代表の佐藤行雄が、それまで明言していなかった UNDP による
概念に対して、国連において公に支持する姿勢を打ち出したのである286。 
それとともに佐藤は、1998 年の小渕演説を手がかりとして、人間の安全保障とは「人
間の生存、生活、尊厳をあらゆる脅威から守ること」と定義した287。また、人間の安全保
障との位置づけが不明確であった「貧困」を必ず含めるようにするとともに、人道的介入
の正当化に人間の安全保障を用いることはしないと強調したのである288。 
ミレニアム・サミットへのプロセスの中で、このような日本の立場を主張した結果、
同じ時期に人間の安全保障を掲げて外交を展開していたカナダとの違いが明確になり、多
                                                  
282 日本外交における導入の経緯と今日までの取り組みについては、本論第 3 章参照。  
283 特に武者小路と栗栖は、1999 年までに既に、それぞれ 8 本、4 本の論文を発表した。1999 年までのそれら 3 人
の研究は、以下の通り。武者小路公秀「アジア太平洋の安全保障と日本―『人間の安全保障』観の確立を求めて―」
『軍縮問題資料』第 191 号、1996 年。同「国連危機・人間安全保障・NGO―国際市民社会は国連の生き残りを保
証できるか」『軍縮問題資料』第 196 号。同「人間の安全保障を求めて」『論座』、1997 年 9－10 月号。同「グロー
バル化での開発と安全政策」『軍縮問題資料』第 210 号、1998 年。同「人間の安全保障と認識共同体間の対話」『創
大平和研究』（第 19 巻）創価大学平和問題研究所、1998 年。同「『ヒューマン・セキュリティ』の可能性をさぐる」
『PRIME』第 9 号、1998 年。同「人間安全保障と平和博物館の役割」『戦争と平和』第 8 号、1999 年。同「脱軍
事化の安全保障 --新世紀へ向けての安全保障 --覇権主義安全保障から人間安全保障へ」『軍縮問題資料』第 220 号、
1999 年。栗栖、前掲「近年における安全保障概念の多義化と人間の安全保障」、1998 年。同「人間の安全保障」『国
際政治』第 117 号、1998 年。同「人間の安全保障―国家偏重の安全保障から脱却」『改革者』（第 468 巻）政策研究
フォーラム、1999 年。同「冷戦後世界における人間の安全保障」『Human security』第 4 号、1999 年。宮脇、前
掲「冷戦後の安全保障概念の多元化」、1997 年。  
284 ここでの議論は、佐藤行雄、前掲「日本の国連外交と人間の安全保障」を基にしている。  
285 佐藤行雄、前掲、5－6 ページ。  
286 国連総会第二委員会での佐藤行雄大使演説（1999 年 10 月 6 日） GA/EF/2858 (Second Committee Hears Calls 
for Stabilization of International Financial System, Focus On Developmental Dimension of Finance) 
http://www.un.org/News/Press/docs/1999/19991006.gaef2858.doc.html  
287 国際会議「アジアの明日を創る知的対話」での小渕総理大臣冒頭演説（1998 年 12 月 2 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1202.html  
288 佐藤行雄、前掲、7－9 ページ。  
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くの途上国が賛同するようになったといわれている289。しかしながらその一方で、「人間
の安全保障」という概念が、当時の世界的な研究動向（前述）が示すとおり、まだ理解し
がたい概念であることに変わりはなかった。 
そこで、日本は、UNDP が 1994 年に提唱して以来、様々に論じられてきた人間の安
全保障概念を集約し、国際社会にこの概念についての共通理解を作り出すことを目的とし
て、新たに「人間の安全保障委員会（Commission on Human Security）」の設立を、この
ミレニアム・サミットで提案したのである290。 
次節では、同委員会について詳しく取り上げることにする。 
                                                  
289 佐藤行雄、前掲、10 ページ。  
290 国連ミレニアム・サミットでの森総理演説 (2000 年 9 月 7 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/12/ems_0907.html 
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第 2 節 人間の安全保障委員会（CHS）による「人間の安全保障」概念 
1. CHS 設立と最終報告書『安全保障の今日的課題』発表までの経緯 
「人間の安全保障委員会（CHS: Commission on Human Security）」の設立は、2000
年に開催された国連ミレニアム・サミットを起源としている。前節で論じたとおり、UNDP
による「人間の安全保障」の提唱後、この概念に対する国際社会の関心が確実に高まりつ
つある中で、国連のコフィー・アナン（Kofi Annan）事務総長は、ミレニアム・サミット
に向けた報告書『われら人民』を発表した。この報告書においてアナンは、「人間の安全保
障」を構成する「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」という二つの目標を、21 世紀の
最優先事項にすべきであると述べた291。 
この事務総長報告を受ける形で日本の森喜朗首相は、同じミレニアム・サミットにお
いて、日本が「人間の安全保障」を重視し、それをさらに発展させていく姿勢を明確に打
ち出した292。人間の安全保障への言及が大部分を占める演説では、まずはじめに、「紛争、
人権侵害、貧困、感染症、犯罪、環境破壊といった、人間一人ひとりの生存、尊厳を脅か
す様々な脅威」に対し、「人間一人ひとりを大切にするとの観点から」取り組んでいく考え
方を「人間の安全保障」と定義し、前節で論じた佐藤演説と同様の立場を表明した。その
上で、「我が国は、『人間の安全保障』を外交の柱に据え、21 世紀を人間中心の世紀とする
ために全力を挙げていく考えです」と宣言した。そして、「人間の安全保障基金」へさらに
100 億円程度の追加拠出を表明するとともに293、「世界的に著名な有識者の参加を得て、
人間の安全保障のための国際委員会を発足させ、こうした取組に対する考え方を更に深め
ていきたい」と述べ、CHS の設立を提案したのであった。 
森による CHS 創設の提案は、ただちに実現することになる。翌年の 2001 年 1 月にア
ナンが来日した際、森提案を受ける形で、緒方貞子前国連難民高等弁務官とアマルティア・
セン（Amartya Sen）ケンブリッジ大学トリニティーカレッジ学長を共同議長とする CHS
の設立が、正式に発表された294。 
CHS は設立に際して、次の三つの目標を掲げた295。①人間の安全保障とその重要性
に関する一般の人々の理解を深め、関与と支持を強化すること、②人間の安全保障の概念
を各国の政策の立案と実施のために実際的に役立つ手段にまで発展させること、③人間の
安全保障に対する広範かつ重大な脅威に対処するため、具体的な行動計画を提示すること
である。こうして CHS は、UNDP が 1994 年に提唱して以来、様々に論じられてきた「人
間の安全保障」を、国際社会の直面する諸問題の解決へ向けて、有効な概念へ発展させる
                                                  
291 Report of the Secretary-General, We the peoples: The Role of the United Nations in the 21st Century, 2000 
http://www.un.org/millennium/sg/report/full.htm この点については、大芝亮「国際機構と人間の安全保障」高柳
彰夫・ロニーアレキサンダー編『グローバル時代の平和学』第 4 巻、法律文化社、2004 年、294 ページ。  
292 国連ミレニアム・サミットでの森総理演説 (2000 年 9 月 7 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/12/ems_0907.html 
293 同基金については、第 4 章で詳しく述べる。  
294 「人間の安全保障委員会」設置の際に発表されたプレスリリース（2001 年 1 月 24 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/pressrelease.html http://www.humansecurity-chs.org/index.html  
295 CHS ホームページ（「委員会設立に際する記者発表」）
http://www.humansecurity-chs.org/about/j-pressrelease.html  
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ための知的挑戦を開始したのである。 
具体的には、2001 年の発足から 2003 年の最終報告書完成までの 2 年間に、CHS は 5
回にわたる公式会合と様々なアウトリーチ活動を行なった296。まず、2001 年 6 月にアメ
リカのニューヨークで開催された第 1 回の会合では、緒方、センの両共同議長以外に、ラ
クダール・ブラヒミ（Lakhdar Brahimi）アフガニスタン問題担当国連事務総長特別代表
等を含む世界的な有識者 10 名が新たに委員として加わり、CHS は計 12 名の国際委員会
として正式に発足した297。この第 1 回会合で緒方は、「人間の安全保障総論」と題するペ
ーパーを発表している298。そこでは、人間の安全保障は個人と並んでコミュニティの視点
も重視すること、人間の安全保障にとって最大の脅威は武力紛争であること、人間の安全
保障の核心には人々の社会福祉に関する包括的アプローチがあること等が提起された。ま
た、開発にとって教育の重要性や環境問題の深刻性、UNDP の『人間開発報告書 1994』
への評価等が取り上げられ、議論のたたき台が示された299。 
この会合ではさらに、CHS においては緒方が人間の安全保障の実践的側面を担い、セ
ンがその理論的側面を中心に扱うという役割分担が示唆されるとともに、前者が紛争と人
間の安全保障の関係、後者が開発と人間の安全保障を担当するという形で今後の活動が方
向付けられた。加えて、CHS は「様々な脅威を列挙することにより世界に『暗い』メッセ
ージを発信するのではなく、人間の安全保障の向上のための『明るい』見通しに重点をお
くべきである」こと、また、人間の安全保障を「人道的介入」と同義に解釈することはし
ないことなどが確認された300。このように、第 1 回の会合では、その後の議論の大きな枠
組みが整えられたのであった。 
続く第 2 回の会合は、アメリカでの 9・11 同時多発テロの直後、2001 年 12 月に東京
で開催された。この会合の前日には、日本の外務省主催による国際シンポジウム「テロと
人間の安全保障－グローバル化による脅威の多様化の中で：アフガニスタンをケース・ス
タディとして」が行なわれた301。そこには CHS の各委員も参加したが、同時多発テロ後
                                                  
296 以下、CHS の会合についての記述は、CHS ホームページ（「委員会会合記録」）に基づいている。
http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/index.html  
297 緒方・セン共同議長、およびブラヒミ以外の 9 名のメンバーは、次の通り（肩書は就任時点でのもの）。ブラニ
スラフ・ゲレメック（Bronislaw Geremek）前ポーランド外相、リンカン・チェン（Lincoln Chen）前ロックフェ
ラー財団副理事長、フレネ・ジンワラ（Frene Ginwala）南アフリカ下院議長、ソニア・ピカード（Sonia Picado）
米州人権機関議長、スリン・ピスワン（Surin Pitsuwan）前タイ外相、ドナ・シャレーラ（Donna Shalala）前ア
メリカ保健社会福祉長官、ピーター・サザランド（Peter Sutherland）元 GATT 事務局長、アルベール・テヴォエ
ジレ（Albert Tevoedjre）元 ILO 事務局次長、カール・タム（Carl Tham）駐独スウェーデン大使。委員の詳細に
ついては、CHS のホームページ（「委員紹介」）参照。http://www.humansecurity-chs.org/about/profile/j-index.html 
なお、第 1 回会合には、ピーター・サザランドが欠席した。同ホームページ（「第 1 回会合出席者」）参照。
http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/first/j-annex2.html  
298 Sadako Ogata (supported by Kazuo TASE, Edward Newman and Megumi Nakamura), Overview for the 
Commission on Human Security, Commission on Human Security, CHS ホームページ
http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/first/overview.html  
299 Report on the First Meeting of the Commission on Human Security, Whitney Greentree Estate, New York, 
8-10 June 2001, CHS ホームページ  http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/first/report.html  
300 ibid.  
301 外務省ホームページ（「人間の安全保障国際シンポジウム『テロと人間の安全保障－グローバル化による脅威の
多様化の中で：アフガニスタンをケース・スタディとして』」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/terro_gaiyo.html  
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の展開を受けて、再び国連事務総長特別代表としてアフガニスタン問題を担当することに
なったブラヒミは欠席した302。第 2 回会合以降 CHS の活動は必然的に、9・11 テロを意
識するものとなった。 
第 2 回会合においてセンは、人間の安全保障の観点から貧困問題を捉えるならば、そ
の本質は単に貧困層のこれ以上の悪化を防ぐだけでなく、世界的な利益分配の公平性にま
で視野を広げるべきであると指摘した。一方、緒方は国家安全保障とは区別される人間の
安全保障の特徴として、紛争と貧困を関連させて捉える視点と、国家よりも人々やコミュ
ニティに焦点を当てる視点の二つをあげた。この会合ではさらに、CHS 事務局のサビー
ナ・アルカイア（Sabina Alkire）による「保護（protection）」の側面を重視した論文を
基に、人間の安全保障の定義についての議論が行なわれた303。そこでは、人々の選択と能
力の拡大を目指すという「人間開発」の楽観的な視点に対して、人間の安全保障は、人々
の置かれた深刻な状況の「悪化する危険性（downside risks）」に目を向けるべきであるこ
とが論じられた。 
次に第 3 回会合は、2002 年 6 月にスウェーデンのストックホルムで行なわれた304。
再びブラヒミがアフガニスタンでの緊急ロヤ・ジルガ開催のため欠席となったが、ここで
は、最終報告書の草案として、紛争と人間の安全保障に関する論文が緒方から、そして、
開発と人間の安全保障に関する論文がセンから、それぞれ 2 本ずつ発表された。緒方は、
紛争分野で重要な課題として、難民や移民の安全確保や人道支援から開発への移行、紛争
後の共存といった点をあげるとともに、そのような状況にある人々には、上からの保護と
下からの能力強化が必要であることを論じた。それに対してセンは、貧困と紛争を関連付
ける分析枠組みの重要性を強調し、貧困はただちに暴力的反乱を引き起こすわけではない
が、その誘因となりうる点など、両者の間にあるいくつかの関連性を提示した。 
これらの議論を基にしながら、会合では人間の安全保障の概念について、包括的な枠
組みで捉える一方で、その政策提言に関しては、特定の問題に焦点を絞ることで合意が見
られた。その際、センは 1998 年に日本の小渕恵三首相が行なった人間の安全保障に関す
る演説に言及し、その中で小渕が示した「人間の生存、生活、尊厳を脅かすあらゆる種類
の脅威を包括的に捉え」るとの観点を支持した305。そして、CHS は人間の安全保障概念
に次のような要素を含むことを確認した。①「国家安全保障」に強く見られる軍事的な側
面よりも、個々の人間の生活への明確な焦点を当てる。②人間の生活をより安全にする上
                                                  
302 Report on the Second Meeting of the Commission on Human Security, Takanawa Prince Hotel, Tokyo, Japan, 
16-17 December 2001, CHS ホームページ
http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/second/index.html 以下、第 2 回会合についての記述は同
報告に基づいている。  
303 Sabina Alkire, Conceptual Framework for Human Security, 16 February, 2002, CHS ホームページ  
http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/frame.html#3  
304 Report on the Third Meeting of the Commission on Human Security, Haga Castle, Stockholm, 9-10 June 
2002, CHS ホームページ  http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/third/index.html 以下、第 3 回
会合についても同報告に基づく。  
305 国際会議「アジアの明日を創る知的対話」での小渕総理大臣冒頭演説（1998 年 12 月 2 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1202.html  
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で、社会の役割を理解する。③人間開発のような一般的な自由の拡大を目指すよりも、人
間の生活が悪化する危険性に関心を集中する、といった点である。 
他の議題としては、人間の安全保障は伝統的な安全保障を補完するものである点や、
CHS で全ての人間の安全保障を網羅することは不可能であるため、「排除された人々（the 
excluded）」に的を絞るべきであるかどうかといった点、さらに、人間の安全保障基金の
基準をどのように作成し、活用していくかという点などについて議論された。こうして第
3 回会合では、最終報告書の骨格が徐々に固まり始めたのである。 
続く第 4 回と第 5 回会合については、詳しい報告は公開されていないが、そのいずれ
も第 2 回と同様に、会合に合わせてシンポジウムが開催されているため、そこでの議論に
基づいて両会合を簡潔に概観する。 
第 4 回会合は 2002 年 12 月にタイのバンコクで開かれ、その前日にはチュラロンコン
大学において、緒方とセンが議長を務める国際シンポジウム「国境なき世界における人間
の安全保障への挑戦」が開催された306。タイ政府は、カナダなどと一緒に「人間の安全保
障ネットワーク」を形成したり307、2002 年の省庁再編によって新たに「社会開発・人間
の安全保障省（Ministry of Social Development and Human Security）」を設置するなど308、
もともと「人間の安全保障」に関心を有していた309。 
CHS の委員であるスリン・ピスワン（Surin Pitsuwan）前タイ外相を中心に企画さ
れたこのシンポジウムでは、人間の安全保障に関する細かい論点よりも、CHS でのこれま
での議論を踏まえた、全体的な枠組みについて意見が交わされた310。たとえば、シンポジ
ウムの前半は「紛争状況における人間の安全保障」に焦点を当てて、大規模な人口移動や
強制移住させられた人々の問題について取り上げた311。一方シンポジウムの後半部分は、
「人間の安全保障と開発」の分野に割り当てられ、女性と人権や、コミュニティの開発と
いった課題が議論された312。後に詳しく述べるとおり、これらは翌 2003 年 2 月に発表さ
れた最終報告書において、中心的に言及されている問題でもある。このことから、CHS に
よる報告書は、この時期に完成までの最終段階に入っていたことがうかがわれる。 
CHS の公式会合としては最後となる第 5 回目の会合は、2003 年 2 月に東京で行なわ
れ、その翌日には、日本の外務省主催による国際シンポジウム「人間の安全保障：国際社
                                                  
306 Surichai Wun'gaeo, ed., Challenges to Human Security in a Borderless World, Chulalongkorn University, 
2003 http://www.csds.polsci.chula.ac.th/csds/wysiwyg7/uploads/files/Challenges_eng/HSChallengeFull.pdf  
307 人間の安全保障ネットワークについては、本論第 5 章第 1 節参照。また、同ネットワークに関するタイの取り組
みについては、タイ外務省ホームページ  http://www.mfa.go.th/web/23.php  
308 同省は外交機関ではなく、タイ国内における開発や社会福祉問題を担当する政府機関とされている。同省の取り
組みについてはたとえば、大臣による以下の国連演説を参照。Statement by H.E. Watana Muangsook, Minister of 
Social Development and Human Security, Head of the Delegation of Thailand, The Thirty-forth Session of the 
Committee, On the Elimination of Discrimination Against Women, United Nations, New York, January 20, 2006 
http://www.un.org/womenwatch/daw/cedaw/cedaw34/statements/CEDAWspeech.pdf#search='Minister%20of%2
0Social%20Development%20and%20Human%20Security'  なお、2006 年 9 月の軍部クーデター後、10 月に新た
な大臣が任命された。タイ政府ホームページ参照。  
http://www.thaigov.go.th/en/content/minister/n_paiboon-EN.htm  
309 Wun'gaeo, ibid., p.9 なお、このシンポジウムへの参加者は 700 人以上にのぼった。  
310 ibid., p.12 
311 ibid., p.25 
312 ibid., p.347, p.357 
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会が様々な脅威に直面する時代におけるその役割」が行なわれた313。このシンポジウムで
は、前日の第 5 回会合において委員会の最終報告書が合意されたことを受けて、その内容
についての説明が CHS 側からなされた。 
たとえば、「紛争下の人間の安全保障」と題する第 1 セッションで緒方は、グローバ
リゼーションの進展の中で見られる国家安全保障の限界を指摘し、紛争に関して検討すべ
き人々の状況として、三つのケース（紛争下の人々、移動する人々、紛争から平和への移
行期にある人々）をあげた。そして、そのような状況においては、人々の能力強化という
ボトムアップと、保護というトップダウンの両者の組み合わせによって人間の安全保障を
実現することが重要であると述べた。また、第 2 セッション「開発と人間の安全保障」に
おいてセンは、我々が機会をうまくつかめば人間の安全保障の欠如を克服できる世界に生
きていることを示し、個々人だけではなく、コミュニティレベル、国レベル、多国間レベ
ル、グローバルレベルで問題に取り組んでいく必要があること等を論じた。 
人間の安全保障概念について国際社会に共通理解を作り出し、「恐怖からの自由」と「欠
乏からの自由」を守るために設立された CHS は、こうして 5 回にわたる公式会合を経て、
2003 年 5 月、国連においてアナンに最終報告書『安全保障の今日的課題（Human Security 
Now）』を提出したのである314。 
ただし、CHS の約 2 年間の活動は、このような公式会合に限られたわけではない。人
間の安全保障は世界の全ての人々に関わる問題である以上、世界の多くの人々と接する必
要がある。そのような考えから、CHS は最終報告書の完成に至るまで、公式会合とは別に、
世界各地で 7 回のアウトリーチ活動を行なってきた315。たとえば、CHS 委員のソニア・
ピカード（Sonia Picado）米州人権機関議長は、2001 年 1 月にコスタリカのサン・ホセで
「人権と人間の安全保障」に関するワークショップを開催した316。また、2002 年 4 月に
は、CHS から緒方やブラヒミら 4 名が出席して、「移行期の中央アジアと人間の安全保障」
と題する円卓会議をトルクメニスタンのアシガバットで行なった317。さらに、アフリカで
は 2002 年 5 月にベナンのコトヌーにおいて、CHS のアルベール・テヴォエジレ（Albert 
Tevoedjre）元 ILO 事務局次長と、フレネ・ジンワラ（Frene Ginwala）南アフリカ下院
議長の出席の下、「アフリカにおける経済的安全と安定の欠如」とのテーマでシンポジウム
                                                  
313 以下、本シンポジウムに関する記述は次を参照。外務省ホームページ（「人間の安全保障国際シンポジウム－国
際社会が様々な脅威に直面する時代におけるその役割－」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/smp_030225g.html  
314 最終報告書の英語版については、CHS のホームページで全文が公開されている。Final Report of the 
Commission on Human Security, http://www.humansecurity-chs.org/finalreport/index.html なお、『安全保障の
今日的課題』は、最終報告書の日本語版タイトルである。これについては、人間の安全保障委員会『安全保障の今
日的課題』朝日新聞社、2003 年および出版記念シンポジウム「安全保障の今日的課題」参照。外務省ホームページ
（「安全保障の今日的課題」）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/smp_021202g.html  
315 CHS ホームページ、Outreach Activities http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/index.html 人
間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』、271－283 ページ。  
316 CHS ホームページ、Workshop on Relationship Between Human Rights and Human Security, San Jose, Costa 
Rica, 2 December 2001 http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/sanjosedec.html  
317 CHS ホームページ、Transition in Central Asia and Human Security on April 22-24, 2002 
http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/ashgabat_participants.html  
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が開催されたのである318。 
このように最終報告書の完成までには、CHS の側から世界のあらゆる人々の意見に耳
を傾ける活動が行なわれる一方で、逆に人間の安全保障に関心を有する研究者の側からも、
CHS に対する働きかけが行なわれた。すなわち、2001 年 10 月に武者小路公秀を含む 36
名の国際的な研究者が、「『人間の安全保障』についての公開書簡」を CHS へ送ったので
ある319。そこでは、人間の安全保障の定義に関して、日常性、弱者中心、多様性、相互性
という「人間の安全保障の四原則」が提案された。また、アメリカによるアフガニスタン
空爆を前に、グローバルな軍事化や文化間の対話について、人間の安全保障の視点から議
論が展開されている320。武者小路によれば、この公開書簡を受け取った緒方は、「そうい
うグループがあるのなら引き続きいろいろアイデアが欲しい」と述べたとされている321。 
こうして設立から約 2 年間、CHS は、アメリカでの同時多発テロの衝撃にも直面しな
がら、世界各地であらゆる状況に置かれた人々と議論を重ね、「現段階における人間の安全
保障概念に関するひとつの到達点」322とも称される最終報告書を完成させたのであった。 
 
2. CHS の「人間の安全保障」概念の概要 
ここでは、CHS によってまとめられた最終報告書『安全保障の今日的課題（HSN: 
Human Security Now）』に基づき、CHS の「人間の安全保障」概念について概説してい
く。 
（1）第 1 章 いまこそ「人間の安全保障」 
HSN は全 8 章から成り、第 1 章の総論に続いて、第 2 章から第 4 章が紛争に結びつ
いた人間の安全保障の側面、つまり、CHS の会合では緒方が中心となって議論を進めてき
た分野を扱っている。次に、第 5 章から第 7 章が貧困に結びついた側面、すなわち、CHS
においてセンが議論の中心的役割を担ってきた課題に焦点を当て、最後の第 8 章が主に全
体を通じた政策提言となっている。紛争と貧困の統合的な分析を試みたこのような構成は、
既に述べてきたように、CHS 第 2 回、第 3 回会合での議論を反映したものであることがわ
かる。また、総論にあたる第 1 章と第 8 章を除いた各章はいずれも、最初に問題の所在、
次にそれに対する人間の安全保障の視点を取り入れた対策、最後に政策結論という形式で
まとめられている。 
まず冒頭の第 1 章において HSN は、人間の安全保障を「人間の生にとってかけがえ
                                                  
318 CHS ホームページ、”Symposium on Economic Insecurity in Africa,” Cotonou, Benin, 24-25 May 2002 
http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/benin_announcement.html  
319 武者小路公秀他「『人間安全保障』についての公開書簡」『世界』岩波書店、2002 年 5 月号  
320 この書簡での議論をさらに発展させた武者小路の研究として、武者小路公秀「『人間安全保障』とグローバル覇
権の顔」『平和研究』第 27 号、2002 年 11 月。  
321 武者小路公秀「人間安全保障の研究と実践―国連人間安全保障委員会への公開状を中心として」中部高等学術研
究所共同研究会『「人間の安全保障」の研究と実践・「人間安全保障」の操作的定義をめざして』、2002 年、4 ページ。  
322 望月克哉「アフリカにおける人間の安全保障の射程」同編『人間の安全保障の射程』アジア経済研究所、2006
年、13 ページ。  
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のない中枢部分を守り、すべての人の自由と可能性を実現すること」と定義している323。
それはまた、「人々が生存・生活・尊厳を享受するために必要な基本的手段を手にすること
ができるよう、政治・社会・環境・経済・軍事・文化といった制度を一体としてつくり上
げていくことをも意味する」としている324。 
HSN によれば、「何が人にとってかけがえがなく、生きていく上でなくてはならない
ものであり、決定的な意味をもつかは、個人によっても社会によっても異なる。だからこ
そ、『人間の安全保障』はダイナミックな概念でなければならない」として、UNDP のよ
うに人間の安全保障概念を七つの分野に固定することなく、一般的な定義を提示したので
ある325。また、「人間の生存、生活、尊厳」との表現は、先述のとおり第 3 回会合でセン
が評価した、人間の安全保障に関する小渕首相の演説を受け継ぐものである326。 
さらに、HSN は、人間の安全保障と国家安全保障の関係についても言及している。「『人
間の安全保障』と国家安全保障は、相互に補いあい依存している。『人間の安全保障』なし
に国家の安全保障を実現することはできないし、その逆も同様である」とし、両者が決し
て相対立するものではないことを重ねて強調している327。その上で、具体的に人間の安全
保障が国家安全保障を補完する側面として、次の四つを挙げている328。①国家よりも個人
や社会に焦点を当てていること、②国家の安全に対する脅威とは必ずしも考えられてこな
かった要因を、人々の安全への脅威に含めること、③国家のみならず多様な担い手がかか
わってくること、④その実現のためには、保護（protection）を越えて、人々が自らを守
るための能力強化（empowerment）が必要であること、の四点である。これは、CHS 第
2 回会合での緒方の議論を発展させたものであり、国家安全保障に代替するものとして論
じる傾向が強かった UNDP の人間の安全保障概念に、より現実的な修正を加えたものとい
える。 
ただし、人間の安全保障は、伝統的な国家安全保障に強く見られる軍事的側面にのみ
焦点を当てているわけではない。人間の安全保障は、テロリズムであれ戦争であれ、「暴力
を伴う紛争（violent conflict）」から人々を守ることを重視すると同時に、「貧困（poverty）」
の問題にも同等の注意を払い、両者は不可分の関係にあると捉えている。したがって、「こ
うした観点からは、平和と開発、安全保障と環境保全を切り離して考えるのではなく、す
べての要因を含めて考慮する必要が生じる」と述べているのである329。 
また、HSN は、CHS 第 2 回会合でセンが行なった、人間の安全保障と類似の概念で
                                                  
323 前掲『安全保障の今日的課題』、11 ページ。  
324 同上。  
325 同上。  
326 ただし、「生活」の英訳語は、小渕演説では“daily life”であるのに対して、HSN では“ livelihood”となって
いる。小渕演説については、外務省ホームページ（Opening Remarks by Prime Minister Obuchi at An Intellectual 
Dialogue on Building Asia's Tomorrow, December 2, 1998）
http://www.mofa.go.jp/policy/culture/intellectual/asia9812.html  HSN については、Commission on Human 
Security, Human Security Now, 2003, p.4 http://www.humansecurity-chs.org/finalreport/English/chapter1.pdf  
327 前掲『安全保障の今日的課題』、13 ページ。  
328 同上。  
329 前掲『安全保障の今日的課題』、15 ページ。  
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ある人間開発や人権との関係性について整理している。これら三つの概念はすべて、「違っ
た角度から同じ目標を達成しようとする試み」330であるとした上で、まず人間開発は、「機
会の拡大を通じた公平な進歩、すなわち『成長化における衡平の確保』に光を当てた考え
方」であるのに対して、人間の安全保障は「『状況が悪化する危険性』をきめ細かく取り込
むことにより」人間開発の考え方を補うものとしている331。次に、人権には、自らの権利
として教育や開発を主張できる有効性がある一方で、政治的な問題を生みやすい側面もあ
る332。それに対して人間の安全保障は、「当事者にもっとも反対の少ない選択肢を与えら
れる可能性がある」ことを特徴とする333。つまり、人間の安全保障は、人間開発や人権と
いう既存の二つの概念に対して新たな視点を提示するとともに、相互に補完し合いながら
人間の生を守る概念である。 
このように HSN は、UNDP による提唱以来議論されてきた、人間の安全保障をめぐ
る各争点に一つの見解を示すとともに、この概念に対する高い関心は、「われわれが住む世
界がかつてない相互依存度を深めていることの証明」である334。したがって、「ある国家
の行為が他国やその国民に影響を与えることを考えれば、国家が国益のみに執着して主権
を無制限に振りかざすことはもはや許されない」として335、イラク戦争へ突き進む当時の
アメリカの単独主義的な行動に対する間接的な批判とも読み取れる336、多国間主義を強調
している。 
以上、HSN の全体を貫く第 1 章での議論をまとめると、それはまず、「恐怖からの自
由」と「欠乏からの自由」を等しく重視したものである。つまり、前者の確保が問題とな
る紛争と、後者を課題とする貧困を区別するのではなく、紛争と貧困の密接な関連性を重
視して、それらに対処するには包括的な手段が必要としている。そして、紛争に対しては
「保護」、貧困に対しては「能力強化」との概念を打ち出し、紛争後の治安や人道支援、復
興開発、統治といった取り組み全体を一つの枠組みの下に統合し、それを国際機関等の様々
なアクターが担っていくことを提唱しているのである337。 
このような第 1 章の総論を踏まえて続いて以下では、各章ごとの議論を概観していく。 
 
（2）第 2 章 暴力を伴う紛争下の人々 
暴力を伴う紛争下の人々に焦点を当てた第 2 章は、冒頭で、「国家間の戦争、内戦、
国境を越えるテロ活動は、人々の生存・生活・尊厳に対する大きな危険要因であり、『人間
                                                  
330 前掲『安全保障の今日的課題』、17 ページ。  
331 前掲『安全保障の今日的課題』、17 ページ。  
332 前掲『安全保障の今日的課題』、57 ページ。  
333 前掲『安全保障の今日的課題』、58 ページ。  
334 前掲『安全保障の今日的課題』、21 ページ  
335 同上。  
336 HSN に対する同様の見解として、中部高等学術研究所共同研究会『人間の安全保障委員会最終報告書について』、
2004 年、54－55 ページ。  
337 前掲『安全保障の今日的課題』、15 ページ。  
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の安全保障』に対する脅威である」と述べている338。UNDP の人間の安全保障概念がほと
んど非軍事的側面に傾斜していたのに対して、CHS は、戦争や武力紛争も人間の安全保障
の脅威に含まれることを明確に規定したのである。 
この第 2 章において特に注目すべきことは、人道的介入に関する踏み込んだ記述が見
られないことである。人道的介入と人間の安全保障の問題は、国際社会における主要な論
争点の一つとなっている339。しかしながら、この第 2 章は、人間の安全保障の立場に立っ
て正面からこの問題に検討を加えることはなく、後述する「介入と国家主権に関する国際
委員会（ICISS）」よる報告書を引用し、人道的介入が必要とされる状況を示すにとどまっ
ている340。つまり、HSN は人道的介入を否定するものではないが、その論争性の高さに
鑑みて、まずは武力紛争をめぐる全体的な枠組みの提示に努めたのである。これは、CHS
第 1 回会合での議論を踏まえた見解といえる。 
 
（3）第 3 章 移動する人々 
第 3 章は、CHS 第 3 回会合でも取り上げられた、人々の移動に焦点を当てている。
HSN によれば、「多くの人々にとって、移動することは、その過程で自らの『人間の安全
保障』を損なう危険がある一方で、これを守り獲得するための死活手段」でもある341。人
の移動をこのように位置づけた上で、本章は、大規模な人口移動が国家安全保障に影響す
ることや、それはまた、生活の向上を目指した開発の問題でもあることを指摘している。
人間の安全保障の観点からは、このような人々の移動の背景として、政治的・経済的・社
会的側面など様々な理由があることを考慮して、包括的にこの問題に取り組む必要がある。
そして、人々の移動全体を、一定の秩序に基づいて管理する国際的制度が存在しないこと
から、CHS はそのような国際的枠組みの構築を求めて、いくつかの提案をしている342。 
 
（4）第 4 章 暴力を伴う紛争からの回復 
第 4 章は、紛争と人間の安全保障に関する HSN 前半部のまとめにあたる部分である。
1990 年代以降、国際社会では暴力を伴う紛争について様々な対応が試みられてきた。しか
し、カンボジアやモザンビークのように、長期化した紛争が終結した後も多くの困難に直
面しているのが実状である。紛争から回復過程にある国々を支援することは、「それらの国
が開発に着手する基礎をつくると同時に、『人間の安全保障』の基礎をつくることでも」あ
                                                  
338 前掲『安全保障の今日的課題』、47 ページ。  
339 この点については、たとえば、栗栖薫子「人間安全保障『規範』の形成とグローバル・ガヴァナンス」『国際政
治』143 号、2005 年 11 月、84 ページ。  
340 前掲『安全保障の今日的課題』、52 ページ。なお、「介入と国家主権に関する国際委員会（ICISS）」については、
本論第 5 章参照。  
341 前掲『安全保障の今日的課題』、83 ページ。  
342 ①人々が秩序に基づき安全に移動できる措置を講じる。②国家間における人の移動と、移動する人々の権利およ
び義務について、国際的規範を作る。③人身取引や密入国と闘う戦略を策定し、被害者の権利を保護する。④人種
主義、非寛容、その他の人権侵害から人々を保護する。⑤制度的枠組みを構築する、という五つの課題である。前
掲『安全保障の今日的課題』、91 ページ。   
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り343、そのためには、紛争後の状況下において、政治的、社会的、経済的自由を守らなけ
ればならない。 
そして、人間の安全保障の観点から、そのような状況を築くのに必要な具体的課題と
して、HSN は、①治安の確立、②緊急の人道的ニーズへの対応、③復興と再建への着手、
④和解と共存の強調、⑤統治と能力強化の推進の五つをあげている344。まず 1 番目の治安
に関しては、対立する勢力の停戦合意だけでは不十分であり、そこから武装解除、法と秩
序の確立による民間人の保護を経て、軍隊や警察といった国家の安全保障部門の再建にま
で取り組まなければならない。次に、2 番目の人道的救援活動の面では、難民や国内避難
民といった紛争被災者の帰還促進を第一にあげ、その上で、食糧保全や保健衛生面での支
援を求めている。3 番目の復興と再建では、紛争で被害を受けた全ての人々の社会統合が
重要であり、一つの計画の下に様々なアクターが協力して、復興から再建まで継ぎ目なく
取り組むことが必要としている。4 番目の和解と共存については、公正・正義の追求が必
ずしも平和につながるわけではなく、それぞれの紛争の特殊性や社会の個性を踏まえた上
で、多様な和解の方策を探るべきであることを強調している。最後に 5 番目の統治と能力
強化においては、上からの制度構築だけでは不十分であり、市民社会を強化しながら下か
らの取り組みを重視して、新しい社会を築かなければならない。 
 
（5）第 5 章 経済的な安全と安定―さまざまな機会から選択する力 
第 5 章から第 8 章までが、開発と人間の安全保障に関する部分である。まず第 5 章で
は、経済的分野における人間の安全保障は、BHN の満たされていない極度の貧困状態に
ある人々だけでなく、それ以外の人々をも広く対象とすることが示される。すなわち、最
低限の収入と資源以外にも、「基礎保健や基礎教育、住居、物理的な安全、きれいな水や空
気」を自由に利用できることを目指すものである345。そうすることによって、人々は自由
に能力開発の機会を獲得することができる。つまり、前節で論じた UNDP の人間の安全保
障概念における、「経済の安全保障」を土台としながらも、さらに踏み込んだ視点を提示し
ているのである346。 
 
（6）第 6 章 「人間の安全保障」のための保健衛生とその向上 
UNDP の人間の安全保障概念における、「健康の安全保障」を発展させたのが第 6 章
である。ここではまずはじめに、保健衛生と人間の安全保障との関係について、明快に論
じている347。つまり、「健康であることは『人間の安全保障』の実現に不可欠であり、そ
の手段とも位置づけられる。不可欠であるのは、安全の中心がまさに人々の生命を守るこ
                                                  
343 前掲『安全保障の今日的課題』、109－110 ページ。  
344 前掲『安全保障の今日的課題』、114－126 ページ。  
345 前掲『安全保障の今日的課題』、137－138 ページ。  
346 また、かつて UNDP の『人間開発報告書』で提案された、紛争予防のための「早期警戒システム」への言及が
見られる。前掲『安全保障の今日的課題』、161 ページ。  
347 前掲『安全保障の今日的課題』、182 ページ。  
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とだからである」。さらに、ここでいう健康とは、「単に病気にかかっていないのみならず、
『身体的、精神的そして社会的に完全に安定した状態』」であると定義する。それらを踏ま
えて、「健康であることは人間の尊厳と『人間の安全保障』を実現する手段ともいえる。健
康は人々が自由な選択を行い、社会的な機会を追求し、将来を計画することを可能にする」
からである。このような観点に立って、人間の安全保障に密接に関連する保健衛生の課題
を取り上げている348。 
 
（7）第 7 章 「人間の安全保障」を支える知識と技能および価値観 
第 7 章は、人間の安全保障における教育の重要性に焦点を当てて、優先すべき課題を
あげている349。特に、基礎教育に対する国際社会の関心は高まっている一方で、そこに明
らかに欠落した視点として、HSN では、安全保障の側面が指摘されている。それは単に、
安全保障分野の要員を訓練・教育することを意味するものではない。たとえば、家庭にお
いて、自分の意見を適切に主張する、あるいは、暴力が起こる前に仲裁を心がけるといっ
た教育を施すことができれば、それは長期的には安全保障上の財産となる。したがって、
HSN は、「基礎教育のもつ安全保障上の利点はもっと広く理解されるべきである」と論じ
ている350。 
 
（8）第 8 章 人々の安全を守るための方途 
国際社会においては、貧困を削減し包括的な開発の枠組みを構築する中で、共通の取
り組みを統合する試みがなされるようになってきた351。次に必要なのは、こうした開発に
関する取り組みと、紛争やその移行期の問題を有機的に結び付けていくことであり、そこ
において人間の安全保障は大きな役割を果たすことができる。 
HSN 全体のまとめにあたる第 8 章の冒頭では、このような観点から、人間の安全保
障を推進していく上での基本的なアプローチを、「人間の安全保障グローバル・イニシアテ
ィブ」としてまとめるとともに352、重要な課題として、主要な役割を担うアクターの間で
の連携をあげている。すなわち、国際機関、国家、企業、市民社会などが、国境にとらわ
れず課題を中心とした水平的なネットワークを形成することによって、これまでの制度に
おける縦割り構造的な取り組みを補うことができる。そして、より幅広く包括的な活動の
中で、「『人間の安全保障』に焦点を当て続けることによって、社会制度と国際社会の努力
                                                  
348 第一に、地球規模の感染症の蔓延である。第二に、貧困に関連した保健衛生上の脅威。第三に、紛争や暴力、自
然災害によって社会的安定が崩れていく中での保健衛生上の危機である。前掲『安全保障の今日的課題』、184ー189
ページ。  
349 第一に、国際社会の基礎教育に対する取り組みを強化すること。第二に、学校において（学校を通じて）生徒の
人間の安全保障を守ること。第三に、人々が行動を起こし、民主的活動に参画できるようにその能力を強化するこ
と。第四に、相互に尊重しあうことを教えることである。前掲『安全保障の今日的課題』、218－229 ページ。  
350 前掲『安全保障の今日的課題』、220 ページ。  
351 本論第 1 章第 2 節参照。  
352 ①あらゆるレベルの安全保障機関が「人間の安全保障」を最優先事項とすること、②紛争を予防し、人権と開発
を推進すること、③人々や社会の保護と能力強化を通じ、「人間の安全保障」の文化を涵養すること、④民主主義の
原則を深めこれを実践すること、の四点である。前掲『安全保障の今日的課題』、245－248 ページ。  
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がこれまで以上に統合されてゆけば、巨大な脅威に立ち向かうこともより大きな安全を提
供することも現実とすることができる」と述べて、本報告書の結論としている353。 
 
以上が、HSN に基づく CHS の「人間の安全保障」概念の概要である。次に、このよ
うな報告書の発表を受けて、それ以降、人間の安全保障をめぐる議論がどのように展開し
ていったのかについて考察する。 
 
3. 『安全保障の今日的課題』発表後の展開 
（1）国際社会の反応 
HSN の発表を受けて、国際社会では多くの見解が表明された。たとえば、サンドラ・
マクリーン（Sandra J. Maclean）らによれば、HSN は、「恐怖からの自由」のみを重視
する立場に対して、人間の安全保障概念を幅広く捉えるべきことを明確に主張した354。ま
た、ユン・フーンコン（Yuen Foong Khong）とニール・マクファーレン（S. Neil 
MacFarlane）は、HSN を「人間の安全保障の開発アプローチにおける決定的な報告書」
と論じている355。 
しかしその一方で、フェン・ハンプソン（Fen Hampson）とジョン・ヘイ（John Hay）
は、HSN を取り上げた書評の中で、人間の安全保障を実現するアプローチとして「保護」
と「能力強化」というキーワードを新たに提示したことは評価できるが、その定義は「UNDP
の『人間開発報告書 1994』とどこが違うのかほとんどわからない」と述べて、期待してい
たほどの内容ではなかったと批判している 356  また、ラメシュ・タクール（Ramesh 
Thakur）も、HSN が提示した「紛争」と「開発」をつなぐ視点は評価できるものの、「人
間の生にとってかけがえのない中枢部分」を守るという HSN による人間の安全保障の定
義は357、「あまりにも漠然としている」ため、説得力に欠けると述べている358。 
ただし、テイラー・オーウェン（Taylor Owen）によれば、このような批判的見解は、
                                                  
353 前掲『安全保障の今日的課題』、267 ページ。他に、HSN はこれまでの議論を踏まえて、最後に以下の政策提言
を行なっている。①暴力を伴う紛争下にある人々を保護する。②武器の拡散から人々を保護する。③移動する人々
の「人間の安全保障」を確保する。④紛争後の国（社会）に対して「人間の安全保障移行基金」を設立する。⑤極
度の貧困下の人々が恩恵を受けられるように、公正な貿易と市場の発展を支援する。⑥普遍的な最低生活水準を実
現するための努力を行う。⑦基礎保健医療の完全普及に、今までよりも高い優先度を与える。⑧特許権に関する効
率的かつ衡平な国際システムを構築する。⑨基礎教育の完全普及により全ての人々の能力を強化する。⑩個人が多
様なアイデンティティを有し多様な集団に属する自由を尊重すると同時に、この地球に生きる人間としてのアイデ
ンティティの必要性を明確にする。前掲『安全保障の今日的課題』、248－264 ページ。  
354 Sandra Jean Maclean, et al. eds., A Decade of Human Security: Global Governance and New 
Multilateralisms, Burlington: Ashgatem 2006, p.3 
355 S. Neil MacFarlane and Yuen Foong Khong, Human Security and the UN: A Critical History, Bloomington: 
Indiana University Press, 2006, p.159 
356 Fen Osler Hampson and John B Hay, “Viva Vox Populi: Review Essay,” Global Governance, no.10, issue2, 
April/June 2004, p.248 
357 前掲『安全保障の今日的課題』、11 ページ。  
358 Ramesh Thakur, The United Nations, Peace And Security: From Colletctive Security To The Responsibility 
To Protect, Cambridge: Cambridge Unversity Press, 2006, pp.83-84; 他に HSN については、Lincoln Chen, 
Sakiko Fukuda-Parr and Ellen Seidensticker, eds. Human Insecurity in a Global World, Cambridge: Harvard 
University Press, 2003; Sabina Alkire, “A Vital Core that Must Be Treated with the Same Gravitas as 
Traditional Security Threats,” Security Dialogue, vol. 35, no. 3, September, 2004  
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CHS の議論が不十分だったというよりも、むしろこの概念を理論的に体系化することの根
本的な難しさに起因するものであった359。したがって、「現段階における人間の安全保障
概念に関するひとつの到達点」である HSN の発表を契機に360、人間の安全保障に関する
研究では、「人間の安全保障」を定義や構成要素の精緻化が必要な実体的な概念とみなすよ
りも、人間の安全を脅かす複雑な諸問題に総合的に取り組む視点として捉えるようになっ
てきている361。つまり、HSN が発表されたことによって、人間の安全保障の内実をめぐ
る議論は一つの転換点を迎えたといえる。 
一方、外交の舞台でも人間の安全保障に対する関心が衰えることはなかった。2003
年 6 月にフランスのエビアンで行なわれた G8 サミットでは、首脳会合における日本の小
泉首相の発言を受けて362、議長総括では、「我々は、国際連合事務総長に対して提出され
た、人間の安全保障委員会の報告書に留意した」との文言が盛り込まれた363。これは、CHS
による最終報告書の提出を受けて、はじめて先進国の首脳レベルでもこの概念への言及が
なされたという意味で、注目に値する。 
2004 年 12 月には、国連の「ハイレベル委員会」が報告書『より安全な世界：我々の
共有する責任（A More Secure World: Our Shared responsibility）』を発表し、その中で
は「人間の安全保障」に対する言及が随所に見られる364。それを受けて、2005 年 3 月に、
アナン国連事務総長が発表した報告書『より大きな自由を求めて：全ての人々のための開
発、安全保障、および人権に向けて（In Larger Freedom: towards development, security 
and human rights for all）』でも、その第 4 章において、「人間の安全保障」が盛り込まれ
ている365。さらに、2005 年 9 月に開催された国連首脳会合では、その成果文書のパラグ
ラフ 143 に「人間の安全保障」が盛り込まれた366。かくして、国連の主要公式文書にはじ
めて「人間の安全保障」が明記され、今後、国際社会として取り組んでいくことが、各国
                                                  
359 この点については、Taylor Owen, “Human Security - Conflict, Critique and Consensus: Colloquium Remarks 
and a Proposal for a Threshold-Based Definition,” Security Dialogue, vol. 35, no. 3, September, 2004 
360 望月克哉「アフリカにおける人間の安全保障の射程」同編『人間の安全保障の射程』アジア経済研究所、2006
年、13 ページ。  
361 たとえば、Judith Large and Timothy D. Sisk, eds., Democracy, Conflict and Human Security : Pursuing 
Peace in the 21st Century, Stockholm: International IDEA, 2007; Marlies Glasius and Mary Kaldor, A Human 
Security Doctrine for Europe: Project, Principles, Practicalities, New York: Routledge, 2006; Maclean, et al. eds., 
ibid.; Shahrbanou Tadjbakhsh and Anuradha M. Chenoy, Human Security: Concepts And Implications, New 
York: Routledge, 2007 
362 G8 エビアン・サミット（概要）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/evian_paris03/g8shu_gh.html  
363 G8 エビアン・サミット議長総括（2003 年 6 月 3 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/evian_paris03/gsoukatu_z.html  
364 ハイレベル委員会の報告書については、Report of the High-level Panel on Threats, Challenges and Change, A 
More Secure World: Our Shared responsibility, 2004 http://www.un.org/secureworld/ 他に、次も参照。日本外務
省ホームページ (「ハイレベル委員会報告書～より安全な世界、我々が共有する責任～」 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/un_kaikaku/hl_hokokusho.html および（「『ハイレベル委員会』報告書につい
て」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/16/dmc_1201.html 外務省国連政策課『国連安全保障理事会改革』
2005 年 1 月  http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/pub/pamph/un_kaikaku.html  
365 事務総長報告書については、Report of the Secretary-General, In Larger Freedom: towards development, 
security and human rights for all, 2005 http://www.un.org/largerfreedom/index.html 他に、次も参照。日本外務
省ホームページ（「アナン国連事務総長報告の公表について」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/17/dmc_0321.html  
366 国連首脳会合成果文書については、2005 World Summit Outcome, http://www.un.org/summit2005/ 他に次も
参照。外務省ホームページ（「国連首脳会合成果文書」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/050916_point.html  
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の首脳間で合意された。 
また、CHS 自体の活動も、新たな形で継続している。2003 年 5 月の HSN 発表をも
って CHS がいったん解散された後、同年 9 月に、新たに「人間の安全保障諮問委員会
（ABHS: Advisory Board on Human Security）」が設立された367。これは、HSN の提言
を受けて、人間の安全保障の普及・促進活動と、本論第 4 章で詳述する「人間の安全保障
基金（TFHS）」の運用についての助言を目的とする組織である。ABHS には CHS のメン
バーであった緒方やブラヒミら 4 名の他に、新たに 5 名が加わった368。 
ABHS は、2003 年 9 月の発足から 2006 年 12 月までの間に 4 回の会合を開き、TFHS
の運用について、ガイドラインの作成等を行なっている。2006 年 10 月には、TFHS を通
じて世界 66 カ国で行なわれた 1999 年以降の援助活動をまとめ、『全ての人に人間の安全
保障を（Human Security for All）』と題する冊子を発表するとともに、それを基にした同
名の写真展を国連本部で開催している369。このように、HSN の提言を踏まえて、今後い
かに国際社会の現実の中で人間の安全保障を実現していくのか、新たな模索が始まってい
るのである370。 
 
（2）日本の反応 
「日本が行なった国際社会に対する大きな知的貢献」371として評価される HSN を受
けて、特に ODA 政策において、日本はさらに強力に人間の安全保障を推進するようにな
った。まず、2003 年 2 月、HSN の完成が発表された CHS 第 5 回会合に際して同時開催
されたシンポジウムにおいて、川口順子外務大臣が、従来の「草の根無償資金協力」とい
う二国間援助を、「人間の安全保障の考えをより強く反映させ」た「草の根・人間の安全保
障無償資金協力（GGP）」として拡充し、150 億円の予算を計上することを表明した372。 
また、同年 8 月、日本の ODA 政策の基本文書である ODA 大綱が、1992 年の策定以
                                                  
367 CHS ホームページ、http://www.humansecurity-chs.org/japanese/index.html   
368 TFHS の管理自体は、2004 年 9 月に国連事務局人道問題調整部（OCHA）内に設立された「人間の安全保障ユ
ニット（HSU: Human Security Unit）」が担当する。OCHA ホームページ、Advisory Board on Human Security 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?MenuID=12198&Page=1495 また、緒方、ブラヒミ以外の ABHS のメン
バーは、以下の通り。ソニア・ピカード（Sonia Picado）米州人権機関議長、スリン・ピスワン（Surin Pitsuwan）
元タイ外相（以上 CHS 委員）、アデバヨ・アデデジ（Adebayo Adedeji）元国連アフリカ経済委員会事務局長、マロ
ック・ブラウン（Malloch Brown）国連副事務総長、イクバル・リザ（Iqbal Riza）元国連事務局官房長、ブラッド
フォード・スミス（Bradford Smith）フォード財団副理事長、国連日本政府代表部大使（2006 年 12 月現在は、大
島賢三）。OCHA ホームページ、Board Members' Biographies 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?ParentID=12198&MenuID=12211&Page=1943  
369 OCHA ホームページ、Launch of the Photographic Exhibition “Human Security for All” 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?Page=2282  
370 Human Security Unit (Office for the Coordination of Humanitarian Affairs), Human Security for All 
Integrated Responses to Protect and Empower People and Their Communities: A Look at Nine Promising 
Efforts, New York, October 19, 2006. http://ochaonline.un.org/webpage.asp?Page=2254  
371 田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保
障』東海大学出版会、2005 年 3 月、129 ページ。  
372 「人間の安全保障国際シンポジウム－国際社会が様々な脅威に直面する時代におけるその役割－」での川口外務
大臣挨拶（2003 年 2 月 25 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0225.html 草の根・人間の安
全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html なお、GGP についての詳細
は、本論第 4 章第 2 節参照。  
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来 11 年ぶりに改定され、人間の安全保障重視の姿勢が打ち出された。この新しい ODA 大
綱では、「極度の貧困、飢餓、難民、災害などの人道的問題、環境や水などの地球的規模の
問題」は、国境を超えた個々の人間にとっても大きな脅威であり、それらに対処するため
には「グローバルな視点や地域・国レベルの視点とともに、個々の人間に着目した『人間
の安全保障』の視点で考えることが重要である」と謳われている。そして、HSN の提言を
踏まえ、「紛争時より復興・開発に至るあらゆる段階において、尊厳ある人生を可能ならし
めるよう、個人の保護と能力強化のための協力を行う」と規定された373。 
さらに、2003 年 10 月、新たに独立行政法人としてスタートした国際協力機構（JICA）
は、新理事長に CHS で共同議長を務めた緒方を迎え入れ、2004 年 3 月には、人間の安全
保障を三本柱の一つとする「JICA 改革プラン」を打ち出した374。すなわち、人間の安全
保障を「新生 JICA のあらゆる事業の基盤」375として位置づけて、新しい支援の展開を開
始したのである。 
HSN 発表後のこのような日本外交における積極的な展開について、2003 年度の『外
交青書』は、次のように論じている。まず、HSN の提言を、「従来から日本が行っている
開発援助の思想とも軌を一にするもの」と位置づけた上で、「日本は、これらの提言を踏ま
えつつ、人間の安全保障の世界的普及に向けて、取組を強化していく」と述べている。以
後、毎年の『外交青書』は、日本は HSN の「提言を踏まえた取組が実践されるよう活動
している」と必ず明記している376。 
HSN の発表はまた、日本における人間の安全保障をめぐる議論をも活性化させた。ま
ず、CHS が設置された 2001 年頃から、人間の安全保障に関する論文の数は、毎年ほぼ 50
本近くを数えるようになった377。さらに、様々な研究機関などで人間の安全保障に関する
研究が進められた結果、この概念を本格的に取り上げた研究書が、日本でもいくつも出版
されるようになったのである378。 
                                                  
373 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html  
374 JICA 改革プラン発表（2004 年 3 月 22 日）http://www.jica.go.jp/press/2004/040322.html なお、JICA につい
ては本論第 4 章第 3 節参照。  
375 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2005 年 10 月号
http://www.jica.go.jp/jicapark/monthly/0510/03.html  
376 外務省『外交青書』2003 年（平成 15 年）版  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap03_03_06.html   
2004 年（平成 16 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2004/hakusho/h16/html/G3310000.html#G3310000a  
2005 年（平成 17 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2005/html/honmon3302.html  
2006 年（平成 18 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2006/html/h3/h3_3_02.html    
377 国立国会図書館データベース（NDL-OPAC）  http://opac.ndl.go.jp/  2001 年以降、現在（2007 年 6 月）まで
のデータは、2001 年 41 本、2002 年 47 本、2003 年 46 本、2004 年 41 本、2005 年 37 本、2006 年 38 本、2007
年 8 本となっている。1995 年からの累計本数は、338 本である。  
378 そのような研究として、代表的なものに、饗場和彦「『人間の安全保障』―それは本当に人間の安全保障を救っ
ているのか」日本国際連合学会編『国連研究』第 7 号、2006 年 5 月。安藤次男・佐藤誠編『人間の安全保障―世界
危機への挑戦』東信堂、2004 年。東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保障』東海大学出版会、
2005 年。佐藤安信・山本哲史「書評 S.N.マックファーレン、Y.N.コーン『人間の安全保障と国連』」日本国際連
合学会編『国連研究』第 8 号、2007 年 5 月。篠田英朗・上杉勇司編『紛争と人間の安全保障』国際書院、2005 年。
国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年。『同志社大学ヒューマン・セキュリティー研究センター年報』
第 1 巻～第 3 巻（2004 年～2007 年 4 月）。武者小路公秀『人間安全保障論序説』国際書院、2003 年。望月克哉編
『人間の安全保障の射程』アジア経済研究所、2006 年など。  
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こうして HSN 発表後、日本において「人間の安全保障」という言葉は、「雨後の竹の
子のごとく出てくるようになった」と言われるほど、広く関心を集めるようになった379。
このような高い関心は、人間の安全保障概念の包括性そのものに由来するのは言うまでも
ないが、とりわけ日本においては、上述した HSN 発表後の積極的な展開に見られるよう
に、外交分野での継続した取り組みが要因の一つとなっている。それでは、日本政府はど
のようにして、本章で論じた UNDP や CHS の人間の安全保障概念を外交政策に取り入れ
るようになったのか。次章では、その要因や経緯について、詳細に検討していく。 
                                                  
379 東郷育子「書評  篠田英朗・上杉勇司編『紛争と人間の安全保障―新しい平和構築のアプローチを求めて』」『国
際安全保障』第 34 巻第 2 号（2006 年 9 月）、161 ページ。   
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第 3 章 日本外交における「人間の安全保障」概念の導入とその普及への取り組み 
第 1 節 導入の要因 
日本は、「人間の安全保障」という新しい概念が UNDP によって提唱された後、次第
にそれを自国の外交政策の柱として取り入れ、今日では、国際社会で積極的に推進するに
至っている。それでは、なぜ人間の安全保障概念がそのように日本外交に導入されるよう
になったのであろうか。先に第 2 章で論じた UNDP の概念の特徴を考えてみるならば、
人間の安全保障の志向性と、それまで日本が積み重ねてきた政策行動は多分に相通ずる面
を有している。つまり、日本政府がそれを自らの外交の柱として位置づけたことは、自然
な選択であったといえるのである。 
そこで、本節では、日本外交における人間の安全保障概念導入の背景について、①日
本国憲法との親和性、②総合安全保障構想との整合性、③政府開発援助（ODA）の蓄積と
いう三つの観点から考察する。 
 
1. 日本国憲法との親和性 
日本国憲法はその前文において、「われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏か
ら免かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する」と謳っている。この規定
における「恐怖と欠乏」から解放される個人の権利は、憲法学では一般的に、「平和的生存
権」という人権の一つとして捉えられ、憲法はこの「平和的生存権を軸として存在するも
の」と評価されている380。 
山内敏弘らによれば、20 世紀前半の国際的な思潮を受け継ぐ、このような日本国憲法
の平和的生存権において重要なことは、「平和」の対極に必ずしも「戦争」のみを想定して
いるわけではないことである381。この一文で示される「平和」とは、論理上「恐怖と欠乏
から免かれ」た状態であり、逆に言えば、「恐怖と欠乏」が存在する限り、平和は実現しな
いことを意味している382。つまり、戦争が最大の「恐怖」であることは事実としても、そ
の遠因となる貧困や差別といった、「欠乏」の除去をも等しく重視した予防外交的な平和の
概念が、この憲法前文にはみられるのである383。 
したがって、平和をこのように包括的な概念として捉えるならば、次に考えるべきこ
とは、それをどのように実現していくかという問題である。平和の創出に向けて対処すべ
き事象が、戦争に象徴されるような武力衝突、つまり前文が述べている「恐怖」の問題に
限られる場合、近代国家において武力の管理は一義的に国家の専権事項であるため、それ
                                                  
380 星野安三郎「平和的生存権序論」小林孝輔・星野安三郎編『日本国憲法史考』法律文化社、1962 年、5 ページ。
千葉眞「平和的生存権と人間の安全保障」国際基督教大学社会科学研究所・上智大学社会正義研究所共編『平和・
安全・共生』有信堂、2005 年、65 ページ。山内敏弘『平和憲法の理論』日本評論社、1992 年、269 ページなど参
照。  
381 この点については、たとえば次が詳しい。山内敏弘『人権・主権・平和』日本評論社、2003 年、第 4 章。  
382 この点については、古関彰一『「平和国家」日本の再検討』岩波書店、2002 年、第 6 章を参照。  
383 これは、ガルトゥングによるいわゆる「構造的暴力」にも通ずる議論であり、この点を論じた代表的な文献とし
て、ヨハン・ガルトゥング（高柳先男・塩屋保・酒井由美子訳）『構造的暴力と平和』中央大学出版部、1991 年。
他に、岡本三夫・横山正樹編『平和学の現在』法律文化社、1999 年、特に第 4 章参照。前田哲男編『現代の戦争』
岩波書店、2002 年、303 ページ（「積極的平和論」の項）。  
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以外の主体が武力に武力をもって関わることは原則として禁じられている384。 
しかし、「欠乏」の分野にまで視野を広げ、経済的・社会的な問題に取り組もうとする
ならば、そこに関わる主体が国家に限定されることはない。もちろん、いずれの分野であ
れ、国家が第一に主要な役割を果たすことに変わりはないが、個人や個人から成る何らか
の集団も、欠乏の除去のために大きな役割を果たすことができる。つまり、古関彰一が述
べるとおり、平和を目指すプロセスにおいて日本国憲法は、国家に限らず多様な主体の参
画をも不可欠の要素として想定しているのである385。 
さらに、平和を実現する手段について憲法は、よく知られているとおり第 9 条におい
て、「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争
と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを
放棄する」と規定している。この 9 条をめぐっては、憲法解釈上、様々な議論がかわされ
ているが386、少なくとも理念的には、軍事的手段による平和の実現を認めているとは思わ
れない。また、上述のとおり憲法では、平和への取り組みには国家以外の多様な主体も加
わることが想定されている以上、一義的には武力の行使よりも非軍事的な手段によって、
「恐怖と欠乏」を取り除くことが重視されているといえる。 
日本国憲法の掲げるこのような平和観には、第 2 次世界大戦後の歴史的状況が反映し
ている387。従来の考えに基づけば、戦争に勝利することによって、より高次の政治目的の
達成が可能となることを前提として、国民に対して生命や財産などを国家のために犠牲に
するように強いることも、やむを得ない選択とみなされてきた。しかし、二度にわたる世
界大戦の勃発と核兵器の登場は、戦争による一般民衆の被害を尋常ならざるものとし、も
はや戦争はクラウゼヴィッツが論じたような、他の手段をもってする政治の継続ではなく
なってしまった388。また、第 2 次世界大戦が、ドイツ、イタリア、日本といったファシズ
ム国家によって引き起こされたという歴史的事実は、もちろん戦争に訴えた理由は各国そ
れぞれ異なってはいたものの、総じて反民主主義的で人権抑圧的な国家が、やがて侵略的
かつ好戦的な国家になりかねないことを例証した。そこから、戦争を阻止し平和を実現す
るためには、人権の保障が肝要とされるようになり、憲法第 13 条に規定された、国家に
対して個人を尊重する思想が生まれてきたのである389。平和を単なる戦争の不在ではなく、
恐怖と欠乏からの解放と捉える憲法前文の視点は、このような考えに立脚している390。 
以上に概観してきた日本国憲法における包括的な平和概念、国家に限らず多様な主体
                                                  
384 拙稿「『人間の安全保障』と軍事的安全保障」『アジア太平洋研究科論集』第 7 号（2004 年 3 月）、119－121 ペ
ージ。田中明彦『複雑性の世界』勁草書房、2003 年、178－180 ページ。同「現在の世界システムと安全保障」『国
際問題』第 511 号、2002 年 10 月、2－17 ページ。藤原帰一「内戦と戦争の間―国内政治と国際政治の境界につい
てー」日本政治学会編『内戦をめぐる政治学的考察（年報政治学 2000）』岩波書店、2001 年、97ー119 ページ。  
385 古関、前掲『「平和国家」日本の再検討』、235 ページ。  
386 たとえば、芦部信喜『憲法』岩波書店、1993 年、第 4 章など参照。  
387 山内、前掲『平和憲法の理論』、250－254 ページ。  
388 カール・フォン・クラウゼヴィッツ（篠田英雄訳）『戦争論（上）』岩波書店、1968 年、58 ページ。  
389 山内はこの憲法第 13 条の趣旨について、「一人の人間を尊重することこそが国家の存立目的である」ことを明示
したものと論じている。山内、前掲『人権・主権・平和』、16 ページ。  
390 古関、前掲、234－236 ページ。  
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による非軍事的な平和への取り組み、そして、国家に対する個人優位の思想といった特徴
は、そのまま人間の安全保障の志向性と重なる。本論第 2 章で詳しく論じたとおり、UNDP
の報告書によれば、人間の安全保障は「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」をその大
きな構成要素としている。ここで「恐怖からの自由」とは、伝統的な国家安全保障も包含
しつつ、武力紛争や大規模な人権侵害からの解放を意味しているのに対し、「欠乏からの自
由」は、経済・社会的側面に注目して、飢餓や深刻な貧困からの脱却を目的とし、いずれ
も人間個人の安全を基軸としている。さらに、多様な主体による国際社会の広範な連携・
協力と、軍事面も他の非軍事的手段とともに一つの分野として相対的に捉えた、包括的な
アプローチを重んじている。このように人間の安全保障は、上述した憲法の掲げる平和観
と共通の発想を有していることがわかる391。 
したがって、1990 年代後半以降の日本政府による積極的な人間の安全保障の推進は、
それまで約 50 年間堅持してきた憲法理念の延長線上にある。実際、外務省で人間の安全
保障担当大使を務める高須幸雄は、憲法に「人間の安全保障と同じ思想が含まれている」
と述べている392。同じく外務省の経済協力局審議官・兒玉和夫も、人間の安全保障と憲法
前文における恐怖と欠乏からの自由は、同じ意味であると明言している393。そしてまた、
人間の安全保障と日本国憲法の理念が親和性を有しているのは、決して単なる偶然ではな
く、源を遡れば、ともにアメリカのフランクリン・ルーズヴェルト大統領が提唱した「四
つの自由」という思想的基盤に帰着するのである394。その点について、以下に検討する。 
憲法前文の規定は、1941 年 8 月の大西洋憲章第 6 項「すべての国のすべての人類が
恐怖及び欠乏から解放されて、その生命を全うすることを保証するような平和が確立され
ることを希望する」との条項を原型としている395。その精神は、同年 1 月のルーズヴェル
ト演説を継承するものであり、その演説でルーズヴェルトは、第二次ニューディール政策
の中核的位置づけとなっていた社会保障政策を、「恐怖からの自由」と「欠乏から自由」と
                                                  
391 たとえば、古関彰一「日本における安全保障概念の再検討」五十嵐暁郎・佐々木寛・高原明生編『東アジア安全
保障の新展開』明石書店、2005 年。国際協力事業団『平和構築―人間の安全保障の確保に向けてー』2001 年、13
ページ。また、人間の安全保障と人権の概念をそれぞれ厳密に区別して分析した研究として、武者小路公秀「『人間
の安全保障』と『人権』の相補性」『平和研究』第 30 号、2005 年。なお、人権と人間の安全保障の関係に関しては、
人間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』朝日新聞社、2003 年、31－35 ページ参照。  
392 第 2 回国連改革に関するパブリックフォーラムでの高須幸雄外務省人間の安全保障担当大使プレゼンテーショ
ン「人間の安全保障の視点にたった国連改革」（2006 年 2 月 2 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/presen_060202.html  
393 ODA 総合戦略会議第 19 回会合（2004 年 12 月 3 日）での兒玉和夫経済協力局審議官の発言。外務省ホームペー
ジ（「ODA 総合戦略会議」第 19 回会合・議事録） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/kondankai/senryaku/19_gijiroku.html  
394 「四つの自由」とは、「言論の自由」「信教の自由」「欠乏からの自由」「恐怖からの自由」を指す。ルーズヴェル
ト大統領が、1941 年 1 月 6 日、アメリカ議会への年頭教書の中で述べた。Franklin Delano Roosevelt, Annual 
Message to Congress, January 6, 1941, http://www.presidency.ucsb.edu/ws/index.php?pid=16092 「四つの自由」
の内容や淵源、その後の国際社会における展開については、次の文献において膨大な研究がなされている。原秀成
『日本国憲法制定の系譜』第 1 巻、日本評論社、2004 年。他に、秋元英一・菅英輝『アメリカ 20 世紀史』東京大
学出版会、2003 年、146－149 ページ。ハンス・J・モーゲンソー（現代平和研究会訳）『国際政治』福村出版、1991
年、16 ページなど。  
395 この点についてはたとえば、原、前掲、第 3 章。サムエル・モリソン（西川正身翻訳監修）『アメリカの歴史』
（第 5 巻）、集英社、1997 年、110－113 ページ。また、大西洋憲章に関してはたとえば、八丁由比「大西洋憲章と
多国間主義」『国際政治』第 133 号（2003 年 8 月）。  
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いう理念にまとめた396。そして、日本国憲法の草案が、そのような政策の推進を中心的に
担っていた「ニューディーラーたちによって起草されたことは周知の事実」とされている
397。 
また、人間の安全保障を構成する「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」も、同じ
くルーズヴェルトの「四つの自由」を源流としている398。とりわけこの流れは、国連創設
に影響を与え、実際に国連憲章第 55 条、56 条として具現化した。その後は、国連の様々
な活動の指標となり、それがやがて、冷戦後の開発戦略の見直しに際し、「人間の安全保障」
という新しい概念を生み出すに至ったのである399。 
このように、日本国憲法と人間の安全保障は同じ思想的起源を有している。それが一
方では、日本の国家のあり方を規定する憲法として結実し、これまで長い間堅持されてき
た。他方では、冷戦後の国際社会が抱える複雑な諸問題を前に、その理念から新たな意義
が見出されるようになった。したがって、人間の安全保障の理念が日本において広く受け
入れられるようになったことは400、自然な流れであったといえる401。 
 
2. 総合安全保障構想との整合性 
第 2 次世界大戦の反省から従来日本は、国際環境を所与のものとして受け入れてきた。
世界第 2 位の経済大国となっても、あくまでも既存の国際秩序の中で、経済面からその安
定に貢献することを自ら課してきたと言われる402。しかしながら、外務省で人間の安全保
障を担当する石川薫は、今日の日本による人間の安全保障の推進について、それは国際社
会における「ルール作り」においても、「一つの基本的な哲学を提供し、二一世紀のあるべ
き姿の論争に大きな一石を投じる」試みであると位置づけている403。つまり、日本にとっ
て人間の安全保障に関する取り組みは、一つには、国際的ルールや国際秩序形成への貢献
                                                  
396 杉江栄一・樅木貞雄・古川浩司共編『国際関係資料集（第 2 版）』法律文化社、2004 年、3－4 ページ（ルーズ
ヴェルトの「4 つの自由」演説の項）。他の二つは、信教の自由と言論の自由。  
397 千葉、前掲、68 ページ。他に、この点については文献多数。たとえば、ジョン・ダワー（三浦洋一･高杉忠明他
訳）『敗北を抱きしめて（増補版）』岩波書店、2004 年、266－267 ページ（上）、122－130 ページ（下）。古関彰一
『新憲法の誕生』中公文庫、1995 年、128－131 ページ。  
398 国連開発計画（UNDP）『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、24 ページ。佐藤秀雄「UNDP『人
間開発報告書』に見る平和と開発の新たなパラダイム―人間開発論と人間の安全保障」『外務省調査月報』外務省国
際情報調査室、1996 年 4 月、31－32 ページ。  
399 この点についての詳細は、本論第 1 章参照。庄司真理子「歴史の中の国連」臼井久和・馬橋憲男『新しい国連―
冷戦から 21 世紀へ―』有信堂、2004 年。マブーブル・ハク（佐藤秀雄他訳）『人間開発戦略―共生への挑戦―』日
本評論社、1997 年、52 ページ。  
400 2005 年 2 月に外務省が全国で行なった「地球規模問題に関する意識調査」によれば、85.4％の国民が、「人間の
安全保障」に基づく外交政策を「推進すべきである」と答えている。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/i_chosa.html   
401 なお、次の文献も参考にした。浦部法穂「憲法九条と『人間の安全保障』」『法律時報』76 巻 7 号（2004 年 6 月）。
根本博愛「『人間の安全保障』と日本国憲法」『日本の科学者』39 巻 8 号（2004 年 8 月）。武者小路公秀「『人間の
安全保障』とは」『月刊社会教育』598 号（2005 年 8 月）。  
402 中西寛「総合安全保障戦略の再構成」国分良成編『日本・アメリカ・中国―協調へのシナリオ』TBS ブリタニカ、
1997 年、97 ページ。五十嵐武士『日米関係と東アジア―歴史的文脈と未来の構想』東京大学出版会、1999 年、151
ページ。  
403 石川薫「グローバル・ルールをつくる国連」『外交フォーラム』2003 年 12 月号、38 ページ。なお、石川は当時、
外務省において人間の安全保障を担当する国際社会協力部長であった。  
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といった、政治面での積極的な参画を示しているのである404。 
ただし、同種の試みが、これまでの日本外交において皆無であったわけではない。ア
メリカの圧倒的優位のもとに形成された戦後の政治経済秩序が、1970 年代に入り、次第に
揺らぎ始めた。そのような状況の中で、経済大国として国際的な責任を求められるように
なった日本は、それに応えるために、自ら「国際環境を全体的に好ましいものにする努力」
をも含めた405、独自の構想を生み出したことがある。それが、「総合安全保障」である406。 
この考えが登場した背景についてもう少し付言すると、その一番のきっかけは、1973
年 10 月に起こった石油危機であった。石油危機は、1971 年の金ドル兌換停止と並んで「ア
メリカの覇権の衰退」を象徴する出来事であり、もはやアメリカが単独で国際秩序を維持
できなくなったことを示していた407。したがって、既存の国際秩序の崩壊を防ぐためには、
他の大国の参画が必要とされた。その一方で、当時の国際社会は「複合的相互依存」と呼
ばれる状況にあり408、「従来は政治として重要性がないか、低いと考えられていた社会的、
経済的要因がより高い政治性を帯びる」時代となっていた409。そのような複合的な国際秩
序に責任を負う国家こそ大国である。そこで、既に経済大国となっていた日本にも、国際
問題に対して経済のみならず政治的分野でも、国際的な責任の分担が求められるようにな
った410。 
また、日本自身にとって石油危機は、現代社会の生活基盤がいかに脆弱であり、どれ
ほどエネルギーや原材料の面で世界中に依存しているかを思い知らされる出来事となった。
したがって、非軍事的な脅威であっても、国家の存立に関わる安全保障問題として捉える
べきだとの考えが一般的となり、それまでの安全保障概念を拡大する考えが生まれたので
ある411。 
具体的には総合安全保障とは、1979 年 4 月に大平正芳首相によって組織された政策
研究会が、翌 1980 年 7 月に発表した最終報告書（『総合安全保障戦略』）において体系化
した安全保障概念である412。この報告書において厳密な定義はなされていないが、一般的
には「総合安全保障とは、安全保障政策を構想する場合に、目標についても手段について
も、軍事的側面と非軍事的側面の両方を考慮に入れ、さらには、国外からの脅威ばかりで
                                                  
404 秋山信将「岐路に立つ人間の安全保障」篠田英朗・上杉勇司編『紛争と人間の安全保障』国際書院、2005 年、
263 ページ。田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間
の安全保障』東海大学出版会、2005 年、146－148 ページ。  
405 内閣官房内閣審議室分室・内閣総理大臣補佐官室編『大平総理の政策研究会報告五 総合安全保障戦略』大蔵省
印刷局、1980 年、10 ページ。  
406 田中明彦『安全保障』読売新聞社、1997 年、第 9 章第 1 節。中西寛「戦後日本の安全保障政策の展開」赤根谷
達雄・落合浩太郎編『日本の安全保障』有斐閣、2004 年、38-44 ページ。ただし、佐藤英夫によれば、アメリカは
この総合安全保障構想を、「日本が軍事面での役割分担を増やしたくないという一つの口実にすぎないとして」批判
的に見ていたとされる。佐藤英夫『対外政策（現代政治学叢書第 20 巻）』東京大学出版会、1989 年、164 ページ。 
407 この点についてはたとえば、五十嵐、前掲、172－173 ページ。  
408 Robert O. Keohane and Joseph S. Nye, Power and Interdependence, NewYork: Longman, 2001 
409 中西寛「総合安全保障論の文脈」日本政治学会編『危機の日本外交―70 年代（年報政治学 1997）』岩波書店、
1997 年、99－100 ページ。  
410 前掲『大平総理の政策研究会報告五 総合安全保障戦略』、37 ページ。また、この点については、デニス・ヤス
トモ（渡辺昭夫監訳）『戦略援助と日本外交』同文館出版、1989 年、65 ページ参照。  
411 田中、前掲、265－266 ページ。  
412 詳細は、前掲『大平総理の政策研究会報告五 総合安全保障戦略』。  
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はなく、国内からの脅威や、自然からの脅威までも考慮する」ものとされている413。この
当時、安全保障研究者の間では、確かに従来の概念を拡大して経済的側面を議論する流れ
が生まれていたが、安全保障を軍事的なものとみなす考えが一般的であることに変わりは
なかった414。そのことからすれば、この時点で大規模な自然災害やエネルギー資源の危機
などをも安全保障の脅威に含めた総合安全保障は、主流に対する「アンチテーゼ」と称さ
れるほど大胆な試みであったといえる415。 
このような総合安全保障の概念を今日の人間の安全保障のそれと比較してみると、安
全保障における脅威と手段を軍事に限定することなく、極めて広範なアプローチを提唱し
ている点で共通している。また、これら二つの概念はともに、既に存在していた伝統的な
理論ではなく、国際社会の現実から編み出されたものである416。総合安全保障の構想から
人間の安全保障の提唱まで十数年が経過しているが、依然として国際社会は相互依存を特
徴とし、非軍事的脅威が軍事的脅威と同様の重みを持つ、高度に複雑化した社会であるこ
とに変わりはない417。 
しかしながら、人間の安全保障と総合安全保障には、概念として明確な相違が存在す
る。それは、人間の安全保障が人間個人の視点から安全保障を捉えようとしているのに対
して、総合安全保障の骨格は、国家安全保障の域を出るものではないという点である418。
もちろん、人間の安全保障は国家安全保障に対立するものではなく、相互補完的な概念で
ある419。しかし、人間の安全保障が総合安全保障と同じように多様な脅威を想定するとし
ても、それらはあくまでも「人々の安全」を中心に据えて導き出されたものであり、必然
的に両者のアプローチは異なってくる420。 
政策論として比較してみると、両者は全く異なる様相を示している。先述した総合安
全保障に関する報告書では、安全保障を軍事と非軍事の区別なく、国家として包括的に捉
えようという意図から、従来より防衛問題を検討してきた国防会議に代えて、新たに国家
安全保障会議の設置が提案された。ただし実際には、1980 年 12 月に、総合安全保障関係
                                                  
413 神谷万丈「安全保障の概念」防衛大学校安全保障学研究会『安全保障学入門（最新版）』亜紀書房、2003 年、10
－12 ページ。  
414 山本武彦「安全保障研究の三つの流れ」同編『国際安全保障の新展開―冷戦とその後』早稲田大学出版部、1999
年、ⅰⅰページ。  
415 猪口孝他編『政治学事典』弘文堂、2000 年、667 ページ（山本吉宣「総合安全保障」の項）。他に、五十嵐は総
合安全保障を、「安全保障の理念の面でアメリカに挑戦し、アメリカ型外交に対して日本型外交の独自性を主張する
もの」と位置づけている。  
416 中西、前掲「総合安全保障戦略の再構成」、87 ページ。マブーブル・ハク（佐藤秀雄他訳）『人間開発戦略―共
生への挑戦―』日本評論社、1997 年、137 ページ。  
417 人間の安全保障を提唱した UNDP の 1994 年の報告書、ならびに人間の安全保障委員会最終報告書でも、この概
念は相互依存の深化を前提としていることが述べられている。国連開発計画（UNDP）『人間開発報告書 1994』国
際協力出版会、1995 年、22 ページ。人間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』朝日新聞社、2003 年、10 ペ
ージ。また、総合安全保障に限っていえば、日本にはもともと、武力に関する憲法上の制約と、軍事を避ける広範
な国民意識があった。そこから、日本では安全保障について議論する上で、その軍事的側面を限定的に相対化して
捉える発想が強い。そのような日本社会の傾向が、総合安全保障には反映しているといえよう。中西、前掲、93－
95 ページ。および同「日本の安全保障経験」『国際政治』117 号（1998 年 3 月）、150－151 ページ。  
418 宮脇昇「冷戦後の安全保障概念の多元化」日本学術協力財団編『冷戦後のアジアの安全保障』、1997 年、53－54
ページ。  
419 たとえば、前掲『安全保障の今日的課題』、12－14 ページ。  
420 この点に関する国家安全保障と人間の安全保障の相違については、本論第 1 章参照。  
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閣僚会議という組織が、国防会議とは別立てで内閣に設置されるにとどまった421。こうし
て国防会議が別組織として存続したことによって、結局のところ、総合安全保障関係閣僚
会議は専ら資源や食糧問題を扱うものとされ、報告書の意図とは異なり、総合安全保障と
は即ち非軍事的分野を扱うものとの位置づけがなされたのである。その後、同会議は 1993
年に廃止されるまで形としては存続するが422、総合安全保障概念を明確に用いた施策を打
ち出すことはなかった。また、歴代政権においても、この概念が外交政策の重要な柱とし
て位置づけられることはなく、当初報告書で示された構想はほとんど実現されることはな
かった423。 
それに対して人間の安全保障は、次節で詳しく述べるとおり、これまで約 10 年間、6
人の首相にわたって引き継がれ、国際社会でもその取り組みが広く認知されるほど424、今
や日本外交の主要な理念の一つとして定着している。 
ともに安全保障を包括的に捉え、その枠組みの中で様々な政策を位置づけていこうと
いう二つの試みが、このように異なる軌跡を辿った背景には、多くの要素が関わっている。
ただ、その中で一つ指摘できることは、二つの概念の出自の違いである。人間の安全保障
は、UNDP という国連機関の報告書から生まれ、その意味で最初から広く国際社会におい
て注目されるものであった。このような国際社会による高い関心があったからこそ、日本
はより積極的に、この概念を具体的な政策として取り入れ、実施していくことができたと
考えられる。 
一方で総合安全保障の構想は、日本独自のものである425。確かに、日本以外でも同様
の考えが存在していたが426、それを一つの体系的な概念として整理したのは、日本の試み
が最初であった。したがって、本来であれば、日本がこの概念の普及に努めるべきであっ
た。さらにいえば、この概念を最も重視して取り上げた大平首相こそがまずは中心となっ
て、報告書の提言に基づいた政策立案を積極的に行なっていくべきであった。にもかかわ
らず、政策の立案はおろか報告書の完成すら見ることなく、大平自身がその前月（1980
年 6 月）に急逝したのであった427。 
                                                  
421 この点については、たとえば、中西、前掲「総合安全保障戦略の再構成」、95 ページなど。また、昭和 56 年度
（1981 年度版）の運輸白書にも、この点に関する記述がある。
http://www.mlit.go.jp/hakusyo/transport/shouwa56/0109.html  
422 同会議は、他の閣僚会議とともに 2000 年 12 月に再び開催が決定されたものの
( http://www.kantei.go.jp/jp/singi/index/bukka/konkyo.html )、現時点（2006 年 12 月）では、もはや活動中の会
議リストにその名前はあげられていない。http://www.kantei.go.jp/jp/singi/index.html  
423 ただし、後の 1987 年 1 月に実現する、防衛費の GNP 比 1％枠の撤廃は、最終報告書『総合安全保障戦略』で
提唱されていたものであった。前掲『総合安全保障戦略』、26、56―57 ページ。また、この経緯については、田中、
前掲、300－303 ページ。  
424 たとえば、Roland Paris, “Human Security: Paradigm Shift or Hot Air?” International Security, vol.26, 
no.2(Fall 2001), pp.87-102, p.90 
425 これまでに言及した文献以外に、総合安全保障概念を詳しく論じたものとして、衛藤瀋吉・山本吉宣『総合安保
と未来の選択』講談社、1991 年。  
426 たとえば、ASEAN 諸国における総合安全保障について論じた文献として、Muthia Alagappa, “Comprehensive 
Security: Interpretations in ASEAN Countries,” Robert A. Scalapino et. al. eds., Asian Security Issues: 
Regional and Global, University of California, Institute of East Asian Studies, 1988; Amitav Acharya, 
Constructing a Security Community in Southeast Asia, London: Routledge, 2001, p.175; 神谷、前掲、12 ページ。
中西、前掲「総合安全保障戦略の再構成」、105 ページ。  
427 大平の後に首相となった鈴木善幸が、先の総合安全保障関係閣僚会議を設置した以外に、総合安全保障のアイデ
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しかしながら、「安全保障」といえば世界的には軍事的なイメージが一般的であった時
代に、非軍事も含めてそれを総合的に捉えたことは、確かに時代を先取りするものであっ
た428。たとえこの構想が、具体的な政策として結実する影響力を持ちえなかったとしても、
今日における多様な安全保障概念が、積極的に受け入れられる土壌を築くことになったの
である。たとえば、人間の安全保障が提唱された 1994 年からこの 13 年間、「総合安全保
障」への言及が見られた国会での様々な会議の数は 88 件に及び、少なくとも政策論議の
場からこの概念に対する関心は消え去ってはいない429。また、日本の ODA の 50 年間を振
り返った 2004 年版の『ODA 白書』でも、総合安全保障が開発援助理念の体系化を目指し
た試みの一つとして論じられている430。さらに、外務省で人間の安全保障を担当した上田
秀明は、開発援助を含め様々な分野にわたる「日本外交の歩みを整理してみると、『人間の
安全保障』という考え方はまさにその延長線上にある」と述べている431。したがって、総
合安全保障構想との整合性が、冷戦後の国際社会にあって、日本が他国よりもいち早く包
括的な人間の安全保障概念に注目し、それを外交政策として導入していく一つの基盤を形
成したといえる432。 
 
3. 政府開発援助（ODA）の蓄積 
人間の安全保障概念の意義の一つとして、平和と開発の問題を一つに結び付けた点が
あげられる433。冷戦終結後、世界各地で頻発するようになってきた地域紛争を解決するに
は、これまでのように政治・軍事面を重視する伝統的な安全保障観だけでは十分に対応す
ることができず、人道・経済・社会面でも国際社会の広範な関与が必要とされた。それに
対して人間の安全保障は、これらの多様な側面を「人間の安全」という目的の下に統合す
る、一つの概念的枠組みを提供した434。 
                                                                                                                                                            
アが言及されることはあっても、具体的な政策としての結実は見られない。  
428 中西、前掲、130 ページ。  
429 国会会議録検索システムに基づく。  
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_logout.cgi?SESSION=5490 具体的には、1994 年 5 件、1995 年 5
件、1996 年 11 件、1997 年 8 件、1998 年 4 件、1999 年 7 件、2000 年 9 件、2001 年 14 件、2002 年 4 件、2003
年 3 件、2004 年 6 件、2005 年 6 件、2006 年 5 件、2007 年（6 月 23 日まで）1 件となっている。  
430 外務省『政府開発援助（ODA）白書』2004 年（平成 16 年）版本編第 I 部第 2 章第 2 節 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/honpen/hp102020000.htm  
431 上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』都市出版、2000 年 2 月号、73 ページ。こ
の他にも、「総合安全保障」の表現を明示的に用いてはいないが、1988 年 5 月に、当時の竹下登首相がロンドンで
発表した国際協力構想「世界に貢献する日本」にもその影響は見られる。同構想では、「平和のための協力強化」、「国
際文化交流の強化」と並ぶ三本柱の一つとして、「政府開発援助の拡充」が掲げられた。同構想については、ロンド
ン市長主催午餐会にでの竹下内閣総理大臣スピーチ (1988 年 5 月 4 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1988/s63-shiryou2-5.htm  
ならびに、外務省『外交青書』年（昭和 58 年）版第 1 章第 3 節参照。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1988/s63-1-3.htm 
432 西田芳弘「人間の安全保障」『レファレンス』第 643 号（2004 年 8 月）、41－42 ページ。  
433 この点についてはたとえば、稲田十一「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義と限界」『国際問題』
第 530 号、2004 年 3 月、34－35 ページ。篠田英朗「安全保障概念の多義化と『人間の安全保障』」広島大学平和科
学研究センター編『人間の安全保障論の再検討』、2003 年 2 月、66－67 ページ。  
434 人間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』朝日新聞社、2003 年、15 ページ。国連開発計画『人間開発報
告書 1994』国際協力出版会、1995 年、ⅳページ。  
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その枠組みの中で、軍事的措置は否定されるものではないが435、人々の生存・生活･
尊厳といった幅広い「人間の安全」を守ろうとするならば、そのプロセスの大部分におい
ては、「人々の社会福祉を強調する」開発こそが主要な手段となる436。したがって、本論
第 4 章で詳しく述べるとおり、日本政府による人間の安全保障政策のほとんど全てが開発
分野に振り向けられている。 
ただし、開発援助を重視する外交政策は、人間の安全保障を導入したことによって新
たに生じたものでは決してない。周知の通り、日本は第二次大戦後、約 50 年間一貫して、
世界でも突出した規模の開発援助を外交政策の土台として積み重ねてきた437。そして、川
口順子外務大臣が述べるとおり、そのような「日本の政府開発援助は、長い間、人間の安
全保障を促進する効果的な手段として貢献してきた」のである438。以下では、そのような
日本による開発援助の足跡について概観する439。 
日本による政府開発援助（ODA：Official Development Assistance）は440、1954 年
10 月 6 日、コロンボ・プラン（アジアおよび太平洋の共同的社会経済開発のためのコロン
ボ計画）への加盟をもって始まったとされる。しかし、厳密には、このコロンボ・プラン
加盟は政府ベースの本格的な技術協力のスタートであるのに対して、資金協力については
同年 11 月、ビルマ（現ミャンマー）との平和条約、賠償・経済協力協定を皮切りに、ア
ジア諸国に対する賠償として始められた。このようなアジア諸国に対する賠償とそれに並
行する経済協力の開始は、その後の日本の ODA におけるアジア重視の原型となっている
441。 
                                                  
435 この点に関しては、拙稿「『人間の安全保障』の軍事的側面に関する一考察」『国際政治経済学研究』第 14 号（2004
年 11 月）参照。  
436 Roland Paris, “Human Security: Paradigm Shift or Hot Air?” International Security, Vol. 26, No. 2(Fall 
2001), pp. 87-102, p. 87 
437 佐渡島志郎経済協力局参事官「INTERVIEW：ODA は日本外交の土台 経済協力 50 年を振り返って」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/50/kiji_2.html なお、日本が ODA を供与したことのある国・地
域は、2003 年までの累計で 185 カ国・地域に及び、援助総額は 2210 億ドルに上る。外務省経済協力局政策課『ODA50
年の成果と歩み』2004 年 10 月 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/pamphlet/oda_50/seika1.html  
438 Yoriko Kawaguchi, “A Foreign Policy to Considerate Peace,” Japan Echo, vol.30, no.2, April 2003 
http://www.japanecho.com/sum/2003/300209.html  
439 以下に言及するデータの数値は、前掲『ODA50 年の成果と歩み』に依拠している。また、ここでの記述に関し
ては、主に次を参考にした。古田肇（外務省経済協力局長）「外交戦略としての経済協力」『外交フォーラム』195
号（2004 年 10 月号）。『経済協力 Q&A』（『世界の動き』臨時増刊）世界の動き社、2003 年 3 月（No.666）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/index/nyumon/qa.html 、五百旗頭真「外交戦略の中の日本 ODA」『国際
問題』517 号（2003 年 4 月）。稲田十一「ODA 政策にみる戦後日本外交の『規範』」長谷川雄一編『日本外交のア
イデンティティ』南窓社、2004 年。同「対外援助」有賀貞他編『講座国際政治』（第 4 巻）東京大学出版会、1993
年。同「国際システムにおける日本の ODA の位置づけ」『国際政治』93 号（1990 年 3 月）。同「発展途上国と日本」
渡辺昭夫編『戦後日本の対外政策』有斐閣、1985 年。橋本光平「日本の援助政策決定要因」外交政策決定要因研究
会編『日本の外交政策決定要因』PHP 研究所、1999 年。廣野良吉「日本の外交政策と ODA」『国際問題』548 号（2005
年 11 月）、横田洋三「国際関係と日本の国際協力」原彬久編『国際関係学講義（新版）』有斐閣、2001 年、254－258
ページ。同「岐路に立つ日本の政府開発援助」『国際問題』451 号（1997 年 10 月）。Akiko Fukushima, “Official 
Development Assistance (ODA) as a Japanese Foreign Policy Tool,” Takashi Inoguchi and Purnendra Jain, eds., 
Japanese Foreign Policy Today, New York: Palgrave, 2000, pp.152-174. 
440 政府開発援助（ODA）とは、次の三つの要件を満たす資金の流れを指す。①政府ないし政府の実施機関によって
供与されるものであること。②開発途上国の経済開発や福祉の向上に寄与することを主たる目的としていること。
③資金協力については、その供与条件が開発途上国にとって重い負担にならないようになっており、グラント・エ
レメント（G.E.）が 25％以上であること。この点については、外務省『政府開発援助（ODA）白書』2001 年（平成
13 年）版凡例等を参照。  
441 佐藤秀雄『新 ODA の世界』青山社、2006 年、260 ページなど。  
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その後、1958 年に、賠償という戦後処理の問題とは離れた形で、インドに対して初の
有償資金協力（円借款供与）を行い、ここに本格的な経済協力がスタートする442。それに
伴い、日本の援助実施体制も徐々に整備されていく。1961 年に、円借款の実施機関として、
海外経済協力基金（OECF：Overseas Economic Cooperation Fund）が発足する。さらに、
1962 年、外務省に経済協力局が設置されるとともに、現在の国際協力機構（JICA：Japan 
International Cooperation Agency）の前身にあたる海外技術協力事業団（OTCA：
Overseas Technical Cooperation Agency）が創設された。また、このような国内体制の整
備を進める一方で、日本は援助国として国際機関の活動に積極的に参画するようになり、
1960 年 3 月、開発援助グループ（DAG：Development Assistance Group）に参加し、1961
年にその DAG が OECD 開発援助委員会（DAC）に改組されると、同時に加盟を果たした。 
1960 年代後半から 1970 年代に入ると、ベトナム戦争の深刻化、アメリカによる金・
ドル兌換の停止、石油危機の発生など、世界経済は厳しい局面を迎える一方で、高度経済
成長によって日本の国際的な地位は向上していく。その結果として、日本の援助も戦後処
理を中心とする手法から変化していき、量的な拡大と援助の仕組みの多様化が図られた。
援助の量に関する実績としては、1964 年の約 1 億 1580 万ドルから 1976 年には 11 億 490
万ドルと 10 倍近い規模になり、1972 年にはイギリスを抜いて世界第 4 位となった。仕組
みに関しては、1968 年に食糧援助、翌 69 年に一般無償資金協力が始まるなど、多様な援
助が展開されるようになっていった。 
1976 年 7 月、日本の賠償支払いが、フィリピンへの支払いを最後に完了したことを
受け、日本の ODA は新たな段階に入る。1978 年、日本は ODA 実績額を 3 年間で倍増す
るという第 1 次 ODA 中期目標を発表し、ODA を国際貢献の重要な柱と位置づける姿勢を
内外に示した443。その結果として日本の ODA 供与額は、1970 年代末から 80 年代を通じ
て大幅に拡大し、1983 年には西ドイツを抜いて DAC 加盟国中 3 位に、86 年にはフラン
スを抜いて 2 位に、さらに、1989 年にはついにアメリカを抜いて、初めて世界最大の援
助供与国となったのである。 
この 1970 年代から 80 年代にかけて、IMF や世界銀行などでは、援助の方法に関し
て「ベーシック・ヒューマン・ニーズ（BHN: Basic Human Needs）」への支援が重視さ
れるようになる444。国際的な援助潮流は、経済成長重視から途上国の貧困に目を向けたも
のへと大きく転換し、それに合わせて日本も、BHN 分野への支援を積極的に打ち出して
いった445。また、この時期に日本の ODA は、それまでのアジア一辺倒を改め、中東、ア
                                                  
442 この点についてはたとえば、杉下恒夫「援助行政・援助政策」後藤一美他編著『日本の国際開発協力』日本評論
社、2005 年、77 ページ。  
443 外務省『政府開発援助（ODA）白書』2004 年（平成 16 年）版本編第 I 部第 2 章第 2 節 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/honpen/hp102020000.htm  
444 BHN については文献多数。一般的な定義としては、たとえば、川田・大畠、前掲、148－149 ページ（「基本的
人間ニーズ」の項）。高柳先男・内田満・阿部斎編『現代政治学小辞典』有斐閣、1999 年、77 ページ（「BHN」の
項）など。  
445 この点についてはたとえば、池田龍彦「開発援助の歴史」森川俊彦他編著『開発協力の法と政治』国際協力出版
会、2004 年、78 ページ。  
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フリカ、中南米、大洋州地域にも供給されるようになる。特に石油危機の経験により中東
地域の重要性が認識され、同地域に対する援助の割合は、1972 年の 0.8％から 77 年には
24.5％に達した。 
このように、賠償の支払いが完了したことや、もはや世界のトップドナーとして多様
な援助を実施するようになったことによって、日本は国内外からその援助の意図や目的を
問われるようになってくる。そのような状況を受けて、この頃より日本の中では、ODA の
理念の明確化を図ろうという動きが出てきた。経済援助と安全保障政策の統合が模索され
る中で、戦略援助や上述した総合安全保障という観点から、ODA を捉える試みがなされた。
また実際に、そのような意図に基づいて、トルコやパキスタン、タイなどに対して援助が
行なわれた446。 
しかしながら、このような議論に一挙に拍車をかけたのは、冷戦終結後の湾岸戦争で
あった。1990 年から 91 年にかけて、日本は多国籍軍に対して合計 130 億ドルを拠出した
にもかかわらず、国際社会においてこの資金提供が評価されることはほとんどなかった。
これを契機として日本では、平和憲法の下にあって、非軍事的な国際貢献としての ODA
を積極的に活かす道が模索されるようになる。 
政府は 1991 年４月、開発途上国の軍事支出等に注意を払うことを定めた ODA 四指針
の発表に続き、翌 92 年 6 月には、中長期的かつ包括的な援助政策をまとめた ODA 大綱を
策定した447。この ODA 大綱では、援助の四原則として、①環境と開発の両立、②軍事的
用途および国際紛争助長への使用の回避、③開発途上国による軍事支出、大量破壊兵器の
輸出入等の動向への注意、④民主化、市場経済、基本的人権の促進、の四点が掲げられた。
また、重点地域としてアジアが、重点項目としては環境問題をはじめとする地球的問題群
への対応などが取り上げられた。つまり、このような一連の援助理念の変化は、日本の
ODA がそれまでの経済重視から、「政治面･外交面のイニシアチブを重視する方向へとギ
ア・チェンジ」したことを意味するものであったのである448。 
こうして日本は、ODA 大綱の策定以来、地域別・国別、あるいは分野別に様々な援助
政策を強化してきた。しかし、1990 年代後半に入ると、年々厳しさを増す財政状況の中で、
次第に ODA の量的拡大も見直さざるをえなくなってきた。1997 年に、量から質への転換
を目指す方針が閣議で決定されると、日本の ODA 予算は、この年を頂点に 7 年間で約 3
割減となり、ODA 供与額の実績も、それまで 10 年間維持してきた世界第 1 位の座を、2001
年にはアメリカに明け渡すことになったのである449。 
                                                  
446 この点について文献多数。たとえば、稲田、前掲「国際システムにおける日本の ODA の位置づけ」、123 ページ。
同じく前掲「発展途上国と日本」、305－310 ページ。デニス・ヤストモ、前掲『戦略援助と日本外交』同文館出版、
特に第 2 章。中西寛「自立的協調の模索」五百旗頭真編『戦後日本外交史』有斐閣、1999 年、183 ページなど。  
447 この 1992 年の ODA 大綱については、下村恭民他著『ODA 大綱の政治経済学』有斐閣、1999 年が詳しい。  
448 西川潤「日本 ODA と人間の安全保障」早稲田大学アジア太平洋研究センタ 『ーアジア太平洋討究』第 2 号、2000
年 3 月、37－38 ページ。  
449 前掲『ODA 白書』2004 年版本編第 I 部第 2 章第 3 節  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/honpen/hp102030000.htm 
ただし、そこに円安要因が働いていることも否定できないであろう。たとえば、世界第二位に降格した 2001 年前後
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こうした中、1999 年には ODA 中期政策が策定された。これにより日本の ODA は、
ODA 大綱の下、ODA 中期政策、国別援助計画に基づいて実施されるという政策体系が明
確になった。この中期政策では、途上国のオーナーシップとパートナーシップの重視、各
国の実情に合った援助、各機関と民間等の役割分担と連携の重視、人間中心の開発といっ
た考え方が打ち出された450。また、次節で詳しく述べるとおり、この頃から人間の安全保
障が、日本外交の政策理念の一つとして、たびたび言及されるようになってくる。 
一方、この時期には中央省庁レベルでの行政改革も推進され、外務省が ODA に関し
て政府全体を統括して調整する機能を担うようになった。さらに、円借款と ODA 以外の
対外資金協力を一元的に実施する機関として、1999 年 10 月に日本輸出入銀行と海外経済
協力基金を統合する形で、国際協力銀行（ JBIC： Japan Bank for International 
Cooperation）が創設された。 
このように、日本政府が援助の質に焦点を当てた改革を進める中、2001 年 9 月、ア
メリカでは、同時多発テロ事件が勃発する。これを機に国際社会では、平和と開発の関連
性に注目が集まり、貧困問題に積極的に取り組む方向で、ODA 予算を増額する方針が表明
されるようになる。日本は、厳しい財政状況からこのような援助増額の流れに乗じること
はできないものの、ODA を取り巻く国内外の状況の変化を踏まえ、2003 年 8 月、ODA 大
綱を 11 年ぶりに改定した。ODA の戦略性、機動性、透明性、効率性を高めるとともに、
国民参加の拡大を目指す新しい大綱では、ODA の目的として、「国際社会の平和と発展に
貢献し、これを通じてわが国の安全と繁栄の確保に資すること」が謳われた451。そして、
このような目的を達成するために五つの基本方針が掲げられ、その一つとして、正式に「人
間の安全保障」の視点が導入されたのである452。 
さらに、2005 年 2 月に新たに策定された ODA 中期政策においては、上述の新 ODA
大綱で示された、貧困削減、持続的成長、地球的規模の問題への取組、平和の構築という
四つの重点課題に取り組むうえで、人間の安全保障の視点を踏まえることが重ねて強調さ
れた453。これによって人間の安全保障は、新 ODA 大綱で掲げられた 5 つの基本方針の中
でも「最上位」に位置づけられたのである454。 
このように、約 50 年間の ODA 政策の歴史を概観してわかることは、人間の安全保障
の導入が大きな要因となって、開発援助に積極的に取り組むようになったわけではなく、
それまでの長い蓄積の上に、人間の安全保障が取り入れられていったということである。
人間の安全保障概念における、人々の能力強化によるコミュニティの開発、多様なアクタ
                                                                                                                                                            
の対米ドルレートは、2000 年は 107.80 円、2001 年は 121.50 円、2002 年は 125.20 円であり、円安が進んでいた
ことがわかる。レートに関しては、『JICA 年報』2006 年版資料編 CD－ROM を参考。  
450 旧 ODA 中期政策（1999 年 8 月 10 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/sakutei_990210.html 
451 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html  
452 他の四つとは、①開発途上国の自助努力支援、②公平性の確保、③我が国の経験と知見の活用、④国際社会にお
ける協調と連携である。  
453 政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月 4 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/pdfs/seisaku_050204.pdf  
454 緒方貞子編『転機の海外援助』NHK 出版、2005 年、16－17 ページ。  
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ーの参画等といった視点は、渡辺利夫が指摘するとおり、日本にとって全く新しい発想と
いうよりは、従来から志向してきた、自助努力支援や各援助機関との連携の重視等といっ
た理念と通底するものである455。 
しかしながら、人間の安全保障概念の導入は、単なる類似した政策用語の言い換えで
あったのかといえば、決してそうではない。人間の安全保障は、これまで日本の ODA 政
策が目指してきた様々な個別の要素の間に連関をもたらし、それらを一つの政策的枠組み
の中に統合する外交理念を提供したのである。 
ただし、前項で取り上げた「総合安全保障」も、開発援助を安全保障の観点から位置
づけようとする試みであった456。しかし、それは基本的に日本の「国益」に照らして ODA
の必要性を提起するものであって、いわば「国内向けの論理」であった457。それに対して
人間の安全保障は、「グローバルな視点や地域・国レベルの視点とともに、個々の人間に着
目」458するものである。その意味で人間の安全保障は、日本の ODA 政策を、より広い視
野から捉えなおす契機を与えたといえる。 
特に、人間の安全保障の導入によって、日本は ODA 政策を平和構築の手段としても
位置づけるようになった。これまでは憲法の制約上、紛争が発生するような不安定な国に
対しては援助を避ける傾向にあった459。しかし、本項の冒頭で論じたとおり、冷戦終結後
に多発するテロや地域紛争を前に、もはや紛争と開発を切り離して考えることはできなく
なってきた。また、既述したような、湾岸戦争時の資金協力に対する国際社会の低い評価
を受けて、「我が国は、世界の主要国の一つとして、ODA を積極的に活用し、これらの問
題に率先して取り組む決意」460を持つようになった。このような背景から、日本は ODA
を「狭い意味での開発目的に限定することなく、こうした国際平和協力を促進する手段と
しても積極的に活用する」（川口外務大臣）方向へ踏み出したのである461。 
結論として、今日の日本政府による人間の安全保障の推進は、これまで長い間積み重
ねられてきた、ODA という土台があったからこそ生まれたものであった。実際に、2003
年版の『外交青書』は、人間の安全保障を「従来から日本が行なっている開発援助の思想
とも軌を一にするもの」と位置づけている462。それとともに、その ODA の蓄積は、第 4
章で詳しく述べるとおり、人間の安全保障という新たな視点の導入によって、今日の国際
情勢の変化に合わせて、より有効に活かされるようになってきたのである。 
                                                  
455 渡辺利夫「援助理念」前掲『日本の国際開発協力』日本評論社、58－61 ページ。  
456 ヤストモ、前掲『戦略援助と日本外交』、71－79 ページ。杉下、前掲「援助行政・援助政策」、84－87 ページ。 
457 この点に関しては、稲田、前掲「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義と限界」、31－33 ページ。  
458 政府開発援助大綱  
459 国際協力機構「なぜいま、人間の安全保障か―『人間の安全保障』の具体化に向けて」『JICA frontier』第 63
号、14－15 ページ。  
460 政府開発援助大綱。また、大隈宏「開発から平和へ」『国際問題』517 号（2003 年 4 月）。  
461 第 156 回国会における川口外務大臣の外交演説（2003 年 1 月 31 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0131.html  
462 外務省『外交青書』2003 年（平成 15 年）版本編第 3 章第 3 節  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/index.html 他にこの点については、黒澤
啓・川村真理「日本の援助外交と人間の安全保障―平和構築の視点から」前掲『人間の安全保障―世界危機への挑
戦』東信堂、2004 年、165 ページ。  
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以上、本節では、なぜ日本政府が人間の安全保障を外交の柱として導入するに至った
のか、その背景について考察した。日本にとって人間の安全保障は、決して単なる一時的
な外交的スローガンではなく、従来から長い間積み重ねられてきた政策行動との連続性を
有する概念であることを明らかにした。 
次節以降では、この概念が、どのようにして日本外交に組み込まれていったのか、ま
た、実際に日本政府はどのような政策を展開しているのかを、具体的に概観する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 節 普及への取り組み 
1994 年に UNDP が「人間の安全保障」を提唱して以来、日本はいち早くこの概念に
注目し、それを外交政策の重要な柱の一つとして位置づけ、今日まで様々な取り組みを続
けてきた。そこで、本節では、日本はどのような経緯で人間の安全保障概念を外交政策に
 80 
導入し、その普及に取り組んできたのかを、時系列的に概観したい。 
 
1．萌芽期（1995 年 3 月～1998 年 7 月）  
1994 年 6 月に、UNDP が『人間開発報告書 1994』においてはじめてまとまった形で
「人間の安全保障」を中心テーマとして掲げた後463、日本外交における人間の安全保障概
念導入の兆しは、早くもその翌年の 1995 年に見られる。同年 3 月、コペンハーゲンで開
かれた国連社会開発サミットにおいて村山富市首相は、「人間の安全保障」との表現を用い
てはいないものの、社会開発のための政策視点として「人間優先の社会開発」に言及し、
「市民一人一人が社会の中で平等に扱われ、個人の能力が十分に開発され」るべきである
と訴え、人間個人を重視する姿勢を打ち出している464。 
そして、同年 10 月の国連 50 周年記念総会特別会合において村山は、日本政府として
はじめて公式の場で「人間の安全保障」に言及した465。すなわち、国連にとって大きな課
題とは、「これまでのような国家の安全保障だけでなく」、「個々の地球市民の人権を尊重し、
貧困、病気、無知、迫害、暴力から我々を守るという視点に立つ『人間の安全保障』」であ
り、それは「私自身の政治指針にも合致するもの」であると明言した。ただしそれは、「『人
間の安全保障』という新しい考え方」を評価するにとどまり、演説全体の文脈からすれば、
ほんの一部分でふれたにすぎない。また、この年の外交を振り返った 1996 年版の『外交
青書』においても、「人間優先の社会開発」には言及されているものの、「人間の安全保障」
という記述は見られない466。 
次に、「人間の安全保障」に通じる考えが表明されたのは、村山の後に首相に就任した
橋本龍太郎による、1996 年 9 月の第 51 回国連総会演説であった467。この中で橋本は、安
全保障や開発という言葉と組み合わせた表現ではなかったが、環境や開発問題の文脈で、
「人間一人一人を大切にするという考えが重要」との見解を示した468。また、1997 年 6
                                                  
463 UNDP, Human Development Report, Oxford: Oxford University Press, 1994 なお邦訳は、『人間開発報告書
1994』国際協力出版会、1995 年（1 月）。  
464 国連社会開発サミットでの村山総理大臣演説  （1995 年 3 月 11 日） 
http://www.kantei.go.jp/jp/murayamasouri/speech/kaihatu.html 
465 国連 50 周年記念総会特別会合での村山総理大臣演説（1995 年 10 月 22 日） 
http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/exdpm/19951022.S1J.html 
466 外務省『外交青書』1996 年（平成 8 年）版本編第 2 章第 2 節  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/96/seisho_2.html#B2 ただし、「人間優先の社会開発」との言葉も、
英語では決して統一された表現ではなかった。社会開発サミットでは、それは“human-centered social 
development”とあるのに対して、『外交青書』の英語版では、“people-centered development”と訳されている。
Statement by H.E. Mr. Tomiichi Murayama, Prime Minister of Japan, World Summit For Social Development, 
Copenhagen, 11 March 1995 http://www.un.org/documents/ga/conf166/gov/950311074922.htm  
Ministry of Foreign Affairs of Japan, 1996 Diplomatic Bluebook 
http://www.mofa.go.jp/policy/other/bluebook/1996/II-b.html#2  
467 第 51 回国連総会における橋本総理一般討論演説 (1996 年 9 月 24 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/08/eha_0924.html  
468 英語では、“ it is important that each and every human being be cared for,”との表現を用いている。United 
Nations, General Assembly, Fifty-first session, 7th plenary meeting, 24 September 1996 (A/51/PV.7)  
http://daccessdds.un.org/doc/UNDOC/GEN/N96/862/57/PDF/N9686257.pdf?OpenElement ちなみに、この第 51
回国連総会において、橋本の後に演説に立ったのが、当時のカナダ外相ロイド・アックスワージーである。アック
スワージーにとってはこの演説が、公式の場ではじめて「人間の安全保障」に言及する機会となった。この点につ
いては、本論第 5 章第 1 節参照。  
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月には、同じく国連での環境開発特別総会において、橋本は、地球環境保全に向けて「『将
来の世代に対する責任』と『人類の安全保障』」という二つの観点を強調している469。こ
こでも、「人間の安全保障」という言葉そのものを用いたわけではないが、同演説の英語版
では、「人類の安全保障」を“global human security”と訳した470。したがって、日本外
交の中ではまだ、「人間の安全保障」という用語自体定義していなかったものの、環境・開
発問題を安全保障の視点から捉え、人間個人を重視しながらグローバルな対応を試みよう
という姿勢が、次第に明確化し始めていた。 
このように、日本政府は、1994 年の UNDP による「人間の安全保障」提唱の直後か
ら、この新しい考えに通ずる関心を徐々に示してきた。しかしその一方で、言及の頻度と
してその後の小渕恵三首相以降の積極的な導入の時期と比べてみると、1997 年までの約 3
年間に、「人間の安全保障」に通底する考えの表明はわずかに 4 回しかなかった。この間
に、首相自らでなくても、何らかの形で政府の外交理念を国連の場に限らず公式に表明す
る機会は、数多くあったにもかかわらずである471。したがって、この当時はまだ、いわば
模様眺めの段階にあったといえる。 
ただし、そのような静観姿勢は、日本外交に限ったことではない。本論第 2 章第 1 節
でも論じたとおり、UNDP はそもそも、1995 年の国連社会開発サミットに合わせてこの
考えを打ち出し、国際社会から大きな支持を得ることを予期していた。しかし、サミット
以後しばらくの間は、今日の国際社会で見られるような人間の安全保障に対する高い関心
はほとんど見られなかった472。学術研究の世界でも、「人間の安全保障」は従来の概念を
超える画期的な考えと評価する論調がある一方で、単なるスローガンにすぎないと批判す
る見解もみられた。しかも、いずれの立場もこの概念を紹介するにとどまり、本格的な研
究対象とするものではなかった473。 
しかし、1997 年末の対人地雷禁止条約の成立過程（オタワ・プロセス）において、人
間重視の機運がノーベル平和賞をもたらすほど高まってきたのを受けて474、国際社会では
改めて「人間の安全保障」に焦点が当てられるようになる475。とりわけ日本外交にとって
重要なのは、当時外務大臣を務めていたのが、後の小渕首相であったことである。なぜな
ら、小渕こそ日本外交の中に本格的に「人間の安全保障」を位置づけた人物だからである476。 
                                                  
469 国連環境開発特別総会での橋本総理大臣演説 （1997 年 6 月 23 日）  
http://www.kantei.go.jp/jp/hasimotosouri/speech/1997/0625sorikoku.html  
470 United Nations, General Assembly, Nineteenth Special Session, 1st plenary meeting, 23 June 1997 
(A/S-19/PV.1) http://daccessdds.un.org/doc/UNDOC/GEN/N97/857/17/PDF/N9785717.pdf?OpenElement また、
次の外務省ホームページ（「21 世紀に向けた環境開発支援構想（ISD)京都イニシアティブ」）も参照。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/kiko/cop3/kyoto2.html  
471 ちなみに、人間の安全保障と類似の概念である「人権」についての言及は、この 3 年間で 12 回に及んでいた。
外務省『外交青書』1996 年（平成 8 年）版から 1998 年（平成 10 年）版資料に基づく。  
472 上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』都市出版、2000 年 2 月号、68 ページ。  
473 詳しくは本論序章および第 2 章第 1 節参照。  
474 1997 年 10 月、地雷禁止国際キャンペーンとその中心者である J.ウィリアムズが、ノーベル平和賞を受賞した。 
475 オタワ・プロセスに関するカナダ外交については、本論第 5 章第 1 節参照。  
476 同様の見解は、多くの文献で見られる。たとえば、上田、前掲、68 ページ。佐藤行雄「日本の国連外交と人間
の安全保障」『国際問題』第 530 号（2004 年 3 月）、3 ページなど。  
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小渕は「未だ一介の学生にすぎなかった時に、当時としてはまだ極めて珍しかった、
今でいう『バックパッカー』として私は一人でアジア、中東、アフリカ、ヨーロッパ、北
米、中南米の 38 ヶ国を回りました。実は、私は、この一人旅を通じて、人と人とのつな
がり、人間個人の大切さを学び、やがて『人間の安全保障』という考え方をもつに至った
のだと思います」と述懐している477。ただ、これまでの研究によれば、小渕がこのように
「『人間の安全保障』という考え方をもつに至」るまでには、二人の人物が具体的に影響を
与えていたと言われている478。それが、ロイド・アックスワージー（Lloyd Axworthy）と
武見敬三である。 
小渕は 1996 年６月のリヨン・サミットにおいて、カナダ外相を務めるアックスワー
ジーとはじめて顔をあわせた。当時、カナダ外交へ「人間の安全保障」を本格的に導入し
始めたアックスワージーから、小渕はこの概念について学び、その後も二人は対話を重ね
ていった479。一方、東海大学平和戦略国際研究所で教授を務めていた武見敬三は480、実父・
武見太郎を記念するハーバード大学公衆衛生講座の初代教授リンカン・チェン（Lincoln 
Chen）による人間の安全保障研究を通じて481、この概念に強い関心を抱いた482。その武
見が、1995 年 7 月に国会議員に当選し、さらに 1998 年 7 月には外務政務次官に就任する。
そのことによって、当時外務大臣の小渕に自らのアイデアを進言する機会が生まれ、少な
からぬ影響を与えることになった483。 
1997 年 9 月、小渕は橋本内閣の下で外務大臣に就任すると、外務省の強い反対を押
し切り、同年 12 月には対人地雷禁止条約の署名に強いリーダーシップを発揮した484。こ
                                                  
477 日本国際問題研究所創立 40 周年記念シンポジウムでの小渕総理大臣基調演説（1999 年 12 月 11 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eos_1211.html また、小渕の学生時代に関する記事として、「朝日新
聞」、2006 年 2 月 15 日（夕刊）参照。  
478 アックスワージーについては、福島安紀子が行なったアックスワージー本人へのインタビューに拠る。Akiko 
Fukushima, Human Security: Comparing Japanese And Canadian Governmental Thinking and Practice, CCHS 
Human Security Visiting Fellow Paper, August 2004, p.19 
http://www.humansecurity.info/sites/cchs/files/pdfs/Research/cchs_fukushima_research_paper.pdf 武見につい
ては、シンポジウム「安全保障の今日的課題」（朝日新聞社、外務省共催、2003 年 12 月 2 日）における武見本人の
発言より。http://www.asahi.com/sympo/anzen/05.html および、次を参照。上田秀明「『人間の安全保障』の観点
から見た国連システムの改革」日本国際連合学会編『21 世紀における国連システムの役割と展望』国際書院、2000
年、114 ページ。上田、前掲「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」、70 ページ。佐藤誠「日本における人間安全保
障をめぐる政策と議論」『立命館国際研究』第 18 巻 3 号（2006 年 3 月）、210 ページ。中部高等学術研究所共同研
究会『人間の安全保障委員会最終報告書について』、2004 年、46 ページ。なお、武見の「人間の安全保障」に関す
る最新の取り組みについては次を参照。
http://www.takemi.net/gaikou_site/nigen-no-anzen/ningen_anzen_001.htm  
479 Fukushima, ibid., p.19 なお、カナダ外交における人間の安全保障については、本論第 5 章第 1 節参照。  
480 東海大学平和戦略国際研究所については、同研究所ホームページ参照。  
http://www.tokai.ac.jp/spirit/index.html 
481 武見プログラムについては、同プログラムホームページ参照。Takemi Program in International Health at the 
Harvard School of Public Health http://www.hsph.harvard.edu/takemi/ また、チェンはその後、人間の安全保障
委員会の委員を務めた人物である。この点については、本論第 2 章第 2 節参照。  
482 武見敬三「人間安全保障」添谷芳秀編『二十一世紀国際政治の展望』慶應大学出版会、1999 年、121－122 ペー
ジ。  
483 上田、前掲「『人間の安全保障』の観点から見た国連システムの改革」、114 ページなど。また、1998 年から 2002
年まで国連大使を務めた佐藤行雄は、この他にも影響を与えた人物として、日本国際交流センター理事長の山本正
をあげている。佐藤行雄「国連活動とヒューマン・セキュリティー」『同志社大学ヒューマン・セキュリティー研究
センター年報』第 1 巻（2004 年 4 月）、13 ページ。  
484 オタワ条約署名会議における署名の際の小渕外務大臣演説 (1997 年 12 月 3 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/09/eo_1203.html また、この点については、足立研幾『オタワ・プロ
セス』有信堂、2004 年、210－215 ページ。  
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の対人地雷禁止条約の締結は、人間の安全保障概念を反映する具体的政策課題として、ア
ックスワージーが精力的に取り組んでいたものである。小渕は後に、「それまでの政府の方
針を転換」してまで条約に署名した点について、「その背景となる考え方は『人間の安全保
障』」であったと述べている485。 
一方、対人地雷禁止条約の署名と前後して起こった 1997 年のアジア経済危機に対し
て、日本政府は、1980 年代に起こった同じような経済危機の経験から、いち早く社会的弱
者を保護する政策を打ち出していった486。同年 12 月の橋本首相と ASEAN 首脳との会談
を受けて、日本政府は翌 1998 年の 3 月には、各国に比べて最も早く、インドネシアに対
する円借款や医薬品等の緊急無償援助を行った。続いて 4 月には、外務省と厚生省の共催
による「アジアの経済危機と健康－人間中心の対応－」と題する国際シンポジウムを開催
し、社会的弱者対策について検討を行った。社会的弱者を重視する日本の主張は、先進諸
国の間でも評価され、翌 5 月の G8 バーミンガム・サミット首脳宣言にも盛り込まれるに
至った487。 
また、同じく 1998 年 5 月、外務大臣として、経済危機に直面する東南アジア諸国を
訪問した小渕は、シンガポールで行った政策演説において、はじめて公式の場で「ヒュー
マン･セキュリティ」（訳語は「人間の安全」）重視の姿勢を打ち出した488。この演説では、
経済困難を乗り越えるための五つの要素として、「5 つの C」に言及している。すなわち、
第一は、改革に取り組む「勇気」（courage）、第二の要素は「創意」（creativity）、第三は
「思いやり」（compassion）、第四は「協力」（cooperation)、第五は「未来に対する確信」
(confidence)である。そして、この中でも「思いやり」に関して、「経済危機において、最
もしわ寄せを受けやすいのが、貧困層、高齢者、障害者、女性・子供等の社会的弱者」で
あり、「健康や雇用といった問題は、『人間の安全』（ヒューマン・セキュリティー）に関わ
る問題」であると訴え、社会開発分野への ODA の拡充を明言したのである。 
こうして日本は、アジア経済危機への対応を基にして、やがて小渕を中心に本格的に
「人間の安全保障」を取り上げ、具体的な取り組みを開始していくようになる。 
 
2．形成期（1998 年 8 月～2003 年 8 月） 
1998 年 8 月、小渕は橋本内閣退陣を受けて、総理大臣に就任する。そして、その小
渕に始まり、その後、森喜朗、小泉純一郎と続いて、三人の総理に渡って積み重ねられた
様々な取り組みが、日本の人間の安全保障外交の骨格を形成していくことになるのである。 
1998 年 12 月、小渕は先のシンガポール演説で自ら提唱した、「アジアの明日を創る
知的対話」国際会議を東京で開催し、人間の安全保障に対するその後の日本外交の基礎と
                                                  
485  前掲、日本国際問題研究所創立 40 周年記念シンポジウムでの小渕総理大臣基調演説  
486 この点については、武見、前掲、128－129 ページ。  
487 G8 バーミンガム・サミット  コミュニケ（1998 年 5 月 15-17 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/birmin98/commun.html  
488 東南アジア諸国訪問の際の小渕外務大臣政策演説 (1998 年 5 月 4 日 ) 
http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/exdfam/19980504.S1J.html  
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なる演説を行った489。まず小渕は、アジアの経済危機が社会的なひずみを深刻化し、人間
の生活を脅かしている事態に鑑み、「『人間の安全保障』の観点に立って、社会的弱者に配
慮しつつ、この危機に対処することが必要であるとともに、この地域の長期的発展のため
には、『人間の安全保障』を重視した新しい経済発展の戦略を考えていかなければならない」
と訴えている。 
その上で、「この機会に、『人間の安全保障』について私の考え方を一言述べさせてい
ただきたい」と切り出し、人間の安全保障を「人間の生存、生活、尊厳を脅かすあらゆる
種類の脅威を包括的に捉え、これらに対する取り組みを強化するという考え方である」と
定義した。さらに、「『人間の安全保障』の問題の多くは、国境を越えて国際的な広がりを
持つことから、一国のみでの解決は困難であり、国際社会の一致した対処が不可欠です。
また、これらの問題は、人間一人一人の生活に密接に関わることから、NGO を始めとす
る市民社会における活動が最も効果的に力を発揮できる分野であり、各国政府及び国際機
関は、市民社会との連携・協力を強化しつつ対応していくことが重要」であるとの見解を
示した。1995 年以来、たびたび「人間の安全保障」に通ずる考えを表明してきた日本政府
は、ここではじめて、この概念についての自らの考え方をより整理された形で示し、UNDP
と同じく、それを幅広く捉える立場を明らかにしたのである。 
続いて、それから 2 週間後の 1998 年 12 月 16 日、小渕はベトナムのハノイにおいて、
さらに「人間の安全保障」に言及する演説を行った490。「アジアの明るい未来の創造に向
けて」と題するこの政策演説の中で小渕は、現在困難に直面しているアジアの将来が決し
て暗いものではないことを強調し、アジアの 21 世紀を「人間の尊厳に立脚した平和と繁
栄の世紀」にすべきであると訴えている。そして、その実現のためには、三つの分野での
努力が重要であるとして、「アジアの再生を図ること」、「知的対話をより一層推進すること」
と並び、「人間の安全保障を重視すること」を打ち出した。さらに、その具体的措置として
日本政府は、「国連に『人間の安全保障基金』を設置するため 5 億円（約 420 万ドル）を
拠出すること」を表明した。こうして小渕外交の中に、明確に「人間の安全保障」が位置
づけられたのである。 
田中明彦によれば、この演説で取り上げた三つのポイントはそれぞれ、大目標、今後
強調すべき手段、そして重視する観点として整理される。つまり、「アジアの再生」という
大目標を実現するために、「知的対話」を手段として推進し、その際には「人間の安全保障」
の観点を重視する姿勢を示したものである。このハノイ演説は、「これまでの日本外交にお
いて、個々別々の政策にある種の普遍性を与える概念化の試みがあまりにも少なかったこ
とを考えると、革新的なこと」として高く評価されている491。また、この年の外交を振り
                                                  
489 国際会議「アジアの明日を創る知的対話」での小渕総理大臣冒頭演説（1998 年 12 月 2 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1202.html  
490 ヴィエトナム国際関係学院主催講演会での小渕総理大臣政策演説（1998 年 12 月 16 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1216.html  
491 田中明彦『ワード・ポリティクス』筑摩書房、2000 年、139－152 ページ。  
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返った 1999 年（平成 11 年）版の『外交青書』は、「第 2 章 分野ごとに見た国際情勢と
日本外交」の中の「第 3 節 よりよい地球社会の実現に向けた取組」において、はじめて
「人間の安全保障」を取り上げている492。これは、小渕が本格的に人間の安全保障の導入
に着手したこの年が、日本の人間の安全保障外交にとって大きな節目となったことを象徴
するものといえる。 
ただし、日本外交における人間の安全保障政策という観点からここで第一に重視すべ
きことは、このハノイ演説で表明された「人間の安全保障基金」の目的である。今日では
それは、現在の国際社会が直面する貧困や環境破壊、紛争など、「多様な脅威に取り組む国
連関係国際機関の活動の中に人間の安全保障の考え方を反映させ、実際に人間の生存・生
活・尊厳を確保していくこと」493とされ、特に対象地域は特定されていない。それに対し
て、小渕がその設置を表明した当初は、あくまでも「関係国際機関がこの[アジア]地域で
実施するプロジェクトに対する支援を機動的に実施するため」494のものであったことが明
記されているのである。 
つまり、人間の安全保障基金を含め、以上で取り上げてきた一連の演説から見えてく
ることは、日本による人間の安全保障外交が、アジア経済危機を大きな契機として具体化
されていったという点である。日本政府は「人間の安全保障」という概念を、アジア地域
の直面する社会的経済的困難に対応するために、包括的な開発政策の枠組みとして導入し
ていったと考えられる。現在までのところ、日本政府による人間の安全保障政策が、より
開発を重視する「欠乏からの自由」のアプローチを優先しているのも、このような経緯を
その淵源の一つとしているといえよう。 
一方、ハノイ演説の後も、小渕は引き続き人間の安全保障重視の姿勢を打ち出してい
る。翌 1999 年 1 月の施政方針演説では、「生命や安全な生活を守ること、すなわち『人間
の安全保障（ヒューマンセキュリティー）』の確立も、私たちが果たすべき重要な責務の一
つであります。私は、地球全体の環境の保全から国民一人一人の安全の確保に至るまで、
『安全への架け橋』を築いてまいります」と述べ、21 世紀へ向けた国政運営の五つの柱の
一つとして人間の安全保障を位置づけている495。また、同年 3 月の韓国訪問496や 4 月のア
メリカ訪問497の際に行った政策演説、ならびに 6 月のアイスランド訪問における第二回日
                                                  
492 「1．総論－人間の安全保障」という独立した項目を設けて解説している。以後、記載箇所は変わっても、毎年
独立した項目として記述され、2004 年（平成 16 年）版以降は、「節」（「第 3 章 分野別に見た外交」の「第 3 節 人
間の安全保障の推進に向けた地球規模の諸課題への取組」）として扱われるまでに至っている。外務省『外交青書』
1999 年（平成 11 年）版から 2006 年（平成 18 年）版を参照。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/index.html  
493 外務省国際社会協力部政策課『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』国連広報センタ
ー、2007 年 3 月。http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/pr/pub/pamph/pdfs/t_fund21.pdf  
494 前掲、ヴィエトナム国際関係学院主催講演会での小渕総理大臣政策演説  []は引用者注  
495 第百四十五回国会における小渕内閣総理大臣施政方針演説 (1999 年 1 月 19 日 ) 
http://www.kantei.go.jp/jp/obutisouri/speech/1999/0119sisei.html  
496 高麗大学での小渕総理大臣演説（1999 年 3 月 20 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eos_0320.html   
497 ロスアンジェルス日米協会等主催夕食会での小渕総理大臣演説（1999 年 4 月 29 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eos_0429.html  
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本・北欧首脳会談等でも、重ねて人間の安全保障に言及している498。 
加えて、6 月にドイツで行われた G8 ケルン・サミットでは、高村正彦外務大臣が、
外相会議総括文書に人間の安全保障を盛り込むことに成功するとともに499、7月の ASEAN
拡大外相会議全体会合でも、前年の小渕によるハノイ演説の継承を明言している500。 
そして、開発政策の面では、外務政務次官である武見も、同年 5 月にアフリカを訪問
した際のスピーチや501、外務省と国連大学の共催で 6 月に国連大学にて開催した、「開発：
人間の安全保障の観点から」と題する国際シンポジウムにおいて、日本が「人間の安全保
障」を外交政策の重要な焦点の一つと位置づけていることを述べている502。さらに、同年
8 月に定められた ODA 中期政策には、その「基本的な考え方」として「人間の安全保障」
が掲げられるに至っている503。 
その後、同年 9 月には、人間の安全保障に関する外交活動はさらに活発に展開される。
まず、日本政府と UNDP が共同で開催した「セミパラチンスク支援東京国際会議」おいて、
小渕と武見はともに人間の安全保障に言及している504。また、小渕は、来日したカナダの
ジャン・クレティエン（Jean Chretien）首相との首脳会談で、「平和及び安全保障に関す
る協力のための日加行動計画」を発表し、その中で、「日加両政府は、人間の安全保障をそ
れぞれの外交政策の重要な要素として認識し、人間の安全保障に関する取り組み及び活動
の調整を探求する」ことを表明した505。これは、ともに人間の安全保障を掲げた外交を展
開する両国が、はじめてその点についてお互いの意見を交換する機会となった。さらに、
高村正彦外務大臣も、このクレティエン来日と同時に開催されていた「日加合同シンポジ
ウム：開発と平和構築」において、「我が国政府は小渕総理のイニシアティブにより、21
世紀を『人間中心の世紀』とすべく、外交政策においても人間一人一人の尊厳を重視する
『人間の安全保障』の観点に立脚する考え方を推進しつつあります」とあいさつし506、そ
の直後の国連総会一般討論演説においても、重ねてそのような日本の立場を明確に主張し
                                                  
498 第 2 回日本・北欧首脳会談共同プレス・リリース「人間中心の平和な世界を目指して」 (1999 年 6 月 22 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/kiroku/s_obuchi/arc_99/e_i99/p_ship.html  
日・北欧首脳会談 (1999 年 6 月 23 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/kiroku/s_obuchi/arc_99/e_i99/jh_gaiyo.html  
499 G8 ケルン・サミット外相会議総括文書（1999 年 6 月 10 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/cologne99/g8_sokat.html  
500 ASEAN 拡大外相会議全体会合での高村外務大臣演説 (1999 年 7 月 27 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eko_727a.html  
501 南アフリカ・プレトリア大学での武見敬三外務政務次官の政策スピーチ（1999 年 5 月 5 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/19990505.html  
502 国際シンポジウム「開発：人間の安全保障の観点から」 (1999 年 6 月 24 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/kaihatu.html  
503 旧 ODA 中期政策 (1999 年 8 月 10 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/sakutei_990210.html  
504 セミパラチンスク支援東京国際会議での小渕総理大臣メッセージ（1999 年 9 月 6 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/sp_sori.html 
同国際会議での武見外務政務次官基調報告 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/sp_seimu.html なお、この会
議は、カザフスタンのセミパラチンスク地域で、ソ連時代の核実験による被爆の後遺症に苦しむ住民等への一層の
支援を国際社会に求めるために開催されたものである。  
505 平和及び安全保障に関する協力のための日加行動計画（1999 年 9 月 17 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_99/ca_kodo.html 
506 日加合同シンポジウムでの高村正彦外務大臣挨拶（1999 年 9 月 16 日）。国際協力事業団『日加合同シンポジウ
ム：開発と平和構築』2000 年、2 ページ。  
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ている507。 
そして、12 月に行われた、「人間の安全保障を求めて」と題する日本国際問題研究所
創立 40 周年記念シンポジウムで小渕は、「首相大臣として、これまで国際社会に対して機
会ある毎に、『人間の安全保障』の視点の重要性を訴えるとともに、この観点を日本外交の
柱とするよう尽力」してきたことを述べている。さらに、「我が国としては、今後とも、『人
間の安全保障』の観点を具体的な施策に反映するよう積極的にイニシアチブを発揮してい
きたい」と強調し、ほぼ毎月のように人間の安全保障重視の姿勢を訴えてきた 1999 年の
外交活動を締め括っている508。 
翌 2000 年も年頭の施政方針演説から、引き続き人間の安全保障に言及した小渕であ
ったが、自ら「万感の思いを込めて」その開催を決断した 7 月の九州・沖縄サミットを前
に、あえなく病床に伏すことになる509。これまで述べてきたとおり、小渕こそ、自ら中心
となって積極的に人間の安全保障政策を推し進めてきた人物だっただけに、彼が首相の座
から離れることは、それまでの外交政策に何らかの影響を与えるものと思われた。しかし、
それでもなお、人間の安全保障を推進しようという日本政府の姿勢に、もはや変化はなか
った。小渕の急逝後、代わって首相に就任した森喜朗による政権も、この概念を日本外交
の柱の一つとして受け継いだのである。 
森は、就任直後の所信表明演説でこそ、人間の安全保障を明言することはなかったが
510、同じく 4 月に宮崎で行われた太平洋・島サミットでの基調講演において、早速人間の
安全保障の重要性に言及している511。また、5 月にモンゴルで開催された国際会議「グロ
ーバル化世界における人間の安全保障」では、外務省の高須幸雄国際社会協力部長が、人
間の安全保障について日本の考え方を説明している512。さらに、7 月の九州・沖縄サミッ
トでは、G8 外相会議総括文書の中に、「我々は、すべての人々の尊厳、福祉、安全及び人
権が確保される環境の創造を通じた人間の安全保障に対するコミットメントを再確認す
る」との一文を盛り込むことに成功するとともに513、その九州・沖縄サミットから国連ミ
レニアム・サミットへつなげる意味を込めて、同じく 7 月には東京で「人間の安全保障国
際シンポジウム」を開催し、荒木清寛外務総括政務次官が冒頭挨拶を行っている514。 
そして、9 月に行われた国連ミレニアム・サミットにおいて森は、小渕による人間の
                                                  
507 第 54 回国連総会での高村外務大臣一般討論演説（1999 年 9 月 21 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eko_0921.html  
508 前掲、日本国際問題研究所創立 40 周年記念シンポジウムでの小渕総理大臣基調演説  
509 第百四十七回国会における小渕内閣総理大臣施政方針演説 (2000 年 1 月 28 日 ) 
http://www.kantei.go.jp/jp/obutisouri/speech/2000/0128sisei.html  
510 第百四十七回国会における森内閣総理大臣所信表明演説 (2000 年 4 月 7 日 ) 
http://www.kantei.go.jp/jp/morisouri/mori_speech/2000/0407syosin.html  
511 太平洋・島サミットにおける森総理大臣基調演説「私たちのフロンティアへの旅立ち」 (2000 年 4 月 22 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/04/palm01.html  
512 国際会議「グローバル化世界における人間の安全保障」における高須国際社会協力部長スピーチ (2000 年 5 月 8
日 ) http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/takasu.html   
513 G8 九州・沖縄サミット外相会議総括文書（2000 年 7 月 13 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/documents/conclusion.html 
514 「人間の安全保障国際シンポジウム」での荒木清寛外務総括政務次官冒頭挨拶（2000 年 7 月 28 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/12/sei_0728.html  
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安全保障重視の外交路線を継承し、さらに発展させていく姿勢を明確に打ち出した。人間
の安全保障への言及が大部分を占める演説では、まずはじめに、「我が国は、『人間の安全
保障』を外交の柱に据え、21 世紀を人間中心の世紀とするために全力を挙げていく考えで
す」と宣言するとともに、「人間の安全保障基金」の拡充を表明した。さらに、「世界的に
著名な有識者の参加を得て、人間の安全保障のための国際委員会を発足させ、こうした取
組に対する考え方を更に深めていきたい」と述べ、「人間の安全保障委員会」の設立を提案
したのである515。 
この「人間の安全保障委員会」設立の提案は、その翌年の年頭に早くも実を結ぶこと
になる。2001 年の 1 月、現職の総理大臣としてはじめての訪問を実現したアフリカから、
森が帰国してまもなく516、国連のコフィー・アナン（Kofi Annan）事務総長が来日する。
その際、先の森提案を受ける形で、緒方貞子前国連難民高等弁務官とアマルティア・セン
（Amartya Sen）ケンブリッジ大学トリニティーカレッジ学長を共同議長とし、ラクダー
ル・ブラヒミ（Lakhdar Brahimi）アフガニスタン問題担当国連事務総長特別代表などを
含む、計 12 名の世界的な有識者をメンバーとする人間の安全保障委員会が設立されたの
である517。 
この委員会の目的は、人間の安全保障概念を深めるとともに、国際社会にとって具体
的な行動の指針となるような提言を出すことであった。それまで日本は人間の安全保障に
関して、概念形成よりも具体的な政策の実績を積み重ねることが重要であるとの立場をと
ってきたが518、「人間の安全保障」に対する関心が徐々に高まるにつれて、UNDP の定義
から踏み込んで、その概念をより整理する必要性が出てきた。そこで、日本政府も具体的
な政策実績の追求だけでなく、概念の普及にもアプローチを広げるようになり、この委員
会の創設へイニシアチブを発揮したのである519。 
その後、2001 年 4 月に森内閣が退陣すると、新たに小泉純一郎が首相に就任した。
小泉は、同年 6 月にニューヨークで開かれた、人間の安全保障委員会の第 1 回会合に対し
て、「[人間の安全保障委員会が]人間の安全保障の概念を更に深め、世界中で共有、支持さ
れる考え方に広めるとともに、人間の安全保障に対する広範かつ重大な脅威に対処するた
め、具体的かつ実際的な行動計画を提言されるよう、大きく期待しております」とのメッ
セージを送り、その活動に期待を表明した520。 
                                                  
515 国連ミレニアム・サミットでの森総理大臣演説 (2000 年 9 月 7 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/12/ems_0907.html 
516 森はそこでも重ねて、「21 世紀の我が国の平和外交は、まさに『人間の安全保障』を中核とするもの」等と強調
している。  
南アフリカでの森総理大臣演説「新世紀のアフリカと日本」 (2001 年 1 月 9 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/13/ems_0109.html  
517 「人間の安全保障委員会」設置の際に発表されたプレスリリース（2001 年 1 月 24 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/pressrelease.html なお、人間の安全保障委員会については、同委員会の
Web サイトを参照されたい。http://www.humansecurity-chs.org/index.html また、本論第 2 章第 2 節参照。  
518 上田、前掲「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」、69 ページ。  
519 南博「人間の安全保障と日本外交」『国際問題』第 530 号（2004 年 5 月）、46－47 ページ。  
520「人間の安全保障委員会」第一回会合に向けた小泉内閣総理大臣メッセージ（2001 年 6 月 9 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/13/ekoi_0609.html []は引用者注。  
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しかし、そのようなメッセージとは別に、新内閣の発足後、小泉ならびに田中真紀子
外務大臣がはじめて公の場で人間の安全保障に関する発言をしたのは、アメリカでの 9・
11 同時多発テロを受けて、12 月に東京で開かれた、「人間の安全保障国際シンポジウム－
テロと人間の安全保障－」であった521。それまでの間にも、イタリアでの G8 ジェノヴァ・
サミット等で、日本の外交方針を表明する機会はあったが、それらの場では従来のような
人間の安全保障についての積極的な言及は見られない。したがって、これだけを考えるな
らば、やはり内閣の交代とともに、日本外交における人間の安全保障の比重が軽くなり始
めたようにも見える。 
しかし、これはむしろ、人間の安全保障に関する日本の取り組みが、国際社会におい
て次第に認知されるようになり、日本外交においても、もはや当然に重視されるべき視点
の一つとして扱われ始めたことを意味している。なぜなら、人間の安全保障に対する世界
的な関心の高まりを論じた研究者の論文では、その代表的な国として日本の活動が言及さ
れるようになり522、日本政府もこの 2001 年には、「人間の安全保障基金」に対して単年度
の額としては過去最大の約 77 億円を拠出している523。また、この年の外交を振り返った
2002 年度版の『外交青書』にも、前年度と全く同じ形式による人間の安全保障の記述が見
られるからである524。 
続いて 2002 年に入ると、小泉による人間の安全保障への言及はほとんど見られない
一方で525、この概念普及へ向けた外務省の取り組みは、地道に続けられていった。たとえ
ば、同年 2 月に田中に代わって新たに外務大臣に就任した川口順子は、その翌月の日本記
者クラブにおける政策演説の中で、早速「人間の安全保障」に言及した526。また、その後
も 7 月には日本経団連の会合、11 月には第 2 回民主主義閣僚級会合において、人間の安全
保障を重視する日本の立場を表明している527。ただ、日本による人間の安全保障外交が、
この時期に比較的落ち着いているように見えるのは、おそらく、人間の安全保障委員会の
活動を見守り、同委員会による最終報告書の提出を待ってからの、次の展開に備えていた
ためであると思われる。 
                                                  
521「人間の安全保障国際シンポジウム」における小泉総理大臣挨拶（2001 年 12 月 15 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/terro_koizumi.html 「人間の安全保障国際シンポジウム」における  
田中真紀子外務大臣挨拶（2001 年 12 月 15 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/terro_tanaka.html  
522 たとえば、Roland Paris, “Human Security: Paradigm Shift or Hot Air?” International Security, vol.26, 
no.2(Fall 2001), p.90 
523 外務省国際社会協力部政策課、前掲『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』、8－9 ペー
ジ。  
524 外務省『外交青書』2002 年（平成 14 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2002/gaikou/html/honpen/index.html  
525 わずかに、在京アフリカ外交団との懇談での小泉総理挨拶（2002 年 6 月 20 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ekoi_0620.html 
526 日本記者クラブにおける川口外務大臣政策演説  （2002 年 3 月 18 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ekw_0318.html 
527 日本経団連における川口外務大臣演説「サミットの模様と当面の外交課題について」（2002 年 7 月 3 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ekw_0703.html 第 2 回民主主義閣僚級会合における川口大臣スピ
ーチ（仮訳）（2002 年 11 月 11 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ekw_1111.html 他に、開発資
金国際会議における植竹繁雄外務副大臣演説（2002 年 3 月 22 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ear_0322.html 
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実際、同委員会の報告書が完成する 2003 年に入ると、再び政府首脳から人間の安全
保障への言及が相次ぐようになる。まず、1 月の施政方針演説において小泉は、ODA を「人
間の安全保障分野に重点化する」方針を示した528。また、同じく川口も、この時の国会で
人間の安全保障委員会についてふれるとともに、日本がその概念の「普及と実現を図って
いきます」との決意を表明した529。 
そして、世界各地で 5 回にわたる公式会合を重ねた人間の安全保障委員会は、同年 2
月に、小泉首相へ最終報告書の内容を報告し、5 月には、『安全保障の今日的課題（Human 
Security Now）』と題する最終報告書を国連のアナン事務総長に提出したのである530。「日
本が行なった国際社会に対する大きな知的貢献」531として評価されるこの報告書では、
1998 年の小渕演説における「人間の生存、生活、尊厳」との表現が受け継がれており、日
本が人間の安全保障委員会による人間の安全保障概念を掲げる一つの根拠とみなすことが
できる532。 
報告書の発表を受けて、日本は特に ODA 政策において、さらに強力に人間の安全保
障を推進するようになっていった。まず、2003 年 2 月、人間の安全保障委員会第 5 回公
式会合時のシンポジウムでは、川口順子外務大臣によって、従来の「草の根無償資金協力」
という二国間援助が、「草の根・人間の安全保障無償資金協力」として拡充されることが表
明された533。これによって日本外交は、人間の安全保障に関する具体的政策として、「人
間の安全保障基金」に次ぐ二つ目の手段を手に入れることになったのである534。 
また、2003 年 6 月、G8 エビアン・サミット議長総括には、首脳会合における小泉の
発言を受けて535、「我々は、国際連合事務総長に対して提出された、人間の安全保障委員
会の報告書に留意した」との文言が盛り込まれた536。既に述べたとおり、これまでの 1999
年のケルン・サミットや 2000 年の九州・沖縄サミットでも、外相会議総括の中で「人間
                                                  
528 第 156 回国会における小泉内閣総理大臣施政方針演説 (2003 年 1 月 31 日 ) 
http://www.kantei.go.jp/jp/koizumispeech/2003/01/31sisei.html 
529 第 156 回国会における川口外務大臣の外交演説 (2003 年 1 月 31 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0131.html 
530 本報告書については、本論第 2 章第 2 節参照。  
531 田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保
障』東海大学出版会、2005 年、129 ページ。他には、この報告書は「国連安全保障理事会の権力配分に関して、新
たな様式を働きかける指導的役割を日本政府に与えた」との評価もなされている。Shahrbanou Tadjbakhsh and 
Anuradha M. Chenoy, Human Security: Concepts And Implications, New York: Routledge, 2007, p.28 
532 ただし、「生活」の英訳語は、小渕演説では“daily life”であるのに対して、HSN では“ livelihood”となって
いる。小渕演説については、外務省ホームページ（Opening Remarks by Prime Minister Obuchi at An Intellectual 
Dialogue on Building Asia's Tomorrow, December 2, 1998）
http://www.mofa.go.jp/policy/culture/intellectual/asia9812.html  HSN については、Commission on Human 
Security, Human Security Now, 2003, p.4 http://www.humansecurity-chs.org/finalreport/English/chapter1.pdf  
533 「人間の安全保障国際シンポジウム－国際社会が様々な脅威に直面する時代におけるその役割－」での川口外務
大臣挨拶（2003 年 2 月 25 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0225.html 外務省ホームペー
ジ（「草の根・人間の安全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html なお、草の根・人間の安全保
障無償資金協力についての詳細は、本論第 4 章第 2 節参照。  
534 この「草の根・人間の安全保障無償資金協力」設置の背景については、それを主導した武見による以下のコメン
トが詳しい。石川薫「グローバル化と人間の安全保障」東海大学平和戦略国際研究所『Human Security』第 7 号
（2002/2003 年）、144 ページ。  
535 G8 エビアン・サミット（概要）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/evian_paris03/g8shu_gh.html  
536 G8 エビアン・サミット議長総括（2003 年 6 月 3 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/evian_paris03/gsoukatu_z.html  
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の安全保障」が取り上げられたことはあった537。しかし、人間の安全保障委員会による最
終報告書の提出を受けて、はじめて先進国の首脳レベルでもこの概念への言及がなされた
ことは、注目に値する538。 
さらに、この報告書は、日本の ODA 政策の基本方針にも影響を与えることになった。
2003 年 8 月に改定された ODA 大綱において、その基本理念の一つに、人間の安全保障重
視の姿勢が打ち出されたのである539。この新しい ODA 大綱では、地球的規模の諸問題に
対処するためには「グローバルな視点や地域・国レベルの視点とともに、個々の人間に着
目した『人間の安全保障』の視点で考えることが重要である」と謳われている。そして、
最終報告書の提言を踏まえ、「紛争時より復興・開発に至るあらゆる段階において、尊厳あ
る人生を可能ならしめるよう、個人の保護と能力強化のための協力を行う」と規定された。 
最終報告書が完成した 2003 年以降、毎年の『外交青書』では、報告書の提言を、「従
来から日本が行っている開発援助の思想とも軌を一にするもの」と位置づけた上で、日本
はその「提言を踏まえた取組が実践されるよう活動している」と必ず明記されるようにな
った540。 
日本の人間の安全保障外交は、小渕のリーダーシップによって開始されて以来、かく
して、「我が国の援助政策の根幹」541である ODA 大綱の基本方針の一つを形成するまでに
至った。その後、今日でもなお、日本外交においては人間の安全保障推進への努力が続け
られているが、その骨格となっているのは、小渕の総理就任から ODA 大綱の改定までの
取り組みである。 
すなわち、日本は人間の安全保障概念の普及に積極的に取り組む中で、人間の安全保
障委員会の設立を提案した。この委員会の最終報告書によって、日本は自国の人間の安全
保障外交における理論的な基盤を固めるとともに、ODA 大綱の柱の一つを築き上げた。ま
た、人間の安全保障基金と草の根・人間の安全保障無償資金協力という二つの手段を打ち
出し、人間の安全保障概念の具体的な実践に着手するようになったのである。 
 
3．定着期（2003 年 9 月～現在） 
ODA 大綱の改定以降、人間の安全保障は日本外交における柱の一つとして定着するよ
                                                  
537 G8 ケルン・サミット外相会議総括文書（1999 年 6 月 10 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/cologne99/g8_sokat.html 
G8 九州・沖縄サミット外相会議総括文書（2000 年 7 月 13 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/documents/conclusion.html 
538 なお、この後 8 月に小泉がポーランドを訪問した際に、レシェック・ミレル・ポーランド首相とともに発表した
共同声明においても、最終報告書への言及が見られる。日本国とポーランド共和国の戦略的パートナーシップに向
けた共同声明 (2003 年 8 月 19 日 ) http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/europe_03/jp_kyodo.html 
539 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html  
540 外務省『外交青書』2003 年（平成 15 年）版  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap03_03_06.html   
2004 年（平成 16 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2004/hakusho/h16/html/G3310000.html#G3310000a  
2005 年（平成 17 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2005/html/honmon3302.html  
2006 年（平成 18 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2006/html/h3/h3_3_02.html    
541 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html 
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うになる。 
そのような流れをさらに推し進める動きとして、2003 年 10 月に、新しく独立行政法
人としてスタートした国際協力機構（JICA）の改革があげられる。JICA は、人間の安全
保障委員会で共同議長を務めた緒方貞子新理事長の強いリーダーシップの下、2004 年 3
月に、人間の安全保障を改革の三本柱の一つとする「JICA 改革プラン」を打ち出した542。
これによって JICA は、人間の安全保障を「新生 JICA のあらゆる事業の基盤」543として
位置づけ、新しい支援の展開を開始したのである。次章で詳しく述べるとおり、このよう
な JICA の取り組みが、日本の人間の安全保障外交における今ひとつの実践的側面を形成
することになったのである。 
また、2005 年 2 月には、新たに ODA 中期政策が策定された。この中期政策では、先
の ODA 大綱からさらに人間の安全保障を重視する方針が明確にされ、「『人間の安全保障』
は開発援助全体にわたって踏まえるべき視点」として位置づけられたのである544。その上
で、人間の安全保障の実現に向けた援助として、六つの具体的なアプローチを打ち出して
いる。すなわち、①人々を中心に据え、人々に確実に届く援助、②地域社会を強化する援
助、③人々の能力強化を重視する援助、④脅威にさらされている人々への裨益を重視する
援助、⑤文化の多様性を重視する援助、⑥様々な専門的知識を活用した分野横断的な援助、
の六つである。このような中期政策の策定によって、日本における人間の安全保障概念は、
ODA の分野に焦点を当てたものであることが、より明確にされたのである545。 
ODA 政策への導入を進める一方で、日本政府は多国間の場での概念普及に取り組んで
いった。たとえば、2003 年 10 月の第 3 回アフリカ開発会議（TICADⅢ）における TICAD10
周年宣言や546、第 11 回アジア太平洋経済協力会議（APEC）における首脳宣言（未来に向
けたパートナーシップに関するバンコク宣言）547、12 月の日・ASEAN 東京宣言（新千年
期における躍動的で永続的な日本と ASEAN のパートナーシップのための東京宣言）548の
には、「人間の安全保障」を盛り込むことに成功した549。 
続いて 2004 年も、 4 月に上海で開催された国連アジア太平洋経済社会委員会
（UNESCAP）第 60 回総会における「上海宣言」を皮切りに550、7 月の第 2 回 HIV／AIDS
                                                  
542 JICA 改革プラン発表（2004 年 3 月 22 日）http://www.jica.go.jp/press/2004/040322.html なお、JICA につい
ては本論第 4 章第 3 節参照。  
543 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2005 年 10 月号
http://www.jica.go.jp/jicapark/monthly/0510/03.html  
544 政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月 4 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/pdfs/seisaku_050204.pdf  
545 このような日本の人間の安全保障外交の特徴については、本論第 5 章第 1 節参照。  
546 第 3 回アフリカ開発会議（TICADⅢ）における TICAD10 周年宣言 (2003 年 10 月 1 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/pdfs/10_sengen.pdf  
547 第 11 回アジア太平洋経済協力会議（APEC）における首脳宣言「未来に向けたパートナーシップに関するバン
コク宣言」（2003 年 10 月 21 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2003/shuno_sen.html  
548 日 ASEAN 特別首脳会議における日・ASEAN 東京宣言「新千年期における躍動的で永続的な日本と ASEAN の
パートナーシップのための東京宣言」（2003 年 12 月 11 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/asean_03/sengen.html  
549 『平成 15 年度外務省政策評価書』、299 ページ。  
550 国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）第 60 回総会における「上海宣言」 (2004 年 4 月 28 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/16/rls_0423a.html  
 93 
に関するアジア太平洋地域閣僚会議では閣僚共同宣言551、11 月には第 16 回 APEC 閣僚共
同声明ならびに第 12 回 APEC 首脳宣言（サンティアゴ宣言「一つの共同体、我々の未来」）
においても552、日本政府の働きかけによって、「人間の安全保障」が盛り込まれた553。ま
た、同年 4 月の西バルカン平和定着・経済発展閣僚会合や554、9 月に行なわれたアフリカ
諸国外相との昼食会といった多国間の集まる場において、川口は人間の安全保障について
日本の立場を表明している555。 
その後、川口の後任として外務大臣に就任した町村信孝も、2005 年 4 月のアジア・
アフリカ閣僚会議や556、国連改革会合において557、人間の安全保障に言及した演説を行な
っている。さらに、日本は概念の普及に取り組み続けた結果、5 月の第 44 回経済協力開
発機構（OECD）閣僚理事会における閣僚声明（「国連ミレニアム宣言及びモンテレイ合
意のフォローアップのための OECD 声明」）558、第 61 回 UNESCAP 総会における決議（「上
海宣言のフォローアップとしての人間の安全保障の経済社会的側面の促進を通じた弱者の
保護のための地域協力」）559、および 8 月の中米統合機構（SICA）との東京宣言（「日本
と中米、未来に向けた友情」）560の中には、いずれも「人間の安全保障」が盛り込まれて
いる。 
ODA 大綱の改定後、2003 年の秋辺りから、日本はこのように精力的に、多国間の場
での積極的な人間の安全保障概念の普及に努めていった。その背景には、そのような取り
組みを通じて日本の立場を多くの国々に理解してもらうことによって、目前に迫った 2005
年の国連総会において、安全保障理事会の改革に伴う日本の常任理事国入りへ、一国でも
多くの支持を取り付ける狙いがあったのではないかと指摘されている561。憲法上、軍事的
分野での国際的な貢献には制約がある日本にとっては、非軍事的な分野まで視野に収めた
                                                  
551 第 2 回 HIV／AIDS に関するアジア太平洋地域閣僚会議での閣僚共同宣言 (2004 年 7 月 7 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/16/rls_0707a.html  
552 第 16 回 APEC 閣僚共同声明（2004 年 11 月 17-18 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2004/pdfs/kakuryo_sei.pdf  
第 12 回 APEC における首脳宣言（サンティアゴ宣言「一つの共同体、我々の未来」）（2004 年 11 月 20-21 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2004/shuno_sen.html   
553 『平成 16 年度外務省政策評価書』。  
554 川口外務大臣冒頭挨拶－西バルカン平和定着・経済発展閣僚会合－（2004 年 4 月 5 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/16/ekw_0405.html 
555 アフリカ諸国外相との昼食会における川口大臣挨拶（2004 年 9 月 24 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/16/ekw_0924.html 
556 アジア・アフリカ閣僚会議における町村外務大臣演説（2005 年 4 月 20 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/17/emc_0420.html 
557 「国連改革会合」町村大臣冒頭発言（2005 年 4 月 29 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/17/emc_0429b.html 
558 第 44 回経済協力開発機構（OECD）閣僚理事会における閣僚声明「国連ミレニアム宣言及びモンテレイ合意の
フォローアップのための OECD 声明」(2005 年 5 月 3－4 日 ) http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oecd/0505_sm.html  
559 国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）第 61 回総会における決議（「上海宣言のフォローアップとして
の人間の安全保障の経済社会的側面の促進を通じた弱者の保護のための地域協力」 (2005 年 5 月 12－18 日 )  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/escap/unescap_61_gh.html なおこの決議は、「人間の安全保障」の文言を標題
に盛り込んで国連関連機関で採択された最初の事例である。  
560 東京宣言「日本と中米、未来に向けた友情」（2005 年 8 月 22 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/j_latin05/t_sengen.html 
561 たとえば、Tadjbakhsh and Chenoy, ibid., p.29; 饗場和彦「『人間の安全保障』―それは本当に人間の安全保障
を救っているのか」日本国際連合学会編『国連研究』第 7 号、2006 年 5 月、282 ページ。大江博『外交と国益』NHK
出版、2007 年、192 ページ。ジャン＝マルク・クワコウ（池村俊郎他訳）『国連の限界 /国連の未来』藤原書店、2007
年、223 ページ。横田洋三「国連の危機対応能力」木村汎編『国際危機学』世界思想社、2002 年、360 ページなど。  
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「人間の安全保障」という新しい概念の導入によって、広い意味での安全保障分野で独自
の役割を果たすという論理が成り立つのも確かである。そして、その延長線上に、常任理
事国入りが意識されているとしても、それは決して理解できないことではない。実際、2005
年 1 月に外務省の発表した文書は、日本が常任理事国入りすべき理由の一つとして、「人
間の安全保障分野での貢献」をあげていた562。 
ただし、これまでに政府首脳や外交担当者の立場からなされた言説において、日本外
交における人間の安全保障概念の導入が、当初からそのような意図をもっていたという見
解は見られない。また、外務省で国連安全保障理事会の協議に携わる担当者自身も、仮に
政府首脳による人間の安全保障概念導入の目的が常任理事国入りにあったとしても、自分
達の日常の活動においてそのようなことは「全く意識していない」と述べている563。した
がって、現段階において、日本政府がどのような政治的意図の下に人間の安全保障を推進
するようになったのかは、推察するほかない。ただ、結果的に、2005 年の国連総会におい
て、日本が常任理事国入りを果たすことはなかった564。 
それでも、この国連総会に向けて重ねてきた日本の取り組みが565、一つの成果として
結実した。すなわち、首脳会合における成果文書のパラグラフ 143 に、「人間の安全保障」
の項目が盛り込まれたのである566。かくして、国連の主要公式文書にはじめて「人間の安
全保障」が明記され、今後、国際社会として取り組んでいくことが、各国の首脳間で合意
された。 
2005 年 9 月にこうして国連総会が幕を閉じた後も、日本による人間の安全保障概念
普及への取り組みは重ねて続けられた。同年 11 月の第 17 回 APEC 閣僚共同声明および第
13 回 APEC 首脳宣言567、さらに、翌 2006 年 2 月の TICAD 平和の定着会議における議長
総括の中に568、「人間の安全保障」を盛り込むことに成功した。また、2006 年 5 月、アフ
リカのエチオピアを訪問した小泉は、「アフリカ－自助努力の発生地へ」と題する政策演説
を行い、人間の安全保障を重視する観点から、引き続きアフリカへの支援に取り組んでい
く決意を述べた569。 
                                                  
562 外務省『国連安全保障理事会改革：なぜ日本が安保理常任理事国になるべきか』、2005 年 1 月、7 ページ。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/un_kaikaku/j_rijikoku.html  
563 外務省総合外交政策局担当者への筆者によるインタビュー。2006 年 3 月 31 日、東京。  
564 この経緯を、当時の国連次席大使の立場から詳しくたどったものとして、北岡伸一『国連の政治力学』中央公論
新社、2007 年、特に第 2 章。また、「朝日新聞」、2006 年 12 月 16 日（朝刊）。  
565 北岡、前掲、58―62 ページ。それ以外の日本の主要課題とは、「安保理改革を本年 [2005 年 ]末までに決定すると
いう文言を入れること」、「旧敵国条項についても何か文言を入れるということ」の二つであった。  
566 国連首脳会合成果文書については、2005 World Summit Outcome, http://www.un.org/summit2005/ 他に次も
参照。外務省ホームページ（「国連首脳会合成果文書」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/050916_point.html  
567 第 17 回 APEC 閣僚会議（2005 年 11 月 15 日～16 日） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2005/seimei_k.html  
第 13 回 APEC 首脳会議（2005 年 11 月 18 日～19 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2005/s_pusan_k.html 
568 TICAD 平和の定着会議議長総括（2006 年 2 月 17 日） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/heiwa_koshi.html 
569 小泉総理によるアフリカ政策演説「アフリカ－自助努力の発生地へ」（2006 年 5 月 1 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/18/ekoi_0501.html 
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その後、2006 年 9 月に、小泉に代わって安倍晋三が首相に就任しても、日本は引き
続き活発に人間の安全保障外交を展開していく。11 月の第 18 回 APEC 閣僚共同声明およ
び第 14 回 APEC 首脳宣言では570、日本の働きかけによって、人間の安全保障への取り組
みの強化が表明された。これで、APEC 首脳および閣僚による宣言には、2003 年以来 4
年連続で「人間の安全保障」が盛り込まれたことになる。また、多国間会議での概念普及
の取り組みは、翌 2007 年に入っても、3 月の TICAD「持続可能な開発のための環境とエ
ネルギー閣僚会議」571、6 月の第 16 回日・EU 定期首脳協議と続けられ572、なかでも G8
ハイリンゲンダム・サミットでは、再び議長総括に人間の安全保障を組み入れることに成
功した573。 
そのような多国間での取り組みの一方で、安倍政権に入ってからの特徴としては、二
国間での働きかけがあげられる。先の APEC への出席と前後して安倍は、ベトナム、イン
ドネシア、フィリピン首脳との会談においてそれぞれ共同声明を発表し、その中ではいず
れも、人間の安全保障の重要性を確認している574。さらに、2007 年 1 月、イギリスを訪
れた安倍が、トニー・ブレア（Tony Blair）首相との間で発表した共同声明「未来のため
の枠組み」には、国連常任理事国との二国間の共同声明としては初めて「人間の安全保障」
が盛り込まれた。また、モンゴル（2 月）、ボリビア（3 月）、オーストラリア（3 月）、カ
ンボジア（6 月）の首脳が来日した際には、それぞれ共同声明や首脳会談において人間の
安全保障が取り上げられた575。とりわけ、オーストラリアとの間で交わされた共同宣言は、
はじめて「安全保障協力」の文脈で人間の安全保障に言及した点で注目に値する。 
一方、外務省は、先の 2005 年国連総会首脳会合の成果文書に「人間の安全保障」が
盛り込まれたことを受けて、概念普及に関する新たな取り組みを開始している。2006 年
                                                  
570 第 18 回 APEC 閣僚会議（2006 年 11 月 15～16 日） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2006/seimei_k.html  
第 14 回 APEC 首脳会議（ハノイ宣言）（2006 年 11 月 18～19 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2006/shunou_ky.html 
571 TICAD 持続可能な開発のための環境とエネルギー閣僚会議（2007 年 3 月 23 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/energy_sokatsu.html  
572 第 16 回日・EU 定期首脳協議共同プレス声明（2007 年 6 月 5 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/shuno16/press_y.html  
573 G8 ハイリゲンダム・サミット議長総括（2007 年 6 月 8 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/heiligendamm07/g8_s_gs.html  
574 日本ベトナム共同声明「アジアの平和と繁栄のための戦略的なパートナーシップに向けて」（2006 年 10 月 19
日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/vietnam/visit/0610_sei.html 
日本・インドネシア共同声明「平和で繁栄する未来へ向けての戦略的パートナーシップ」（2006 年 11 月 28 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/visit/0611seimei_ky.html 
日本フィリピン共同声明「親密な隣国間の包括的協力パートナーシップ」（2006 年 12 月 9 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_abe/eas_06/ph_seimei.html 
575 日本・モンゴル共同声明および「今後 10 年間の日本・モンゴル基本行動計画」（2007 年 2 月 26 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/mongolia/visit/nam_0702/jm_ks.html 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/mongolia/visit/nam_0702/jm_kk.html  
安倍総理大臣および麻生外務大臣のモラレス・ボリビア大統領との会談（2007 年 3 月 6 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_abe/bolivia_07/gaiyo.html  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/g_aso/bolivia_07/gaiyo.html  
「安全保障協力に関する日豪共同宣言」（2007 年 3 月 13 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/australia/visit/0703_ks.html  
日本とカンボジアの間の新たなパートナーシップに関する共同声明（2007 年 6 月 14 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/cambodia/visit/0706_ks.html  
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10 月、外務省は、高須幸雄・人間の安全保障担当大使が中心となって、第 1 回「人間の安
全保障フレンズ（FHS: Friends of Human Security）」会合をニューヨークで開催した576。
この会合は、国連における人間の安全保障概念に共通理解を作り出し、それを様々な国連
活動の主流に組み入れることを目的とするものである。この会合は、UNDP や UNHCR
といった国際機関とともに、カナダやタイといった人間の安全保障に関心を有する国々の
賛同も受けて、2007 年 4 月の第 2 回会合には、34 カ国と 12 の国際機関から代表が参加
した577。今後この会合において、人間の安全保障概念に対する幅広い共通理解が生まれる
ことが期待されている。 
 
以上、これまで概観してきた取り組みを中心に、「人間の安全保障」と日本外交を表に
まとめると、次のようになる578。 
                                                  
576 国連人道問題調整事務所（OCHA）ホームページ (Senior Official-Level Meeting on Human Security) 
http://ochaonline3.un.org/HumanitarianIssues/HumanSecurity/ABHSandOutreach/2007Activities/SeniorOffici
alLevelMeetingonHumanSecurity/tabid/1357/Default.aspx  
577 OCHA ホームページ（Second Meeting of the Friends of Human Security）  
http://ochaonline3.un.org/HumanitarianIssues/HumanSecurity/ABHSandOutreach/2007Activities/SecondMeet
ingoftheFriendsofHumanSecurity/tabid/1356/Default.aspx  
578 外務省ホームページ（「人間の安全保障」に関するクロノロジー）をもとに筆者作成。 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/chrono.html  
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1994年6月UNDPが『人間開発報告書』において「人間の安全保障」を提唱
1995年3月村山総理が国連社会開発サミットにて「人間優先の社会開発」に言及。
10月村山総理が国連50周年記念総会特別会合にて「人間の安全保障」に言及。
1996年9月橋本総理が第51回国連総会一般討論演説にて「人間一人一人の視点」に言及。
1997年6月橋本総理が国連環境開発特別総会にて「『将来の世代に対する責任』と『人類の安全
保障』」に言及。
1998年4月外務省と厚生省の共催による「アジアの経済危機と健康－人間中心の対応－」と題す
る国際シンポジウムを開催。
5月小渕外務大臣がシンガポールでの政策演説で「人間の安全」に言及。
8月小渕が第84代総理大臣に就任。
12月小渕総理が第1回「アジアの明日を創る知的対話」において「人間の安全保障」につ
いての考え方を表明。
12月小渕総理がハノイでの政策演説にて、国連に5億円規模の「人間の安全保障基金」設
立を発表。
1999年1月小渕総理が第145回国会における施政方針演説にて「人間の安全保障」に言及。
3月日本より5億円を拠出し国連に「人間の安全保障基金」を設立。
3月小渕総理が韓国・高麗大学での演説にて「人間の安全保障」に言及。
4月小渕総理がロスアンジェルス日米協会等主催夕食会での演説にて「人間の安全保障」
に言及。
5月武見外務政務次官が南アフリカ・プレトリア大学での政策スピーチにて「人間の安全
保障」に言及。
6月G8ケルン・サミット外相会議総括文書にて「人間の安全保障」に言及。
6月小渕総理が第2回日本・北欧首脳会談で「人間の安全保障」に言及。
6月外務省と国連大学の共催による「開発：人間の安全保障の観点から」と題する国際シ
ンポジウムを開催。
7月高村外務大臣がASEAN拡大外相会議全体会合での演説にて「人間の安全保障」に言
及。
8月旧ODA中期政策に「人間の安全保障」が明記される。
9月小渕総理と武見外務政務次官がセミパラチンスク支援東京国際会議での演説にて「人
間の安全保障」に言及。
9月「1999年　平和及び安全保障に関する協力のための日加行動計画」にて「人間の安全
保障」に言及。
9月高村外務大臣が第54回国連総会での一般討論演説にて「人間の安全保障」に言及。
10月佐藤国連大使が国連総会第二委員会での演説においてUNDPの人間の安全保障に対して支持を表
明。
12月小渕総理が日本国際問題研究所40周年記念シンポジウム「人間の安全保障をもとめ
て」において基調講演。
2000年1月小渕総理が第147回国会における施政方針演説にて「人間の安全保障」に言及。
3月コソヴォ復興難民帰還及び東チモール復興支援のため「人間の安全保障基金」に約66
億円を拠出。
4月森総理が第2回太平洋・島サミットの基調講演にて「人間の安全保障」に言及。
5月  高須外務省国際社会協力部長が国際会議「グローバル化世界における人間の安全保
障」にてスピーチ
7月G8九州・沖縄サミット外相会議総括文書にて「人間の安全保障」に言及。
7月緒方貞子UNHCR（当時）、アマルティア・セン教授等をパネリストに招いて「人間の安全保障国
際シンポジウム」開催。 荒木外務総括政務次官が冒頭挨拶。
7月「人間の安全保障基金」に約25億円を拠出。
9月森総理が国連ミレニアム・サミット演説にて「人間の安全保障基金」の拡充を発表
し、「人間の安全保障委員会」の設立を提案。
2001年1月森総理がアフリカでの政策スピーチにて「人間の安全保障」に言及。
1月森総理が第151回国会における施政方針演説にて「人間の安全保障」に言及。
1月緒方貞子UNHCR（当時）がアナン国連事務総長訪日の際に「人間の安全保障委員
会」の設置を発表。
3月「人間の安全保障基金」に約15億円を拠出。
6月  小泉総理がニュー ヨー クでの人間の安全保障委員会第1回会合にメッセー ジを送る。
8月「人間の安全保障基金」に約77億円を拠出。
12月東京で人間の安全保障委員会委員等国内外の有識者を招いてテロと人間の安全保障を
テーマに、「人間の安全保障国際シンポジウム」を開催。 小泉総理と田中外務大臣が
挨拶。
12月東京において人間の安全保障委員会第2回会合が開催。
表1　「人間の安全保障」と日本外交
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12月田中外務大臣が第2回児童の商業的性的搾取に反対する世界会議での演説において
「人間の安全保障」に言及。
2002年1月田中外務大臣がアフガニスタン復興支援国際会議でのスピーチにて「人間の安全保
障」に言及。
3月川口外務大臣が日本記者クラブにおける政策演説にて「人間の安全保障」に言及。
3月植竹外務副大臣が開発資金国際会議における演説にて「人間の安全保障」に言及。
6月ストックホルムにおいて人間の安全保障委員会第3回会合が開催。
6月小泉総理が在京アフリカ外交団との懇談での挨拶において「人間の安全保障」に言
及。
7月川口外務大臣が日本経団連会合での演説において「人間の安全保障」に言及。
11月川口外務大臣が第2回民主主義閣僚級会合におけるスピーチにて「人間の安全保障」
に言及。
12月バンコクにおいて人間の安全保障委員会第4回会合が開催。
2003年1月川口外務大臣がインドでの演説「より明るい未来をめざして：進展するグローバル・
パートナーシップ」において「人間の安全保障」に言及。
1月小泉総理が第156回国会における施政方針演説にて「人間の安全保障」に言及。
2月東京において人間の安全保障委員会第5回会合が開催。最終報告書に合意。
2月東京で人間の安全保障委員会委員、有識者の出席を得て「国際社会が様々な脅威に直
面する時代におけるその役割」をテーマに人間の安全保障国際シンポジウムを開催。
川口外務大臣と土屋外務政務官が挨拶。
2月人間の安全保障委員会の緒方貞子、アマルティア・センの両共同議長が小泉総理に委
員会最終報告書の提言を提出。
2月「人間の安全保障基金」に約40億円を拠出。
3月「草の根無償資金協力」を新たに「草の根・人間の安全保障無償資金協力」と改称
し、150億円を計上。
5月第3回太平洋・島サミット首脳宣言にて「人間の安全保障」に言及。
6月G8エヴィアン・サミット議長総括文書にて「人間の安全保障」に言及。
6月川口外務大臣がプノンペンでの政策演説「未来への架け橋:ASEANの一体性強化のた
めのイニシアチブ」において「人間の安全保障」に言及
8月日本とポーランドの戦略的パートナーシップに向けた共同声明にて「人間の安全保
障」に言及。
8月新しく改定されたODA大綱に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
8月川口外務大臣が日本記者クラブでの政策演説において「人間の安全保障」に言及。
9月人間の安全保障委員会最終報告書の提言を踏まえ、「人間の安全保障基金」の運用に
ついて国連事務総長に助言するために、人間の安全保障諮問委員会が創設。
9月小泉総理大臣が第3回アフリカ開発会議での基調演説にて「人間の安全保障」に言
及。
9月川口外務大臣が第58回国連総会での一般討論演説において「人間の安全保障」に言
及。
10月独立行政法人化に伴い、緒方貞子がJICAの新理事長に就任。
10月第3回アフリカ開発会議（TICADⅢ）におけるTICAD10周年宣言に「人間の安全保
障」が盛り込まれる。
10月バンコクAPEC首脳会議首脳宣言に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
12月日・ASEAN首脳会議東京宣言に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
12月人間の安全保障委員会最終報告書の日本語版の出版を記念し、東京で緒方貞子国際協
力機構理事長他、有識者の出席を得て、人間の安全保障シンポジウム「安全保障の今
日的課題」を開催。
2004年1月小泉総理が第159回国会における施政方針演説にて「人間の安全保障」に言及。
1月川口外務大臣が第159回国会での外交演説において「人間の安全保障」に言及。
2月「人間の安全保障基金」に約30億円を拠出。
3月「人間の安全保障」を三本柱の一つとする「JICA改革プラン」が発表。
4月ESCAP第60回総会「上海宣言」に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
4月川口外務大臣が西バルカン平和定着・経済発展閣僚会合での冒頭挨拶において「人間
の安全保障」に言及。
6月第2回アジア・太平洋HIV／AIDS閣僚会議の閣僚共同宣言に「人間の安全保障」が盛
り込まれる。
6月ニューヨークにおいて人間の安全保障諮問委員会第2回会合が開催。
7月京都において、クマロ南アフリカ国連代表部大使、サーディク元UNFPA事務局長、
ソアレス元OAS事務局長、緒方貞子国際協力機構理事長らをパネリストに迎え、シン
ポジウム「人間の安全保障と国家の安全保障」を開催。
9月「人間の安全保障基金」に約30億円を拠出。
9月小泉総理大臣が第59回国連総会での一般討論演説「新しい時代に向けた新しい国連
（国連新時代）」において「人間の安全保障」に言及。
9月川口外務大臣がアフリカ諸国外相との昼食会での挨拶において「人間の安全保障」に
言及。
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10月町村外務大臣が第161回国会（衆議院外務委員会/参議院外交防衛委員会）での挨拶に
おいて「人間の安全保障」に言及。
11月ニューヨークにおいて人間の安全保障諮問委員会第3回会合が開催。
11月サンチャゴAPEC閣僚共同宣言、サンチャゴAPEC首脳宣言に「人間の安全保障」が盛
り込まれる。
2005年1月国連防災世界会議ODAを活用した防災協力イニシアティブに「人間の安全保障」が盛
り込まれる。
1月「2005年　平和及び安全保障に関する協力のための日加計画」にて「人間の安全保
障」に言及。
1月町村外務大臣が第162回国会での外交演説において「人間の安全保障」に言及。
2月新しく改定されたODA中期政策に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
4月町村外務大臣がアジア・アフリカ閣僚会議での演説において「人間の安全保障」に言及。
4月小泉総理がアジア・アフリカ首脳会議での演説補足資料において「人間の安全保障」
に言及。
4月町村外務大臣が「国連改革会合」冒頭発言において「人間の安全保障」に言及。
5月OECD閣僚理事会閣僚宣言に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
5月町村外務大臣が2005年OECD閣僚理事会・開発の議題でのスピーチにおいて「人間の
安全保障」に言及。
5月ESCAP第61回総会決議として「上海宣言のフォローアップとしての人間の安全保障の
経済・社会側面の促進を通じた弱者の保護のための地域協力」が採択される。
6月小泉総理大臣が九州・沖縄G8サミット世界基金構想五周年記念特別シンポジウムでの
挨拶において「人間の安全保障」に言及。
8月中米統合機構（SICA）との東京宣言「日本と中米、未来に向けた友情」「人間の安全
保障」が盛り込まれる。
9月小泉総理大臣が第60回国連総会首脳会合での演説「言葉から行動へ」において「人間
の安全保障」に言及。
9月町村外務大臣が国連総会首脳会合・開発資金に関する特別会合でのステートメントに
おいて「人間の安全保障」に言及。
9月町村外務大臣が安保理首脳会合でのステー トメントにおいて「人間の安全保障」に言及。
9月町村外務大臣が第60回国連総会での演説 「新しい国連と日本」において「人間の安全
保障」に言及。
9月国連総会首脳会合における成果文書のパラグラフ143に「人間の安全保障」が盛り込
まれる。
11月第17回APEC閣僚共同声明および第13回APEC首脳会議（釜山宣言）に「人間の安全保
障」が盛り込まれる。
2006年1月麻生外務大臣が第164回国会での外交演説において「人間の安全保障」に言及。
2月TICAD平和の定着会議議長総括に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
5月小泉総理がアフリカ政策演説「アフリカ－自助努力の発生地へ」において「人間の安
全保障」に言及。
8月麻生外務大臣が外務省・国連大学共催セミナーでの基調講演「平和構築者の『寺子
屋』を作ります」において「人間の安全保障」に言及。
10月日本ベトナム共同声明「アジアの平和と繁栄のための戦略的なパートナーシップに向
けて」に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
10月第１回「人間の安全保障フレンズ（FHS）」会合をニューヨークで開催。
11月第18回APEC閣僚会議共同声明および第14回APEC首脳会議（ハノイ宣言）に「人間の
安全保障」が盛り込まれる。
11月日本・インドネシア共同声明「平和で繁栄する未来へ向けての戦略的パートナーシッ
プ」に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
12月日本フィリピン共同声明「親密な隣国間の包括的協力パートナーシップ」に「人間の
安全保障」が盛り込まれる。
12月麻生外務大臣が「国際連合加盟50周年記念　人間の安全保障国際シンポジウム」での
開会の辞において「人間の安全保障」に言及。
12月安倍総理大臣ならびに麻生外務大臣が国際連合加盟50周年記念式典での祝辞において「人間の安全
保障」に言及。
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このように、1994 年に UNDP が「人間の安全保障」を提唱して以来十数年間、日本
はこの概念の普及に向けて、あらゆる機会を利用して積極的に国際社会に働きかけを行な
ってきた。そして、そのような取り組みを続ける中で日本は、人間の安全保障委員会の設
立を提案し、この委員会の最終報告書によって、自国の人間の安全保障外交における理論
的な基盤を固めていった。また、人間の安全保障基金と草の根・人間の安全保障無償資金
協力の二つに加え、新たに JICA が、人間の安全保障をあらゆる事業の基盤に据えた新し
い支援を開始したことによって、日本外交は人間の安全保障概念の具体的実践として、三
つの手段を ODA の枠組みの中で駆使することになったのである。 
次章では、このような具体的実践を通じて、日本がどのような支援を行なっているの
か、その人間の安全保障の実態を明らかにしていきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2007年1月日本・イギリス共同声明「未来のための枠組み」に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
1月麻生外務大臣が第166回国会での外交演説において「人間の安全保障」に言及。
2月日本・モンゴル共同声明ならびに「今後10年間の日本・モンゴル基本行動計画」に
「人間の安全保障」が盛り込まれる。
3月安倍総理大臣ならびに麻生外務大臣とボリビアのモラレス大統領との会談で、「人間の安全保障」
が取り上げられる。
3月麻生外務大臣が国際平和構築会議の開会スピー チ「平和国家日本に新しい旗印を」に
おいて「人間の安全保障」に言及。
3月日本とオーストラリアによる「安全保障協力に関する日豪共同宣言」において
「人間の安全保障」が盛り込まれる。
3月TICAD持続可能な開発のための環境とエネルギー閣僚会議議長総括に
「人間の安全保障」が盛り込まれる。
4月第2回「人間の安全保障フレンズ（FHS）」会合をニューヨークで開催。
6月日・EU第16回定期首脳協議共同プレス声明において「人間の安全保障」が
盛り込まれる。
6月G8ハイリゲンダム・サミット議長総括文書にて「人間の安全保障」に言及。
6月日本とカンボジアによる「日本とカンボジアの間の新たなパートナーシップ
に関する共同声明」に「人間の安全保障」が盛り込まれる。
安
倍
政
権
定
着
期
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第 4 章 日本の ODA 政策における「人間の安全保障」概念の具体的実践 
日本は、人間の安全保障を推進するにあたり、二つの目標を掲げている。一つは、国
内外において、人間の安全保障概念に対する理解を高めるという「概念の普及」であり、
もう一つは、実際の国際社会の現場の中で、人間の安全保障を実現するという「現場での
実践」である579。 
前者については、先に第 3 章で論じたとおり、人間の安全保障委員会（CHS）の創設
を提案するとともに、国際会議、二国間会談、シンポジウム等を通じて、繰り返し人間の
安全保障についての理解を訴えている。後者については、1998 年に「人間の安全保障基金
（TFHS）」を国連に設置し、2003 年には、新たに「草の根・人間の安全保障無償資金協
力（GGP）」を創設した580。そして、『外交青書』によれば、これら二つの政策においては、
CHS 最終報告書の「提言を踏まえた取組が実践されるよう活動している」581。実際、そ
の最終報告書では、TFHS と GGP が、「『人間の安全保障』の促進という目標に特化した
財源の例」として紹介されている582。 
一方、2004 年 3 月からは、国際協力機構（JICA）も、CHS で共同議長を務めた緒方
貞子理事長の強いリーダーシップの下で、CHS による人間の安全保障概念を「新生 JICA
のあらゆる事業の基盤」583として、その現場での実践を開始するようになった。このよう
な JICA の取り組みは、既に本論序章で述べたとおり、確かに外務省とは異なる実施主体
であるため、従来の研究では、日本による人間の安全保障概念の具体的実践として言及さ
れることはなかった。しかし、そのような JICA の活動も含めて、人間の安全保障概念を
具体的に実践しようとする日本の試みは、すべて同じ ODA の枠組みで行なわれている。
その観点からすれば、ODA の技術協力分野において約半分の予算を担う JICA の活動は、
                                                  
579 外務省国際社会協力部政策課『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』国連広報センタ
ー、（2007 年 3 月版）、6－7 ページ。http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/pr/pub/pamph/pdfs/t_fund21.pdf また、
平成 18 年度外務省予算（案）に関する成果目標にも、そのような記述が見られる。この点については、  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/yosan/18/pdfs/h18_yosan_m.pdf を参照。他にもたとえば、南博「人間の安全
保障と日本外交」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月（筆者の南は執筆当時、外務省で人間の安全保障を担当する
国際社会協力部国連行政課長）。星野俊也「人間の安全保障と日本の国際政策」『国際安全保障』第 30 巻 3 号（2002
年 12 月）、14－15 ページ。  
580 日本政府はもともと、「われわれは『人間の安全保障とは何か』という議論を百回繰り返すよりも、具体的プロ
ジェクトを実施して実績を積み重ねることがはるかに有益だ」とする、実務的アプローチ重視の立場を取っていた。
上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』都市出版、2000 年 2 月号、69 ページ（筆者の
上田は執筆当時、外務省国際社会協力部長）。  
581 この点は、外務省『外交青書』の 2003 年（平成 15 年）版から 2006 年（平成 18 年）版まで、必ず明記されて
いる。2003 年（平成 15 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap03_03_06.html   
2004 年（平成 16 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2004/hakusho/h16/html/G3310000.html#G3310000a  
2005 年（平成 17 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2005/html/honmon3302.html  
2006 年（平成 18 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2006/html/h3/h3_3_02.html また、次も参
照。前掲『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』（2007 年 3 月版）、8 ページ。外務省ホー
ムページ（「草の根・人間の安全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー」）   
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html  
582 人間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』朝日新聞社、2003 年、266 ページ。  
583 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2005 年 10 月号
http://www.jica.go.jp/jicapark/monthly/0510/03.html  
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人間の安全保障に関する日本の取り組み全体を捉える上では、不可欠である。加えて、2008
年から JICA は、ODA の中の技術協力、無償資金協力、有償資金協力の三つを一元的に実
施する援助機関として再編され、人間の安全保障を掲げる日本の ODA 政策において重要
な役割を担うことになる584。 
したがって、本章では、日本による人間の安全保障概念の具体的実践を、TFHS、GGP、
JICA の取り組みという三つの点から分析する。ODA 全体の枠組みから見るならば、これ
らはそれぞれ、国際機関への拠出、二国間無償資金協力、二国間技術協力および無償資金
協力という形態の一部を担っている。その位置づけを図にまとめると、以下のようになる。 
 
図1　日本のODAにおける「人間の安全保障」政策の位置づけ
ODA
二国間貸与
二国間贈与
技術協力
（JICA）
無償資金協力
（GGPおよびJICA）
国際機関への拠出
（TFHS）
 
出典：『JICA 年報』各年度版（ODA 予算と実施体制）をもとに筆者作成 
 
以下では、これら三つの援助の概要と実績について、統計的なデータを用いながら、
実際にどのような分野や地域で実施されているかを検討することによって、日本の人間の
安全保障外交の実態的把握に努める。 
 
第 1 節 国際機関への拠出を通じた取り組み：人間の安全保障基金（TFHS） 
1. 概要 
本論第 3 章第 2 節で述べたとおり、1998 年 12 月、小渕恵三首相はハノイでの政策演
説の中で、国連に「人間の安全保障基金（TFHS: Trust Fund for Human Security）」と
の名称で新たな信託基金の設立を発表した585。これを受けて、1999 年 3 月に日本政府は
                                                  
584 JICA 緒方理事長記者会見～改正 JICA 法と今後の JICA 事業の展望～（2006 年 11 月 28 日）
http://www.jica.go.jp/greeting/02.html  
585 ヴィエトナム国際関係学院主催講演会での小渕総理大臣政策演説（1998 年 12 月 16 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1216.html  
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約 5 億円を国連に拠出し、正式に TFHS が設置された。その後日本は同基金に対し、2006
年度までに累計約 2 億 9774 万ドルを拠出しており、国連に設置された信託基金の中では
最大規模のものとなった586。2007 年 3 月まで通常、事業予算は一件 100 万ドル程度を目
安としているが、明示的な上限・下限は存在しない。1999 年の TFHS 設立以来、2005 年
まで 7 年間の実績としては、後に詳しく論じるとおり、件数にすると 140 件以上、金額に
すると累計約 2 億ドル以上の事業が承認され、世界 66 カ国で実施されている。 
TFHS の実際の運営業務は、2004 年 5 月から、新たに国連事務局の人道問題調整事務
所（OCHA: United Nations Office for the Coordination of Humanitarian Affairs）に設
置された「人間の安全保障ユニット（HSU: Human Security Unit）」が担当している一方
で587、TFHS の拠出基準等に関しては、その創設以来、日本政府と国連事務局との間で合
意されたガイドラインが用いられている588。同ガイドラインは、人間の安全保障の考え方
がより効果的に事業に反映されるよう、優先的に支援する分野や事業の形態について指針
を与えるとともに、事業の申請手続についても規定している。また、CHS 最終報告書で提
案され、TFHS に「指針を与え、本委員会の結論を事後的に広く実施・検証し、また推進
するため」に設置された「人間の安全保障諮問委員会（ABHS）」によって589、同ガイドラ
インはたびたび改定されている590。以下では、このガイドラインの改定を踏まえながら、
TFHS の運用について概観していく。 
まず、最初のガイドライン（1999 年 8 月）は TFHS の拠出基準として、「生存、生活、
尊厳が具体的に脅威にさらされている個々人が、具体的にどのように、どの程度の持続性
をもって裨益するか」を掲げていた591。これは、日本がそれまで国連に対して行なってき
た財政貢献と比べ、たとえば国際会議の開催といった間接的な裨益よりも、あくまでも個々
人への裨益を中心とした点で「画期的だった」とされている592。ただしその一方で、同ガ
イドラインは明確な人間の安全保障の定義を定めていなかったため、申請する国際機関か
                                                  
586 ただし、2006 年 3 月以降は、新たに国連に設置された「中央緊急対応基金（CERF: Central Emergency Response 
Fund）」が最大の信託基金となっている。この点については、後述する HSU のワタナベ・マユミ氏ならびに国連広
報センター（UN ドキュメンテーションサービス）の千葉潔氏から御教示頂いた。なお、以下本節における人間の
安全保障基金に関する数値等のデータは、基本的に次の資料に依拠している。国連人道問題調整事務所（OCHA）
ホームページ、United Nations Trust Fund for Human Security 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?MenuID=10474&Page=150 および前掲『人間の安全保障基金―21 世紀を
人間中心の世紀とするために』（2007 年 3 月版）、外務省ホームページ（「人間の安全保障基金」）    
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/kikin.html 、それ以外については、適宜その出典を示す。また、外務省の
データについては、国際社会協力部政策課の奥野律子氏より御教示頂いた。  
587 それ以前は、国連事務局財務官室が担当。  
588 日本語版については、前掲『人間の安全保障基金』（各年度版）参照。英語版については、OCHA ホームページ、
Guidelines for the United Nations Trust Fund for Human Security 
http://ochaonline.un.org/DocView.asp?DocID=2703 参照。  
589 前掲『安全保障の今日的課題』、266 ページ。  
590 この点については、以下を参照。CHS ホームページ、http://www.humansecurity-chs.org/japanese/index.html 
OCHA ホームページ、Advisory Board on Human Security 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?MenuID=12198&Page=1495 前掲『人間の安全保障基金』（2006年 3月版）、
8 ページ。これらによれば、ガイドラインは 2003 年 9 月、2005 年 1 月、2006 年 2 月に改定されている。  
591 前掲『人間の安全保障基金』（2002 年 8 月版 )、6 ページ。  
592 田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保
障』東海大学出版会、2005 年 3 月、135 ページ。  
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らはこれまでの援助との違いがわかりにくい等の批判がなされた593。HSU で主任を務め
る田瀬和夫によれば、これは既に設立が予見されていた CHS による議論を、先取りしな
いとの明確な意図をもっての方針であった594。実際、CHS 最終報告書が発表され、ABHS
の提案を受けて、ガイドラインはより具体的に、大きく改定された（2003 年 9 月）。 
まず第一に、それまで TFHS はその目的として、現在の国際社会が直面する貧困・環
境破壊・紛争・地雷・難民問題・麻薬・HIV/エイズを含む感染症など、多様な脅威に取り
組む国連関係国際機関の活動の中に人間の安全保障の考え方を反映させ、実際に人間の生
存・生活・尊厳を確保していくことを掲げていた595。そこへ、CHS 最終報告書の提言を
受ける形で、人間の安全保障を実現するためのより具体的なアプローチとして、人々の「保
護」と「能力強化」を図るプロジェクトを支援することが、目的の一つとして加えられた596。 
第二に、TFHS は、人間の安全保障の概念が現実に与えうる効果を高めるために、国
連機関が実施する事業、あるいは適当と判断される場合には、国連機関が非国連機関との
協力関係に基づき実施する事業に対して資金を拠出する。その際の拠出基準として、先に
述べたガイドラインの基準は、改定によって次のように細かく整理された597。 
①脅威に晒されている人々や地域社会に具体的かつ持続性のある利益をもたらすこと 
②トップダウンの保護手段とボトムアップの能力強化手段の両者を包括的に含む実践
であること 
③市民社会組織、NGO 等との連携を推進すること 
④事業の立案及び実施に際し複数の国際機関が参画し、各機関の取り組みが統合され
ること 
⑤紛争と貧困、教育と紛争予防等、相互関連性のある課題に幅広く取り組むものであ
ること 
⑥人間の安全保障に関する問題の中で、現在取り組みが十分とはいえない分野に焦点
を当て、既存のプログラムや活動との重複を避けるものであること 
これらはそれぞれ、コミュニティ・レベルでの取り組み、保護と能力強化、市民社会
との連携、国際機関とその政策の統合といった、CHS による人間の安全保障概念の特徴を
表すものであるとともに、既存の取り組みとの重複を避け、資金の効果的な活用を目指し
ている。このような要素を含む事業を推進することによって、実際に人間の安全保障を具
現化しようとしているのである。 
第三に、こうした事業が対象とする人々および状況について、ガイドラインでは、本
論第 2 章第 2 節で述べたような、CHS 報告書の各章に対応する形でいくつかの指標が列挙
されている598。それに基づいた、TFHS の具体的な対象分野としては、以下の八分野が明
                                                  
593 日本国際交流センター『国連機関における人間の安全保障』日本国際交流センター、2004 年、22 ページ。  
594 田瀬・武見、前掲、137 ページ。  
595 前掲『人間の安全保障基金』（2002 年 8 月版 )、6 ページ。  
596 前掲『人間の安全保障基金』（2003 年 11 月版）、8 ページ。  
597 同上、8－10 ページ。  
598 同上。それらは、以下の通り。①紛争下において、身体的暴力、差別及び不平等な扱いに起因する貧困にさらさ
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記されている599。 
①貧困分野（例：都市貧困層の児童虐待、搾取予防及び早期対策プロジェクト） 
②保健・医療分野（例：出稼ぎ労働者の多いコミュニティにおける HIV 対策） 
③紛争分野（例：インフラ整備を通じた元武装兵の社会復帰プログラム） 
④難民分野（例：国内避難民に対する食糧生産向上計画） 
⑤災害分野（例：自然災害被害軽減プログラム） 
⑥犯罪分野（例：女子トラフィッキング防止のための女子教育及びコミュニティ開発） 
⑦薬物分野（例：麻薬撲滅及び代替開発プロジェクト） 
⑧環境分野（例：砒素に関する WHO 勧告基準に合致する飲料水の供給） 
さらに、地理的分野については、後発開発途上国や紛争下の国をはじめ、人々の安全
が広範かつ深刻に欠如している国や地域を優先的に考慮することと、複数の国を対象に含
むサブ地域的性格を有する事業に対しては、国連専門機関等のネットワークを活用するこ
と、の二点が付記されている600。 
このようなガイドラインの改定によって、TFHS がいかなる援助を目指しているのか
について、より具体的に理解できるようになった。また、同様にその申請手続きも、ガイ
ドラインによって改定された。 
創設当初の TFHS は、先に述べたように、人々への直接的な支援を目指すという画期
的な特徴から、「承認された事業はその実施においても評価の高いものが多く、人々の具体
的な安全の確保に貢献した」とされている601。しかし、その分、通常の国連信託基金より
もはるかに厳密な審査がなされることになった。旧ガイドラインにおいては、案件の申請
機関は、最初に日本の外務省へ、その次に国連事務局の財務官室へ事業承認を求めるとい
う二段階のプロセスが求められるだけでなく、これら外務省と国連の間では連携が取られ
ていないため、それぞれ独立した長い審査を強いられることになった。これは、スピード
を要する事業にとっては、その効果が意味をなさなくなる可能性があるため、この審査期
間の長さについては改善が求められた602。そこで、ガイドラインはこの審査手続きについ
ても、以下のように見直しを行なったのである。 
すなわち、日本が、政治的な理由で展開できない援助や、国連機関のネットワークを
活用した、より大規模で、人々への直接的な支援を目指して設置した TFHS の性格上603、
                                                                                                                                                            
れている人々を保護すること、②難民・国内避難民を含む移動する人々を支援し、その能力を強化すること、③戦
争から平和への移行期の下に生きる人々を保護し、その能力を強化すること、④最低限の生活水準を実現すること、
⑤保健医療を強化しその提供範囲を広げることにより、既存の取り組みでは恩恵を受けられない人々にもサービス
を提供すること、⑥基礎教育の完全普及という目標を念頭に置き、教育機会、とりわけ女児の教育機会を拡大する
こと、⑦人間の安全保障の重要な側面に関する調査研究を行い、この概念を推進・普及させることである。これら
の状況のうち、複数を対象とする事業を優先的に支援すべきこと、ならびに、女性と児童の脆弱性に特に配慮すべ
きことが、合わせてガイドラインに明記されている。  
599 前掲『人間の安全保障基金』（2003 年 11 月版）、12 ページ。  
600 同上、10 ページ。  
601 田瀬・武見、前掲、136 ページ。  
602 前掲、『国連機関における人間の安全保障』、28－30 ページ。  
603 田瀬・武見、前掲、135 ページ。  
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国連と日本の外務省双方による厳密な審査は変わらない条件であるものの、2004 年 5 月
に、既出の HSU が OCHA に設立されたことによって、より効率化が図られるようになっ
た。HSU と日本政府の双方によって合意された活動に対して資金の拠出を行う形ではある
が、先に述べた田瀬のように、HSU には日本の外務省からスタッフが配属され、両者の意
思疎通が円滑化された。また、案件が承認されるまでの三つの過程（仮審査プロセス、審
査プロセス、最終承認）のうち、最初の仮審査の段階で綿密に検討された後は、よりスム
ーズに承認される流れに整理された。このようなプロセスを通じて、それぞれの事業を実
施する主体はあくまで各国連機関であるが、そこに日本政府の意思が反映される仕組みと
なっている。 
なお、資金が拠出された後、当該国際機関は、HSU に対して活動の実施状況を報告し、
国連によって定められた方法と様式による各種報告書を提出する。HSU はこれらの報告書
を検討し、報告要件を満たすことが確認されれば、国連日本政府代表部に提出する。これ
をもって、TFHS による一つの事業は完了する。以上のプロセスをまとめたものが、次の
図 2 である。 
図 2 人間の安全保障基金の申請手続の流れ 
 
（出典：外務省『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』）  
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このように TFHS のガイドラインは、ABHS の助言をもとに、より効果的な運営を目
指して改定が行なわれている。ABHS は、2003 年 9 月の発足から 2006 年 12 月までの間
に 4 回の会合を開き、TFHS の運用について検討を重ねている。援助の実態調査に関して
も、ABHS の委員による実際の現場への視察が行われている604。さらに、2006 年 10 月に
は、TFHS を通じて世界 66 カ国で行なわれた 1999 年以降の援助活動をまとめた冊子を発
表するとともに605、それを基にした写真展を国連本部で開催している606。 
以上が TFHS の概要である。次に、TFHS の設立以来この 7 年間の実績について、公
表されているデータに基づき総括的に見ていきたい。 
 
2. 実績 
まず、1999 年から 2005 年までに承認された事業の件数およびその予算額の推移を図
表にまとめると、次のようになる607。 
 
表 2 TFHS 承認案件の年度別件数および予算額 
  件数 予算額（US$） 
1999 6 1,451,034 
2000 22 54,711,673 
2001 26 23,207,685 
2002 22 22,294,148 
2003 27 28,506,728 
2004 21 24,848,561 
2005 23 48,546,261 
計608 147 203,566,090 
出典：外務省『人間の安全保障基金』および関連サイトを基に筆者作成 
 
                                                  
604 たとえば、OCHA のホームページによれば、2006 年 5 月から 6 月にかけて、ABHS 委員のソニア・ピカード（Sonia 
Picado）米州人権機関議長とアデバヨ・アデデジ（Adebayo Adedeji）元国連アフリカ経済委員会事務局長が、援助
の視察に訪れたと報道されている。OCHA ホームページ、Activities in 2006 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?ParentID=12198&MenuID=12213&Page=2102  
605 Human Security Unit (Office for the Coordination of Humanitarian Affairs), Human Security for All 
Integrated Responses to Protect and Empower People and Their Communities: A Look at Nine Promising 
Efforts, New York, October 19, 2006. http://ochaonline.un.org/webpage.asp?Page=2254  
606 OCHA ホームページ、Launch of the Photographic Exhibition “Human Security for All” 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?Page=2282  
607 拠出金という性格上、TFHS は年度別予算で制限されるものではないが、本節では、前出の HSU 発行資料に基
づいて、日本の年度区分に合わせている。HSU, Human Security for All, p.32 なお、申請案件の数や承認率につい
ては非公表とされている。この点については、HSU のワタナベ・マユミ氏から御教示頂いた。  
608 この合計には、TFHS 運営関連コスト等 2 件の通年案件とその予算（US$ 597,442）は含まれていない。  
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これらの図表によれば609、TFHS が設置された初年度の 1999 年は、おそらく国際社
会での認知不足のために、承認された案件は件数・予算額ともに、低い水準にとどまって
いる。しかし、翌 2000 年になると、件数ならびに予算額は一気に拡大する。予算に関し
ては、2001 年にいったん前年の半額以下へ大幅な減少を示しているが、それは後述すると
おり、コソボ復興へ多額の支援が 2000 年に集中的に行われたためである。その後は毎年
2000 万ドル以上を維持している。それに対して事業の件数も、2000 年以降、ほぼ毎年同
じ 20 件を目安に推移している。これらの点から指摘できることは、第一に、TFHS によ
る国連機関の援助活動が、一定規模で年々定着しつつあること。第二に、事業の件数と予
算額は、ほぼ比例の関係に近いということである。 
次に、その事業の内容に関して、まず分野別の実績を累計と年度別の双方から、図表
に基づいて詳しく見ていきたい。 
 
                                                  
609 図 2-1 は、表 2 に基づいてグラフ化したものである。以下、本章での表と対になった図の出典は、全て表と同じ
出典に基づいている。  
図2-1　TFHS承認案件の年度別件数および予算額
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表 3 TFHS 承認案件の分野別件数および予算額（累計） 
件数  予算額(US＄） 
対象分野 
配分 配分 
48 62,998,405  
貧困 
33.1% 31.4% 
38 30,750,970  
保健・医療 
26.2% 15.3% 
19 23,908,806  
難民 
13.1% 11.9% 
18 63,808,482  
紛争 
12.4% 31.8% 
8 9,130,954  
災害 
5.5% 4.6% 
5 4,429,690  
犯罪 
3.4% 2.2% 
5 3,889,764  
薬物 
3.4% 1.9% 
4 1,749,124  
環境 
2.8% 0.9% 
計 145 200,666,195 
出典：表 2 に同じ 
 
図3-1　分野別の件数配分（累計）
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図3-2　分野別の予算配分（累計）
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表 4 分野別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 
分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
2 1 7 5 10 12 9 
貧困 
40.0% 4.5% 28.0% 22.7% 38.5% 54.5% 45.0% 
1 7 11 9 5 3 2 
保健・医療 
20.0% 31.8% 44.0% 40.9% 19.2% 13.6% 10.0% 
0 4 3 2 4 2 4 
難民 
0.0% 18.2% 12.0% 9.1% 15.4% 9.1% 20.0% 
1 8 1 2 1 1 4 
紛争 
20.0% 36.4% 4.0% 9.1% 3.8% 4.5% 20.0% 
0 1 2 1 3 1 0 
災害 
0.0% 4.5% 8.0% 4.5% 11.5% 4.5% 0.0% 
0 0 0 1 3 0 1 
犯罪 
0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 11.5% 0.0% 5.0% 
0 0 1 2 0 2 0 
薬物 
0.0% 0.0% 4.0% 9.1% 0.0% 9.1% 0.0% 
1 1 0 0 0 1 0 
環境 
20.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 
計 5 22 25 22 26 22 20 
出典：表 2 に同じ 
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表 5 分野別予算額(US$)の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
610,900  177,720  8,590,453  2,212,756  12,285,445 11,570,719 17,663,083 
貧困 
45.1% 0.3% 39.8% 9.9% 44.2% 46.8% 49.0% 
181,260  2,333,402  7,449,916  7,803,629  4,832,391  5,336,309  2,814,062  
保健・医療 
13.4% 4.3% 34.5% 35.0% 17.4% 21.6% 7.8% 
0  3,491,173  3,011,631  3,117,110  4,917,434  2,131,482  1,124,414  
難民 
0.0% 6.4% 14.0% 14.0% 17.7% 8.6% 3.1% 
437,553  48,203,211 269,389  4,128,181  1,030,000  1,241,900  10,986,896 
紛争 
32.3% 88.1% 1.2% 18.5% 3.7% 5.0% 30.5% 
0  350,735  2,055,969  3,039,699  2,748,812  935,769  1,499,926  
災害 
0.0% 0.6% 9.5% 13.6% 9.9% 3.8% 4.2% 
0  0  0  480,640  1,971,934  0  1,977,116  
犯罪 
0.0% 0.0% 0.0% 2.2% 7.1% 0.0% 5.5% 
0  0  202,000  1,512,163  0  2,203,871  0  
薬物 
0.0% 0.0% 0.9% 6.8% 0.0% 8.9% 0.0% 
124,300  155,432  0  0  0  1,318,692  0  
環境 
9.2% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 5.3% 0.0% 
計 1,354,014 54,711,673 21,579,359 22,294,179 27,786,017 24,738,743 36,065,498 
出典：表 2 に同じ 
図4-1　分野別件数配分の推移
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2-1 事業分野別の分析 
まず、ここに示した図表 3 は、これまで 7 年間に実施された TFHS による案件を分野
別に分類し、その件数と予算額の累計をまとめたものである。貧困と保健・医療の 2 分野
だけで、件数全体の約 6 割を占めることからわかるとおり、この二つの分野が、これまで
の TFHS の実績としては主要な取り組みとなっている。なかでも貧困分野は、予算の面で
もほぼ最多の割合を占めており、TFHS における一番の眼目となっていることが分かる。 
また、保健・医療と紛争の 2 分野の統計は、それぞれの分野における援助活動の特徴
を対照的に示している。すなわち、保健・医療分野は件数にすると全体の 3 割近くを占め
るにもかかわらず、予算では 2 割に満たない金額にとどまっている。それに対して、件数
では 1 割強にすぎない紛争分野は、予算では貧困分野を上回る一番の金額を占めている。
これは、保健・医療分野の活動は予算にすると、比較的小規模な援助であるのに対して、
紛争分野の援助は、住宅電力プログラムや病院修復プロジェクトなど、一件単位でも大規
模な事業になることを示している。さらに、武装兵士の社会復帰支援は、いまだ治安の不
安的な状況下で小型武器を扱う活動でもある。したがって、紛争分野では一つの案件を実
施するにも、より慎重に安全性を確保する必要があることから、予算面で他の分野より負
担が大きくなっている。実際、医療・保健分野の活動はフィリピンやブラジルなど、比較
的安定した地域で実施されているのに対して、紛争分野の支援はアフガニスタンやコソボ
といった、不安定な地域で行なわれている610。 
他に、ここで注目すべきことは、環境分野の援助が最も少ない点である。本論でも言
及してきたとおり、環境破壊は人間の安全保障に対する脅威として、概念上必ず想定され
                                                  
610 前掲『人間の安全保障基金』、20－21 ページ。  
図5-1　分野別予算配分の推移
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る重大な問題の一つである。にもかかわらず、これまでの実績を見る限り、TFHS による
環境分野への支援は、他の分野と比較して小規模にとどまっている。これは、環境問題を
軽視しているのではなく、先に述べた TFHS のガイドラインおいて「既存のプログラムや
活動との重複を避ける」と定められている通り、この分野では既に国際社会で数多くの大
規模な取り組みがなされていることから、他の分野への援助を優先させていると考えられ
る。実際、たとえば国連環境計画（UNEP）の年間予算は、約 5800 万ドルにおよび611、
日本の ODA 全体においても、環境分野の占める割合は 3 割を越えている612。 
このように、これまでの承認案件を分野別に整理してみると、次第に形成されつつあ
る TFHS のいくつかの特徴を見て取ることができる。ただし、それらがこの 7 年間一定し
た傾向であったのかどうかを見極めるためには、年度ごとの推移を調べる必要がある。 
図表 4 と 5 は、1999 年から 2005 年まで TFHS によって実施された事業案件の件数
と予算額の推移を、分野別に整理したものである。先にあげた表 3 によれば、これまでの
TFHS の実績としては、貧困と保健・医療の 2 つの分野が主要な部分を占めてきた。しか
し、年度ごとの推移を追ってみると、今後変化していく可能性が示唆される。 
つまり、貧困分野の件数は、時にわずかな減少を挟みながらも、基本的に増加の一途
を辿っており、今後もこの分野は、TFHS による援助の中心を成していくものと予想され
る。それに対して保健・医療分野は、確かにこれまでの累積では貧困分野に次ぐ件数であ
るが、2001 年をピークに減少し続けており、2005 年には既に件数で難民分野と紛争分野
に凌駕されている。したがって、保健・医療分野の件数が今後もこのような水準で推移し
ていくとすれば、当面の間 TFHS における最大の重点は、貧困分野におかれていくものと
推察される。 
このような変化の背景を理解するためには、その時々の国際情勢を考慮する必要があ
る。2001 年を境に、保健・医療分野が減少する一方で、貧困分野が増加傾向にあるのは、
国連ミレニアム・サミットでの「ミレニアム開発目標（MDGs）」の採択と、アメリカでの
同時多発テロ勃発以来、国際社会の中でますます貧困問題が深刻に受け止められるように
なったことが一つの大きな要因となっている613。もちろん、貧困対策のうち、特にアフリ
カへの支援は既に TFHS 以外の他のスキームでも大規模に実施されており、その意味では
「重複」している分野ともいえる。しかし、後に地域別の分析で述べるとおり、アフリカ
の貧困に対しては、「ともかく援助の量を増やさなければならないことは事実」（緒方貞子）
                                                  
611 外務省ホームページ（「国連環境計画（UNEP）」） http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/kikan/unep.html 
612 予算額にすると、たとえば 2004 年度の実績では、4442 億円に達する。外務省『地球環境問題に対する日本の取
り組み』、2006 年 4 月、4 ページ。  
613 この点についてはたとえば、下村恭民「開発途上国支援の理念と戦略―新しい潮流」西垣昭他編『開発援助の経
済学』（第 3 版）有斐閣、2003 年、83―96 ページ。また、CHS 最終報告書は、MDGs の取り組みを「『人間の安全
保障』推進の土台となりうるもの」としている。前掲『安全保障の今日的課題』、3 ページ。さらに、国連のコフィ
ー・アナン（Kofi Annan）事務総長も、「日本の技術力と『人間の安全保障』への重視なくして、世界がミレニアム
開発目標を達成することはないでしょう」と述べている。外務省ホームページ（「国連事務総長国会演説 2004 年 2
月 24 日」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_04/anna_enzetsu.html 
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である614。そのため、TFHS においてもこの分野を重視するようになった。実際、2002
年以降、常に最多の割合を示すようになった貧困分野の約半分は、アフリカに対する支援
が占めている615。したがって、保健・医療に関する問題が決して緩和されたわけではない
が、TFHS では、特にアフリカの貧困問題への取り組みが根本的課題になってきている。 
また、紛争分野が 2000 年に最大件数に達したのは、この年にコソボ紛争が終結し、
その復興支援が行なわれたからである。レンガ工場の修復や住宅電力プログラム、病院修
復プロジェクト等大規模な事業が実施され、この年の予算のほとんどが費やされた616。そ
れに比べると、2001 年のアフガニスタンや 2003 年のイラク戦争後、同じ紛争分野におけ
る案件は、それほど増大はしてはいない。これは、とりわけイラクに関しては、2003 年 8
月に起こった、バグダッドの国連本部に対する爆弾テロに象徴されるように、治安の極め
て不安定な状況下では、国連による大規模な支援活動はほとんど不可能であることを示し
ている617。また、アフガニスタンに関しても、しばらく治安の不安定な状況にあった。た
だ、2005 年に入りようやく落ち着きが見られてきたため、総合的な都市コミュニティ再建
プロジェクトが実施された。この年の紛争分野の割合が、前年よりも一気に増大している
のはそのためである618。 
以上、これまでに承認された案件を分野別に整理することで、TFHS のこのような特
徴を見て取ることができる。それをさらに明らかにするために、続いて TFHS の実績を地
域別の視点から分類し、考察する。 
                                                  
614 緒方貞子編『転機の海外援助』NHK 出版、2005 年、12 ページ。また、CHS 最終報告書は、ＭＤＧs の取り組
みを「『人間の安全保障』推進の土台となりうるもの」としている。前掲『安全保障の今日的課題』、3 ページ。さら
に、国連のコフィー・アナン（Kofi Annan）事務総長も、「日本の技術力と『人間の安全保障』への重視なくして、
世界がミレニアム開発目標を達成することはないでしょう」と述べている。外務省ホームページ（「国連事務総長国
会演説 2004 年 2 月 24 日」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_04/anna_enzetsu.html 
615 前掲『人間の安全保障基金』、21ー23 ページ。  
616 この点については、廣木謙三「国連人間の安全保障活動における土木」『土木学会誌』第 90 巻 12 号（2005 年
12 月）、14 ページ。  
617 この爆弾テロによって、セルジオ・デメロ（Sergio De Mello）国連事務総長特別代表他、多数の国連職員の命
が奪われた。そのような不安定な治安情勢のために、その後国連はイラクからの一時撤退を余儀なくされ、2004 年
3 月以降になってようやく活動を再開し始めた。これら一連の報道に関しては、たとえば国連広報センターによる次
のウェブサイトを参照。http://www.unic.or.jp/mainichi/mainichi.html  
618 外務省ホームページ（「人間の安全保障基金によるアフガニスタンにおける都市コミュニティ再建計画について」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_0706d.html および「人間の安全保障基金によるアフガニスタ
ンにおける学校インフラ改善のための支援について」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_1031f.html  
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表 6 TFHS 承認案件の地域別件数および予算額（累計） 
件数  予算額(US＄） 
対象地域 
配分 配分 
58 53,907,208  アジア 
42.0% 27.7% 
44 63,608,599  アフリカ 
31.9% 32.3% 
7 15,337,913  中東 
5.1% 7.8% 
5 4,899,928  中南米 
3.6% 2.5% 
12 6,895,119  大洋州 
8.7% 3.5% 
12 51,497,726  欧州 
8.7% 26.1% 
計 138 197,095,597 
出典：表 2 に同じ 
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図6-1　地域別の件数配分（累計）
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図6-2　地域別の予算配分（累計）
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表 7 地域別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
3  4  12  10  12  9  7  
アジア 
75.0% 21.1% 48.0% 45.5% 48.0% 45.0% 30.4% 
0  2  7  6  10  8  11  
アフリカ 
0.0% 10.5% 28.0% 27.3% 40.0% 40.0% 47.8% 
0  0  0  1  1  2  3  
中東 
0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 4.0% 10.0% 13.0% 
0  0  2  1  0  1  1  
中南米 
0.0% 0.0% 8.0% 4.5% 0.0% 5.0% 4.3% 
0  6  2  4  0  0  0  
大洋州 
0.0% 31.6% 8.0% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 
1  7  2  0  2  0  1  
欧州 
25.0% 36.8% 8.0% 0.0% 8.0% 0.0% 4.3% 
計 4  19  25  22  25  20  23  
出典：表 2 に同じ 
 
 
図7-1　地域別件数配分の推移
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表 8 地域別予算額(US$)の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
792,160  1,865,198  13,570,552  7,046,961  11,235,200  10,709,635  8,687,502  
アジア 
64.4% 3.6% 62.9% 31.6% 42.5% 43.3% 17.9% 
0  1,300,502  4,885,959  8,485,941  12,212,356  11,024,108  25,676,410  
アフリカ 
0.0% 2.5% 22.6% 38.1% 46.2% 44.6% 52.9% 
0  0  0  1,030,000  740,914  1,904,449  11,662,550  
中東 
0.0% 0.0% 0.0% 4.6% 2.8% 7.7% 24.0% 
0  0  1,227,453  1,030,000  0  1,100,550  1,541,925  
中南米 
0.0% 0.0% 5.7% 4.6% 0.0% 4.4% 3.2% 
0  1,587,833  606,040  4,701,246  0  0  0  
大洋州 
0.0% 3.0% 2.8% 21.1% 0.0% 0.0% 0.0% 
437,553  47,526,570  1,289,354  0  2,244,249  0  977,874  
欧州 
35.6% 90.9% 6.0% 0.0% 8.5% 0.0% 2.0% 
計 1,229,713 52,280,103 21,579,358 22,294,148 26,432,719 24,738,742 48,546,261 
出典：表 2 に同じ 
 
 
 
図8-1　地域別予算配分の推移
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2-2 事業地域別の分析 
ここに示した図表 6 は、TFHS による事業を地域別に分類し、先ほどの分野別と同様
に、その件数と予算額の累計をまとめたものである619。件数ではアジア、予算額ではアフ
リカが最多を占めているが、両者間にはそれほど大きな開きは見られないことから、これ
まで 7 年間の累計によれば、アジアとアフリカが TFHS の主要な対象地域となっているこ
とがわかる。 
また、この地域別の分類によれば、欧州の予算配分を除いて、他の 5 地域の件数と予
算額の全体的な割合は、ほぼ同様の傾向を示している。それでは、今後もこのような傾向
は続くのであろうか。その点にさらに検討を加えるため、次に、これまで TFHS の援助が
各地域にどのようになされてきたのか、その変遷を年度ごとに見ていきたい。 
図表 7 と 8 は、1999 年から 2005 年まで TFHS によって実施された援助件数の推移
を、地域別に整理したものである。先に表 6 で示したこれまでの累計からすれば、アジア
とアフリカが TFHSの主要な対象地域とみなされるが、年度ごとの変遷をたどっていくと、
今後は地域別の重点の置き方に変化が生じていくものと予想される。 
本論第 3 章第 2 節で論じたとおり、TFHS の設置を提案した際に日本が想定していた
目的は、アジア地域で実施される開発プロジェクトの支援であった。そのため、当初より
アジア地域に対する事業は継続的に重ねられてきたが、近年では、それもほぼ一定規模の
枠内に収まり、特に顕著な変化の傾向は見られない。 
それとは対照的に、アフリカに対する援助は、1999 年より 7 年間、ほとんど増加の
一途をたどっている。予算配分においては、2002 年からアフリカが最多の対象地域となり、
2005 年には、アフリカに対する支援が TFHS による事業の 5 割を上回った。また、件数
においても、従来はアジアが全体として最も多くの事業が実施されている地域であったが、
2005 年にはアフリカ地域における援助が第一となった。 
これは、先ほどの分野別の分析でも論じたとおり、TFHS が特にアフリカの貧困問題
を最も重視するようになってきていることを表すものである。とりわけ、2005 年に関して
は、イギリス・グレンイーグルズでの G8 サミットにおいて、アフリカの貧困問題が主要
な議題として取り上げられたことが示しているとおり、先進国の間には、「2015 年までに
ミレニアム目標の到達に最も遠いアフリカ」との認識がある620。したがって、このサミッ
トでは、「同目標に向けた進捗を加速する方法」が議論され、その結果として、「2010 年ま
でに対アフリカ支援を倍増すること」が合意されたのである621。ただ、このような国際社
会の取り組みに加えて、TFHS でもアフリカ支援を強化することは、ともすれば「重複」
した援助にもなりかねない。しかし、たとえばアフリカ連合（AU: African Union）のア
                                                  
619 ここでの地域別の分類は、日本外交の分析に主眼を置く本論の趣旨に則り、日本の ODA における地域分類に揃
えて、アジア、アフリカ、中東、中南米、大洋州、欧州の六地域とした。それらの各地域に含まれる国家について
は、外務省ホームページ（「各国・地域情勢」）参照。  http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html  
620 G8 グレンイーグルズ・サミット議長総括（2005 年 7 月 8 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/gleneagles05/s_14.html  
621 同上。  
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ルファ・ウマール・コナレ (Alpha Oumar Konare)委員長によれば、「アフリカではます
ます貧困に苦しむ人が増え、貧しい国が増えつつあり」、「たとえ ODA が 2 倍になっても」、
「必要な資金の半分しか手に入れることができない」。本当にアフリカが必要としているの
は、マーシャル・プランのような「例外的な資金」であり、そのような「例外的な支援な
しにアフリカ大陸で根本的な変化はありえない」と訴えている622。ゆえに、今後アフリカ
の貧困問題が大きく改善されない限り、TFHS による援助は、この課題に最大の焦点を当
てて取り組んでいくと考えられる。 
アフリカ・アジア以外の地域に関しては、これまでのところ、特に際立った変化の兆
候は見られないが、例外的に 2000 年に欧州への支援が極端に著しかったのは、既に述べ
たように、コソボ紛争後の復興支援が大規模になされたためである。また、2000 年と 2002
年に、大洋州地域への援助がやや数多くなされているのは、まず 2000 年については、日
本で行なわれた第 2 回太平洋・島サミットの席上、当時の森総理が TFHS から 200 万ドル
の拠出を表明したことの反映である623。2002 年に関しては、ソロモン諸島ガダルカナル
州における民族紛争後の復興支援を行なった UNDP の事業に対して、集中的な資金供与を
行ったためである624。これ以後、両地域に対する案件はほとんど実施されていない事実に
鑑みると、これらの支援は例外的であったことがわかる。加えて、2005 年の中東地域への
予算配分が 2 割を超えているのも、アフガニスタン復興支援の一環として、総合的な都市
開発事業を集中的に支援したためである625。したがって、紛争のような緊急事態や首脳に
よる特別な判断を除いて、やはり中心的な TFHS の対象地域は、アフリカとアジアである
と結論付けることができる。 
 
以上が、人間の安全保障基金の概要ならびに実績である。続いて次節では、草の根・
人間の安全保障無償資金協力について見ていきたい。 
 
 
第 2 節 二国間無償資金協力を通じた取り組み：草の根・人間の安全保障無償資金協
                                                  
622 緒方、前掲『転機の海外援助』、70－71 ページ。  
623 太平洋・島サミットにおける森総理基調演説「私たちのフロンティアへの旅立ち」 (2000 年 4 月 22 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/04/palm01.html  
624 外務省ホームページ（「人間の安全保障基金によるソロモン諸島における教育施設の復興支援について」 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/14/rls_0827a.html 
および「人間の安全保障基金によるソロモン諸島における元武装兵の社会復帰支援について」） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/14/rls_1128a.html 
625 これは、期間を区切って早期の地域総合開発の達成を目指す、「緒方イニシアティブ」とも関連した支援である。
外務省ホームページ（「人間の安全保障基金によるアフガニスタンにおける都市コミュニティ再建計画について」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_0706d.html および「人間の安全保障基金によるアフガニスタ
ンにおける学校インフラ改善のための支援について」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_1031f.html なお、緒方イニシアティブについては、たとえば次
を参照。外務省ホームページ（「復興・人道支援」）   
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/afghanistan/f_shien_jindo.html 内海成治『アフガニスタン戦後復興支援日本
人の新しい国際協力』昭和堂、2004 年、29 ページ。緒方貞子編『転機の海外援助』NHK 出版、2005 年、19 ペー
ジ。  
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力（GGP） 
1. 概要 
草の根・人間の安全保障無償資金協力（GGP: Grant aid for Grassroots human 
security Projects）の原型は、1989 年に創設された「小規模無償資金協力」である626。こ
れは、それまで ODA では対応の難しかった小規模な案件の実施を可能にし、草の根レベ
ルに直接届くきめ細かい援助スキームであった。しかも、現地の事情に精通している日本
の在外公館が迅速かつ的確に対応することで、案件実施までの所要時間を最小限に抑える
援助でもあった。このような特徴から、この制度は次第に高い評価を得るようになってい
った。また、振り返ってみれば、開発途上国の現地住民に直接裨益するこの援助は、人間
一人ひとりに焦点を当てる人間の安全保障の考えを、既に先取りするものであったといえ
る。 
その後、この援助が高い評価を得るにつれて日本政府は、その予算の規模を初年度の
3 億円から年々拡大していき、1995 年度には 30 億円を計上するとともに、「草の根無償資
金協力」と改称した627。この援助は 2002 年までには 100 億円まで拡大を重ねる一方で、
本論第 3 章第 2 節で見たとおり、やがて人間の安全保障の概念を取り入れるようになる。
すなわち、2003 年に日本政府は、人間の安全保障委員会による最終報告書の完成を受けて、
この草の根無償資金協力という二国間援助を、「人間の安全保障の考えをより強く反映さ
せ」た「草の根・人間の安全保障無償資金協力（GGP）」として拡充し、150 億円の計上
を決定したのである628。 
こうして新たに設立された GGP の事業予算は、一件当たり平均 1000 万円程度を目安
としている（最大限度額 1 億円）。2003 年 4 月から 2006 年 3 月までの 3 年間の実績とし
ては、後に詳しく論じるとおり、件数にすると 4363 件、金額にすると累計約 387 億円の
事業が承認され、世界 132 カ国 1 地域（パレスチナ）で実施されている629。 
GGP には、TFHS のように詳細なガイドラインは存在しないが、以下では、これまで
外務省が公表している資料に基づき、その運用について概観していく630。まず第一に、GGP
は、開発途上国の地方公共団体、教育・医療機関、および開発途上国において活動してい
る NGO などが現地において実施する比較的小規模なプロジェクトに対して、人間の安全
保障の理念をより強く反映した資金供与である。当該国の諸事情に精通している日本の在
                                                  
626 以下の、草の根・人間の安全保障無償資金協力創設までの経緯については、次を参考。外務省経済協力局政策課
『ODA50 年の成果と歩み』2004 年 10 月。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/pamphlet/oda_50/seika1.html 
627 外務省ホームページ（「草の根・人間の安全保障無償  予算・実績」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/4.html  
628 外務省ホームページ（「草の根・人間の安全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー」）    
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html  
629 外務省ホームページ（「草の根・人間の安全保障無償資金協力」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/index.html 
630 なお、本節における草の根・人間の安全保障無償資金協力に関する数値等のデータは、基本的に、外務省『草の
根・人間の安全保障無償資金協力』  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/pdfs/j-1.pdf および平成 17 年度外務
省第三者評価『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』2006 年 3 月に依拠している。
それ以外については、適宜その出典を示す。  
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外公館が中心となって取り組み、いわゆる草の根レベルでの社会福祉に直接裨益すること
を目的としている点が、GGP の第一の特徴である631。 
そして、GGP は、当該国において草の根レベルの開発プロジェクトを実施する、（個
人および営利団体を除いて）いかなる種類の非営利団体にも、国籍を問わず資金を拠出す
る。そのため、政府レベルでの開発事業では見落とされがちな草の根レベルのニーズに柔
軟に対応することが可能であり、それが、GGP の第二の特徴とされている632。これまで
の実績から主な支援対象団体としては、国際 NGO、現地 NGO、地方自治体、病院、小学
校などの非営利団体があげられる。特別な場合には、政府機関や国際機関もその支援対象
とすることができる。 
GGP が対象とする分野に関しては、開発プロジェクトが草の根レベルの経済社会開発
支援を目指すものであれば、すべて対象案件となり得る。『ODA 白書』では、これまでの
実績から以下の 6 分野に分類されている633。 
➀教育・研究分野（例：小中学校の改修と設備の提供、女性や障害者の職業訓練） 
②民生・環境分野（例：井戸掘削、貯水タンクの供与） 
③保健・医療分野（例：病院の病棟建設、医療機材の供与） 
④農林・水産分野（例：家禽管理技術の改良、灌漑整備、上水道施設の建設） 
⑤通信・運輸分野（例：橋梁建設と道路整備、農村道路の改善） 
⑥その他（例：地雷除去活動支援、紛争後の難民支援） 
外務省の報告書によれば634、主に①から③が BHN 支援に該当し、④と⑤が経済開発
支援を担っている635。これらの分野は、前身の「草の根無償資金協力」の時から取り組ま
れてきた課題であり、「人間の安全保障」概念においては「欠乏からの自由」の側面に相当
する。それに対して、GGP 創設に基づく新たな対象分野として位置づけられているのが、
⑥の課題である636。これは、紛争後の復興に向けた地雷除去活動や難民対策といった、主
として「恐怖からの自由」に関する取り組みである。ただし、なかには複数分野にまたが
って実施される支援もある。また、主として新しい課題が⑥に位置づけられるとはいって
も、それだけが人間の安全保障に関する支援を意味しているわけではない。 
次に、GGP の申請手続きの概略を述べると、まず日本の在外公館に申請が行われると、
在外公館は申請団体の事業内容などについて審査を行い、実施候補案件を選定する。その
後、外務省本省にて案件実施を承認する。案件の実施が決まると、日本の在外公館と当該
案件の申請団体との間で、資金供与に関する贈与契約が締結される。契約を終えた団体（被
                                                  
631 前掲『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、17 ページ。  
632 同上。  
633 外務省『政府開発援助（ODA）白書』2004 年（平成 16 年）版資料編第 3 章第 1 節 1（2）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/siryo/sr3110205.htm および
2005 年（平成 17 年）版資料編第 3 章第 1 節 1（2）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/05_hakusho/ODA2005/html/siryo2/sl1110205.htm 参照。 
634 前掲『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、28－29 ページ。  
635 BHN については、本論第 1 章第 2 節参照。  
636 前掲『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、28－29 ページ。  
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供与団体）は、業者と必要な物資・役務に関する調達契約を結ぶ。在外公館は調達契約の
内容をチェックし、資金を供与する。事業終了後、被供与団体は最終報告書を提出し、そ
れを受けて在外公館が外部監査を実施する流れとなっている。それをまとめたものが、次
の図 9 である。 
 
図 9 草の根・人間の安全保障無償資金協力の流れ 
（出典：外務省『草の根・人間の安全保障無償資金協力』）  
 
このように GGP では、TFHS とは異なり、承認までのプロセスが基本的に在外公館
による 1 段階の審査のみとなっている。GGP の第三の特徴は迅速性にあり、申請から実施
までの期間が、たとえば一般無償では通常 2～3 年かかるのに対して、GGP では数週間か
ら数ヶ月間とされている637。 
 
                                                  
637 前掲『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、19 ページ。  
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2. 実績 
次に、GGP の実績について、大局的に検討していく。ただし、上述の通り、GGP が
創設されて以来まだ 4 年しか経っておらず、そのうち公表されているデータは、2003 年
から 2005 年までの 3 年分である。しかし、GGP の特徴を分析するのに、その 3 年間の累
計データだけでは、TFHS の 7 年間と比べると決して十分とはいえないため、前身である
「草の根無償資金協力」からの変遷として見ていくことにする。その対象時期としては、
本論第 3 章第 2 節の分類に則り、日本の人間の安全保障外交にとって形成期にあたる 1999
年から 2005 年までとする。 
 
 
表 10 草の根無償資金協力および GGP 承認案件の年度別件数と予算額 
  件数 予算額（億円） 
1999 1264 69.97 
2000 1523 84.88 
2001 1731 99.86 
2002 1415 94.97 
2003 1425 114.97 
2004 1306 128.96 
2005 1633 143.75 
計 10296 737.36 
外務省『我が国の政府開発援助の実施状況に関する年次報告』1999 年度版、『政府開
発援助（ODA）白書』2001 年から 2006 年度版、および ODA ホームページ（「約束状況」）を
もとに筆者作成 
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図10-1　草の根無償資金協力およびGGP承認案件の年度別件数と予算額（億円）
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ここにあげた図表 10 は、草の根無償資金協力（1999 年から 2002 年）および GGP（2003
年から 2005 年）において承認された案件の件数と予算額を、年度別にまとめたものであ
る。これによれば、総じて、予算額は増加の一途をたどっており、GGP 創設よって予算が
拡充された 2003 年からは、その傾向がさらに顕著になっている。それに対して件数の面
で、予算額ほどの拡大が見られないのは、1 件あたりの限度額が、前身の草の根無償に比
べて 1 億円へ増大したことにより、規模の大きい案件が実施されるようになったためであ
る。実際、草の根無償の頃の 1 件あたりの平均予算は約 500 万円であったのに対して、現
在の GGP では約 870 万円にのぼっている638。 
このような全体的な傾向をさらに詳しく分析するため、次に、事業の内容を対象分野
と地域に分類して掘り下げていく。 
                                                  
638 GGP については、表 10 のデータを参照。草の根無償については、ODA ホームページ（「約束状況」）のデータ
に基づく。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/anken/zyoukyou.html 
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表 11 分野別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 
分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
552  599  771  673  605  601  773 
教育・研究 
43.7% 39.3% 44.5% 47.6% 42.5% 46.0% 47.3% 
300  349  376  285  280  229  310 
保健・医療 
23.7% 22.9% 21.7% 20.1% 19.6% 17.5% 18.9% 
279  352  371  311  339  256  350  
民生・環境 
22.1% 23.1% 21.4% 22.0% 23.8% 19.6% 21.4% 
84  111  114  66  87  84  84  
農林・水産 
6.6% 7.3% 6.6% 4.7% 6.1% 6.4% 5.1% 
26  24  29  26  55  68  55  
通信・運輸 
2.1% 1.6% 1.7% 1.8% 3.9% 5.2% 3.4% 
23  88  70  54  59  68  61 
その他 
1.8% 5.8% 4.0% 3.8% 4.1% 5.2% 3.7% 
計 1,265  1,524  1,732  1,416  1,426  1,307  1,633 
出典：表 10 に同じ 
 
図11-1　分野別件数配分の推移
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表 12 分野別予算額（億円）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
28.60  31.28  42.42  41.38  44.45  48.00  68.90  
教育・研究 
40.8% 36.9% 42.5% 43.6% 38.7% 37.2% 48.0% 
18.70  20.53  22.34  19.89  22.28  20.85  26.94  
保健・医療 
26.7% 24.2% 22.4% 20.9% 19.4% 16.2% 18.7% 
14.90  16.90  20.56  18.90  25.29  27.20  31.57  
民生・環境 
21.3% 19.9% 20.6% 19.9% 22.0% 21.1% 22.0% 
4.60  6.43  6.60  4.07  6.22  5.87  6.41  
農林・水産 
6.6% 7.6% 6.6% 4.3% 5.4% 4.6% 4.5% 
1.50  1.57  1.65  1.98  4.27  13.18  3.91  
通信・運輸 
2.1% 1.8% 1.7% 2.1% 3.7% 10.2% 2.7% 
1.80  8.16  6.27  8.73  12.43  13.85  5.93  
その他 
2.6% 9.6% 6.3% 9.2% 10.8% 10.7% 4.1% 
計 71.07  85.77  100.78  95.86  115.83  129.84  143.69  
出典：表 10 に同じ 
 
 
図12-1　分野別予算配分の推移
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2-1 事業分野別の分析 
ここに示した図表 11 と 12 は、『ODA 白書』に基づき639、事業の内容を六つの分野に
分類し、その 7 年間の推移を、件数と予算額の双方から見たものである。これらによれば、
件数と予算額双方から見ても、各対象分野はほぼ同様の増減傾向を示しており、これまで
のところ、小中学校の改修や女性の職業訓練といった教育・研究分野が、常に最多の約 4
割を占めている。この傾向は、2003 年の GGP 設立によってもほとんど変わりはなく、こ
れまで一貫して教育・研究分野を最も重視してきたことがわかる。 
次いで、件数、金額ともにほぼ 2 割を占めているのが、保健・医療と民生・環境の 2
つの分野である。ただし、前者は全体的に減少傾向にあるのに対して、後者は GGP の開
始と相前後して、微増傾向にある。これら BHN に関する 3 分野の合計は、2003 年以降も
ほぼ変わることなく毎年 8 割で推移している。このことが示している通り、前身の草の根
無償時代から BHN の充足を第一に優先してきた GGP にとって、人間の安全保障の導入に
よって支援対象分野に大きな変動がみられたわけではなく、むしろこれまで積み重ねてき
た人々の生活に直結する支援を、理論的にさらに強化する土台を提供したと考えられる。 
一方、それら以外の農林・水産、通信・運輸、および、GGP 創設による新しい取り組
みが含まれるその他の 3 分野に関しては、これまでのところほとんど目立った変化は見ら
れず、およそ 1 割未満の割合で推移している。ただ、例外的に 2004 年の通信・運輸分野
における予算配分の倍増は、イラクやアフガニスタンの復興支援によるインフラ整備等を
受けたものである。この年に行なわれた通信・運輸分野 68 件の案件のうち、約 7 割はア
フガニスタンとイラクに対する支援であった640。これらは全体の規模からすれば、まだわ
ずかな割合にとどまっている。そもそも、GGP の予算規模ではそれほど大きなインフラ整
備等を実施することはできない。しかし、紛争地域に対する支援においては、現地の情勢
次第で、たとえ小規模でも迅速なインフラ整備が必要とされる局面も当然予想される。む
しろ、まだ大規模な支援が展開できない状況だからこそ、そのような援助が当面の人々の
生活を支えることになる。実際、イラクで復興支援に携わった外務省の担当者は、自らが
関わった案件のほとんどが GGP によるものであったと述べている641。したがって、その
ような紛争地域での草の根レベルの復興援助は、人間の安全保障の視点を活かした新しい
取り組みといえる。 
以上、分野別の整理からはこのような特徴を見て取ることができる。次に、承認案件
を地域別に分類したデータに基づき、さらに分析を進める。 
                                                  
639 外務省『ODA 白書』2004 年（平成 16 年）版から 2005 年（平成 17 年）版資料編第 3 章第 1 節参照。  
640 アフガニスタンでは 30 件、イラクでは 9 件にのぼる。前掲、ODA ホームページ（「約束状況」）参照。  
641 外務省中東アフリカ局担当者への筆者によるインタビュー。2006 年 3 月 31 日、東京。  
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表 13 地域別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 
地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
443  569  699  490  427  352  458  
アジア 
35.0% 37.4% 40.4% 34.6% 30.0% 27.0% 28.0% 
276  315  323  234  177  117  180  
アフリカ 
21.8% 20.7% 18.7% 16.5% 12.4% 9.0% 11.0% 
123  135  154  169  300  350  226  
中東 
9.7% 8.9% 8.9% 11.9% 21.1% 26.8% 13.8% 
288  343  375  380  385  357  613  
中南米 
22.8% 22.5% 21.7% 26.9% 27.0% 27.3% 37.5% 
97  108  103  91  84  85  102  
大洋州 
7.7% 7.1% 6.0% 6.4% 5.9% 6.5% 6.2% 
37  53  77  51  52  45  54  
欧州 
2.9% 3.5% 4.4% 3.6% 3.6% 3.4% 3.3% 
計 1,264  1,524  1,732  1,416  1,426  1,307  1633 
出典：表 10 に同じ 
 
図13-1　地域別件数配分の推移
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表 14 地域別予算額(億円)の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
28.00  35.14  44.38  37.63  36.22  31.98  38.66  
アジア 
40.0% 41.4% 44.5% 39.6% 31.5% 24.8% 26.9% 
14.23  17.32  15.72  14.10  11.34  9.86  14.60  
アフリカ 
20.3% 20.4% 15.7% 14.8% 9.9% 7.6% 10.2% 
6.25  7.12  8.02  10.71  29.64  52.66  31.84  
中東 
8.9% 8.4% 8.0% 11.3% 25.8% 40.8% 22.2% 
15.29  17.35  21.94  24.78  27.98  25.93  48.07  
中南米 
21.9% 20.4% 22.0% 26.1% 24.3% 20.1% 33.4% 
4.00  4.72  5.56  4.78  6.93  5.93  6.62  
大洋州 
0.0% 5.6% 5.6% 5.0% 6.0% 4.6% 4.6% 
2.17  3.21  4.22  2.95  2.85  2.61  3.94  
欧州 
0.0% 3.8% 4.2% 3.1% 2.5% 2.0% 2.7% 
計 69.97  85.82  99.84  95.92  115.95  129.95  143.73  
出典：表 10 に同じ 
図14-1　地域別予算配分の推移
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2-2 事業地域別の分析 
図表 13 と 14 は、事業の内容を『ODA 白書』に基づいて六つの地域に分類し、その 7
年間の推移を件数と予算額から見たものである。 
最も顕著な特徴は、GGP 設立の 2003 年を契機として、中東地域に対する支援が大幅
に拡大していることである。従来はアジア、中南米、アフリカに次いで、約 1 割程度を占
めるにすぎなかった中東地域は、2003 年にアフリカを上回る規模に増大し、予算の面では
2004 年に最多の対象地域となっている。これは、先ほどの分野別の分析の際にも指摘した
とおり、アフガニスタン、イラク復興支援の一環として、中東地域で大規模な援助が実施
されたことを示すものである。実際、2004 年の中東地域における案件のうち、約 8 割が
アフガニスタンとイラクに対する支援であった642。 
しかし、その中東地域に対する支援も、2005 年には一気に減少し、代わって中南米地
域が、件数・予算額ともに最多の割合を占めた。この背景として、一つには、2004 年に首
相として 8 年ぶりの中南米訪問を果たした小泉が、「日・中南米 新パートナーシップ構
想：A Vision for a New Japan - Latin America Partnership」を発表し、日本と中南米の
交流強化を表明したことが影響している643。もう一つは、翌 2005 年に初めて東京で開催
された、日本・中米首脳会談が要因としてあげられる。ここでは、中米 7 カ国の首脳との
間で、「日本と中米、未来に向けた友情」と題する東京宣言が採択された644。その中では、
中米諸国における平和と民主主義の定着に向けて、開発協力等を通じたさらなる「人間の
安全保障」の推進が表明され、ただちに実行に移されたのである645。 
ただし、このような中東や中南米地域への支援強化が、果たして GGP の創設による
ものかどうかを判断するには、アジアとアフリカ地域と比較する必要がある。従来、アジ
アに対する援助は、件数・予算額ともに抜きんでた位置を占めてきた。しかし、2001 年を
頂点にそれは減少傾向にあり、アフリカは既にそれ以前から同様の傾向を示している。そ
して、そのようなアジア、アフリカと入れ代わる形で、中南米と中東が徐々に増加を始め
ているのである。 
TFHS の分析でも言及したとおり、国際社会をあげてアフリカに対する援助に力を入
れていこうという流れがある一方で、なぜ GGP においてアフリカへの援助は減少してい
るのか。その理由の一つとして、草の根レベルでの小規模かつ迅速な援助という GGP の
特徴を指摘することができる。つまり、アフリカにおける多くの国々は、たとえ紛争下に
置かれていなくても、そもそも飢餓やエイズの蔓延など開発を阻害する深刻な諸問題を抱
                                                  
642 アフガニスタンでは 228 件、イラクでは 44 件の支援が実施されている。前掲、ODA ホームページ（「約束状況」）
参照。  
643 外務省ホームページ（「小泉総理大臣の中南米訪問」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/latinamerica_04/latin_gh.html  
644 東京宣言「日本と中米、未来に向けた友情」（2005 年 8 月 22 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/j_latin05/t_sengen.html 
645 この背景には、目前に迫った 2005 年の国連総会において、安全保障理事会の改革に伴う日本の常任理事国入り
へ、一国でも多くの支持を取り付ける狙いがあったのではないかと考えられる。実際、この会談の場でも、日本の
常任理事国入りへの支持表明が行なわれている。外務省ホームページ（「日本・中米首脳会談」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/j_latin05/gs.html 
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えている。そのような状況を改善するためには、抜本的な取り組みが必要であり、GGP の
ような一年間という短期で小規模な支援を繰り返すよりも、TFHS のような二年から五年
間という長期にわたって、国際機関等の主導する大規模なプロジェクトを実施することが
効果的である646。また、アジアについては、一定の規模で経済成長を重ねる国々が多く、
GGP のような草の根レベルでの迅速な援助を必要とする国は、相対的な地域レベルで見た
場合、アジアよりも他の地域の方が多い。ゆえに、これら二つの地域に対する援助は減少
傾向にあった。その上で、紛争地域の支援も明確に対象分野に加えた GGP の設立が、そ
のような傾向を後押しする形で、近年の中東や中南米に対する援助の増大につながってい
ると考えられる。先に述べた分野別の分析では、この 7 年間、援助の割合にほとんど大き
な変化は見られなかったのに対して、地域別の割合に変化がみられることが、GGP の開始
による一つの特徴を示すものといえる。 
それ以外の大洋州と欧州地域に関しては、毎年それぞれ 1 割未満の規模で推移してお
り、これまでのところ大きな変化は見られない。 
 
以上の考察から、全体として、この無償資金協力に人間の安全保障の視点が導入され
たことによる変化は、まだごく限られた部分でしか見られないことが判明する。とりわけ
対象分野については、教育・研究分野を中心に、民生・環境、保健・医療といった BHN
に関する分野が従来と同様に多数を占め、引き続き最優先の対象分野となっている。この
ことは日本にとって、前身の草の根無償資金協力が既に人間の安全保障概念を先取りした
援助であったことを示している647。その意味では、これまでの実績を踏まえて、より援助
の規模を拡大するために、新たに「人間の安全保障」の名称を加えたということもできる648。 
しかし、予算の拡大のみが改称の意義であるわけではない。GGP 設立以降、中東地域
に対する支援が著しく拡大していることが示す通り、人間の安全保障概念の導入によって、
治安の不安定な地域に対しても、積極的な援助が展開されるようになった。従来からの機
動性を活かし、その時々に直ちに支援を必要とする人々に対しては、紛争地域であっても
迅速に援助を実施する。紛争地域に対する援助は、人間の安全保障の導入が日本の ODA
にもたらした、一つの変化を示しているのである。 
 
 
                                                  
646 前掲『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、19 および 32 ページ。  
647 外務省の報告書においても、同様の見解が見られる。前掲、『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム
評価調査報告書』、 iv ページ。  
648 実際、イラクでの復興支援に携わった外務省の担当者は、「予算の規模が拡大されて助かった」と述べている。
前掲、中東アフリカ局担当者への筆者によるインタビュー。2006 年 3 月 31 日、東京。  
 133 
第 3 節 二国間技術協力・無償資金協力を通じた取り組み：国際協力機構（JICA）に
よる開発支援活動 
1. 概要 
現在の独立行政法人国際協力機構（JICA：Japan International Cooperation Agency）
の淵源は、1954 年に設立された社団法人アジア協会にさかのぼる。このアジア協会は、
1962 年に海外技術協力事業団として新たに生まれ変わり、日本青年海外協力隊（1965 年
発足）を含めて649、政府の技術協力事業を実施するようになる。さらに、1974 年には、
海外技術協力事業団に、海外移住者の支援を行なっていた海外移住事業団（1963 年設立）
が統合されるとともに、海外貿易開発協会（1970 年設立）と海外農業開発財団（1969 年
設立）の一部業務を引き継ぐ形で、政府の国際協力事業を担う新しい援助機関が発足する。
それが、外務省主管の特別法人として設立された国際協力事業団（JICA）である650。こ
の国際協力事業団は、設立以来約 30 年間、日本政府による技術協力の中核的な役割を担
ってきた。そして、2003 年に入ると、行政改革の流れを受けて、独立行政法人として再編
されることになる。こうして新たなスタートを切ったのが、現在の JICA である651。図 15
は、そのような JICA の組織的変遷をまとめたものである。 
 
図 15 JICA の組織的変遷 
＊海外技術協力事業団設立にともない、アジア協会、メコン河総合開発調査会は解散、ラテンアメリカ協会、国
際建設技術協会の委託業務は OTCA が継承。出典：外務省経済協力局政策課『ODA50 年の成果と歩み』2004 年 10
月 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/pamphlet/oda_50/ayumi1.html より筆者抜粋。  
 
海外に 56 の事務所を置く JICA の主要な業務は、技術協力と無償資金協力の二つに大
別される652。日本の ODA の枠組みで実施されるそれぞれの援助形態のうち、JICA の担当
は技術協力については全体の約 5 割、無償資金協力については約 6 割を占める653。 
                                                  
649 青年海外協力隊発足の経緯と歴史については、JICA ホームページを参照。
http://www.jica.go.jp/activities/jocv/about/circumstances.html  
650 独立行政法人化の前後で、日本語表記は「国際協力事業団」から「国際協力機構」に変わったが、英語表記に変
更はない。  
651 本節における JICA に関連するデータは、特に断りのある場合を除き、基本的に、国際協力事業団『国際協力事
業団（JICA）年報』国際協力出版会（2003 年版まで）、国際協力機構『国際協力機構（JICA）年報』国際協力出版
会（2004 年版から）  http://www.jica.go.jp/about/index.html 、外務省『外交青書』
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/index.html 、同『政府開発援助（ODA）白書』
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/index/shiryo/hakusyo.html に依拠している。また、JICA 年報のデータに
関して、JICA 総務部の野村昌弘氏より御教示頂いた。  
652 JICA による技術協力については、次も参考にした。三好皓一「技術協力」後藤一美他編著『日本の国際開発協
力』日本評論社、2005 年、113－135 ページ。  
653 三好皓一・高島宏明「JICA と技術協力」内海成治編『国際協力論を学ぶ人のために』世界思想社、2005 年、33
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技術協力の重要な一分野としては、開発途上国の国づくりの基礎となる「人づくり」
を目的とした援助を実施している。具体的には、専門的な技術や知識をもつ専門家やボラ
ンティアの派遣、開発途上国の技術者や行政官に研修の機会を提供する技術研修の実施、
これらの事業に必要な機材の供与、都市や農業、運輸など各種開発計画の作成等を支援す
る開発調査、海外で大規模な自然災害が発生した場合の国際緊急援助隊業務等を行ってい
る。 
JICA は 2005 年３月までに、技術協力専門家、調査団員、青年海外協力隊員、シニア
海外ボランティアなど、累計 30 万 7774 人の要員を 166 ヶ国・地域に派遣し、また、累計
32 万 46 人におよぶ技術者や行政官を、176 ヶ国・地域から、日本や開発途上国、近隣の
第三国などで実施する研修に受け入れ、人材育成を支援している654。 
次に、無償資金協力については、外務省が採択し、直接資金供与を行う案件の中で、
①一般無償のうち一般プロジェクト無償、②同じく一般無償のうち留学・研究支援無償、
③水産無償、④文化無償のうち文化遺産無償、⑤食糧援助、⑥食糧増産援助の６形態につ
いて、適切且つ円滑に進めるための業務を行っている。具体的には、施設の建設や資機材
の調達に必要な基本設計を行う基本設計調査業務、およびそれらの建設や調達を円滑に実
施するための調査、斡旋、連絡等の実施促進業務を行っている。 
このような JICA による技術協力および無償資金協力の対象分野に関して、『国際協力
事業団（JICA）年報』および『国際協力機構（JICA）年報』では655、これまでの実績を
以下の 10 分野に分類している656。 
①計画・行政分野（例：住民参加型農村開発行政支援、女性の経済的エンパワーメ
ント支援） 
②公共・公益事業分野（例：地下水開発計画調査、国内通信網整備計画） 
③農林水産業分野（例：孤立地域参加型村落開発計画、持続的海面養殖技術普及プ
ロジェクト） 
④鉱工業分野（例：鉱業振興共通基盤整備、中小企業振興のためのバイオ・高分子
産業分野技術支援） 
⑤エネルギー分野（例：電力分野の効率的人材育成システム構築、環境調和型水力
発電） 
⑥商業・観光分野（例：工業分野における経営コンサルティング、旅行業界におけ
るマーケティングと販売促進） 
⑦人的資源分野（例：農村女性中小規模企業家育成訓練、図書館活動を通じた初等
教育の質の改善事業） 
                                                                                                                                                            
－54 ページ。  
654 『国際協力機構年報』2006 年版、29 ページ。『ODA 白書』2004 年版。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/honpen/hp101010000.htm  
655 以下、特に断りのある場合を除き、両年報を『JICA 年報』と表記する。  
656 各年度版の『JICA 年報』では、「第 1 部 ODA と JICA 事業」の中で当該年度の分野別事業実績が掲載されてい
る。  
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⑧保健・医療分野（例：臨床技術研修、エイズおよび結核対策プロジェクト） 
⑨社会福祉分野（例：リハビリテーション専門職養成、災害緊急援助） 
⑩その他（例：地すべり災害対策・管理計画調査、地雷除去活動支援機材整備計画） 
 
JICA 事業の実績は、技術協力については、1974 年の設立以来 2005 年までの累計で、
約 3 兆 2291 億円にのぼる657。同じく、JICA が実施促進業務を担当した無償資金協力に
ついては、1978 年から 2005 年までの累計で、約 3 兆 4663 億円にのぼる658。 
JICA はこのように、長い間地道に実績を積み重ねてきたが659、独立行政法人化にと
もない、政府が掲げた中期目標の達成に向けて、より自律的・効果的・効率的な事業の実
施を求められるようになった660。そこで、JICA は、独立行政法人化とともに新たに就任
した緒方貞子理事長のリーダーシップの下、2004 年 3 月、「JICA 改革プラン」を打ち出
した661。この改革プランは、「現場主義」「効果・効率性、迅速性」、そして、「人間の安全
保障」という三つの柱から構成されている662。そして、現在の JICA の活動は、全てこの
改革プランに基づいて展開されているのである663。ここで、この「JICA 改革プラン」に
ついて簡潔に概観していく。 
まず、「現場主義」については、これまで日本の JICA 本部主導で行われてきた案件形
成から実施・評価までの業務を、できるだけ現場主導で行い、現地のニーズに迅速に対応
することがその大きな特徴とされている664。そのために、世界 56 カ所の海外事務所の権
限を拡大し、従来の「在外事務所で実施できるものは在外事務所に委譲する」といった考
えから、「在外事務所ができないことを本部が支援する」という現場重視へと転換する。そ
して、在外事務所の責任・権限において、プロジェクトの実施計画を策定する。 
次に、「効果・効率性、迅速性」については、制度や手続きを見直して、意志決定の迅
速化、事務手続きの効率化、業務経費や一般管理費の節減を行う。そして、組織を再編し、
「チーム制」の導入、課題別実施体制への移行、国別・地域別アプローチの強化、改革の
ための部署の新設を行なう。また、「現場主義」とも関連して、在外事務所の評価体制を拡
充し、調査結果のフィードバックを強化する。 
そして、「人間の安全保障」については、この概念を「JICA 事業の枠組みや方向性を
                                                  
657 『JICA 年報』2006 年版資料編 CD－ROM より。  
658 『JICA 年報』2006 版、32 ページ。  
659 なお、国際協力事業団として発足した 1974 年から 2005 年までの JICA 予算の累計は、約 3 兆 9267 億円にのぼ
る。前掲『JICA 年報』2006 版、32 ページ。  
660 JICA の独立行政法人化については、『JICA 年報』2003 年版（特集「新生 JICA」）ならびに 2004 年版（特集「JICA
改革の実践」および JICA 中期目標、中期計画）参照。  
661 JICA 改革プラン発表（2004 年 3 月 22 日）http://www.jica.go.jp/press/2004/040322.html  
662 「JICA 改革プラン」の詳細については、本論の主旨とは離れるためここでは省略するが、前掲『JICA 年報』
2004 年版および 2005 年版（特集「JICA 改革の実践」）等を参照されたい。  
663 この改革プランの実践によって、ある程度の成果が出てきていることを受けて、2005 年 3 月に緒方理事長は、
さらに「JICA 改革プラン第 2 弾」を発表し、「国内事業の改革」と「国内機関の再編」を打ち出した。JICA 緒方理
事長「JICA 改革プラン第 2 弾」発表（2005 年 3 月 28 日）http://www.jica.go.jp/press/2005/0503282.html  
664 前掲『JICA 年報』2004 年版、13 ページ。  
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明確にする基本方針」665として位置づけ、個別の案件やプログラムに組み込み、相手国の
行政能力の向上をめざすアプローチと、コミュニティや人々を対象にしたアプローチをと
もに推進することを目指している。また、この概念を実践する過程では、先の「現場主義」
との両立が重要であるとしている666。 
このような改革プランを打ち出して以来、JICA は既存の事業の活動内容をいま一度
見直すとともに、新しいプロジェクトを形成する際にも、そこに人間の安全保障の視点を
反映させることを考えながら、この概念を「新生 JICA のあらゆる事業の基盤」667として
取り組むようになっている668。 
それでは、なぜ JICA は近年になって、人間の安全保障概念を本格的に導入するに至
ったのであろうか。その背景として、次の三点が考えられる。まず第一に、2003 年 8 月
に改定された「政府開発援助（ODA）大綱」の中で、「『人間の安全保障』の視点」が、五
つの基本方針のうちの一つとして掲げられたことである669。「我が国の援助政策の根幹」670
である ODA 大綱に人間の安全保障が取り入れられたことは、この概念が正式に、開発援
助政策における「政府の中・長期的な方針」として位置づけられたことを意味している671。
このような政府の政策を踏まえて、JICA は本格的な人間の安全保障の導入に踏み切った
のである672。さらに、JICA が改革プランの柱に人間の安全保障を掲げた後も、2005 年 2
月に発表された政府の新しい「ODA 中期政策」において、「『人間の安全保障』は開発援助
全体にわたって踏まえるべき視点」として謳われたことは、JICA の取り組みを一層後押
しすることになった673。 
第二に、独立行政法人化を受けた初代理事長に、緒方貞子が就任したことである。本
                                                  
665 国際協力機構「なぜいま、人間の安全保障か―『人間の安全保障』の具体化に向けて」『JICA frontier』国際協
力出版会、第 63 号（2004 年 10 月）、6－15 ページ。  
666 この点については、たとえば、前掲『JICA 年報』2004 版、19－20 ページ。  
667 前掲『monthly JICA』2005 年 10 月号   
668 この点については、たとえば、前掲『JICA frontier』第 63 号（2004 年 10 月）、および第 70 号（2005 年 5 月）
から第 74 号（2005 年 9 月）で、具体的な取り組みが取り上げられている。  
669 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html なお、
人間の安全保障以外の 4 つの基本方針は、「開発途上国の自助努力支援」、「公平性の確保」、「我が国の経験と知見の
活用」、「国際社会における協調と連携」である。  
670 同上  
671 下村恭民他『ODA 大綱の政治経済学』有斐閣、1999 年、88－95 ページ。  
672この点については、『JICA 年報』2004 年版、18 ページ。同 2005 年版、16 ページ。国際協力機構『monthly JICA』
国際開発ジャーナル社、2005 年 10 月号 http://www.jica.go.jp/jicapark/monthly/0510/03.html 、42 ページ。前掲
『JICA frontier』第 63 号（2004 年 10 月）、8 ページなど。人間の安全保障導入に関して、JICA の出版物は、ほぼ
必ず ODA 大綱との関連について述べている。  
673 政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月 4 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/pdfs/seisaku_050204.pdf なお、独立行政法人である JICA
には、大きな自主性が与えられるとともに、その主務大臣である外務大臣の定めた中期目標の達成が求められる。
そして、その JICA の中期目標では、ODA 大綱ならびに ODA 中期政策等に則って業務を実施することが規定され
ている。「機構は、政府開発援助大綱、政府開発援助に関する中期政策及び国別援助計画をはじめとする政府の開発
援助政策並びに政府の国別・地域別・分野別の援助方針に則り、開発途上国側の援助需要をふまえ、国際約束に基
づく技術協力事業等につき効果的に業務を実施する」。「独立行政法人国際協力機構中期目標」  
http://www.jica.go.jp/about/ann2004/pdf/ann2004_52.pdf  ただし、中期目標では人間の安全保障の導入が直接求
められているわけではなく、あくまでも ODA 大綱等の方針に則った援助の実施ということにすぎない。実際、中期
目標の達成に向けて JICA が作成した中期計画では、人間の安全保障との文言はどこにも見られない。「独立行政法
人国際協力機構中期計画」 http://www.jica.go.jp/about/ann2004/pdf/ann2004_53.pdf つまり、JICA 改革プランに
おける人間の安全保障の導入は、JICA 自身による主体的な選択であったといえる。  
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論第 2 章第 2 節で述べたとおり、緒方は「人間の安全保障委員会（CHS）」で共同議長を
務めた人物であり、国際社会において、この概念の普及に大きな役割を果たしてきた674。
もともと緒方は、「[国連難民高等弁務官]退官後は、日本が考える人間の安全保障論という
ものを国際的にしっかりしたものに構築したいと考えて」いた675。また、CHS の最終報
告書発表後も、人間の安全保障概念を「具体的な事業にどう反映させていくかが課題」と
の認識を抱いていた676。ゆえに、援助実施機関 JICA の理事長に就任した緒方は、「私は
日本の援助を変えるために来ました。変わらなければ私が来た意味がありません」との強
い意志を持って677、人間の安全保障の実践に向けて、強力なリーダーシップを発揮してい
ったのである678。JICA にとって緒方の理事長就任は、人間の安全保障を本格的に導入す
る上で大きな役割を果たしたといえる。 
第三に、人間の安全保障概念に対して JICA は、UNDP による提唱以来、一定の関心
を払い続けてきた。1994 年に UNDP が人間の安全保障を提唱した後、1997 年版の『JICA
年報』において、「人間中心の開発」を援助の新しい潮流の一つとして紹介している679。
そして、この年以降の『JICA 年報』では必ず、巻末の「開発援助用語・JICA 関連用語」
に、「人間の安全保障」を取り上げるようになっている680。外務省の『ODA 白書』への初
出は 1998 年版であり、同じく『外交青書』は 1999 年版であることから、少なくとも関心
のレベルでは、JICA が一足早くこの概念に注目していたことが分かる681。また、1999 年
版の『JICA 年報』では、「人間の安全保障に関する国際的な協力への取り組み」と題する
特集が組まれており、本論第 2 章第１節で論じた UNDP による人間の安全保障概念と、
それに関する JICA の取り組みが紹介されている682。さらに、1999 年 10 月に JICA は、
平和の実現に向けた開発援助の役割と支援の方向性を検討する目的で、「平和構築―人間の
安全保障の確保に向けて―」と題する調査研究プログラムチームを発足させ、2001 年 4
月に同名の報告書を発表している683。このような土壌があったからこそ、新しい理事長の
                                                  
674 たとえば、ニューヨークの国連代表部では、「『人間の安全保障』とともにそれを提唱してきたマダム緒方が、国
際社会で高い評価を受けている。それは、日本で想像する以上のもの」。水上正史「JICA から世界の潮流を生み出
そう」前掲『JICA frontier』第 63 号（2004 年 10 月）、15 ページ。  
675 緒方貞子・勝俣誠・塩谷隆英「人間の安全保障―今、日本に何が求められるのか」総合研究開発機構『NIRA 政
策研究』vol.14 no.10（2001 年 10 月）、64－65 ページ。 []は引用者注。  
676 緒方貞子「JICA 理事長のメッセージ」『国際協力』2004 年 10 月号  
http://www.jica.go.jp/jicapark/kokusai/0410/01.html  
677 緒方貞子編『転機の海外援助』NHK 出版、2005 年、4 ページ。  
678 実際、緒方は、JICA 改革プランの発表よりも先に、理事長就任直後から、既に JICA の活動に人間の安全保障
を反映させていくことを明言していた。JICA のホームページによれば、理事長に就任した翌月の 2003 年 11 月に
は、既に「社会や国民に焦点を当てた『人間の安全保障』の考え方を踏まえて、途上国の社会経済の発展に貢献し
てまいります」とのメッセージを発表している。http://www.jica.go.jp/greeting/01.html なお、このメッセージに
2003 年 11 月との年月は記載されていないが、この点に関しては、JICA 総務部広報室の矢部優慈郎氏に御教示頂い
た。  
679 『JICA 年報』1997 年版、8－10 ページ。  
680 同上、206 ページ。  
681 ただし、『ODA 白書』は「人間中心の開発」を既に 1996 年版で取り上げている。この点に関する『外交青書』
の記述については、本論第 3 章第 2 節を参照。  
682 『JICA 年報』1999 年版、27－30 ページ。  
683 国際協力事業団『平和構築―人間の安全保障の確保に向けてー』2001 年 4 月。詳細については、次を参照され
たい。http://www.jica.go.jp/branch/ific/jigyo/report/field/2001_03.html ただし、以上の『JICA 年報』や報告書で
の人間の安全保障に関する記述は総じて、それまで JICA が行なってきた取り組みの中にもこの概念に関連するも
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下で打ち出されたプランが、独立行政法人化に伴う改革の機運の中で684、スムーズに受け
入れられたと考えられる685。 
以上のような背景から、JICA は 2004 年 3 月に、人間の安全保障を軸とした改革プラ
ンを発表し、組織をあげて取り組んでいくことになる。具体的には同年 8 月から、JICA
組織内部において、人間の安全保障の推進を担当する企画・調整部が中心となり、7 回に
わたって人間の安全保障ワークショップが行なわれた686。これには、毎回、本部のみなら
ず国内機関の若手職員から役員までのべ 343 名が参加し、人間の安全保障の視点を反映し
た具体的な案件の形成・実施場面におけるアプローチの仕方や課題の指摘、概念解釈につ
いて、自由な意見が交わされた。ただ、その過程では、あらゆる事業に人間の安全保障の
視点を導入することで一致してはいたものの、実際の案件にどのようにしてこの概念を導
入し、現場で実践していけばいいのか、戸惑いもあったという687。そこで、国内外の開発
援助機関、NGO、研究者等とも議論を重ね、人間の安全保障を反映させた事業を実施する
ための基本的な考え方として、JICA は次のような「人間の安全保障の視点を踏まえた援
助：七つの視点」をまとめた688。 
① 「人々」を中心にすえ、（国ではなく）人々に確実に届く援助 
② 開発途上国の人々を、援助（保護）の対象としてだけでなく、将来の「開発の担
い手」ととらえ、そのために人々の能力強化（エンパワメント）を重視する援助 
③ 社会的に弱い立場にある人々、生命や生活・人間としての尊厳が危機にさらされ
ている人々、あるいは危機にさらされる可能性の高い人々に対して、真に役に立つ援助 
④ 「欠乏からの自由」（貧困状態から脱却すること）、「恐怖からの自由」（紛争や災
害などの脅威、ショックから逃れること）の双方を視野に入れた援助 
⑤ 人々の抱える問題を中心にすえ、問題の構造を分析した上で、その問題の解決の
ために、さまざまな専門的知見を組み合わせて総合的に取り組む援助（マルチセクター・
アプローチ） 
⑥ 開発途上国の「政府」（中央政府、地方政府）レベルと、「地域社会・人々」レベ
ルの双方にアプローチし、その国や地域社会の持続的発展に寄与する援助 
⑦ 途上国におけるさまざまな関係機関・人々（援助国、外部コンサルタント、NGO
                                                                                                                                                            
のがある、という論調や、平和構築分野で活動を展開していく上で留意すべき「補論」にとどまっている。つまり、
この段階ではまだ、人間の安全保障を注目すべき援助の新しい潮流の一つとして捉える以上の高い関心は、生まれ
ていなかった。前者の見解については、『JICA 年報』1999 年版、29―30 ページ。後者については、前掲『平和構
築』、9 ページ。  
684 JICA は開発援助の実施機関として、これまでより大きな責任を担うことになり、緒方の理事長就任前から、「改
革を進め、もっと仕事をする組織になりたい」という機運が高まっていた。前掲『JICA frontier』第 63 号、4 ペー
ジ。前掲「JICA 理事長のメッセージ」。なお、「独立行政法人通則法」は、国の関与を必要最小限に抑え、実施段階
でできるだけ大きな裁量を法人に与える、という考えのもとに設計されている。独立行政法人通則法（1999 年 7 月
16 日）  http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO103.html 
685 この点に関しては、緒方、前掲『転機の海外援助』、74―79 ページ。『ODA 白書』2005 年版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/03_hakusho/ODA2003/html/siryo/sr3150000.htm 
686 このワークショップについては、前掲『JICA frontier』、6－15 ページ。  
687 同上、8 ページ。  
688 JICA パンフレット「人間の安全保障に向けた JICA の取り組み」
http://www.jica.go.jp/firstjica/pamph/pdf/anzen_01.pdf  
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など）との連携をはかることによって、より大きな効果をめざす援助 
これらは、本論第 2 章第 2 節で論じた、人間の安全保障委員会による人間の安全保障
概念をもとに、できる限り具体的な援助の指針として、JICA の企画・調整部が整理した
ものである689。同部の企画グループ・人間の安全保障チーム長である牧野耕司は、JICA
が具体的な案件を形成する際には、「①『七つの視点』のうち、『第一の視点』（人々を中心
に据え、人々に確実に届く援助）を踏まえる。②『第一の視点』以外の『七つの視点』の
うち、いずれか一つあるいは複数の視点を可能な限り色濃く取り入れる」ことが望ましい
と述べている690。 
ただし、これらの視点はすべて、JICA にとって必ずしも新しいものではない691。実
際、先のワークショップにおいても、「これまでの JICA の案件のなかにも、人間の安全保
障の概念を反映しているものはあった。それらは特に概念を意識せずに形成されてきた」
との意見もあった692。しかし、新たに改革の柱として人間の安全保障を掲げたことを踏ま
えて、理事長の緒方は、「これまでの活動を分析する際に、『自分の活動は人間の安全保障
の範疇に入っていた』と考えるのではなくて、『人間の安全保障』の視点を加えたときに、
活動・事業にさらにどのような展開が必要になるのか考えてみることが一番大事」である
との方針を示した693。このような緒方の強いリーダーシップを受けて、JICA は今日、で
きるだけ多くの援助案件に人間の安全保障の視点を反映させて、特にその具現化に大きな
インパクトのある案件の形成に努めているのである。 
それでは、この数年の間に実施された JICA の案件のうち、人間の安全保障を反映さ
せた代表的な事例としてはどのようなものがあるのだろうか。JICA 自身が紹介している
ものとしては、たとえば、先の「七つの視点」の全てを反映させた、アフガニスタンにお
ける女性の経済的能力強化支援がある694。アフガニスタンの女性たちは、1996 年にタリ
バンが政権を握って以来、教育や雇用の制限はもとより、外出や発言の自由が剥奪され、
頭から足までを覆う「ブルカ」着用が強要されるなど、大きな制約を受けてきた。しかし、
アメリカでの 9・11 同時多発テロを経て、カルザイ暫定政権の樹立後、女性の権利を回復
し、地位を向上させるために、2001 年に女性課題省が設置された。JICA は同省設立直後
                                                  
689 水上、前掲「JICA から世界の潮流を生み出そう」、15 ページ。なお、2005 年の ODA 中期政策について議論さ
れた、第 14 回から第 20 回の ODA 総合戦略会議において、その議事録には特に記録されていないが、その類似性
からすると、JICA がここで掲げた「七つの視点」は、後に ODA 中期政策の中で挙げられた「『人間の安全保障』
の実現に向けた援助のアプローチ」の参考にされたものと思われる。同アプローチとは、 ①人々を中心に据え、人々
に確実に届く援助②地域社会を強化する援助③人々の能力強化を重視する援助④脅威にさらされている人々への裨
益を重視する援助⑤文化の多様性を重視する援助⑥様々な専門的知識を活用した分野横断的な援助である。ODA 総
合戦略会議については、次を参照されたい。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/kondankai.html 
（ODA 中期政策の出典については既出）  
690 牧野耕司「JICA の貧困削減援助へのインプリケーション」国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年
11 月、50 ページ。  
691 この点については、あらゆる機会に JICA 自身が言及している。たとえば、「JICA の人間の安全保障『七つの視
点』」http://www.jica.go.jp/infosite/security/02.html  
692 前掲『JICA frontier』、6 ページ。  
693 同上、4 ページ。  
694 このケースに関する以下の記述については、『JICA 年報』2005 年版、17－18 ページ。JICA ホームページ  
http://www.jica.go.jp/infosite/security/03.html など。  
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から、職員と組織の能力強化支援、政策支援などを行ってきた。2005 年から始まったプロ
ジェクトでは、地方の女性の声を、州女性局（女性課題省の出先機関）を通じて本省に届
け、それをもとに、女性課題省が女性たちのニーズにあった政策・施策を他省庁や他機関
に提言できるようになることを目標としている。 
具体的には、本省の経済政策立案・実施能力強化に加え、バルフ州、バーミアン州、
カンダハル州を対象地域として、州女性局や地元・海外の NGO とともに、現地の治安情
勢を見極めながら、女性の経済的能力強化を目指す小規模モデル事業（「手工芸や家庭菜園、
家畜飼育、食品加工などの技術研修」「識字教育を組み合わせた多種職業訓練」「女性グル
ープの育成支援」「教育、保健、司法、経済についての情報提供」等）を実施している。こ
れらの小規模モデル開発事業を通じて、州女性局が地方の女性の経済活動に関する現状と
課題を整理し、そこから得た情報と教訓を本省やほかの州女性局と共有できるように、ワ
ークショップ等も行なっている。 
このアフガニスタンのケースにおいて、先の「七つの視点」を反映させた取り組みを、
JICA は次のようにまとめている695。長年人権を抑圧され、さらに内戦で配偶者を失うな
ど、生命、生活、尊厳が危機にさらされている地方の女性の経済力的自立に焦点をあてて
いる（①および③）。女性を将来のアフガニスタンの国づくりの担い手として捉え、能力強
化を重視している（②）。紛争という「恐怖からの自由」と貧困や尊厳など「欠乏からの自
由」の両方を視野に入れている（④）。女性の抱える問題を中心に据え、その解決のために、
さまざまな専門的知見を組み合わせて総合的に取り組んでいる（⑤）。地方の女性のエンパ
ワーメントにつながる政策ができるよう、地方および中央政府の能力強化をはかる（⑥）。
地元 NGO、国際 NGO などさまざまなアクターと連携をはかることで、大きなインパクト
をめざしている（⑦）。 
このようにして JICA は、改革の柱として人間の安全保障を掲げて以来、援助の現場
の中でこの概念を反映させた事業を模索しながら、その成果が人々に着実に届く支援に取
り組んでいるのである696。 
 
2. 実績 
次に、JICA による技術協力と無償資金協力の実績について、前節までと同様に統計
的なデータを用いて分析していく。ただし、上述の通り、JICA が本格的に人間の安全保
障を導入して以来まだ 3 年しか経っておらず、そのうち公表されているデータは、2004
年から 2005 年までの 2 年分である。しかし、JICA による開発支援活動の特徴を分析する
のに、その 2 年間の累計データだけでは、TFHS の 7 年間と比べると決して十分とはいえ
ない。したがって、GGP と同様に、その単独の累計を取り上げるのではなく、独立行政法
                                                  
695 前掲『JICA frontier』第 72 号（2005 年 7 月）。なお、本文中の（）内の数字は、「七つの視点」に対応してい
る。  
696 他にも、JICA ホームページでは、ミャンマー、ボリビア、ザンビアの事例が紹介されている。
http://www.jica.go.jp/infosite/security/03.html 
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人化される前の国際協力事業団からの変遷を見ていくことにする。なお、その対象時期と
しては、本論第 3 章第 2 節の分類と同様に、日本の人間の安全保障外交にとって形成期の
起点にあたる 1999 年から 2005 年までの推移に焦点を当てる。 
なお、ここでは技術協力の実績に関するデータとして、前節までとは異なって、件数
と予算額ではなく、人数実績と予算額を取り上げる。その理由は、JICA が技術協力案件
として認定する統計上の基準が時とともに変化しており、事業形態によっては、ある年度
で一つの件数としてみなされているものが他年度ではそうなっていないものもあり、件数
それ自体は統計的に扱うデータとして適さないからである。それに対して、技術協力に関
わる人数実績については、1974 年の国際協力事業団設立以来、一定の統計データとして記
録されてきたものである697。 
 
 
（1）技術協力 
 
表 16 JICA による技術協力案件の年度別人数実績と予算額 
  人数実績（人） 予算額（億円） 
1999 36459 1550.67  
2000 36532 1562.50  
2001 39966 1657.88  
2002 37474 1585.46  
2003 33622 1493.30  
2004 38652 1462.34  
2005 43550 1457.06  
計 222705 10769.21  
出典： 『JICA 年報』2000 年から 2006 年度版をもとに筆者作成 698 
 
 
                                                  
697 この点に関しては、JICA 総務部の野村昌弘氏より御教示を頂いた。  
698 以下、本節での図表の出典は全て同じ。  
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ここにあげた図表 16 は、JICA によって実施された技術協力案件の人数実績とその予
算額を、1999 年から 2005 年まで年度別にまとめたものである。これによれば、2001 年
以降、ODA 予算の削減に伴い、JICA の全体的な予算額は減少の一途をたどっている。そ
れに対して人数実績は、独立行政法人化された 2003 年に最低規模となった後、JICA 改革
プランに本格的に取り組み始めた 2004 年には、増加に転じている。これは、同改革プラ
ンにおいて、「効果・効率性、迅速性」を図る一環として、業務経費の節減に取り組んだ成
果である699。ODA 全体の予算増額が見込まれない中で、独立行政法人となった JICA では、
限られた予算を効率的に活用していく改革が始まっている。 
このような全体的な傾向をさらに詳しく分析するため、次に、事業の内容を対象分野
と地域に分類して掘り下げていく。 
 
 
                                                  
699 この点についてはたとえば、前掲『JICA 年報』2004 年版、22 ページ。  
図16-1　JICAによる技術協力案件の年度別人数実績と予算額
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表 17 【JICA 技術協力】分野別人数実績（人）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
人数 人数 人数 人数 人数 人数 人数 分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
5734 7259 8549 7044 7086 7581 13049 計画・行政 
15.7% 19.9% 21.4% 18.8% 21.1% 19.6% 30.0% 
6150 5580 5801 5350 4598 5614 6232 公共・公益 
16.9% 15.3% 14.5% 14.3% 13.7% 14.5% 14.3% 
6005 6140 6363 5792 5736 5395 5501 農林・水産 
16.5% 16.8% 15.9% 15.5% 17.1% 14.0% 12.6% 
2690 2800 2634 1927 1711 1853 1558 鉱工業 
7.4% 7.7% 6.6% 5.1% 5.1% 4.8% 3.6% 
857 996 980 913 930 868 898 エネルギー 
2.4% 2.7% 2.5% 2.4% 2.8% 2.2% 2.1% 
1103 1333 1353 1448 1128 1215 1185 商業・観光 
3.0% 3.6% 3.4% 3.9% 3.4% 3.1% 2.7% 
6386 6314 8315 8704 5993 7584 8361 人的資源 
17.5% 17.3% 20.8% 23.2% 17.8% 19.6% 19.2% 
5294 4229 4429 4569 4249 5238 4640 保健・医療 
14.5% 11.6% 11.1% 12.2% 12.6% 13.6% 10.7% 
935 698 498 502 720 2099 806 社会福祉 
2.6% 1.9% 1.2% 1.3% 2.1% 5.4% 1.9% 
1305 1183 1044 1225 1471 1205 1320 その他 
3.6% 3.2% 2.6% 3.3% 4.4% 3.1% 3.0% 
計 36459 36532 39966 37474 33622 38652 43550 
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表 18 【JICA 技術協力】分野別予算額（億円）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
182.26 201.05 202.78 193.46 198.08 207.21 219.91 計画・行政 
12.8% 13.5% 13.4% 14.3% 15.5% 16.9% 18.3% 
283.33 304.71 297.17 266.06 235.95 219.95 249.33 公共・公益 
20.0% 20.4% 19.6% 19.6% 18.4% 18.0% 20.7% 
300.59 313.38 304.01 252.73 228.14 200.36 190.85 農林・水産 
21.2% 21.0% 20.0% 18.6% 17.8% 16.4% 15.9% 
143.43 141.82 134.94 99.40 78.10 68.76 52.86 鉱工業 
10.1% 9.5% 8.9% 7.3% 6.1% 5.6% 4.4% 
38.67 40.03 41.05 34.06 36.74 30.20 28.48 エネルギー 
2.7% 2.7% 2.7% 2.5% 2.9% 2.5% 2.4% 
31.02 34.30 38.94 30.08 30.08 30.72 32.90 商業・観光 
2.2% 2.3% 2.6% 2.2% 2.4% 2.5% 2.7% 
181.97 201.53 222.50 216.80 220.10 208.81 207.66 人的資源 
12.8% 13.5% 14.7% 16.0% 17.2% 17.1% 17.2% 
177.21 174.88 191.61 170.38 154.61 148.34 132.87 保健・医療 
12.5% 11.7% 12.6% 12.6% 12.1% 12.1% 11.0% 
28.18 25.10 22.69 22.04 20.57 31.93 26.35 社会福祉 
2.0% 1.7% 1.5% 1.6% 1.6% 2.6% 2.2% 
52.75 55.91 61.16 72.50 77.32 78.14 62.80 その他 
3.7% 3.7% 4.0% 5.3% 6.0% 6.4% 5.2% 
計700 1419.41 1492.71 1516.85 1357.51 1279.69 1224.42 1204.01 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
700 ただし、在外事務所関係費等の不特定案件に関する予算は除く。  
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図17-1　【JICA技術協力】分野別人数配分の推移
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図18-1　【JICA技術協力】分野別予算配分の推移
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（1-1） 事業分野別の分析 
ここに示した図表 17 と 18 は、『JICA 年報』に基づいて、事業の内容を先述した 10
の分野に分類し、その 7 年間の推移を人数実績と予算額から見たものである。これらによ
れば、総じて JICA の独立行政法人化以降も顕著な変化は見られず、人数実績の面では、
計画・行政分野と人的資源分野が従来と同様ほぼ 20％前後の割合で推移し、最多の分野と
なっている。2005 年に、計画・行政分野の人数実績が突出しているのは、警察行政等に関
する大規模な研修が、この年にアフリカのコンゴ民主共和国で行なわれたためである701。
独立以来、世界でも史上最大規模となる初の総選挙支援の実施に向けて、選挙運営に必要
な能力強化や警察の民主化に関する研修が、5000 人以上にのぼるコンゴの人々に対して行
なわれた。 
このような計画・行政と並んで人的資源に関わる技術協力事業も、予算配分の面で着
実に増加の一途をたどっている。これは、1999 年頃から JICA が本格的に平和構築支援に
取り組むようになり、これら二つの分野がより重要な位置を占めることとなったからであ
る702。以上よりみて、基本的には計画・行政と人的資源分野での取り組みが、JICA の技
術協力では主要な課題となってきていることがわかる。 
これらの二つの分野に加えて、公共・公益分野と農林・水産分野、さらに保健医療分
野を合わせた五つの分野が、人数・予算の両面で、全体の約 8 割を占める主要な対象分野
となっている。公共・公益と農林・水産分野は予算の面で、もともと最多の割合を示して
いたが、次第に減少し始め、2004 年以降は、計画・行政と人的資源分野とほぼ同じ規模で
並んでいる。 
それ以外の鉱工業、エネルギー、商業・観光、社会福祉、その他の五分野に関しては、
鉱工業分野が年々減少傾向にあること以外は、これまでのところ大きな変化は見られず、
それぞれおよそ 5％前後で推移している。ただ、人数実績の面で社会福祉分野の割合が、
2003 年から 2004 年にかけて倍増しているのは、2004 年 12 月に発生したスマトラ沖大地
震に対して、大規模な緊急災害援助を実施したためである703。 
 
 
 
 
 
 
 
表 19 【JICA 技術協力】地域別人数実績（人）の推移 
                                                  
701 『JICA 年報』2006 年版、56 ページ。  
702 この点については、『JICA 年報』2000 年版、27－33 ページ。ならびに、前掲『平和構築―人間の安全保障の確
保に向けてー』を参照されたい。   
703 JICA の国際緊急援助隊については、http://www.jica.go.jp/activities/jdrt/index.html  
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 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
人数 人数 人数 人数 人数 人数 人数 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
20950 20808 23908 21758 17768 19047 15203 アジア 
57.6% 57.2% 60.0% 58.3% 53.0% 49.4% 40.9% 
4556 4580 5232 4907 4587 5811 11804 アフリカ 
12.5% 12.6% 13.1% 13.2% 13.7% 15.1% 31.7% 
2976 2651 2229 2546 2957 3455 3430 中東 
8.2% 7.3% 5.6% 6.8% 8.8% 9.0% 9.2% 
5830 6147 6436 6007 6108 6052 5095 中南米 
16.0% 16.9% 16.2% 16.1% 18.2% 15.7% 13.7% 
1088 1175 1202 1190 1199 1189 989 大洋州 
3.0% 3.2% 3.0% 3.2% 3.6% 3.1% 2.7% 
959 1025 831 892 910 991 674 欧州 
2.6% 2.8% 2.1% 2.4% 2.7% 2.6% 1.8% 
計704 36359 36386 39838 37300 33529 38563 37195 
 
 
 
 
 
                                                  
704 この合計には地域不特定案件は除いてある。  
図19-1　【JICA技術協力】地域別人数配分の推移
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表 20 【JICA 技術協力】地域別予算額（億円）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
636.39 681.62 742.84 673.89 609.21 566.67 540.91 アジア 
45.2% 46.2% 49.5% 50.1% 47.9% 46.6% 45.6% 
234.55 241.58 240.41 208.17 197.55 212.03 226.53 アフリカ 
16.7% 16.4% 16.0% 15.5% 15.5% 17.4% 19.1% 
145.67 151.73 121.46 127.40 139.82 131.74 133.29 中東 
10.3% 10.3% 8.1% 9.5% 11.0% 10.8% 11.2% 
308.19 311.73 318.19 255.61 241.93 223.17 211.84 中南米 
21.9% 21.1% 21.2% 19.0% 19.0% 18.3% 17.8% 
42.03 46.90 46.81 45.48 46.04 45.56 44.79 大洋州 
3.0% 3.2% 3.1% 3.4% 3.6% 3.7% 3.8% 
40.81 41.94 31.47 34.80 37.91 37.06 29.51 欧州 
2.9% 2.8% 2.1% 2.6% 3.0% 3.0% 2.5% 
計705 1407.64  1475.50 1501.18 1345.35  1272.46 1216.23 1186.87  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
705 この合計には地域不特定案件は除いてある。  
図20-1　【JICA技術協力】地域別予算配分の推移
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（1-2） 事業地域別の分析 
これらの図表 19 と 20 は、分野別と同様に、『JICA 年報』に基づいて事業の内容を六
つの地域に分類し、その 7 年間の推移を人数実績と予算額から見たものである。この地域
別の整理によれば、JICA の技術協力は、人数実績、予算額ともに、多い方からアジア、
中南米、アフリカ、中東、大洋州、欧州の順となっている。なかでもアジアは、人数実績
の面では減少傾向にあるものの、予算の面では常に圧倒的な割合を占めており、JICA の
援助ではアジアが最も重視されてきたことがわかる706。 
また、アフリカ地域に関しては、2004 年 4 月に、担当する部局が「課」から「部」
に昇格されるなど、JICA 改革プランによって支援体制が強化された707。ただし、理事長
の緒方は、「最終的にアフリカの比重が 20％」との目標を示しており708、それほど大きな
拡大を意図しているわけではない。2005 年に人数実績が突出しているのは、先に述べた、
コンゴ選挙に際しての大規模な研修が一時的に反映しているためである。ただし、アフリ
カ地域全体に対する予算の面では微増の約 19％にとどまっているのは、独立行政法人化以
来 JICA が進めている業務経費節減の一環として、人件費の削減に取り組んだ成果である
709。したがって、JICA にとって今後アフリカ地域は、中南米をしのぐ第二の対象地域に
なったとしても、アジアと伍するほどの規模には至らないと考えられる。 
その他の地域に関しては、特に支援強化の方針は示されていないことから、JICA の
技術協力における地域別の配分は、アジアを最第一の対象地域として、今後も基本的には
大きく変わることはないと予想される。その意味では、独立行政法人化にともなう人間の
安全保障の導入は、これまでのところ、前節で論じた GGP を通じた支援とは対照的に、
地域的な配分に影響を与えるものではない。ゆえに、牧野耕司（JICA 人間の安全保障チ
ーム長）の指摘に基づくならば、JICA の技術協力にとって人間の安全保障は、地域的な
配分面での可視的な変化を生み出すよりも、それぞれの具体的な事業の中で、目に見えな
い部分での変化を生み出しつつあるといえる710。 
たとえば、セネガルにおける技術移転に携わった黒川恒男（JICA アフリカ部長）に
よれば、同国での JICA の技術移転は、政府の行政官や技術者よりも、主として村の女性
グループに直接働きかける形で行なわれてきた。これは、セネガル中央政府の能力が弱い
ため、やむを得ず取られた措置であった。しかし、コミュニティーや人々に対する直接的
                                                  
706 技術協力経費の総額では、インドネシア、中国、ベトナム、タイ、フィリピン、カンボジアの 6 カ国で、ほぼ毎
年被援助国の 5 位までを占めている。『JICA 年報』2006 年版資料編（CD-ROM）参照。  
707 部内には、東部、中西部、南部アフリカチームを置くとともに、JICA 本部内にも、アフリカに関連する関係各
部の参加を得て進める「アフリカ支援対策会議」を設置し、JICA 全体でアフリカ支援に取り組む体制を整えている。
この点については、「JICA 改革プラン発表」（2004 年 3 月 22 日）  http://www.jica.go.jp/press/2004/040322.html 
『JICA 年報』2004 年版、26－27 ページ。同 2005 年版、52－56 ページ。  
708 前掲『転機の海外援助』、27 ページ。  
709 たとえば、シニア・ボランティアの人件費は、一人当たり年平均 340 万円の削減を行なった。このような取り組
みについては、前掲『JICA 年報』2004 年版、22 ページ。JICA「財務省の予算執行調査結果に対する JICA の考え」
（2006 年 7 月 5 日）などを参照。  
710 牧野耕司「人間の安全保障と援助」秋山孝允・笹岡雄一編著『日本の開発援助の新しい展望を求めて』国際開発
高等教育機構（FACID）国際開発研究センター、2006 年 3 月、219－220 ページ。  
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なアプローチを重視する人間の安全保障の導入によって、このような活動の理論的な後ろ
盾を得ることになり、「政府とコミュニティーの双方からのアプローチがやりやすくなりま
した」と述べている711。 
さらに、スリランカにおける紛争復興支援では、JICA は「常に『人間の安全保障』
の考え方を意識して事業を行って」おり（植嶋卓巳 JICA スリランカ事務所長）712、その
代表的なプロジェクトとして、紛争から避難してきた人々が自ら生計手段を身に付け、定
住するための援助をコミュニティー単位で実施している713。また、このような支援を続け
ていく中では、時に対立する政府と LTTE（タミル・イーラム解放の虎）の双方から、「JICA
はどちらの側なのか」と問われることもある。それに対しては、「人間の安全保障の理念に
基づいて JICA の立場を明快に説明することができ」るため、「私たちはどちらの側でもな
く、困っている人々を支援するためにやっている」との主張をより強く訴えることができ
るようになったと報告されている714。 
一方、2005 年度に行なわれた JICA の研修事業のうち、薬物対策のコースで講師を務
めた岩井淳武（JICA 国内事業部研修業務グループ）は、「人間の安全保障」の講義を導入
した。その結果、この概念の「トップダウンとボトムアップの総合的な視点」が活かされ、
警察官や研究者、行政官など様々なバックグランドを持つ研修員の間で、「自分のセクショ
ンを越えて、共通の議論の土台が生まれ」、研修の効果が高まったことが報告されている715。 
また、「人間の安全保障」がテーマとして掲げられた、2005 年の JICA と NGO の相
互研修では、この研修でコースリーダーを務めた磯田厚子（日本国際ボランティアセンタ
ー副代表）によれば、当初 NGO 側の参加者の中には、「『人間の安全保障』が重視してい
ることは昔からやってきているので今さら・・・」という声もあった716。しかし、ともに
議論を進める中で、「最も援助を必要としているのは誰なのか」等といった点について改め
て考え、NGO にとっても「弱者」を明確にする重要性を再認識し、新たに人間の安全保
障の視点から NGO と JICA の連携を探る機会となった。 
このように JICA の事業は徐々にではあるが、人間の安全保障の導入によって確実に
変化しつつあるといえよう。 
 
                                                  
711 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2006 年 2 月号、42 ページ。JICA ホームページ（セネ
ガル共和国における JICA 事業の概要）http://www.jica.go.jp/infosite/regions/senegal/02.html 
712 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2006 年 10 月号、46 ページ。  
713 JICA ホームページ（コミュニティ・アプローチによるマナー県復旧・復興計画プロジェクト）
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWVDocSearchX/C4960783955B602D492573A70024C053?OpenD
ocument 
714 前掲『monthly JICA』、2006 年 10 月号、46 ページ。  
715 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2006 年 3 月号、42 ページ。JICA ホームページ（2005
年度薬物犯罪取締セミナーⅢ）
http://gwweb.jica.go.jp/km/PCourse.nsf/2948bc66f36e564549256bec000f3bfb/4ec565fa225e0d4749256fe3003ccc
35?OpenDocument 
716 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2006 年 4 月号、42 ページ。磯田厚子「研修の成果と
総括」国際協力機構『2005 年度 NGO-JICA 相互研修報告書』、2005 年。本報告書については、JICA ホームページ
（NGO-JICA 相互研修報告書  2005 年度）
http://www.jica.go.jp/hiroba/ngonpo/ngo_jica/kensyu/sougo_report2005.html 
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（2）無償資金協力 
 
表 21 JICA による無償資金協力案件の年度別件数と予算額 
  件数 予算額（億円） 
1999 241 1612.49  
2000 255 1506.44  
2001 236 1479.60  
2002 193 1150.91  
2003 202 929.80  
2004 190 935.54  
2005 205 934.41  
計 1522 8549.19  
 
 
ここにあげた図表は、JICA がその実施促進業務を担当した無償資金協力案件の件数
と予算額を、1999 年から 2005 年にわたって年度別にまとめたものである。これによれば、
総じて、予算額に準じて件数も減少していることがわかる。とりわけ、予算額の減少は著
しく、1999 年から 2003 年の間に、ほぼ半減している。ただし、独立行政法人化後、JICA
改革プランに本格的に取り組み始めた 2004 年以降は低落傾向に歯止めがかかり、一定の
水準に落ち着いてきている。無償資金協力全体のコスト削減が求められている今日の趨勢
からすると717、今後も予算の縮小を前提とした上で、単価や事業の見直しによる合理化・
                                                  
717 この点について外務省は、2005 年 12 月、「ODA の点検と改善」と題する報告書を発表した。その改善措置の柱
図21-1　JICAによる無償資金協力案件の年度別件数と推移
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効率化が図られていくことになろう718。 
このような全体的な傾向をさらに詳しく分析するため、次に、事業の内容を対象分野
と地域に分類して掘り下げていく。その際、分野別と地域別それぞれの分類を、件数と予
算額双方の推移から見ていくこととする。 
 
表 22 【JICA 無償資金協力】分野別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
4 2 3 3 3 3 3 計画・行政 
1.7% 0.8% 1.3% 1.6% 1.5% 1.6% 1.5% 
77 92 85 77 67 62 71 公共・公益 
32.0% 36.1% 36.0% 39.9% 33.2% 32.6% 34.6% 
74 72 65 31 31 35 31 農林・水産 
30.7% 28.2% 27.5% 16.1% 15.3% 18.4% 15.1% 
0 0 0 1 0 1 0 鉱工業 
0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.5% 0.0% 
7 3 5 7 6 6 4 エネルギー 
2.9% 1.2% 2.1% 3.6% 3.0% 3.2% 2.0% 
0 0 0 0 0 0 0 商業・観光 
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
23 28 32 30 43 46 53 人的資源 
9.5% 11.0% 13.6% 15.5% 21.3% 24.2% 25.9% 
34 41 30 24 31 28 23 保健・医療 
14.1% 16.1% 12.7% 12.4% 15.3% 14.7% 11.2% 
20 17 16 19 21 8 20 社会福祉 
8.3% 6.7% 6.8% 9.8% 10.4% 4.2% 9.8% 
2 0 0 1 0 1 0 その他 
0.8% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.5% 0.0% 
計 241 255 236 193 202 190 205 
                                                                                                                                                            
として、①戦略性の強化、②効率性の向上、③チェック機能の強化の三つが打ち出された。特に  ②においては、「無
償資金協力のコスト縮減」の徹底が強調されている。  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/ugoki/pdfs/tenken_kaizen.pdf 
718 JICA は中期計画において、各種事業の実施に必要な投入（専門家派遣、研修員受入、機材調達、調査団派遣等）
にかかわる単位当たり経費について、平均で 10％程度の効率化に努めることとされている。前掲「独立行政法人国
際協力機構中期計画」。この点については、他に古澤満宏「政府開発援助（ODA）予算」財務省『ファイナンス』462
号（2004 年 5 月）、7－8 ページなど。  
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表 23 【JICA 無償資金協力】分野別予算額（億円）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
25.09 8.30 26.50 10.26 21.80 17.05 38.59 計画・行政 
1.7% 0.6% 1.9% 0.9% 2.3% 1.9% 2.5% 
585.72 587.50 556.09 539.99 357.04 312.86 740.08 公共・公益 
39.1% 42.1% 40.4% 46.9% 38.4% 35.0% 48.7% 
378.00 347.71 353.86 159.41 140.80 137.84 206.11 農林・水産 
25.2% 24.9% 25.7% 13.9% 15.1% 15.4% 13.6% 
0.00 0.00 0.00 3.80 0.00 9.03 0.00 鉱工業 
0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 1.0% 0.0% 
56.08 41.26 31.55 46.49 46.14 25.49 36.57 エネルギー 
3.7% 3.0% 2.3% 4.0% 5.0% 2.8% 2.4% 
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 商業・観光 
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
184.24 138.33 207.72 182.72 164.97 187.29 250.37 人的資源 
12.3% 9.9% 15.1% 15.9% 17.7% 20.9% 16.5% 
200.42 216.90 151.24 130.89 149.95 167.65 191.81 保健・医療 
13.4% 15.5% 11.0% 11.4% 16.1% 18.7% 12.6% 
63.30 56.00 49.22 68.90 49.10 19.81 54.80 社会福祉 
4.2% 4.0% 3.6% 6.0% 5.3% 2.2% 3.6% 
7.02 0.00 0.00 7.98 0.00 17.61 0.00 その他 
0.5% 0.0% 0.0% 0.7% 0.0% 2.0% 0.0% 
計 1499.87 1396.00  1376.18  1150.44 929.8 894.63 1518.33  
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（2-1） 事業分野別の分析 
ここに示した図表 22 と 23 は、技術協力と同様に『JICA 年報』に基づいて、事業の
内容を先述した 10 の分野に分類し、その 7 年間の推移を件数と予算額から見たものであ
る。これらによれば、件数と予算額の双方において、各対象分野はほぼ同様の増減傾向を
示しており、これまでのところ、公共・公益分野が最も主要な分野となっている。2005
年にこの分野の予算が急増しているのは、主に 2003 年の第 3 回アフリカ開発会議（TICAD
Ⅲ）において、小泉総理が表明した大規模なインフラ整備支援が、エチオピア、ガーナ、
図22-1　【JICA無償資金協力】分野別件数配分の推移
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図23-1　【JICA無償資金協力】分野別予算配分の推移
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マダガスカル等において実施されたためである719。これらは経済成長を通じて貧困削減を
図ろうとする日本政府の方針の一環でもあり、そのようなインフラ整備に対して JICA で
は、無償資金協力を有効に活用した援助を模索している720。 
公共・公益分野の次に位置するのが、従来は農林・水産分野であった。しかし、200
１年以降は、同分野と入れ代わる形で、人的資源分野の増加が著しくなってきている。こ
れは、緒方が述べるように、「人づくりとインフラが一緒になって初めて、人々の生活を変
える事業ができる」との観点に基づくものである721。人々の能力強化を目指す人間の安全
保障の視点は、無償資金協力においても着実に重視されるようになってきている。 
その人的資源分野に準ずるのが、保健・医療分野であり、以上の 4 分野を合わせると、
全体の約 8 割を占めることになる。 
それら以外の社会福祉、エネルギー、計画・行政、商業・観光、鉱工業、その他の 6
分野に関しては、これまでのところ大きな変化は見られず、それぞれおよそ 5％前後の割
合で推移している。したがって、JICA が実施促進業務を担当する無償資金協力において
は、公共・公益、人的資源、農林・水産、保健・医療の四つの分野が主な対象分野となっ
ている。 
                                                  
719 第 3 回アフリカ開発会議における小泉総理大臣基調演説 (2003 年 9 月 29 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekoi_0929.html および同資料編（CD-ROM）参照。  
720 『JICA 年報』2006 年版、54－57 ページ。  
721 緒方、前掲『転機の海外援助』、104 ページ。  
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表 24 【JICA 無償資金協力】地域別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
72 90 90 79 91 87 90 アジア 
29.9% 35.3% 38.1% 40.9% 45.0% 45.8% 43.9% 
88 82 83 55 61 60 67 アフリカ 
36.5% 32.2% 35.2% 28.5% 30.2% 31.6% 32.7% 
21 17 15 15 15 15 10 中東 
8.7% 6.7% 6.4% 7.8% 7.4% 7.9% 4.9% 
45 43 32 31 22 11 23 中南米 
18.7% 16.9% 13.6% 16.1% 10.9% 5.8% 11.2% 
11 14 11 6 7 13 10 大洋州 
4.6% 5.5% 4.7% 3.1% 3.5% 6.8% 4.9% 
4 9 5 7 6 4 5 欧州 
1.7% 3.5% 2.1% 3.6% 3.0% 2.1% 2.4% 
計 241 255 236 193 202 190 205 
 
 
 
表 25 【JICA 無償資金協力】地域別予算額(億円)の推移 
図24-1　【JICA無償資金協力】地域別件数配分の推移
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 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
520.61 486.05 541.96 471.29 384.35 373.74 658.68 アジア 
34.7% 34.8% 39.4% 40.9% 41.3% 41.8% 43.4% 
465.18 395.77 437.55 298.89 282.85 293.67 476.81 アフリカ 
31.0% 28.4% 31.8% 26.0% 30.4% 32.8% 31.4% 
212.84 154.30 117.45 119.02 78.10 89.04 165.15 中東 
14.2% 11.1% 8.5% 10.3% 8.4% 10.0% 10.9% 
233.48 247.67 178.11 173.31 132.84 53.51 122.72 中南米 
15.6% 17.7% 12.9% 15.1% 14.3% 6.0% 8.1% 
49.54 57.98 62.99 45.02 35.09 71.90 61.95 大洋州 
3.3% 4.2% 4.6% 3.9% 3.8% 8.0% 4.1% 
18.22 54.24 38.12 43.38 16.57 12.77 33.02 欧州 
1.2% 3.9% 2.8% 3.8% 1.8% 1.4% 2.2% 
計722 1499.87 1396.00 1376.18 1150.91 929.80  894.63  1518.33 
出典：表 16 に同じ 
 
 
                                                  
722 この合計には地域不特定案件は除いてある。  
図25-1　【JICA無償資金協力】地域別予算配分の推移
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（2-2） 事業分野別の分析 
これらの図表 24 と 25 は、分野別と同様に、『JICA 年報』に基づいて事業の内容を六
つの地域に分類し、その 7 年間の推移を人数実績と予算額から見たものである。この地域
別の整理によれば、JICA が実施促進業務を担当する無償資金協力は、件数、予算額とも
にほぼ同様の傾向を示している。なかでもアジア地域に対する支援が最も多く、この 7 年
間はほぼ増加の一途を辿り、2002 年以降は毎年 4 割以上の割合を占めるまでになってい
る。ただし、アジアが圧倒的に最多の対象地域となっている先述の技術協力の地域別配分
とは異なり、多少の増減は繰り返しながらも、アフリカがアジアに次いで 3 割以上の割合
を占めている。アジアとアフリカの両地域を合わせると、およそ 7 割となる。 
その他の地域に関しては、ほとんど変わることなく、中南米、中東、大洋州、欧州の
順となっている。しかし、2004 年になると、その前年に開催された第 3 回太平洋サミッ
トにおいて、日本政府の表明した開発支援が実施されたため723、大洋州地域が前年比でほ
ぼ倍増し、年々減少傾向にあった中南米地域が、大洋州よりも下回った。ただし、2005
年には再び中南米が増加に転じたことからすると、今後もこれらの 4 地域の順位に大きな
変化はないものと予想される。 
 
 
                                                  
723 この点については、次を参照。第 3 回太平洋サミット（「太平洋諸島諸国への日本の具体的な支援」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ps_summit/pif_3/factsheet.html 、『JICA 年報』2005 年版資料編（CD-ROM 
）および『ODA 白書』2005 年版  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/05_hakusho/ODA2005/html/honbun/hp202030700.htm 
なお、このサミットで採択された首脳宣言には、「人間の安全保障」が盛り込まれている。第 3 回太平洋サミットに
おける日・PIF 首脳会議首脳宣言「沖縄イニシアティブ より豊かで安全な太平洋のための地域（開発）戦略」（2003
年 5 月 16－17 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ps_summit/pif_3/declaration.html  
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補論：アフガニスタン復興支援にみる 3 スキーム協働の展望 
以上、本章では、TFHS、GGP、JICA による支援について分析を行なってきた。ま
ず、TFHS の 7 年間の累計によれば、貧困と保健・医療の二つの分野が、これまでの TFHS
の実績としては主要な取り組みである。なかでも貧困分野は、予算の面でほぼ最多の割合
を占めており、TFHS における一番の眼目となっている。また、地域的にはアジアとアフ
リカの二つが TFHS の主要な対象地域となっているが、近年では、アジアを中心地域の一
つとしながらも、アフリカにおける貧困問題に一番の焦点が当てられるようになってきて
いる。 
GGP については、教育・研究分野を中心に、BHN 関連分野が多数を占めていること
は、従来の草の根無償資金協力と変わりはない。ただし、近年、そのような支援が中東地
域で著しく実施されるようになったことが示しているとおり、人間の安全保障概念の導入
によって、アジア等これまでの中心地域の枠にとらわれずに、紛争下の人々に対しても、
積極的な援助が展開されるように変化してきている。 
JICA の開発援助においては、新たに人間の安全保障の導入によって、可視的な変化
はそれほど生じていないが、この 7 年間の変遷を見る限り、技術協力では、計画・行政と
人的資源分野が次第に主要分野となってきている。一方、無償資金協力では、公共・公益
と人的資源分野が、主な対象分野となりつつある。いずれの援助形態においても、「人づく
り」を目的とする人的資源開発が共通して重要な要素となっているということは、伝統的
な JICA の方針が724、人々の能力強化を目指す人間の安全保障の導入によって、さらに促
進されるようになったことを示唆している。その上で、技術協力においては、よりソフト
な面からの支援、無償資金協力においては、よりハードな側面からの支援が実施されると
いうように、人間の安全保障を「新生 JICA のあらゆる事業の基盤」725に据えることによ
って、より統合された形で支援対象国の発展への取り組みが模索されるようになった。 
また、対象地域としては、技術協力では、比較的開発の進むアジアが圧倒的な割合を
占めている。それに対して無償資金協力では、この面でのニーズの高いアフリカが、アジ
アに次ぐ主要な対象地域となっている。ただし、このような地域的な配分については、人
間の安全保障の導入後も従来からの流れとほとんど変わりはない。したがって、JICA に
とってこの概念は、このような地域的な配分に変化を生み出すよりも、まずはそれぞれの
具体的な「活動・事業にさらにどのような展開が必要になるのか」を考える契機を与える
ものとなっている726。 
このような TFHS、GGP、JICA それぞれの特徴を踏まえたうえで、最後に三つのス
キームを統合的な視点から検討する。ただし、これまでの間、スキーム間の連携はたびた
                                                  
724 この点に関してはたとえば、緒方、前掲『転機の海外援助』、74―79 ページ。『ODA 白書』2005 年版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/03_hakusho/ODA2003/html/siryo/sr3150000.htm 
725 前掲『monthly JICA』2005 年 10 月号   
726 前掲『JICA frontier』第 63 号、4 ページ。  
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び提案されてきたものの、実際に三者間を一つにつないだ運用は図られていない727。また、
三つのスキームを比較検討するために必要な、それぞれの案件に関する詳細なデータも十
分に公開されていない728。したがってここでは、TFHS、GGP、JICA による援助がほぼ
同時期に実施された唯一のケースであるアフガニスタン復興支援を取り上げ、それぞれの
取り組みの間に見られた関係を検討することによって、三つのスキームの統合を考える一
つの手がかりとしたい。 
日本政府は、アフガニスタン復興支援を「平和の定着」構想に基づいて進めている729。
すなわち、それは「和平プロセスの促進」、「治安の確保」、「人道・復興支援」という三つの側面
にわたる取り組みである730。このうち、TFHS、GGP、JICA を通じた援助は、「治安の確保」
と「人道・復興支援」の側面から実施された。この三つのスキームによる支援は、2001
年から始まった日本のアフガニスタン復興支援全体の中で、どれほどの割合を占めるので
あろうか。それを示したのが、次の表 26 である。 
 
表 26 日本政府によるアフガニスタン復興支援と人間の安全保障関連支援の実績（2001 年～2005 年の累計） 
単位（億円） 
  アフガニスタン支援実績 1,093.7 
  TFHS 10.7 
  (支援全体に占める割合) 0.98% 
  GGP 53.3 
  (支援全体に占める割合) 4.87% 
  JICA 99.2 
  (支援全体に占める割合) 9.07% 
  163.2 
  
合計 
14.92% 
 出典：実績全体については、外務省『平和の構築に向けた我が国の取り組みの評
価』。TFHS については、外務省『人間の安全保障基金』。GGP については、外務省ホ
ームページ「ODA 案件検索」。JICA については、『JICA 年報』2006 年版資料編参照。 
 
                                                  
727 「人間の安全保障国際シンポジウム－国際社会が様々な脅威に直面する時代におけるその役割－」での川口外務
大臣挨拶（2003 年 2 月 25 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0225.html 平成 17 年度外務
省第三者評価『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』2006 年 3 月、21－22 ページ。
『平成 17 年度外務省政策評価書』、299 ページ。田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平
和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保障』東海大学出版会、2005 年、144－145 ページ。牧野耕司「JICA
の貧困削減援助へのインプリケーション」国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年、14 ページなど。  
728 JICA のデータについては、比較的細かい情報まで公開が進んでいるといえるが、TFHS と GGP については、
案件の詳しい内容までは公開されていない。この点については、HSU のワタナベ・マユミ氏から御教示頂いた。  
729 この点についてはたとえば、外務省『日本のアフガニスタンへの貢献』、2007 年 3 月。  
730 「平和の定着」についてはたとえば、外務省ホームページ（川口大臣による「平和の定着構想」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/afghanistan/f_shien_whl.html  
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アフガニスタンの復興に向けて、これまで数多くの支援がなされてきた中で、「人間の
安全保障の考えをより強く反映させ」た援助も731、このように全体の約 15％を占めている。
また、上述の通り、三つのスキームの一体的な運用が図られることはなかったが、いずれ
か二つのスキームの間には、一部で連携やその模索が見られた。 
まず、元兵士の武装解除・動員解除・社会復帰（DDR：Disarmament, Demobilization 
and Reintegration）に対して、GGP と JICA は連携して取り組んだ732。GGP の迅速性を
活かして、DDR の実施に必要な元兵士の訓練施設を建設したり、職業訓練の研修用機材を
購入して準備が整えられた。その一方で JICA は、現地調査に基づいて長期専門家（職業
訓練アドバイザー）を派遣し、先の GGP によって建設された施設を使って、職業訓練指
導員および元兵士の訓練を行なった。さらに、実際には予定通り進まなかったものの、JICA
事業の下で卒業した兵士達は、別の地域での DDR 実施のため、再び GGP に基づいて実施
される職業訓練施設の建設に従事することが想定されていた733。このような GGP と JICA
の連携によって、4000 人から 5000 人の兵士が職業訓練を受けることができた734。 
また、 TFHS は、国連人間居住計画（ UN-HABITAT: United Nations Human 
Settlements Programme）による「アフガニスタンにおける都市コミュニティ再建計画」
を支援した735。この事業は、3 都市（カブール、マザリシャリフ、ジャララバード）のコ
ミュニティ単位に焦点を当てて、住民たちとともに住宅や道路の建設、上下水道の整備、
ゴミの回収処理といった基本的な都市サービスの復旧を行うことによって、48 のコミュニ
ティの再建を目指したものであった736。この事業の中で、JICA は当初、道路や公共施設
の復旧を担う予定であった737。最終的にその役割は、3 都市の自治体やアフガニスタンの
都市開発省が直接受けることになり、実現はしなかったものの、この事業を通じてはじめ
て TFHS と JICA の連携が模索された738。 
一方、TFHS と GGP に関して、協働した支援は見られなかった。ただ、TFHS のよ
うに国連機関を通じた規模の大きな援助を実施する上で、必ずしもその対象には含まれな
い周辺地域の住民の理解を得ることは、とりわけ紛争地域で援助に携わる者にとっての重
要な安全対策となる。住民を味方につけることで、武装集団による攻撃を未然に察知する
情報源ともなりうるからである。実際、日本の駐アフガニスタン大使を務めた駒野欽一に
                                                  
731 外務省ホームページ（草の根・人間の安全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html  
732 平成 17 年度外務省第三者評価『平和の構築に向けた我が国の取り組みの評価』報告書、2006 年 3 月、67－68
ページ。  
733 前掲『平和の構築に向けた我が国の取り組みの評価』、116 ページ。  
734 同上、73 ページ。  
735 OCHA ホームページ（Rebuilding Urban Communities: Upgrading of Informal Settlements）  
http://ochaonline3.un.org/HumanitarianIssues/HumanSecurity/TrustFund/ProjectProfiles/AfghanistanReducin
gillicitdrug/tabid/1301/Default.aspx 
736 UN-Habitat ホームページ (Rebuilding Urban Communities in Afganistan: Upgrading of Informal 
Settlements) 
 http://www.unhabitat.org/content.asp?cid=4907&catid=245&typeid=13&subMenuId=0  
737 UN-Habitat ホームページ（Major Japannese funding for human settlements upgrading in Afganistan）
http://www.unhabitat.org/content.asp?cid=1675&catid=245&typeid=6&subMenuId=0  
738 この点については、UN-Habitat アジア太平洋事務所プロジェクトアシスタントの後藤直子氏より御教示頂いた。 
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よれば、タリバンが影響力を有する地域であるにもかかわらず、カブール・カンダハル間
の大型の幹線道路整備支援が無事に完了できたのは、その前に GGP によって、小規模で
も周辺地域の道路が整備されていたからであった739。 
以上、アフガニスタン復興支援における 3 スキームの援助実績から、人間の安全保障
の枠組みの下で統合された、TFHS、GGP、JICA による一体的な支援の一つの手がかり
を見て取ることができる。すなわち、紛争後、TFHS によるコミュニティ・レベルの総合
的な復興支援おいて、JICA は開発調査を進める一方で、GGP は小規模でも緊急性の高い
道路や施設の建設を順に行っていく。次に、それらの施設を活かしながら、JICA が技術
協力や職業訓練等によって、住民自身の主体的な参画を促していく。そのような中で、
TFHS は住民とともにより大規模な都市環境の復旧を行い、コミュニティの再建を目指す。 
人間の安全保障の視点に立って、TFHS、GGP、JICA を通じた支援が統合的に実施
され、途上国の人々にとって従来よりも有効な援助となるならば、日本の掲げる人間の安
全保障概念の輪郭も、より明らかになっていくであろう。 
 
続いて次章では、本章で行なった「人間の安全保障」概念の具体的実践を踏まえて、
日本による人間の安全保障外交について総括的な検討を進める。 
                                                  
739 駒野欽一『私のアフガニスタン』明石書店、2005 年、168－169 ページ。また、前掲『平和の構築に向けた我が
国の取り組みの評価』、85－86 ページも参照。  
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第 5 章 日本外交における「人間の安全保障」政策の総括的検討 
第 1 節 日本外交における「人間の安全保障」政策の特徴：カナダ外交との比較から 
本章では、日本外交における「人間の安全保障」政策を総括的に論じるにあたり、ま
ずはじめに、カナダ外交との比較からその特徴を明らかにしていきたい。カナダ外交にお
いて、どのような「人間の安全保障」政策が実施されてきたのかについて概観した上で、
それを基に、日本外交における取り組みとの類似性や相違点について検討を加えていく。 
 
1．カナダ外交における「人間の安全保障」政策の概要 
（1）人間の安全保障導入までの経緯 
1994 年に UNDP が「人間の安全保障」を提唱して後、カナダ外交におけるこの概念
への最初の公式的な言及は、1995 年の外交白書『世界の中のカナダ（Canada in the 
World）』においてなされた740。この白書の背景には、カナダ外交の象徴ともいうべき国連
平和維持活動（PKO）が、冷戦後の国際社会ではその件数も業務内容も著しく拡大し、も
はやカナダのみが主要な役割を果たす場ではなくなってきた状況がある741。そこで、この
白書では、これからカナダはどのような外交政策を推進していくのかという視点から、カ
ナダ外交の総合的な見直しが行なわれたのである。 
「繁栄と雇用の促進」、「安定した国際社会とカナダの安全保障」、「カナダの価値と文
化の反映」という新たに掲げられた三つの目標のうち、人間の安全保障は二つ目の目標に
おいて言及されている。すなわち、自国にとって非伝統的な脅威が重要になりつつある状
況の中で、幅広い安全保障概念が必要であるとの文脈で言及されたのである。 
ただし、この白書それ自体は、広範な目標を掲げたわりには、安全保障や開発援助と
いった様々な分野を包括的に関連付けた外交政策を示すことができなかった。また、それ
らの目標を実現させる具体性にも乏しかったために、結局多くの国民からの支持を得るこ
とはできなかった742。 
しかしながら、たとえこの白書が外交政策に大きな影響力を持ち得なかったとしても、
そこに盛り込まれた人間の安全保障概念まで、同じ運命を辿ったわけではなかった。その
                                                  
740 Department of Foreign Affairs and International Trade, Canada in the World: Government Statement. 
Ottawa: DFAIT, 1995 http://www.dfait-maeci.gc.ca/foreign_policy/cnd-world/menu-en.asp また、この報告書につ
いては、次も参照されたい。David Malone, “Foreign Policy Reviews Reconsidered,” International Journal, vol.56, 
issue 4(Autumn 2001), pp.555-578; Greg Donaghy, “All God's Children: Lloyd Axworthy, Human Security And 
Canadian Foreign Policy, 1996-2000,” Canadian Foreign Policy, Vol. 10, No. 2 (Winter 2003), p.41; 塚田洋「カナ
ダ外交における『人間の安全保障』」『レファレンス』第 651 号（2005 年 4 月）、56－57 ページ。吉田文彦『「人間
の安全保障」戦略』岩波書店、2004 年、128 ページ。  
741 1948 年から 1988 年の冷戦期 41 年間に設立された国連 PKO の数は 15 件であったのに対し、1989 年から 2007
年（1 月現在）までの 18 年間では、その数は 46 件に達する。外務省ホームページ（PKO データ集）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/pko/pdfs/ichiran.pdf そのうち、1993 年 6 月までに設置された 35 件すべての
PKO に、カナダは世界で唯一参加している。吉田健正『国連平和維持活動―ミドルパワー・カナダの国際貢献』彩
流社、1994 年、12－13 ページ。なお、PKO についてはたとえば、上杉勇司『変わりゆく国連 PKO と紛争解決』
明石書店、2004 年を参照。  
742 Malone, op.cit., p.576. 唯一の具体的な制度的イニシアティブは、新たに地球的問題群の対処に焦点を当てた「地
球問題局（Global Issues Bureau）」の設置であった。Fen Osler Hampson, Norman Hillmer and Maureen Appel 
Molot, “The Return to Continentalism in Canadian Foreign Policy,” in Hampson et al. eds., The Axworthy 
Legacy: Canada among Nations 2001, Oxford: Oxford Univ Press, 2001, p.2 
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翌年 1996 年 1 月、ジャン・クレティエン（Jean Chretien）首相の下で新たに外務大臣（正
式な呼称は外務・国際貿易大臣）に就任したロイド・アックスワージー（Lloyd Axworthy）
が、この概念に注目したのである。 
アックスワージーは、カナダ外交における人間の安全保障の導入について、次のよう
に述べている。 
 
冷戦終結後、カナダは、かつてピアソンが冷戦初期に試みたように、[国際社会
で]強力なリーダーシップを発揮できる地位を模索していた。そのような状況にあっ
て人間の安全保障は、新たな道を切り開く土台となる概念であった。それは、国内
外において、個人の生命や安全を脅かす新たな脅威や、新たに形を変えた脅威に対
応しようとするものである。そして、人間の安全保障は、個人の安全にとってだけ
でなく、カナダが世界の舞台で指導的な役割を果たしていく上でも、極めて重要な
概念であると考えられた。したがって、カナダは、人間の安全保障を積極的に推進
するようになったのである743。 
 
アックスワージーは外相就任後直ちにこの概念に言及したわけではなかったが744、6
月にフランスのリヨンで開かれた G7 サミットの議長声明に、国連の役割に関する文脈で
「人間の安全保障」を盛り込むことに成功している745。そして、9 月に行なわれた第 51
回国連総会の演説においてアックスワージーは、安全保障概念の拡大の必要性を論じる中
で、初めて公式に人間の安全保障に言及した746。これ以後、カナダ外交への人間の安全保
障の導入が本格化していくことになる747。 
カナダ外交における「人間の安全保障」政策として、2007 年までに実施された具体的
な取り組みをあげるならば、次の四つに集約することができる。すなわち、①対人地雷全
面禁止条約の成立、②国際刑事裁判所の創設、③「介入と国家主権に関する国際委員会」
                                                  
743 Lloyd Axworthy, “Introduction,” in Rob McRae and Don Hubert, eds., Human Security and The New 
Diplomacy, Montreal and Kingston: McGill-Queen’s University Press, 2001, p.9. []内は引用者注。  
744 外相就任から 3 ヵ月後、第 52 期国連人権委員会で行なったスピーチでは、「個人の安全保障（ individual 
security）」という表現にとどまっている。Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An 
Address by the Honourable Lloyd Axworthy, Minister of Foreign Affairs to the 52nd Session of the United 
Nations Commission on Human Rights,” Geneva, Switzerland, April 3, 1996. 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=376963&Language=
E&docnumber=96/10  
745 G7Lyon Summit Chairman's Statement (Lyon, 29 June 1996) 
http://www.mofa.go.jp/policy/economy/summit/1996/presid.html ただし日本の外務省は、この議長声明における
human security の翻訳として、「人間の安全」をあてている。G7 リヨン・サミット議長声明（1996 年 6 月 29 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/lyon/seimei.html#0-a 本論第 3 章第 2 節で述べたとおり、これは今日
から見れば、まだ日本が積極的に人間の安全保障を推進するには至っていなかったことを端的に示すものといえよ
う。  
746 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs to the 51st General Assembly of the United Nations,” New York 
September 24, 1996 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=377017&Language=
E&docnumber=96/37  
747 この点については、たとえば次を参照。Akiko Fukushima, Human Security: Comparing Japanese And  
Canadian Governmental Thinking and Practice, CCHS Human Security Visiting Fellow Paper, August 2004 
http://www.humansecurity.info/sites/cchs/files/pdfs/Research/cchs_fukushima_research_paper.pdf 
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の設置、④「人間の安全保障プログラム」による取り組みである748。以下では、この四点
について、それぞれ概観していく。 
 
（2）対人地雷全面禁止条約の成立 
対人地雷全面禁止条約（オタワ条約）とは、1997 年 12 月、カナダのオタワにおいて、
122 カ国によって署名された条約であって、対人地雷の使用、貯蔵、生産、移譲を禁止し、
その廃棄を定めたものである749。1999 年 3 月に発効し、これまで 153 カ国によって批准
された（2007 年 6 月現在）。同条約の成立は、「カナダの人間の安全保障政策における最
も重要な核心」とされている750。 
そもそも対人地雷は、第一次世界大戦ではじめて使用されて以来、第二次世界大戦、
朝鮮戦争、ベトナム戦争など、その後も世界各地で使用され続けてきた751。1994 年のア
メリカ国務省の調査によれば、世界 64 カ国に埋設された地雷の数は、8000 万から 1 億 1000
万個におよび、年間 26000 人の犠牲者を出している752。このような対人地雷の特徴は、そ
の「受動性」と「遅動性」にある753。受動性とは、いったん地雷が敷設されると、それを
起爆させるのは使用者ではなく被害者であり、使用者はその目標を敵であれ味方であれ、
兵士であれ民間人であれ、選択することはできないということである。また、遅動性とは、
敷設後も長期間にわたって潜在的な効力を有するため、武力衝突終結後も被害が絶えない
ことを意味している。つまり、対人地雷は化学兵器や生物兵器と同様に、戦争状態が終結
してもなお被害を拡散させ、社会の復興を阻むという非人道的兵器であり、その使用の拡
大に伴って次第に問題視されるようになってきたのである754。 
したがって、オタワ条約以前にも国際社会では、地雷を禁止しようとする試みがなさ
れ、実際にそのような条約は存在した。たとえば、1980 年に締結された特定通常兵器使用
                                                  
748 これら以外にも、人間の安全保障に関するカナダの取り組みをあげることはできるが、ここでは、具体的な形と
して結実し、国際社会に一定のインパクトを与えたものに焦点を当てる。なお、この他のカナダの取り組みについ
ては、Rob McRae and Don Hubert, eds., Human Security and The New Diplomacy, Montreal: McGill-Queen’s 
University Press, 2001; ユルゲン・デーデリング「国連安全保障理事会と人間の安全保障」篠田英朗・上杉勇司編
『紛争と人間の安全保障』国際書院、2005 年など。  
749 同条約の正式名称は、「対人地雷の使用、貯蔵、生産及び移譲の禁止並びに廃棄に関する条約（Convention on the 
Prohibition of the Use, Stockpiling, Production and Transfer of Anti-Personnel Mines and on Their 
Destruction）」である。最新の批准国等の情報については、ICBL ホームページより  
http://www.icbl.org/treaty/members また、他に次も参考にした。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞典（改訂
版）』東京書籍、2003 年、463 ページ（「対人地雷禁止条約」の項）。外務省軍縮不拡散・科学部編（日本国際問題
研究所軍縮・不拡散促進センター協力）『日本の軍縮・不拡散外交（第三版）』2006 年（平成 18 年）版、137－144
ページ。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/gun_hakusho/2006/pdfs/hon1_5.pdf  
750 David Bosold and Sascha Werthes, “Human Security in Practice: Canadian and Japanese Experiences,” 
International Politics and Society, issue1, 2005, p.89 
751 足立研幾『オタワ・プロセス』有信堂、2004 年、第 2 章。塚田洋「カナダの『人間の安全保障』外交」『立法と
調査』第 242 号（2004 年 7 月）、45 ページ。目加田説子『国境を越える市民ネットワーク』東洋経済新聞社、2003
年、68－74 ページ。なお、特に断りのある場合を除き、以下で「地雷」という場合は「対人地雷」を指している。 
752 U.S. Department of State, Bureau of Political-Military Affairs, Hidden Killers: The Global Landmine Crisis 
1994, Washington, DC, January 1994 http://www.state.gov/www/global/arms/rpt_9401_demine_toc.html  
753 目加田、前掲、69 ページ。  
754 この点についてはたとえば、以下を参照。International Committee of the Red Cross, Landmines must be 
Stopped, Leaflet issued by Mines Campaign Unit, Geneva, 1995. 
http://www.icrc.org/web/eng/siteeng0.nsf/d268e7e7eea08ab74125675b00364294/bbbcdbb6c1de9c7bc1256b66005
97464!OpenDocument  
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禁止・制限条約（CCW）の第二議定書は755、特に地雷に的を絞り、民間人に対するその無
差別な使用を禁止するものであった。ただし、この議定書は、国家間紛争のみを対象とし
ており、国内紛争や内戦は適用外とされるなど、深刻化する地雷被害を防ぐ上では実効性
に欠けるものであった756。 
本格的な地雷規制に取り組もうとしたにもかかわらず、そのような構造的欠陥を容認
せざるを得なかった背景には、いわゆる「新冷戦」の影響が考えられる757。すなわち、他
国の軍事的攻撃からどうやって自国を守るかが国家の最優先課題となっていた時代にあっ
て、一定の軍事的効果を有する地雷の使用を規制することは困難であった。たとえ地雷の
使用から犠牲者が出てしまったとしても、それが自国の安全に益することならば、やむを
得ないとされる状況にあったのである758。 
しかしながら、冷戦終焉後、そのような状況にも変化が訪れる。国内紛争や内戦が頻
発するにしたがって、そこで使用された地雷による深刻な被害が、ようやく国際社会で注
目を集めるようになってきたのである759。つまり、そのような冷戦後の紛争では、政府機
構そのものが紛争によって弱体化したり、破綻していたりするため、国際社会は従来の政
治や軍事的分野での対応とともに、人道・経済・社会的分野でも対応しなければならなく
なってきた。そして、そのような取り組みを続ける中で、地雷は難民の帰還や再定住を妨
げるだけでなく、荒廃した社会の復興を阻害する大きな障害となっていることが、明らか
になってきたのである。 
そのような現実を前に、1990 年代に入ると、一部の国際機関や NGO による地雷規制
への取り組みが活発化するようになる。なかでも、欧米の六つの NGO は、1992 年に国際
的な NGO ネットワーク「国際地雷禁止キャンペーン（ICBL: International Campaign to 
Ban Landmines）」を創設し、対人地雷全面禁止を目指して本格的な活動を開始した760。
ICBL は、対人地雷問題を軍縮の観点から捉えると、その機能をめぐる政治的、軍事的な
論争になって、規制が遅々として進まなくなることに鑑みて、この問題を人道問題として
位置づけた761。 
                                                  
755 同条約の正式名称は、「過度に傷害を与え又は無差別に効果を及ぼすことがあると認められる通常兵器の使用の
禁止又は制限に関する条約（The Convention on Prohibitions or Restrictions on the Use of Certain Conventional 
Weapons Which May Be Deemed to Be Excessively Injurious or to Have Indiscriminate Effects）」外務省ホーム
ページ  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/arms/ccw/ccw.html ならびに国連軍縮局 CCW より  
http://disarmament2.un.org/ccw/index.html 足立によればこの他にも、地雷禁止の試みとして、1956 年に国連赤
十字委員会（ICRC）が作成した「戦時一般住民の被る危険を制限するための規則案」がある。足立、前掲、36－38
ページ。  
756 この点については、Arms Project of Human Rights Watch and Physicians for Human Rights, Landmines: A 
Deadly Legacy, New York: Human Rights Watch, 1993, pp.266-297; 足立、前掲、39－40 ページ。目加田、前掲、
70－71 ページなどを参照。  
757 猪口孝他編『国際政治事典』弘文堂、2005 年、489 ページ（「新冷戦」の項）。足立、前掲、41 ページ。  
758  Anita Par, “Toward a global ban on landmines,” International Review of the Red Cross, no 307, 1995, p.391 
759 以下、この点についてはたとえば次を参照。Richard A. Matthew, Bryan McDonald and Kenneth R. Rutherford, 
eds., Landmines and Human Security: International Politics and War's Hidden Legacy, New York: State 
University of New York Press, 2004 特に第 2 章。  
760 ICBL については、同キャンペーンのホームページ  http://www.icbl.org/ ならびに、Stephen Goose and Jody 
Williams, “The Campaign to Ban Antipersonnel Landmines: Potential Lessons,” in Matthew et al. eds., ibid., 
pp.239-249.; 目加田、81－113 ページ。足立、55－61 ページなどを参照。  
761 塚田、前掲「カナダ外交における『人間の安全保障』」、61 ページ。目加田、84－86 ページ。  
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その結果、ICBL の取り組みは、人権、環境、開発、難民など多様な分野で活動する
NGO にも共通の関心事となっていった。そして、分野を越えた団体が次々と結集し、発
足時 6 団体であった ICBL は、1997 年にノーベル平和賞を受賞した時には、世界各地から
約 1000 団体が参加する運動に発展していた762。 
こうして急速に世界で支持を拡大していった ICBL は、当初、1995 年 9 月に開催され
る CCW 再検討会議を通じて対人地雷の全面禁止を実現しようとしていた763。しかし、休
会を挟んで翌 1996 年 5 月まで続いた同会議では、一定の前進は見られたものの、結局、
そこで採択された CCW 改正議定書は、規制強化にとどまるものであった。たとえば、改
正議定書の対象範囲が国内紛争や内戦まで拡大されたといっても、紛争には至らない国内
での騒乱や平時には適用外であるため、解釈次第では普段の防衛措置の一環と称して、従
来どおりの地雷埋設が可能となるなど、全面禁止とは程遠い内容であった764。 
しかし、このような結末に至ることを予め想定していた ICBL は、再検討会議への働
きかけと並行して、次の対策を講じていた。すなわち、再検討会議開催中の 1996 年１月
に、ICBL は全面禁止を支持する国々の政府代表団と合同会合をおこなったのである765。
この会合こそが、後に対人地雷全面禁止条約の成立に至る、いわゆる「オタワ・プロセス」
始動の契機となった。そして、そこに参加していた 8 カ国のうちの一つが、カナダだった
のである。 
上述した 1995 年の外交白書において、既に地雷規制を外交課題として位置づけてい
たカナダは766、この会合で、地雷禁止へ向けた取り組みを協議する中で、「カナダが主導
権を発揮すべきであると確信」するようになった767。先述のとおり、冷戦後の国際社会に
おいて、国連 PKO に代わる新たな外交政策の柱を模索していたカナダにとって、対人地
雷の非人道性を訴え、その全面禁止に向けて指導力を発揮することは、一貫して人道的価
値を推進し、多国間協調主義を重んじてきた伝統的なカナダ外交と合致するものである768。
また、ちょうどこの時期に新たに外相に就任したのは、地雷問題に積極的なアックスワー
                                                  
762 「朝日新聞」、1997 年 10 月 11 日（朝刊）。なお、現在（2006 年 9 月）では、90 カ国以上から 1400 を超える団
体が参加している。ICBL ホームページ  http://www.icbl.org/tools/faq/campaign/what_is_icbl  
763 Jody Williams and Stephen Goose, “The International Campaign to Ban Landmines,” in Maxwell A. 
Cameron, Robert J. Lawson and Brian W. Tomlin, eds., To Walk Without Fear: The Global Movement to Ban 
Landmines, Oxford: Oxford University Press, 1998, p.26  
764 CCW 再検討会議の詳細については、足立、前掲、第 4 章参照。  
765 参加した国は、カナダ、スイス、アイルランド、ベルギー、メキシコ、デンマーク、ノルウェー、オーストリア
の 8 カ国。また、この合同会合はその後も 4 回にわたって開催された。この点については、目加田、前掲、92－96
ページ、および目加田説子『地雷なき地球へ』岩波書店、1998 年、108－115 ページ。  
766 DFAIT, Canada in the World (Instruments for Building Security), 
http://www.dfait-maeci.gc.ca/foreign_policy/cnd-world/chap4-en.asp  
767 合同会合に参加していたロバート・ローソンの言。足立、前掲、115 ページ。  
768 この点については、Donaghy, ibid, p.43; George Maclean, “Instituting and Projecting Human Security: A 
Canadian Perspective,” Australian Journal of International Affairs, Vol. 54, No. 3, 2000, pp.274-275; Hampson 
et al. eds., ibid., pp.1-28; 塚田、前掲、66－67 ページ。ジョージ・マクリーン「カナダの外交政策と人間の安全保
障」佐藤誠・安藤次男編『人間の安全保障：世界危機への挑戦』東信堂、2004 年、220－226 ページ。吉田健正『カ
ナダはなぜイラク戦争に参戦しなかったのか』高文研、2005 年、第 4 章。足立、前掲、150－155 ページ。他に、
伝統的なカナダ外交を研究した文献として、櫻田大造『カナダ外交政策論の研究：トルドー期を中心に』彩流社、
1999 年。J.L.グラナティン・ジョン・セイウェル・吉田健正編（吉田健正訳）『カナダの外交：その理念と政策』御
茶ノ水書房、1994 年も参照。  
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ジーであった。さらに、徐々に重視し始めていた「人間の安全保障」を外交理念として掲
げていく上でも、対人地雷全面禁止はその具体的展開となりうるものであった。 
このような要因が重なった結果、対人地雷禁止へ向けて積極的なイニシアティブを発
揮することを決断したカナダ政府は、CCW 再検討会議が閉幕した 1996 年 5 月、ICBL と
共同で記者会見を行い、同年 10 月の「対人地雷国際戦略会議」（オタワ会議）の開催を発
表した。そして、このオタワ会議に始まるオタワ・プロセスを通じてカナダは、ICBL と
常に協力しながら769、アックスワージー外相による交渉期限（1 年 2 ヶ月）の一方的な宣
言と770、全面禁止に賛同する国のみによる交渉という「自己選択方式」を駆使して、条約
成立へ大胆な指導力を発揮していった771。 
オタワ会議から翌 1997 年 12 月の全面禁止条約調印に至るまでの間に、カナダ外交に
おける人間の安全保障と地雷問題の関連性は、明確に言及されるようになっていった。ア
ックスワージーは 1997 年春に発表した論文「カナダと人間の安全保障：リーダーシップ
の必要性」において、カナダが取り組む五つの人間の安全保障問題を取り上げ、平和構築、
平和維持、児童の権利保護、経済開発の促進とならび、対人地雷問題をその一つとして位
置づけている772。さらに、条約調印式前日に行なった演説でも、人間の安全保障の重要性
を地雷問題への取り組みと関連付けて述べている773。 
こうして、カナダ外交における人間の安全保障政策と結びつけて捉えられるようにな
った対人地雷問題は、当時の首相クレティエンによれば、「史上初めて、政府と国際機関、
そして NGO のグローバルな協力によって作られた草案」774をもとにして、1997 年 12 月
3 日、ついに全面禁止条約の締結へと至った。国家の安全保障に関わる対人地雷の生産、
使用、輸出を全面禁止し、さらに保有地雷は 4 年以内、埋設地雷は 10 年以内の破壊を例
外なく義務づけるという厳格な条約が、わずか約 1 年間の交渉によって775、100 を越える
国々によって結ばれたことは、極めて異例なことであった776。 
                                                  
769 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs to the International Strategy Conference Towards A Global Ban On Anti
－Personnel Mines,” Ottawa, October 3, 1996 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=377023&Language=
E&docnumber=96/40  
770 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs at the Closing Session of the International Strategy Conference Towards 
A Global Ban On Anti－Personnel Mines,” Ottawa, October 5, 1996 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=377025&Language=
E&docnumber=96/41  
771 「自己選択方式」については、足立、前掲、135－137 ページ。塚田、前掲、60 ページなど。  
772 Lloyd Axworthy, “Canada and human security: the need for leadership,” International Journal, vol.52, issue 
2, Spring 1997, p.185 
773 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs at the Opening of the Mine Action Forum,” Ottawa, December 2, 1997 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=376392&Language=
E&docnumber=97/57  
774 Jean Chretien, “Speech at the Treaty-Signing Conference for the Global Ban on Anti-Personnel Landmines,” 
Ottawa, December 3, 1997 http://www.lac-bac.gc.ca/primeministers/h4-4081-e.html  
775 条約締結後の展開も含め、ICBL の地雷問題に関する取り組みの歴史は、次を参照。ICBL, “Chronology of the 
ICBL and the Ban Movement,” http://www.icbl.org/campaign/history/chronology  
776 マーク・グォズデッキー（Mark Gwozdecky）とジル・シンクレア（Jill Sinclair）は、オタワ条約の成立は、
対人地雷問題を人間の安全保障の枠組みで捉えたからこそ実現可能になったと論じている。Mark Gwozdecky and 
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もちろん、この条約には、地雷を多数保有している中国、ロシア、アメリカといった
地雷大国が依然として署名していない（2007 年 6 月現在）という点で777、全面禁止へ向
けていまだ道半ばにあることはいうまでもない。しかしその一方で、1999 年の段階で約
7000 万個と推定された世界の埋設地雷のうち、3950 万個以上が 2005 年までの間に除去・
廃棄され、その結果、1975 ㎢以上の土地が平穏な土地としてよみがえったのである778。
オタワ・プロセスがスタートする数ヶ月前の CCW 再検討会議では、このような成果を想
像することはおろか、対人地雷全面禁止の文言ですら合意できなかった状況を思えば、こ
の 6 年間の地雷全廃へ向けた着実な成果は、オタワ条約の締結なしには考えられない。こ
のような成果を踏まえて、後にアックスワージーは、この対人地雷全面禁止条約の成立を、
カナダ外交における人間の安全保障政策にとって「最初の大きな成功」779として位置づけ
ている。 
 
（3）国際刑事裁判所の創設 
オタワ条約の成立を受けてアックスワージー達は、「そのようなオタワ・プロセスの手
法を、伝統的な国家安全保障から個人の安全保障へ関心を広げるために活用するにはどう
したらよいか」と考え始めていた780。カナダ外交においては、「個人の保護こそその中心
に据えられるべき明らかな方針」となる一方で781、そのような観点から取り組むべき様々
な課題が検討された。その上で、最も説得力ある課題の一つとして取り上げられたのが、
「国際刑事裁判所の積極的な推進者となること」であった782。 
国際刑事裁判所（ICC: International Criminal Court）とは、戦争犯罪、人道に対す
る罪、ジェノサイド（大量虐殺）、侵略の罪を犯した「個人」を裁くための常設裁判所であ
る783。ICC は、1998 年 7 月、ローマでの国連外交会議において、120 カ国の賛成によっ
て採択された国際刑事裁判所設立条約（ローマ条約）に基づいている784。同条約は、批准
国が 60 カ国に達した 2002 年 7 月に正式に発効し、それを受けて 2003 年 3 月、ICC はオ
ランダのハーグに正式に発足した785。 
                                                                                                                                                            
Jill Sinclair, “Landmines and Human Security,” in McRae et al. eds., ibid., p.28 
777 ICBL, “States not Parties,” http://www.icbl.org/treaty/snp  未締約国の対人地雷保有数 1 億 6 千万個のうち、
中国は 1 億 1 千万個、ロシア 2650 万個、アメリカ 1040 万個の地雷を保有しているとされる。この点については、
ICBL, Landmine Monitor Report 2006, http://www.icbl.org/lm/2006/findings.html  
778 ICBL, Landmine Monitor Report, http://www.icbl.org/lm/ の 2004 年版（Major Findings 1999-2004）、および
2005 年、2006 年版の Major Findings を参照。なお参考までに、東京都の面積は、約 2186 ㎢、大阪府の面積は、
1893 ㎢である。国土交通省国土地理院ホームページより  
http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/200604/ichiran.htm  
779 Axworthy, “Introduction,” in McRae et al. eds., ibid., p.5 
780 Lloyd Axworthy, Navigating a New World: Canada's Global Future, Toronto: Vintage Canada, 2004, p.156 
781 ibid 
782 ibid 
783 ただし、侵略罪の定義については合意に至らなかったため、その適用は 2009 年に予定されている規定改正のた
めの再検討会議以降まで持ち越されることになった（第 123 条）。この点については、ICC ホームページ参照。  
http://www.icc-cpi.int/home.html また、次も参考にした。川田・大畠編、前掲、238 ページ（「国際刑事裁判所」
の項）。  
784 同条約の正式名称は、Rome Statute of the International Criminal Court その全文は、ICC ホームページ等
で公開されている。http://www.icc-cpi.int/library/about/officialjournal/Rome_Statute_120704-EN.pdf  
785 2007年 1月までの間に、ローマ条約批准国は 104カ国に及ぶ。ICCホームページ（The States Parties to the Rome 
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ICC の対象は、ルワンダ国際刑事裁判所や旧ユーゴ国際刑事裁判所とは異なり、時期
や地域に限定されるものではないが、ICC 設立前の犯罪はその対象とはされない（第 11
条）。また、ICC は締約国の国内刑事管轄権に対して、補完的な役割を果たすものとされ
ている（第 1 条）。 
国際社会は、このような ICC の設立へ向けて長い間取り組んできた786。時限的ながら、
それが最初に具体的な形となって結実したのが、第二次世界大戦後に設立されたニュルン
ベルグおよび東京国際軍事裁判所である787。敗戦国ドイツと日本の戦争犯罪人を裁いたこ
の裁判所は、常設機関ではないため、判決が出た後に速やかに解散したが、これらを前例
として、その後 1948 年の第 3 回国連総会では、最も非人道的な行為であるジェノサイド
を処罰する条約が採択された788。そして、同条約第 6 条では、国際刑事裁判所の設置が前
提として謳われ、それを受けて国連国際法委員会（ILC: International Law Commission）
は、その設置のための規程作りを開始した。ただ、その議論には 5 年の歳月（1949 年か
ら 1954 年）が費やされたにもかかわらず、結局のところ、冷戦突入によって主要国の反
対にあい、裁判所の設立には至らなかったのである789。 
しかしながら、冷戦終結後、とりわけ、旧ユーゴスラビアとルワンダで行なわれた大
規模な殺戮行為によって、このような状況にも変化が訪れる790。国際社会の中には、その
ような非人道的行為を首謀した個人の責任を追及する声が強くなり、これを受けて国連は、
1992 年の総会で ILC に対して国際刑事裁判所規程の草案作成を要請するとともに791、
1993 年に旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所（International Criminal Tribunal for the 
former Yugoslavia）、 1994 年にルワンダ国際刑事裁判所（ International Criminal 
Tribunal for Rwanda）を設置した792。そして、1994 年に ILC が草案を完成させると、
それ以降国連では、1995 年に国際刑事裁判所設立に関するアドホック委員会、1996 年に
は設立準備委員会が開催され、ついに ICC 設立を決めた 1998 年のローマ外交会議へと事
                                                                                                                                                            
Statute）http://www.icc-cpi.int/asp/statesparties.html  なお、ICC の歩みについては、同ホームページ（Chronology 
of the International Criminal Court）http://www.icc-cpi.int/about/ataglance/chronology.html  
786 目加田によれば、戦争犯罪を裁く常設裁判所設立の構想は、1872 年の赤十字国際委員会創設者グスタブ・モイ
ニエよる提唱にさかのぼるとされる。その後、第一次世界大戦後のヴェルサイユ条約において、ドイツ皇帝を特別
裁判所で裁く旨が謳われたが（第 227 条）、実現しなかった。目加田、前掲、116－117 ページ。他に、Axworthy, 
Navigating a New World, pp.201-202; Fen Osler Hampson et al. eds., Madness in the Multitude : Human 
Security and World Disorder, Oxford: Oxford University Press, 2001, pp.63-71 
787 ニュルンベルグ国際軍事裁判所は、1945 年 8 月のロンドン協定に基づく。同じく東京国際軍事裁判所について
は、1945 年 7 月のポツダム宣言（第 10 項）に拠る。  
788 この点については文献多数。たとえば、吉田、前掲、175 ページ。なお、ジェノサイド条約の正式名称は、「集
団殺害罪の防止および処罰に関する条約  (Convention on the prevention and Punishment of the Crime of 
Genocide)」である。国連ホームページより  http://www.hrweb.org/legal/genocide.html  
789 塚田、前掲、62 ページ。目加田、前掲、117 ページ。吉田、前掲、176 ページなどを参照。  
790 Darryl Robinson, “The International Criminal Court,” in McRae et al. eds., ibid., p.171 
791 1992 年国連総会決議 A/RES/47/33 (Report of the International Law Commission on the work of its 44th 
session)。また、ILC のワーキンググループに関する文書 A/CN.4/452 (Comments of Governments on the Report of 
the Working Group on the Question of an International Criminal Jurisdiction)も参照。   
792 旧ユーゴ国際刑事裁判所は、国連決議 827 に基づく。詳しくは、同裁判所ホームページ参照。  
http://www.un.org/icty/index.html  同じく国連決議 955 に基づくルワンダ国際裁判所についても、同裁判所ホーム
ページを参照。  http://www.un.org/icty/index.html  
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態は進展していった793。 
ただし、このような展開は多国間の取り組みだけでもたらされたのではない。オタワ
条約における ICBL と同様に、ICC の設立には、「国際刑事裁判所を求める NGO 連合
（CICC：NGO Coalition for an International Criminal Court）」が重要な役割を果たし
ていた794。 
CICC は、ILC の ICC 設立規程草案に関する国連総会の議論を注視していた NGO に
よって、1995 年に結成された国際的な NGO ネットワークである795。ICBL の活動に多く
を学ぶ CICC にとっての課題とは、法律に関する非常に専門的な問題を孕む ICC の設立に
ついて、一般世論の中にいかにして理解の輪を広げていけるかであった。その意義が容易
に想像できる地雷禁止とは異なり、ICC の設立は国際社会の法秩序にとって歴史的な意義
をもつとしても、それはなかなか身近な関心には結びつかないからである。そこで、CICC
は、次のようなメッセージを発信した。すなわち、現在の国際法体系では、仮に何十万人
を殺害しても、その個人的責任を問うことはできない。ゆえに、この欠陥を是正し、平和
の土台となる国際的な正義を確立するために、ICC は重要な意味を持つ796。このような訴
えかけを行ないながら、CICC は ICC 設立への機運を盛り上げていった。 
また、ICBL の活動と同じく、CICC も、ICC 設立を推進する国々との密接な連携を
図っていった。なかでも、CICC が最も頼みとし、後に推進派諸国の中心となって大きな
役割を果たしていったのが、カナダであった。オタワ条約成立後の 1998 年 3 月、CICC
の中心者であったウィリアム・ペース（William Pace）らは、直接アックスワージーを訪
ねて、「カナダ政府が[ICC 設立の]推進役を果たしてくれるように」要請した797。アックス
ワージーは、そのような役割を担うことは、カナダにとって「明らかに当然の選択」と考
えた。そこで、彼はペースらに応えて、一部の国々と NGO との協働作業によって国際条
約を成立させたオタワ・プロセスと同じ手法に則り、ICC 設立に取り組むことを決めたの
である798。 
ただし、カナダが ICC の設立に積極的に取り組んでいったのは、そのような要請があ
ったからだけではない。本項冒頭でも述べたように、カナダにとって ICC の創設は、人間
の安全保障概念を具体化する政策の一つでもあった。つまり、旧ユーゴスラビアやルワン
                                                  
793 ローマ外交会議の正式名称は、「国際刑事裁判所設立に関する国連全権外交使節会議（United Nations 
Diplomatic Conference of Plenipotentiaries on the Establishment of an International Criminal Court）」である。
この会議の詳細については、同ホームページ参照。http://www.un.org/icc/index.htm なお、ここに至るまでの経緯
については文献多数。たとえば、カナダ外務省ホームページ  
http://www.dfait-maeci.gc.ca/foreign_policy/icc/history-en.asp 目加田、前掲、116－122 ページなど。  
794 Robinson, ibid., p.172  以下、CICC については、CICC のホームページ  http://www.iccnow.org/ および、塚
田、前掲、63－65 ページ。目加田、前掲、125－148 ページなどを参照。  
795 後に ICC 設立条約が締結された 1998 年 7 月には、世界各地から 236 の NGO を擁するネットワークに成長して
いる。ICC ホームページ（Chronology of the International Criminal Court）参照。
http://www.icc-cpi.int/about/ataglance/chronology.html また、2006 年 9 月現在、CICC のネットワークには、150
カ国以上から 2000 を越える団体が参加している。前掲 CICC ホームページより。  
796 ホセ・アヤラ・ラッソ（ jos ayala lasso）国連人権高等弁務官の言より。目加田、前掲、134 ページ。  
797 Axworthy, ibid., p.202; Robinson, ibid., p.172  []は引用者注。  
798 ibid 
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ダで見られたように、紛争下で大規模な人権侵害を行なったものが、せいぜい事後的にし
かその罪を問われないとすれば、人々の安全は常に脅威に晒されていることになる。ゆえ
に、そのような行為を犯罪として処罰し、人間の安全保障を促進するためには、法の支配
を強化する恒久的な機関が必要である799。このような考えからカナダは、ICC 創設を人間
の安全保障政策の一環として捉え、その実現へ向けて 1998 年のローマ外交会議に臨んだ
のである800。 
ローマ外交会議は、1997 年の国連総会決議に基づき801、1998 年 6 月 15 日から 7 月
17 日まで、ローマの国連食糧農業機関（FAO）本部で開催された。160 カ国の代表団が参
加したこの会議では、ICC の独立性と管轄権、そして、検察官の権限が主要な争点とされ
た。ただ、それらを議論する上で、より深刻な政治的課題となったのは、アメリカをその
交渉の場につなぎとめておくことであった802。アメリカは、設立準備委員会ができた当初
は、ICC の設立に前向きな姿勢を示していた。しかし、自国の兵士が ICC 検察官によって
追及されかねない可能性が出てくると、次第に消極姿勢に転じていったのである803。もと
もと、ローマ会議に提出された法案には 1700 を越える未合意部分が残されており804、わ
ずか 5 週間の交渉での合意は難しいとの意見が多数を占めていた。そのような状況にあっ
て、アメリカが頑なに慎重な姿勢を取るようになると、いよいよ会議の行方は不透明にな
った。 
しかし、このような局面の打開へ、カナダが大きな役割を果たした。外交会議全体を
取り仕切る議長に選出された、カナダのフィリップ・キルシュ（Phillippe Kirsch）は、
アメリカへの働きかけを続けるとともに、激しい争点となっている条約部分については、
自ら起草に乗り出した805。また、論点ごとに合意を積み重ねる方式から、一括提案方式に
切り替えるために、アックスワージーや CICC らと協力して、まずは推進派諸国の間での
土台となる妥協案を探り、それを元に最終草案の原型を作り上げていった806。このように、
カナダを中心とする推進派諸国の尽力によって交渉が進展していった結果、次第にアメリ
                                                  
799 この点については、以下を参照。Axworthy, ibid., p.412; Department of Foreign Affairs and International 
Trade, Freedom from Fear: Canada’s Foreign Policy for Human Security, Ottawa: DFAIT, 2000, 2003, p.10 
http://www.humansecurity.gc.ca/freedom_from_fear-en.asp; Hampson et al. eds., ibid., pp.62-63; Robinson, ibid., 
p.170; カナダ外務省ホームページ（Canada and the International Criminal Court）
http://www.dfait-maeci.gc.ca/foreign_policy/icc/canadaCourt-en.asp および（Canada’s Human Security: 
governance and accountability）http://www.humansecurity.gc.ca/govaccount-en.asp  
800 Axworthy, ibid., p.156; Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by 
the Honourable Lloyd Axworthy, Minister of Foreign Affairs to a Conference on UN Reform at the Kennedy 
School, Harvard University, “The New Diplomacy: The UN, The International Criminal Court and The Human 
Security Agenda,” Cambridge, April 25, 1998 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=375691&Language=
E&docnumber=98/30  
801 1997 年国連総会決議 A/RES/52/160 (Establishment of an international criminal court)。  
802 Axworthy, ibid., p.203; Hampson et al. eds., ibid., pp.73-74; 目加田、前掲、122－125 ページ。  
803 ICC 設立をめぐるアメリカの行動については、たとえば次を参照。David J. Scheffer, “The United States and 
the International Criminal Court,” The American journal of international law, vol.93, no.1, January, 1999 
804 塚田、前掲、63 ページ。  
805 Fanny Benedetti and John L Washburn, “Drafting the International Criminal Court Treaty: Two Years to 
Rome and an Afterword on the Rome Diplomatic Conference,” Global Governance, no.5, issue1, 1999, pp.27-28; 
Philippe Kirsch and John T. Holmes, “The Rome Conference on an International Criminal Court: The 
Negotiating Process,” The American journal of international law, vol.93, no.1, January, 1999, p.5 
806 Robinson, ibid., p.173 
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カの主張は孤立していった807。そして、ついに、ローマ会議最終日となる 1998 年 7 月 17
日の夜、ICC 設立を決めるローマ条約は、アックスワージーが「驚くべき圧倒的勝利」808
と称するほどの 120 カ国の賛成によって採択されたのである809。 
その後、2003 年 3 月に ICC は、ローマ会議で議長を務めたキルシュを初代所長とし
て正式に発足し810、2006 年 3 月には、戦争犯罪の容疑で ICC が逮捕状を発行していたコ
ンゴ民主共和国（DRC)の武装勢力指導者トマス・ルバンガ（Thomas Lubanga）容疑者を、
ICC による初の逮捕者として ICC に移送した811。この他にも、2007 年 6 月までの間に、
ICC 検察官には 4 つの事態が付託されており812、ICC は本格的にその役割を担い始めてい
る813。 
ローマ条約の成立を受けてカナダは、2000 年 6 月に、世界で初めてローマ条約を国内
で施行するための法律を制定したり814、後述する「人間の安全保障プログラム」を通じて
ICC の実効性の強化に取り組むなど815、ICC をカナダの人間の安全保障政策における「最
も重要な焦点」として位置づけている816。また、アックスワージーは、人間の安全保障政
策の一環として取り組んだローマ条約の締結によって、ICC という具体的な国際機関が誕
生したことから、「ICC はまさに、人間の安全保障を具現化する最初の制度」817と述べて
いる。 
それとともに、彼はまた、「より重要なことは、そのような ICC 創設の手段と技術を
もたらしたのは、オタワ・プロセスである」818と明言している。つまり、後にアックスワ
                                                  
807 Axworthy, ibid., p.204 
808 ibid., p.205 
809 なお、採択に反対した 7 カ国は、アメリカ、中国、イスラエル、イラク、リビア、カタール、イエメン。  
810 カナダ外務省ニュースリリース（2003 年 2 月 6 日）  
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&FileSpec=/Min_Pub_Docs/105890.ht
m&Language=E なお、2006 年 3 月に、キルシュは ICC 所長に再任されている。ICC プレスリリース（2006 年 3
月 11 日）  http://www.icc-cpi.int/press/pressreleases/131.html また、次も参照。フィリップ・キルシュ「国際刑
事裁判所（ICC）と未来への挑戦」『世界と議会』第 510 号（2007 年 2 月）、12－18 ページ。  
811 ICC プレスリリース（2006 年 3 月 17 日）http://www.icc-cpi.int/press/pressreleases/132.html  
812 詳細は、ICC ホームページ（Situations and cases）  http://www.icc-cpi.int/cases.html  
813 なお、日本は ICC 設立を支持しているにもかかわらず、分担金が多額となることや、ICC に批判的なアメリカ
との調整、また、設立条約では集団殺害の扇動だけでも罪になる等、日本の国内法とは食い違う点もあるため、ロ
ーマ条約への署名を見送ってきた。しかし、戦争廃絶を目指す平和国家としての姿勢を示すとともに、国際社会と
協調する必要があると判断し、2007 年度中に加盟する方針を決めた。これに関して外務省は、平成 19 年度予算概
算要求に、ICC への分担金として 19 億 8000 万円を盛り込んだ。これらの点については、以下を参照。外務省平成
19 年度予算概算要求  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/yosan/19/pdfs/h19_yosan_g.pdf および『第 164 回国会
参議院本会議録』第 8 号、2006 年 3 月 17 日（麻生太郎外務大臣発言）
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=20941&SAVED_RID=1&PAGE=0&POS=
0&TOTAL=0&SRV_ID=9&DOC_ID=2501&DPAGE=1&DTOTAL=4&DPOS=4&SORT_DIR=1&SORT_TYPE=0&
MODE=1&DMY=21262 他に、「読売新聞」、2006 年 9 月 2 日。  
814 「人道に対する犯罪および戦争犯罪に対する法律（Crimes Against Humanity and War Crimes Act）」  
http://laws.justice.gc.ca/en/C-45.9/ なお、この直後の 2000 年 7 月にカナダはローマ条約を批准した。この点につ
いては他に、Robinson, ibid., p.176; 吉田、前掲『カナダはなぜイラク戦争に参戦しなかったのか』、177 ページな
ど。  
815 詳細は後述する。Department of Foreign Affairs and International Trade, Report on Canada’s Human 
Security Program: 2000-01 and 2001-02, Ottawa: DFAIT, 2002 
http://www.humansecurity.gc.ca/report_hsp_00-02-en.asp  
816 カナダ外務省ホームページ（Canada's ICC and Accountability Campaign）
http://www.dfait-maeci.gc.ca/foreign_policy/icc/accountability-en.asp  
817 Lloyd Axworthy, “Human Security: An Opening for UN Reform,” in Richard M. Price and Mark W. Zacher, 
eds., The United Nations and Global Security, New York: Palgrave Macmillan, 2004, p.252 
818 Axworthy, Navigating a New World, p.237 
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ージーの主要な国際的業績として、オタワ条約と ICC の二つが大きく評価されたことが示
している通り819、人間の安全保障導入からわずか 2 年間に成し遂げられたこれら 2 つの政
策こそ、カナダの人間の安全保障外交における双璧といえるのである。 
 
（4）「介入と国家主権に関する国際委員会」の設置 
既述した 1996 年の国連総会でのスピーチや、1997 年の『インターナショナル・ジャ
ーナル（International Journal）』掲載論文でアックスワージーが繰り返し述べてきた、
カナダ外交における「人間の安全保障」への強い関心は、基本的に 1994 年の UNDP 報告
書の枠組みを踏襲するものであり、カナダ独自の新しい展開を示すものではなかった820。
しかし、オタワ条約成立と ICC 創設という二つの成功を受けて、カナダは次第に、自国の
掲げる人間の安全保障概念の焦点を明らかにしていくようになる。 
1999 年、カナダ外務省はアックスワージーのイニシアティブの下、『人間の安全保障：
変貌する世界における人々の安全』と題する文書を発表した821。この文書は、オタワ条約
の成立と ICC の創設が、「安全保障に対する人間中心のアプローチの可能性を実証した」
と論じるとともに822、UNDP による人間の安全保障の提唱が、「冷戦後の安全保障に関す
る考え方に重要な貢献をした」と高く評価している。しかし、UNDP の人間の安全保障概
念は、あまりに広範すぎることと、武力紛争の脅威をほとんど無視していることから、「政
策手段としては実用性に欠ける」823。したがって、人間の安全保障の意味を、より明確に
する必要があるとしている。 
そこで、同文書は人間の安全保障を、一般的には「暴力的および非暴力的脅威から人々
の安全を守ること」とした上で、さらに、「武力紛争の渦中にある人々を助けることが、人
間の安全保障の中心的目的」であり、それは人道的介入も視野に入れた、「保護」を中心と
する概念であると、踏み込んで定義したのである824。また、このような人間の安全保障に
は、「明らかに経済的な基盤がある」としながらも、開発支援はその補完的な役割と位置づ
け、カナダ外交における人間の安全保障政策では、軍事的な問題をより重視していく方向
性を明らかにした825。 
そして、そのような姿勢は、翌 2000 年に続けて発表した文書によって、決定的なも
のとなる。その名も『恐怖からの自由：人間の安全保障に関するカナダの外交政策』と題
するこの文書では、「人間の安全保障とは、人々の権利、安全または生命への広範な脅威か
らの解放を意味する。とりわけカナダは、暴力の脅威から人々の安全を高めることに焦点
                                                  
819 Donaghy, ibid, p.53 
820 注 7 および 32 参照。  
821 Department of Foreign Affairs and International Trade, Human Security: Safety For People In A Changing 
World, Ottawa: DFAIT, 1999 http://www.humansecurity.gc.ca/safety_changingworld-en.asp; Joe Jockel and Joel 
Sokolsky, “Lloyd Axworhty's Legacy: Human Security and the rescue of Canadian defence policy,” International 
Journal, vol.56, issue1(Winter 2000-2001), p.1 
822 ibid 
823 ibid 
824 ibid 
825 ibid 
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を当てる」との立場を明確にしたのである826。また、このような立場に基づいて人間の安
全保障を推進するにあたり、カナダは具体的に五つの優先分野（文民の保護、平和支援活
動、紛争予防、統治および説明責任、公共の安全）を掲げている827。以後、ここで示され
た概念的枠組みが、今日まで続くカナダ外交における人間の安全保障政策の基本となって
いる828。 
こうしてカナダが「恐怖からの自由」に重心を置くようになっていった背景には、カ
ナダが「人間の安全保障の緊急事態」とみなしたコソボ紛争があった829。この点に関して
アックスワージーは、1999 年の G8 ケルン・サミット外相会議において、次のように述べ
ている。 
人間の安全保障はまた、国内問題に関する内政不干渉原則との一致点を見出さ
なければならず、コソボは、この際立った矛盾をはっきりと示すものである。（中略） 
他国の国内問題に関する内政不干渉の規範は、今なお、国際的な平和と安全の土台
であり、コソボへの介入は、どこでも、いつでも、またはいかなる理由にせよ、介
入を正当化できる先例として支持されるものではない。しかし、特にコソボやルワ
ンダで見られたような、過激な虐待が行なわれている状況においては、国家主権の
概念といえども、絶対的なものであるはずがないのである830。 
 
このような国家主権と介入の問題は、カナダのみが提起していたものではなく、とり
わけ 1999 年の国連総会では、コフィ・アナン（Kofi Annan）国連事務総長によっても強
く表明された831。そこで、アックスワージーらは、いよいよこの問題の本格的な検討に着
手する必要があると考え、国際委員会の設置構想を練り始めた832。アナンにも強く支持さ
れたこの構想は、カナダ政府の主導により、2000 年 9 月の国連ミレニアム・サミットに
おける、「介入と国家主権に関する国際委員会（ICISS: International Commission on 
Intervention and State Sovereignty）」の発足となって具現化した833。 
ICISS は、元オーストラリア外相のギャレス・エバンズ（Gareth Evans）と、国連事
務総長特別顧問のモハメド・サハヌーン（Mohamed Sahnoun）を共同議長とし、他に世
                                                  
826 DFAIT, Freedom from Fear: Canada’s Foreign Policy for Human Security, p.3 
827 ibid 
828 カナダ外務省ホームページ（Canada's Human Security Web Site）参照。  
http://www.humansecurity.gc.ca/menu-en.asp また、カナダは前掲文書『恐怖からの自由』について、2003 年に
若干の修正版を出版している。ほとんど変更箇所はないが、より簡明な記述となっている。この点については、
Fukushima, ibid., pp.20-21 
829; Maclean, ibid., pp.274-275 他に、Don Hubert and Michael Bonser, “Humanitarian Military Intervention,” in 
McRae et al. eds., ibid., pp.111-113; Bosold and Werthes, ibid., p.90 
830 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs to the G-8 Foreign Ministers’ Meeting,” Cologne, June 9, 1999 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=377168&Language=
E&docnumber=99/40 
831 SG/SM/7136 GA/9596, “Secretary-General presents his annual report to General Assembly,” September 20,  
1999 http://www.un.org/News/Press/docs/1999/19990920.sgsm7136.html  
832 Axworthy, ibid., p.191 
833 ICISS については、同委員会ホームページ等を参照。http://www.iciss.ca/menu-en.asp  
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界各地の専門家 10 名からなる国際委員会である834。2000 年 9 月から約 1 年間、世界各地
で開催された 5 回の公式会合と 11 回の公聴会を経て、2001 年 12 月、ICISS は国連のア
ナン事務総長へ、『保護する責任（The Responsibility to Protect）』と題する最終報告書を
提出した835。 
同報告書を貫く基本原則は、次の二つである。まず第一に、「国家主権は責任を伴うも
のであり、国民を保護する第一義的責任は国家自身にある」こと。第二に、「内戦や反乱、
圧制や国家崩壊の結果として、住民が深刻な被害を受け、かつ、当該国家がそれを停止あ
るいは回避する意思も能力も持たない場合、国際的な責任は内政不干渉原則に優越する」
ことである。その根拠として同報告書は、国家主権に内在する義務、国連憲章第 24 条の
規定（安全保障理事会の任務および権限）、人権保護を明記した条約や国際法等の存在、そ
して、国家・地域機構・安全保障理事会による文民保護の実績の四つをあげている。さら
に、「保護する責任」の三つの要素として、予防する責任、対応する責任、再建する責任に
言及し、なかでも予防こそが最も重要な局面となることを論じている836。 
このように介入と国家主権の理論的な検討を行なった同報告書において、人間の安全
保障は、「物理的安全、経済的・社会的福祉、人間としての尊厳と価値の尊重、そして、人
権と基本的自由の保護」を意味すると定義されている837。そのような人間の安全保障は、
「保護する責任」と「不可分」のものであり、それを守ることは、「現代の国際的な制度に
おいて根本的な目的の一つでなければならない」838。ゆえに、人間の安全保障が脅威に晒
され、それを防ぐには誰かが緊急に軍事的措置を講じる以外にない状況に直面したならば、
国際社会には武力を行使してでも人道的介入に踏み切る責任があり、それが人間の安全保
障を守ることであると論じている839。 
報告書の発表後、国際社会の反応、とりわけアジアを中心とした発展途上国の反応は、
かつてアミタブ・アチャリヤ（Amitav Acharya）等が指摘していたとおり、否定的なもの
であった840。なぜなら、途上国にとって報告書への賛同は、自国の国内事項に干渉する口
実を他国に与えかねないからである841。しかし、報告書によって提起された問題は、その
後に相次いだアフガニスタンやイラク戦争を前にますます焦眉の課題となり、国連におけ
                                                  
834 ICISS ホームページ（MEMBERS OF THE COMMISSION）http://www.iciss.ca/members-en.asp  
835 International Commission on Intervention and State Sovereignty, The Responsibility to Protect : Research, 
Bibliography, Background, Ottawa: International Development Research, 2001 なお最終報告書は、同ホームペ
ージで公開されている。http://www.iciss.ca/report2-en.asp また、同報告書の書評として、加藤普章「介入と国家
主権に関する国際委員会著『市民を保護する責任』」日本国際連合学会編『国連研究』第 4 号、2003 年 5 月。  
836 ibid., p.Ⅺ 
837 ibid., p.15 
838 ibid., pp.5-6 
839 ibid., p.7, p.13 
840 「総じて、アジア太平洋では、それがどんなに緩やかなものであったとしても、人道的介入を含む人間の安全保
障の多国間アプローチは、ほとんど支持されていないように思われる」Amitav Acharya, “Human Security: East 
Versus West,” International Journal, vol.56, issue3 (Summer 2001), p.459 この点については他に、上田秀明「今、
なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』2000 年 2 月号、70－71 ページ。ポール・エヴァンズ（和田賢
治訳）「人間の安全保障をめぐるアジアからの視座―保護責任とは何か」佐藤誠・安藤次男編『人間の安全保障：世
界危機への挑戦』東信堂、2004 年、242－243 ページ。  
841 佐藤行雄「日本の国連外交と人間の安全保障：国連ミレニアム･サミットへの軌跡」『国際問題』第 530 号（2004
年 5 月）、10－11 ページ。  
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る議論でも取り上げられるようになった。2004 年 12 月、国連「ハイレベル委員会」の発
表した報告書『より安全な世界：我々の共有する責任（A More Secure World: Our Shared 
responsibility）』では、その第 3 章において、国際社会は安保理の承認の下、「保護する責
任」を有することが明記された842。また、それを受けて 2005 年 3 月に、事務総長のアナ
ンが発表した報告書『より大きな自由を求めて：全ての人々のための開発、安全保障、お
よび人権に向けて（In Larger Freedom: towards development, security and human 
rights for all）』でも、その第 4 章において、国際社会は大量虐殺に対して、「保護する責
任」に基づいて行動を起こさなければならないと言及している843。さらに、2005 年 9 月
に開催された国連首脳会合における成果文書においても、そのパラグラフ 138 から 140 に
わたって「保護する責任」が盛り込まれた844。そして、アックスワージーによれば、2006
年 8 月に、スーダンのダルフール情勢に関して採択された国連決議第 1706 号にも、この
考えが適用されているのである845。 
このように次第に重視されつつある「保護する責任」の概念を提唱した ICISS の報告
書は、「90 年代末の同国[カナダ]の人間安全保障概念を色濃く反映した報告書」といわれ
ている846。また、ICISS 設立を主導したアックスワージーは、この報告書が発表された時
には既に外務大臣の職を離れてはいたが847、後に ICISS の創設を、「おそらくカナダの人
間の安全保障イニシアティブにとって最も重要なもの」と論じている848。そして、「保護
する責任」は、アックスワージーの退任後も変わることなく、今日のカナダの人間の安全
保障外交における「重要な要素（key component）」として位置づけられているのである849。 
 
                                                  
842 この点については、ICISS ホームページ（Responsibility to Protect and UN Reform）
http://www.iciss.ca/unreform-en.asp また、ハイレベル委員会の報告書については、Report of the High-level Panel 
on Threats, Challenges and Change, A More Secure World: Our Shared responsibility, 2004 
http://www.un.org/secureworld/ 他に、次も参照。日本外務省ホームページ (「ハイレベル委員会報告書～より安全
な世界、我々が共有する責任～」) http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/un_kaikaku/hl_hokokusho.html および（「『ハ
イレベル委員会』報告書について」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/16/dmc_1201.html 外務省国連政策
課『国連安全保障理事会改革』2005 年 1 月  http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/pub/pamph/un_kaikaku.html  
843 事務総長報告書については、Report of the Secretary-General, In Larger Freedom: towards development, 
security and human rights for all, 2005 http://www.un.org/largerfreedom/index.html 他に、次も参照。日本外務
省ホームページ（「アナン国連事務総長報告の公表について」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/17/dmc_0321.html  
844 正確には、「大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化および人道に対する犯罪から人々を保護する責任（Responsibility to 
protect populations from genocide, war crimes, ethnic cleansing and crimes against humanity）」。国連首脳会合
成果文書については、2005 World Summit Outcome, http://www.un.org/summit2005/ 他に次も参照。外務省ホー
ムページ（「国連首脳会合成果文書」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/050916_point.html  
845ロイド・アクスワージィ「アジアの平和と安全保障に関するカナダの展望」日本国際問題研究所主催フォーラム
（2006 年 9 月 6 日）http://www2.jiia.or.jp/report/kouenkai/060906_lloyd.html なお、国連決議第 1706 号
（S/RES/1706）については、以下を参照。http://www.un.org/News/Press/docs/2006/sc8821.doc.htm また、その
日本語訳については、http://www.issue.net/~sun/sc/2006/1706.html 他にこの点については、北岡伸一「巻頭言―  
国連改革と国際安全保障」『国際安全保障』第 34 巻 2 号（2006 年 9 月）、2－3 ページ。  
846 栗栖薫子「人間安全保障『規範』の形成とグローバル・ガヴァナンス」『国際政治』第 143 号（2005 年 11 月）、
85 ページ。 []は引用者注。なお、同文献で栗栖は、human security を「人間安全保障」と訳している。  
847 2000 年 10 月 17 日に、前産業省ジョン・マンリーと交代した。この点については、マクリーン、前掲「カナダ
の外交政策と人間の安全保障」、224 ページ。また、彼はその後も ICISS の諮問委員会議長を務めており、深く関わ
り続けていることに変わりはない。The Responsibility to Protect, p.Ⅸ , p.82 
848 Axworthy, “Human Security: An Opening for UN Reform,” p.255 
849 カナダ外務省ホームページ（Canada and the responsibility to protect）
http://www.humansecurity.gc.ca/canada_resp_to_protect-en.asp  
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（5）「人間の安全保障プログラム」による取り組み 
「人間の安全保障プログラム（HSP: Human Security Program）」の原型は、1997
年に設置された「平和構築プログラム（Peacebuilding Program）」である850。これは、1996
年にアックスワージーが打ち出した「平和構築イニシアティブ（ Peacebuilding 
Initiative）」によって、「平和構築基金（Peacebuilding Fund）」が創設された後851、それ
をさらに補完するものとして設けられたものである852。平和構築を人間の安全保障実現の
重要な手段として位置づける平和構築イニシアティブの枠組みにおいて、カナダの外務省
と国際開発援助庁（CIDA: Canadian International Development Agency）の共同管理に
よる平和構築基金は853、主に紛争解決への短期的な支援を担い、ODA 予算から年間 1000
万ドルが計上された。それに対して平和構築プログラムは、1997 年に平和構築基金から分
離する形で、年間 100 万ドルの予算を持つ基金として設置され、カナダの ODA スキーム
ではカバーしきれない地域や分野における、比較的長期のプロジェクトに対して支援を行
うものであった。 
その後、1999 年にカナダ政府は、同プログラムを人間の安全保障の推進にさらに活か
していくために、名称を「平和構築・人間の安全保障プログラム（Peacebuilding and 
Human Security Program）」と改称し、予算の規模を年間 300 万ドルに拡大した。これ
は、前項で述べたとおり、カナダ外交における人間の安全保障の焦点が明確化されるのと、
時を合わせた対応であった854。 
そして、翌 2000 年に外務省が発表した文書『恐怖からの自由』によって、カナダの
重視する人間の安全保障の側面が明らかにされたことを受けて、この平和構築・人間の安
全保障プログラムは、人間の安全保障の推進を全面に掲げ、年間 1000 万ドル（5 年間で
5000 万ドル）の予算を有する「人間の安全保障プログラム」として大きく拡充されたので
ある855。 
2000 年から 2005 年まで 5 年間のプログラムとして設置された HSP は、カナダだけ
でなく海外の NGO や国際機関、地域機構や他国政府の実施する援助関連活動に対して行
                                                  
850 Department of Foreign Affairs and International Trade (Evaluation Division, Office of the Inspector 
General), Evaluation Report: Evaluation of The Peacebuilding and Human Security Program of The 
Department of Foreign Affairs and International Trade, June 2000, p.5 なお、以下の予算等に関する記述は、
同評価報告書に拠る。  
851 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs at York University, ‘ Building Peace to Last: Establishing A Canadian 
Peacebuilding Initiative’,” Ontario, October 30, 1996 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=377035&Language=
E&docnumber=96/46  
852 カナダの平和構築イニシアティブについては、次を参照。塚田洋「カナダの平和構築イニシアティブ―人間の安
全保障へ向けた新たな取り組み」『レファレンス』第 49 号、1999 年 9 月。  
853 CIDA は、カナダの開発援助における主要な機関であり。ODA の約 8 割が CIDA の下に置かれている。CIDA
については、たとえば、国際協力銀行開発金融研究所『対外政策としての開発援助』2004 年 7 月。高柳彰夫『カナ
ダの NGO』明石書店、2001 年、特に第 3 章。吉田、前掲『「人間の安全保障」戦略』、138―140 ページなど。  
854 DFAIT, Evaluation Report, p.46 
855 以下、HSP に関するデータ等については、カナダ外務省の発行する次の資料に拠る。Department of Foreign 
Affairs and International Trade (Evaluation Division, Office of the Inspector General), Final Report: 
Summative Evaluation of the Human Security Program, November 2004; Final Report: Evaluation of the 
Human Security Program, June 2003; Report on Canada’s Human Security Program: 2000-01 and 2001-02, 
2003 
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なわれる資金供与である。HSP の原型となった平和構築プログラムと同様に、それは CIDA
による ODA の枠組みにとらわれることなく、援助の対象案件は状況に応じて柔軟に決定
される856。また、カナダの人間の安全保障路線に則って、HSP は「恐怖からの自由」を重
視するものであり857、カナダ外務省による HSP の評価報告書では、具体的な対象分野と
して次の六つが挙げられている858。 
①文民の保護（主な対象課題：戦争被災児および国内避難民保護、人道的介入） 
②平和支援活動（主な対象課題：平和支援専門家の派遣、治安活動） 
③紛争予防（主な対象課題：協調的紛争解決、小火器管理） 
④統治および説明責任（主な対象課題：民主的統治、言論および表現の自由） 
⑤公共の安全（主な対象課題：テロリズム、違法薬物） 
⑥調査研究など（主な対象課題：政策研究、HSP 運営関連、その他） 
このように多分野にわたって 5 年間実施されてきた HSP の実績について、以下では
カナダ外務省の評価報告書に基づいて概観していく。 
 
表 27 HSP 承認案件の年度別件数および予算額（100 万 US$） 
事業年度 件数 予算額 
2000/01 80 9.23 
2001/02 128 9.79 
2002/03 124 10.11 
2003/04 236 10.42 
2004/05 193 4.63 
計 761 44.18 
    出典：DFAIT, Final Report: Summative Evaluation of the Human Security Program を基に筆者作成  
 
                                                  
856 DFAIT, Final Report: Summative Evaluation of the Human Security Program, p.24 
857 ibid., p.16 
858 ibid., p.36 
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ここに示した図表 27 は、HSP の承認案件の件数と予算額を年度別にまとめたもので
ある。これによれば、HSP はこれまで 761 件の事業に支援を行い、その予算額は累計で
4418 万ドルにおよぶことがわかる。なお、HSP の評価報告書がまとめられたのは、2004/05
年度の途中であり、この年に関してはまだ完全なデータは公開されていないが859、5 年間
にわたる HSP の総予算の上限が 5000 万ドルであることをふまえると、おそらく HSP の
総事業件数は 800 件を上回るものと推察される。 
次に、これらの事業の内容について、対象分野と対象地域からそれぞれ概観していく
860。 
 
 
 
 
 
                                                  
859 2007 年 6 月現在。  
860 出典は全て表 27 に同じ。  
図27-1　HSP承認案件の年度別件数および予算額
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図28　HSPの分野別件数配分（累計）
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分野別に見てみると、件数配分については（図 28）、ICC の強化活動等を含む統治と
説明責任の分野が 34％と最多を占め、次いで紛争予防分野が 25%と続き、両者で約 6 割
を占めていることがわかる。一方予算配分については（図 29）、統治と説明責任、紛争予
防の両分野に加えて、文民の保護の 3 分野がそれぞれ 24％前後で並び、文民の保護に関す
る活動にはより多くの予算が必要となることを示している。 
 
 
図30　HSPの地域別件数配分（累計）
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図29　HSPの分野別予算配分（累計）
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地域別に見てみると、件数配分については（図 30）、特定の地域を対象としない多国
間での取り組みと、アフリカ、ラテンアメリカへの三つの支援がそれぞれほぼ同様に 2 割
前後を占めている。それに対して、予算配分で見てみると（図 31）、地域不特定案件が最
多の 40％に達し、次いでカナダ、アフリカ、ラテンアメリカがそれぞれ 15％を占めてい
ることがわかる。件数と比べると予算の面で、地域不特定案件とカナダの割合が大きいの
は、2000 年にカナダで開催された「戦争被災児に関する国際会議」の事業費が 250 万ド
ルに達したためである861。 
これら 5 年間の実績を踏まえると、HSP の主な特徴としては、統治と説明責任、紛争
予防分野を重視すると同時に、特定の地域を対象としない多国間での取り組みと、アフリ
カ、ラテンアメリカ地域に焦点を当てた支援であるということができる。ただし、このよ
うな特徴をカナダの ODA 全体から見てみると、対象分野に関しては、HSP は確かに統治
と説明責任、紛争予防といった独自の分類に基づいて支援を行なっている。しかし、その
内容は、カナダの ODA においても常に約 4 割を占める、教育や健康といった社会福祉分
野に関する支援である862。また、対象地域について、HSP は多国間での取り組みに比較的
重点を置いた援助といえるが、それ以外のアフリカやラテンアメリカを重視する姿勢は、
ODA 全体においても見られる特徴である863。したがって、HSP はカナダの ODA におい
て、人間の安全保障に基づく特別な支援であるというよりは、基本的にはカナダ全体の援
助方針に則ったプログラムの一つであるといえる864。 
                                                  
861 DFAIT, Final Report: Summative Evaluation of the Human Security Program, pp.30-31 
862 この点については、Canadian International Development Agency (Statistical Analysis Section, Information 
Management and Corporate Reporting, Information Architecture and Products, Information Management and 
Technology Branch), Statistical Report on Official Development Assistance-Fiscal Year 2003-2004, March 2005, 
p.48 なお、各年度版の報告書も参照。  
863 ibid., pp.42-45 
864 なお、ODA 全体に占める HSP 予算の割合は、わずか 1％にも満たない小規模なものである。この点については、
ibid., p.16 
図31　HSPの地域別予算配分（累計）
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このような HSP は、2005 年をもって、2000 年から始まった 5 年間のプログラムに
一つの区切りを迎えた。その後、2006 年 1 月には、自由党から保守党へ約 12 年ぶりの政
権交代が実現したこともあり、HSP の活動が一時的に中断されたが、2006/07 年度には再
開し、引き続きカナダの人間の安全保障政策の一つとして位置づけられている865。 
 
以上が、カナダ外交における人間の安全保障政策の概要である。そこでの特徴は、こ
れらはすべて、アックワージー外相の時代に着手されたということである。彼が 2000 年
10 月に外相の職を離れて以来、今日に至るまで 3 人の政治家が外相を務めてきたが、その
中には、アックスワージーのように人間の安全保障に関する強いイニシアティブを発揮し
た人物はいなかった866。そのため、HSP 以降、カナダ外務省から人間の安全保障に関する
新たな施策は打ち出されていない867。実際、2005 年 4 月にカナダ政府が発表した『カナ
ダ国際政策綱領』は、開発政策に大きな方針転換をもたらした点で評価を集めてはいるも
のの、人間の安全保障に関しては、カナダ外交の主要な目標の一つとして掲げているだけ
で、特に新しい展開を打ち出してはいない868。したがって、カナダ外交における人間の安
全保障政策は、アックスワージーの時代に「最盛期」を迎えた後869、外交課題から排除さ
れたわけでは決してないが、次第にその優先順位は下がりつつあるというのが現状である。 
 
 
                                                  
865 2007 年 6 月現在、HSP は 2007/08 年度の申込みも受け付けているが、今回もまた 5 年間のプログラムになるか
どうかは明記されていない。カナダ外務省ホームページ（Human Security Program）
http://geo.international.gc.ca/cip-pic/library/humansecurityprogram-en.aspx  
866 アックスワージーが離職した後の外相は、ジョン・マンリー（John Manley）、ビル・グレアム（Bill Graham）、
ピータ ・ーマッケイ（Peter MacKay）と続いている。アックスワージー後の展開については、Donaghy, ibid, pp.52-53; 
Norman Hillmer and Adam Chapnick, “The Axworthy Revolution,” The Axworthy Legacy : Canada among 
Nations 2001, Oxford: Oxford Univ Press, 2001, p.84; マクリーン、前掲「カナダの外交政策と人間の安全保障」、
222－224 ページ。塚田、前掲「カナダ外交における『人間の安全保障』」、67－68 ページ。  
867 ただ、あえてあげるとすれば、2002/03 年度から HSP によって行なわれている、『人間の安全保障報告書（Human 
Security Report）』と「人間の安全保障に関するカナダ人協会（CCHS: Canadian Consortium on Human Security）」
への財政支援であろう。前者は、人間の安全保障を実用的な概念とするため、暴力的脅威にのみ焦点を絞り、それ
を数値化したデータとして活用することによって、新しい視点から世界情勢を分析した報告書である。後者は、同
じく恐怖からの自由を重視しながら、学者と NGO との連携の支援や、人間の安全保障に関する研究活動を行なって
いる組織である。しかし、両者のいずれも、国際社会に大きなインパクトを与えた、オタワ条約や ICISS に匹敵す
るような成果を上げるまでには至っていない。この点については、DFAIT, Final Report: Summative Evaluation of 
the Human Security Program, p.77 また、『人間の安全保障報告書』については、Human Security Centre, Human 
Security Report 2005: War and Peace in the 21st Century, Oxford: Oxford University Press, 2005; David Roberts, 
“ Review Essay: Human Security or Human Insecurity? Moving the Debate Forward,” Security Dialogue, vol.37, 
no.2(June 2006); Human Security Centre のホームページ参照  
http://www.humansecuritycentre.org/index.php?option=com_frontpage&Itemid=1  CCHS については、同協会ホ
ームページ参照  http://www.humansecurity.info/  
868 正式名称は、Canada’s International Policy Statement: A Role of Pride and Influence in the World（カナダ国
際政策綱領―誇りを持って世界に与える影響力）  http://geo.international.gc.ca/cip-pic/ips/overview-en.asp これ
は、外交、国防、開発、通商の四分野にわたってカナダの対外政策を包括的にまとめた文書であり、人間の安全保
障は外交分野の「より安全な世界の構築」の中で取り上げられている。なお本綱領に関しては、次も参照。桂井太
郎「カナダの新開発協力政策―『誇りを持って世界に与える影響力』から」国際協力銀行開発金融研究所『開発金融
研究所報』第 27 号（2005 年 11 月）。塚田洋「カナダ：国際政策綱領―カナダ外交の復活を目指して」国立国会図
書館『外国の立法』第 226 号（2005 年 11 月）。福島安紀子「日加安全保障協力の新たな水平線」総合研究開発機構
『NIRA 政策研究』第 18 巻 8 号（2005 年 8 月）。  
869 Fukushima, ibid., p.37 
 184 
2．カナダとの比較に見る日本の「人間の安全保障」政策の特徴 
これまで本論で論じてきたとおり、UNDP による「人間の安全保障」の提唱後、カナ
ダおよび日本は、比較的早い時期からこの概念に対する強い関心を示し、それを外交政策
の柱の一つとして取り入れてきた。そのような両国によるこれまでの取り組みを、本論で
の議論を踏まえて比較してみると、次のように整理することができる。 
 
表 32 カナダおよび日本外交における人間の安全保障政策の比較 
具体的政策   主導的人物 重視する側面 
規範の形成 規範の実行 
カナダ アックスワージー 恐怖からの自由 
オタワ条約 
ICC 
ICISS 
HSP 
日本 小渕 欠乏からの自由 CHS 
TFHS 
GGP 
JICA 
出典：筆者作成 
 
まず第一に、両国には人間の安全保障の導入にあたって、主導的役割を果たした人物
がいたという点である。本論でも繰り返し述べてきたとおり、カナダ外交における本格的
な人間の安全保障の導入は、アックスワージーによってもたらされた870。また、彼は人間
の安全保障を取り入れただけでなく、カナダ外交全般に大きな影響を与えたことでも広く
知られている871。それに対して、本論第 3 章で論じたとおり、日本外交に本格的に人間の
安全保障を位置づけたのは、小渕恵三である872。小渕が示した方向性は、今日まで変わる
ことなく受け継がれ、日本外交における人間の安全保障路線の基調になっている。 
このようにカナダと日本による人間の安全保障の導入において、不可欠の役割を担っ
たアックスワージーと小渕は、全く無関係にそれぞれの外交を展開したわけではない。2
人が初めて顔をあわせた 1996 年６月のリヨン・サミットにおいて、小渕はアックスワー
ジーから人間の安全保障について学び、その後も二人は対話を重ねた873。実際、アックス
ワージーは翌 1997 年 4 月に来日した際の演説で、カナダと日本の協力課題の一つとして
                                                  
870 この点についてはたとえば、Donaghy, ibid,; Steve Lee, “The Axworthy Years: Humanist Activism and Public 
Diplomacy,” Canadian Foreign Policy, Vol.8, No.1(Fall 2000); Hillmer and Chapnick, ibid.  
871 たとえばマクリーンは、「カナダの外交政策史上、アックスワージーは最も傑出した外相の一人であった」と述
べている。George Maclean, “Building on a Legacy or Bucking Tradition? Evaluating Canada's Human Security 
Initiative in an Era of Globalization,” Canadian Foreign Policy, Vol.9, No.3(Spring 2002), p.76 
872 この点については文献多数。たとえば以下を参照。上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォ
ーラム』都市出版、2000 年 2 月、68 ページ。佐藤誠「日本における人間安全保障をめぐる政策と議論」『立命館国
際研究』第 18 巻 3 号（2006 年 3 月）、210 ページ。星野俊也「人間の安全保障と日本の国際政策」『国際安全保障』
第 30 巻 3 号（2002 年 12 月）、17 ページ。  
873 福島が行なったアックスワージーへのインタビューに拠る。Fukushima, ibid., p.19 
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人間の安全保障を取り上げ874、それに呼応するかのように、その半年後に外相に就任した
小渕は、外務省の強い反対を押し切り、同年 12 月にオタワ条約締結を実現した875。した
がって、カナダと日本の人間の安全保障に関する取り組みは、その初期段階において、共
同歩調をとっていたといえる。 
しかしながら、アックスワージーと小渕の後を受けた展開は、対照的な軌跡を辿るこ
とになる。既に述べたとおり、アックスワージーが外相の職を離れた後、カナダ外交にお
ける人間の安全保障の推進は、次第にその勢いを失いつつある。一方、日本においては、
小渕の後に続いた 3 人の内閣にあっても、人間の安全保障に関する取り組みは着実に推し
進められ、外交の重要な柱の一つとしての位置づけは不動のものとなっている。カナダで
は政権政党が交代したこともあり、今後どこまで人間の安全保障が外交政策に影響力を持
ち続けるのか、定かではない876。 
カナダと日本の比較で指摘すべき第二の点は、人間の安全保障を掲げるにあたって重
視する側面の違いである。人間の安全保障を構成する「恐怖からの自由」と「欠乏からの
自由」の二つの側面のうち、カナダは外務省の発表した政策文書のタイトルが示すとおり、
「恐怖からの自由」を重視している877。カナダがこのように武力紛争に起因する人道問題
に焦点を当てたのは、長い間 PKO を「国家的財産」としてきた外交の伝統に則るもので
ある878。それに対して日本は、明示的には両者を同様に重要とみなしているが879、本論第
4 章で詳しく見たとおり、実態としては明らかに「欠乏からの自由」に焦点を当てている。
そして、このようなアプローチもやはり、本論第 3 章で論じたとおり、ODA を「日本外
交の土台」として、世界各地で開発問題に取り組んできた伝統に立脚するものである880。 
ただ、近年ではカナダの中にも、人間の安全保障の取り組みとして経済発展を含める
べきであるとの意見が起こりつつある881。また、日本においても、従来は人道的介入に対
する立場の違いから距離を置いていた「人間の安全保障ネットワーク（Human Security 
Network）」との間で、交流の場がもたれるようになった882。さらに、日本は憲法等の制
                                                  
874 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs, ‘Canada and Japan: Pacific Partners in an Era of Change’,” Tokyo, April 
4, 1997 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&FileSpec=/Min_Pub_Docs/101703.ht
m&bPrint=False&Year=&Language=E#top_of_page  
875 オタワ条約署名会議における署名の際の小渕外務大臣演説 (1997 年 12 月 3 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/09/eo_1203.html  
876 2006 年 6 月 29 日に行なわれた、スティーブン・ハーパー（Stephen Harper）首相と小泉総理との日加首脳会
談でも、人間の安全保障に関する発言は小泉からなされただけである。外務省ホームページ（「日本・カナダ首脳会
談の概要」）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/cnd_usa_06/jc_gai.html  
877 DFAIT, Freedom from Fear: Canada’s Foreign Policy for Human Security 
878 カナダ外務省ホームページ（Canada and Peace Support Operations）参照。
http://www.international.gc.ca/peacekeeping/menu-en.asp  他に、塚田、前掲、66 ページ。  
879 この点については文献多数。たとえば、「国際会議『グローバル化世界における人間の安全保障』における高須
国際社会協力部長スピーチ (2000 年 5 月 8 日 )」  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/takasu.html   
880 ODA ホームページ（「国際協力 50 周年」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/50.html 他に、佐
藤誠「人間の安全保障概念の検討」前掲『人間の安全保障：世界危機への挑戦』、9 ページ。  
881 たとえば、Kyle Grayson, “Branding 'Transformation' in Canadian Foreign Policy: Human Security,” 
Canadian Foreign Policy, Vol.11, No.2(Winter 2004), p.46 
882 「人間の安全保障ネットワーク」とは、1999 年にカナダとノルウェーのイニシアティブにより設立された、人
間の安全保障を推進するための国家の集まりであり、2006 年 10 月現在 13 ヶ国が加盟（カナダ、オーストリア、チ
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約上、軍事面に関する直接的な支援はできないが、それが可能な他国や国際機関の力を結
集しながら、アフガニスタンでは武装解除という治安と密接に関わる政治プロセスに取り
組んでいる883。ゆえに、今後はいかにしてこの二つの側面を、それぞれの人間の安全保障
政策の枠組みの中で実際に結びつけることができるのかが、両国にとっての課題といえる
であろう884。 
次に、カナダにおいて人間の安全保障は、規範的要素の強い概念として捉えられてい
る885。実際、アックスワージーも、人間の安全保障の実践において重要なのは、「規範の
形成と実行」であると述べている886。そこで、このような観点から、本論で取り上げてき
たカナダと日本による具体的な政策を比較すると、まず「規範の形成」の面については、
カナダの場合、オタワ条約の成立、ICC の創設、ICISS の設置があげられる。既に本節で
述べたように、カナダはこれらを人間の安全保障規範形成の試みとして取り組んだのであ
る887。同様に日本にとってこの面での取り組みは、本論第 2 章第 2 節で論じた「人間の安
全保障委員会（CHS）」の設置があげられる。CHS の設置によって日本は、UNDP が提唱
した人間の安全保障概念を深化・発展させ、国際社会に共通理解を作り出そうとしたので
ある888。 
続いて、「規範の実行」の面で、カナダによる取り組みとしてあげられるのは、HSP
である889。一方、日本においては、本論第 4 章で論じた「人間の安全保障基金（TFHS）」、
「草の根・人間の安全保障無償資金協力（GGP）」、そして、国際協力機構（JICA）を通
じた取り組みがあてはまる。これらを通じて両国は、重視する側面は異なるものの、同じ
人間の安全保障を掲げて、実際に人々の生存・生活・尊厳を守る行動を起こしているので
                                                                                                                                                            
リ、ギリシア、アイルランド、ヨルダン、マリ、オランダ、ノルウェー、スロベニア、スイス、タイ、コスタリカ。
南アフリカがオブザーバー）している。このネットワークは、各国により程度の差はあるが、紛争状況における人
間の安全保障を重視するとともに、国家による人間の安全保障が確保されていない場合は、武力行使を含めた人道
的介入が許されるとの点を強調する傾向にあり（特にカナダ）、日本の考え方と異なる。この点については、外務省
ホームページ（駒野・人間の安全保障担当大使の人間の安全保障ネットワーク閣僚会議参加についてー2005 年 5 月
16 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_0516b.html および同ネットワークホームページ参照  
http://www.humansecuritynetwork.org/menu-e.php  
883 この点についてはたとえば、伊勢崎賢治「平和構築における直接的処方箋―DDR」内海成治編『アフガニスタン
戦後復興支援―日本人の新しい国際協力』昭和堂、2004 年、154－155 ページ。  
884 なお、2005 年 1 月に、小泉総理大臣とマーティン首相が発表した「2005 年平和及び安全保障に関する協力のた
めの日加計画」では、「日本国政府及びカナダ政府は、外交政策における人々に焦点を当てたアプローチの重要性を
認識するとともに、人間の安全保障が両国の外交政策における主要な柱であり、更なる二国間協議と共同の活動の
有意義なテーマであることを再確認した」と謳われており、両国の間で人間の安全保障に関する考えの違いを縮め
ようとする意思が表明された。「2005 年平和及び安全保障に関する協力のための日加計画」（2005 年 1 月 19 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_05/canada_ksei.html この点については、福島、前掲、48－49 ペー
ジ。  
885 DFAIT, Human Security: Safety For People In A Changing World; Maclean, ibid., pp.77-79 なお、規範とは
一般的に、ある社会において支持を得た一定の価値観にしたがって行為を規律するルール（評価基準）である。猪
口孝他編『政治学事典』弘文堂、2000 年、229－230 ページ（山田高敬「規範」の項）および猪口孝他編『国際政
治事典』弘文堂、2005 年、241 ページ（宮岡勲「規範」の項）参照。人間の安全保障を規範として扱った研究に、
栗栖薫子「人間安全保障『規範』の形成とグローバル・ガヴァナンス－規範複合化の視点から」『国際政治』第 143
号（2005 年 11 月）。  
886 吉田が行なったアックスワージーへのインタビューに拠る。吉田文彦、前掲『「人間の安全保障」戦略』、139―
151 ページ。同様の見解は、以下にも見られる。Axworthy, Navigating a New World, p.403 
887 塚田、前掲「カナダ外交における『人間の安全保障』」、61 ページ。  
888 CHS の詳細については、本論第 2 章を参照されたい。  
889 吉田、前掲、139 ページ。  
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ある。 
したがって、以上のようなカナダとの比較から日本の人間の安全保障政策の特徴をま
とめるならば、それは次の二つに整理することができる。まず第一に、定着性という点で
ある。日本は、人間の安全保障を積極的に推進した小渕が亡くなった後も、UNDP の概念
を発展させて、国際社会に広く人間の安全保障の考えを普及させようと努めてきた。その
間に具体的な実践の側面でも、TFHS や GGP、JICA の取り組みを通じて人間の安全保障
に関する具体的な政策を展開して、今日に至っている。つまり、UNDP の提唱以来約 10
年間、「人間の安全保障」は 6 人の総理大臣によって受け継がれるとともに、「我が国の援
助政策の根幹」890である ODA 大綱の基本方針の一つに採用され、今や日本外交の柱一つ
として定着している。それに対して、カナダ外交における人間の安全保障の優先順位は、
既述のとおり、次第に低下してきていることからすれば、この定着性が、日本の人間の安
全保障外交における一つの特徴ということができる。 
第二に、人間の安全保障を規範として捉えるならば、日本の人間の安全保障政策は、
その実行性に特徴がある。これは、カナダと日本が重視した、それぞれの人間の安全保障
概念の側面にも関連している。カナダが、その伝統的な外交的関心に基づいて焦点を当て
た「恐怖からの自由」の問題、すなわち、武力行使に起因する人道問題は、現在の国際秩
序における内政不干渉原則に直結する性質を有している891。そのため、この問題は論争性
が高く、実際に何らかの行動に移すまでには、まずはその人道問題に対して共通の理解を
広げる必要がある892。ゆえに、「恐怖からの自由」を重視したカナダには、人間の安全保
障の推進を通じて、まずはその規範の形成こそ取り組むべき課題となったのである。 
それに対して日本が開発分野で重点的に取り組む「欠乏からの自由」に関する問題は、
それが直接的に国家の主権に抵触する問題ではないため、比較的国際社会で受け入れられ
やすい土壌がある。たとえば、「ミレニアム開発目標（MDGs）」が、全ての国連加盟国に
よって支持されたことは、それを示すものである893。 
ただし、このことは、国際的な開発援助に関する規範を、途上国が全面的に受け入れ
ていることを意味するわけではない。たとえば、本論第 1 章でも取り上げたガバナンス論
やそれに基づく PRSP は、先進国の関与を「非経済的な側面にまで拡大したもの」であり、
途上国にとっては「事実上のコンディショナリテイ」と批判されている894。にもかかわら
                                                  
890 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html 
891 この点については、栗栖、前掲「人間安全保障『規範』の形成とグローバル・ガヴァナンス」、81 ページ。納家
政嗣『国際紛争と予防外交』有斐閣、2003 年、92 ページ。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞典（改訂版）』東
京書籍、2003 年、110－111 ページ（「干渉」の項）。  
892 納家政嗣『国際紛争と予防外交』有斐閣、2003 年、92 ページ。  
893 MDGs については、本論第 1 章第 2 節参照。他に、稲田十一「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義
と限界」『国際問題』第 530 号（2004 年 3 月）、35 ページ。また、国連のコフィー・アナン（Kofi Annan）事務総
長は、「日本の技術力と『人間の安全保障』への重視なくして、世界がミレニアム開発目標を達成することはないで
しょう」と述べている。外務省ホームページ（「国連事務総長国会演説 2004 年 2 月 24 日」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_04/anna_enzetsu.html  
894 大野泉『世界銀行 開発援助戦略の変革』NTT 出版、2000 年、215 ページ。稲田十一「国際開発援助レジーム
ー主要ドナーの共同運営体制と地域的枠組み」日本国際問題研究所『地域主義の動向と今後の日本外交の対応』、2004
年 3 月、62 ページ。他に、池田龍彦「開発援助の歴史」森川俊孝他『開発協力の法と政治』国際協力出版会、2004
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ず、途上国が先進国の意向を受け入れているのは、冷戦の終結によって援助の戦略的価値
が減少した今となっては、先進国からの支援なしに自国の力だけで開発を進めることはま
すます困難だからである895。したがって、外務省の上田秀明が述べるとおり、確かに日本
は「欠乏からの自由」の側面に焦点を当てて、規範形成よりも「具体的プロジェクトを実
施して実績を積み重ね」てきたが、そのような実行性という特徴が、「善意による押付け」
を反映したものとならないように留意する必要があろう896。 
 
以上が、カナダ外交との比較にみる、日本の人間の安全保障政策の特徴である。次節
では、本論の総括として、日本外交における人間の安全保障概念導入の成果と課題につい
て考察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 節 日本外交における「人間の安全保障」導入の成果と課題 
これまで本論では、いかにして「人間の安全保障」が日本外交に取り入れられ、それ
                                                                                                                                                            
年、72 ページ。佐藤秀雄『新 ODA の世界』青山社、2006 年、69 ページなど。  
895 西垣昭他編『開発援助の経済学』（第 3 版）有斐閣、2003 年、100 ページ。  
896 上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』都市出版、2000 年 2 月号、69 ページ（筆
者の上田は執筆当時、外務省国際社会協力部長）。実際、日本が「人間の安全保障」を国連で主張し始めた当初、そ
れが具体的に何を意味しているかに関して、途上国は警戒していた。この点については、佐藤行雄「日本の国連外
交と人間の安全保障」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月、9－10 ページ。  
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がどのような具体的政策として展開されてきたのかを考察してきた。そのような議論を踏
まえて本節では、より広い観点に立って、人間の安全保障の推進が日本外交全体にどのよ
うな成果をもたらしているのか、その導入による成果と課題について総括的に論じる。 
 
1．予算配分にみる「人間の安全保障」政策の位置づけ 
まずはじめに、人間の安全保障に関する取り組みは、日本外交全体にとってどのよう
な位置づけとなっているのか、その予算配分の変遷を中心に見ていきたい。その際、対象
時期としては、本論第 3 章第 2 節の分類に則り、日本の人間の安全保障外交にとって形成
期の初期段階にあたる 1999 年から 2005 年までの推移に焦点を当てる897。 
 
 
 
表 33 国家予算（一般会計）における外務省および ODA 予算の推移 
        単位（億円） 
  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
  国家予算 818,601 849,871 826,524 812,300 817,891 821,109 821,829 
  外務省予算 9,619 9,337 9,333 8,852 9,920 9,980 9,108 
  国家予算に占める割合 1.18% 1.10% 1.13% 1.09% 1.21% 1.22% 1.11% 
  ODA 予算 10,489 10,466 10,152 9,106 8,578 8,169 7,862 
  国家予算に占める割合 1.28% 1.23% 1.23% 1.12% 1.05% 0.99% 0.96% 
出典：財務省および ODA ホームページを基に筆者作成 898 
 
 
 
 
                                                  
897 ここでの議論の枠組みは、次を参考にした。稲田十一「発展途上国と日本」渡辺昭夫編『戦後日本の対外政策』
有斐閣、1985 年。辻一人「日本の ODA の仕組みと実施体制」西垣昭他編『開発援助の経済学』（第 3 版）有斐閣、
2003 年。  
898 財務省ウェブサイト「予算・決算」http://www.mof.go.jp/jouhou/syukei/syukei.htm ODA ウェブサイト「ODA
予算」http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/index/shiryo/yosan.html 
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ここにあげた図表 33 は、日本が積極的に人間の安全保障を導入し始めてから 2005 年
までの各年度国家予算において、外務省の管轄する予算と政府全体の ODA 予算が、どれ
くらいの割合を占めてきたのかをまとめたものである。これによれば、国家予算に対する
外務省予算は、多少の増減を繰り返しながらも、ほぼ 1.2％前後の割合で推移している。
ここからは、人間の安全保障の導入は、それを積極的に推進する外務省の活動を、国家と
しても後押ししようという新たな動きをもたらすには至っていないことがわかる。 
また、国家全体としての ODA 予算の総額に関しては、従来は外務省予算より上回っ
ていた配分が、皮肉なことに、ODA 大綱の理念の一つとして新たに人間の安全保障が導入
された 2003 年には、外務省予算を下回るようになった。日本による人間の安全保障政策
の中心は ODA にある一方で、これまでのところその概念の導入は、ODA 予算縮小の趨勢
を押しとどめるほどの政策的効果をもたらしてはいない。 
次に、ODA 予算全体の地域的配分の推移についても見ていくことにする。 
 
図33-1　各年度国家予算における外務省およびODA予算配分の推移
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表 34 ODA 予算の地域別配分の推移 
 
 
（単位：US100 万＄） 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
6,630.58 5,283.82 4,220.48 4,085.56 3,226.09 2,544.56 3,841.09 
ア ジ ア 
71.5% 65.7% 66.8% 71.9% 65.8% 54.0% 41.3% 
994.63 968.98 851.33 583.75 529.98 646.97 1,137.34 
ア フ リ カ 
10.7% 12.0% 13.5% 10.3% 10.8% 13.7% 12.2% 
544.15 727.46 287.19 208.81 416.48 1,030.87 3,479.22 
中東 
5.9% 9.0% 4.5% 3.7% 8.5% 21.9% 37.5% 
814.21 799.56 738.21 592.41 463.87 309.30 415.02 
中 南 米 
8.8% 9.9% 11.7% 10.4% 9.5% 6.6% 4.5% 
138.23 151.06 101.50 93.47 52.14 42.15 96.97 
大 洋 州 
1.5% 1.9% 1.6% 1.6% 1.1% 0.9% 1.0% 
151.12 117.57 116.10 119.55 215.47 140.69 320.61 
欧 州 
1.6% 1.5% 1.8% 2.1% 4.4% 3.0% 3.5% 
計 9,272.93  8,048.46  6,314.82  5,683.54  4,904.04  4,714.53  9,290.24  
出典：ODA ホームページを基に、筆者作成  
 
 
図34-1　ODA予算の地域別配分の推移
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これらの図表 34 を概観して気づくことは、アジアに対する援助の割合が減少してい
ることである。2003 年に改定された ODA 大綱では、アジアが「重点地域」として明記さ
れたにもかかわらず899、近年では明らかに順位が低下している。それとは対照的に、2003
年から中東が著しい伸びを示しているのは、イラクやアフガニスタンに対して、大規模な
援助が集中的に実施されたためである900。それ以外の対象地域に関しては、既に本論でも
指摘してきたとおり、アフリカの貧困問題に対する世界的な取り組みの強化を反映して、
割合はほぼ一定ながらも、アフリカへの援助額が拡大している901。 
したがって、このようなデータによれば、ODA 予算削減の流れの中で、結果的にはア
ジアが最もその影響を受ける一方で、中東やアフリカといった地域に対する比重が、従来
より増していることになる。そして、そのような ODA 政策の展開を、「グローバルな視点」
から後押ししていくことが902、新たに ODA 大綱の基本方針に据えられた、人間の安全保
障の役割になっていくと考えられる。 
それでは、そのような人間の安全保障を具体的に反映させた政策は、ODA 全体におい
てどのような割合を占めているのであろうか。前章で分析した TFHS、GGP、JICA の取
り組みが、日本の ODA にとっていかなる位置を占めているのかを、続いて検討していき
たい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
899 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html 
900 たとえば、2005 年度のアフガニスタンに対する援助実績は、144.69 億円であり、2001 年から 2005 年までの累
計では、978.66 億円にのぼる。ODA ホームページ（「国別データブック アフガニスタン」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/kuni/06_databook/pdfs/04-01.pdf  
901 第 3 回アフリカ開発会議における小泉総理大臣基調演説 (2003 年 9 月 29 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekoi_0929.html  
902 前掲、政府開発援助大綱  
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表 35 各 ODA 形態別予算と人間の安全保障関連予算の推移 
        単位（億円） 
    1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
  無償資金協力 2,251 2,293 2,267 2,213 1,787 1,717 1,765 
 GGP 70 85 100 95 115 129 142 
 (無償資金協力に占める割合) 3.11% 3.71% 4.41% 4.29% 6.43% 7.52% 8.04% 
 JICA 1,612 1,506 1,479 1,150 929 935 934 
  (無償資金協力に占める割合) 71.61% 65.69% 65.23% 51.96% 51.98% 54.47% 52.91% 
  技術協力 3,546 3,555 3,516 3,345 3,228 3,118 3,087 
  JICA 1,550 1,562 1,657 1,585 1,493 1,462 1,457 
 （技術協力に占める割合） 43.71% 43.93% 47.13% 47.38% 46.25% 46.88% 47.19% 
  国際機関への拠出 1322 1337 1322 1180 1099 1023 945 
  TFHS903 71 40 77 40 30 30 27 
 （国際機関への拠出に占める割合） 5.37% 2.99% 5.82% 3.39% 2.73% 2.93% 2.86% 
出典： ODA 予算については、表 33。GGP および JICA 予算については、表 10、16、21。TFHS については、外務
省『人間の安全保障基金』参照。 
 
 
 
                                                  
903 基金という性格上、表 2～8 で示した事業予算ではなく、1999 年以降日本政府が計上している拠出金額に基づい
ている。  
図35-1　各ODA形態に占める人間の安全保障関連予算配分の推移
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表 36 ODA 予算全体に占める人間の安全保障関連予算配分の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
TFHS 0.68% 0.38% 0.76% 0.44% 0.35% 0.37% 0.34% 
GGP 0.67% 0.81% 0.99% 1.04% 1.34% 1.58% 1.81% 
JICA 30.15% 29.31% 30.89% 30.04% 28.24% 29.34% 30.41% 
計 30.81% 30.13% 31.88% 31.08% 29.58% 30.92% 32.22% 
出典：表 33 と 35 を基に筆者作成 
 
 
 
ここに示した図表 35 は、無償資金協力、技術協力、国際機関への拠出というそれぞ
れの ODA の援助形態において、GGP、JICA、TFHS を通じた支援がどれほどの割合で推
移してきたのかを整理したものである。これらによれば、まず GGP の予算については、
前身の「草の根の無償資金協力」から一貫してほぼ増加の一途をたどっており、無償資金
協力の枠組みにおいて、その比重は着実に増している。外務省は GGP の特徴を、「小規模・
迅速な案件の実施や被援助団体の主体性の促進が可能」としており、主に NGO を対象と
するこの GGP は、特に紛争等によって政府が機能していない国や地域に対する機動的な
援助として、さらに活用されていくものと考えられる904。 
JICA の取り組みについては、無償資金協力が年々減少傾向にあったが、独立行政法
                                                  
904 基本的に二国間援助は、正式な政府間で実施されるものであるが、相手国の政府が機能していない状況下では事
実上不可能である。そのような中でも、支援を必要とする現地の人々に応えるために、地方公共団体、教育・医療
機関、および開発途上国において活動している NGO 等を援助対象とするこの制度が効果を発揮する。実際、2003
年、2004 年と急増したイラクやアフガニスタンでの ODA 事業の多くは、この制度によるものである。前掲、ODA
ホームページ（「わが国のアフガニスタン支援」）、および外務省『我が国によるサマーワ支援 総括と今後の展望』 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/index/whats/060922_02.html 
図36-1　ODA予算全体に占める人間の安全保障関連予算配分(合計)の推移
0.00%
5.00%
10.00%
15.00%
20.00%
25.00%
30.00%
35.00%
40.00%
45.00%
50.00%
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
 
 
195 
人化された頃から、技術協力とともにそれぞれの形態に占める割合は 50％前後で落ち着く
ようになった。ODA 予算の縮小が続けられる中でも、2002 年以降この水準をほぼ保って
いるということは、それぞれの援助形態において、やはり JICA による支援は今後も中心
的役割を担うものであることを示している。 
TFHS については、基金という性格上、その予算額は GGP や JICA の場合とは異な
り、それまでに積み上げた資金の支出具合によって変動するため、そこから一定の政策的
意思を見て取ることは必ずしも適切とはいえない。しかし、それを踏まえたうえで、ほぼ
同じ 70 数億円が拠出された 1999 年と 2001 年、同様に 2000 年と 2002 年（40 億円）、2003
年と 2004 年（30 億円）を比較してみると、いずれも 2 回目の拠出年度の割合が高くなっ
ていることがわかる。このことに鑑みると、TFHS は国際機関への拠出の形態において、
より重視される方向にあるといえる。 
それでは、このような人間の安全保障概念を具体的に実践する三つの援助は、日本の
ODA 予算全体において、どれくらいの割合を示しているのであろうか。それをまとめたも
のが、図表の 36 である。TFHS、GGP、JICA の中では、JICA が最も多くの割合を占め
ているが、TFHS と GGP についても、それぞれ個別の推移は先の図表 35 で示したのとほ
ぼ同じ傾向を示しており、小規模ながらも着実に重視されるようになってきている。そし
て、これら三つの合計からは、日本の ODA 全体において、人間の安全保障を明示的に用
いて行なわれる援助が、ほぼ毎年 3 割を超える規模で定着したことがわかる。 
ただし、日本の ODA にとって「人間の安全保障」に関する取り組みは、これら三つ
のスキームに限定されるものではなく、この概念は「開発援助全体にわたって踏まえるべ
き視点」として位置づけられている905。実際、『ODA 白書』では、「人間の安全保障の推
進」として感染症や地球環境問題への取り組みが言及されるとともに、それらに対して日
本は、既述した三つのスキームとは別に、特に「感染症対策無償」および「水資源・環境
無償」の予算を 2004 年度以降それぞれ増額して対応している906。また、地域的な取り組
みでは、アフリカへの援助の「基本的な考え方」の一つとして、特に「人間の安全保障」
を掲げるとともに、その方針の下で、日本は 2005 年から 5 年間に 100 億ドルの ODA 増
額を表明している907。 
したがって、日本の ODA にとって人間の安全保障の概念は、それを明示した三つの
スキームを中心として、さらに他の形態でも実際に政策の立案を促す「分野横断的な基本
                                                  
905 政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月 4 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/pdfs/seisaku_050204.pdf  
906 たとえば、『ODA 白書』（2006 年版）、182－193 ページ。感染症対策無償の予算は、2003 年から 2005 年まで、
110 億円、115 億円、115 億円を計上している。水資源・環境無償は、同様に 230 億円、235 億円、235 億円となっ
ている。ODA 予算が削減される中にあって、これらの無償資金援助は減額されていない。この点については、佐川
宣寿「政府開発援助 (ODA)予算について」『ファイナンス』第 471 号（2005 年 2 月）、109 ページ。宮崎成人「政府
開発援助（ODA）予算について」『ファイナンス』第 483 号（2006 年 2 月）、107 ページ。  
907 外務省ホームページ（日本の対アフリカ協力政策）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/africa/pdfs/k_seisaku05.pdf  
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方針」として位置づけられているといえよう908。 
 
2．「人間の安全保障」導入による成果 
それでは、日本外交にとって人間の安全保障の導入は、どのような成果をもたらして
いるのだろうか。そのような成果としてまず第一に、開発援助と安全保障を結ぶ理論的な
土台を提供したことがあげられる。もちろん、本論第 3 章で論じた「総合安全保障」概念
も、ODA を安全保障政策の一環として位置づけるものであった909。しかし、稲田十一が
指摘するとおり、総合安全保障は日本の国益の観点から ODA の必要性を論じたものであ
り、途上国に対して日本の意図を明確に伝える論理とはなりにくかった910。また、1992
年の旧 ODA 大綱においても、開発と平和が密接に関わる問題であることは既に認識され
ていたが、「開発途上国の安定と発展が世界全体の平和と繁栄にとって不可欠」との認識に
とどまっていた911。 
そのような状況の中で、1994 年に UNDP によって「人間の安全保障」が提唱された。
この人間の安全保障は、貧困をはじめ、環境問題、麻薬、感染症などのように、個人の生
存や尊厳、生活を脅かす問題を視野に入れるものであり、「紛争から開発に至るあらゆる側
面を総合的に捉えるという、極めて広範な概念」（外務省政策評価書）であった912。ゆえ
に、この概念を外交政策に取り入れることによって、開発への取り組みを、安全保障の視
点からも捉えることが論理的に可能になった。つまり、日本外交には、「『人間の安全保障』
をより確かなものにしていくため、（中略）ODA を最大限有効に活用して」（川口外務大臣）
いくという新たな路線が開かれたのである913。それはまた、日本の ODA は単に「健全な
経済発展を実現する」（旧 ODA 大綱）手段であるだけでなく914、紛争の多発する冷戦後の
「国際社会の平和と発展に貢献」（現 ODA 大綱）する手段でもあることを、国内外に対し
て明快に打ち出す契機ともなったのである915。 
人間の安全保障導入による第二の成果は、国際社会に対する外交的な影響力が強化さ
れた点である。日本は、長い間友好関係を築いているボリビアに対し、1960 年代の早い時
期から積極的な経済支援を行なってきた916。そのような取り組みを続ける中で、2004 年
には人間の安全保障の視点から、ボリビアに対する開発援助を分析したワークショップを
                                                  
908 外務省ホームページ（分野別開発政策：人間の安全保障） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/security/index.html  
909 内閣官房内閣審議室分室・内閣総理大臣補佐官室編『大平総理の政策研究会報告五 総合安全保障戦略』大蔵省
印刷局、1980 年、38－41 ページ。  
910 稲田十一「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義と限界」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月、31
－32 ページ。  
911 旧 ODA 大綱（1992 年 6 月 30 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou/sei_1_1.html 
912『平成 15 年度外務省政策評価書』、299 ページ。  
913 川口順子「変化する安全保障環境と日本外交」『論座』、2003 年 3 月号、189 ページ。  
914 前掲、旧 ODA 大綱。  
915 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html 
916 ボリビアに対する支援の総額は、2004 年までの累計で 3250 億円にのぼり、これは中南米地域に対する日本の援
助の約 10％を占める。外務省ホームページ（「ボリビア共和国」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/bolivia/data.html 
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現地で開催した917。それは、出席していた「政府関係者に極めて大きなインパクトを与え
た」といわれている918。その後も、日本はボリビア政府へ精力的な働きかけを行なった結
果、2005 年 5 月、カルロス・メサ・ヒスベルト（Carlos D. Mesa Gisbert）大統領は、人
間の安全保障を中心理念の一つとして位置付けた新しい国家経済社会開発総合計画「ボリ
ビア生産・連帯計画（Plan Bolivia Productiva y Solidaria）」を発表した919。ボリビアの
援助に携わった JICA の牧野耕司によれば、これは、先住民族問題を背景とする社会的騒
乱に直面するボリビア政府が、「恐怖」と「欠乏」の双方の問題に包括的に取り組む人間の
安全保障の考え方に共感したためであり、日本の人間の安全保障外交が他国の国家計画に
まで影響を及ぼした「世界ではじめてのケース」であった920。 
なお、この開発戦略は、その発表直後にボリビア政治の混乱によってメサ大統領が退
陣し政権交代がなされたため、人間の安全保障の導入も一時的な試みに終わるかと思われ
た。しかし、2006 年 6 月に、ファン・エボ・モラレス・アイマ（Juan Evo Morales Aima）
大統領が発表した国家開発計画「豊かに生活するための尊厳と主権のある生産的なボリビ
ア（Bolivia Digna, Soberana, Productivay Democrática para Vivir Bien）」においても、
再び人間の安全保障は盛り込まれた921。また、また、2007 年 3 月に来日したモラレス大
統領と安倍首相および麻生外相との会談でも、「人間の安全保障」に関する協力が取り上げ
られている922。したがって、ボリビアにおいても人間の安全保障は、新しい視点から開発
を捉える概念として根付き始めたといえよう。 
一方、ボリビア以外の国にも、日本による人間の安全保障の推進は続けられている。
日本の ODA においては、「被援助国の政治・経済・社会情勢を踏まえ、開発計画や開発上
                                                  
917 このワークショップの基になっているのが、次の報告書である。国際協力機構『ボリビア：人間の安全保障と生
産力向上をめざして』2004 年。  
918 牧野耕司「人間の安全保障と援助」秋山孝允・笹岡雄一編著『日本の開発援助の新しい展望を求めて』国際開発
高等教育機構（FACID）国際開発研究センター、2006 年 3 月、221 ページ。以下の記述は、同論文を参考にした。 
919 ボリビア政府ホームページ（Plan Bolivia Productiva y Solidaria）  
http://www.presidencia.gov.bo/prensa/marc_vpr.asp?id=2005051712  また、ボリビアの国家開発計画については、
ODA ホームページ（「国別データブック (ボリビア )」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/jisseki/kuni/05_databook/pdfs/06-30.pdf なお、このような取り組
み以外にも、ボリビア政府と日本政府との間では、2004 年と 2005 年の 2 回にわたって経済協力政策協議が行なわ
れた。2 回の協議を通じて、人間の安全保障はすべての支援に盛り込まれるべき視点として捉えられるようになり、
最終的には、ボリビアはこの視点を踏まえた援助を通じて「ミレニアム開発目標（MDGs）」の達成を目指すことで
合意された。具体的な重点課題としては、「社会開発」「生産性向上支援」「制度・ガバナンス支援」の三つの柱が打
ち出された。その詳細については、国際開発高等教育機構ホームページ（「現地 ODA タスクフォース遠隔セミナー
記録」）参照。他に次も参照。外務省ホームページ（「シーレス・ボリビア共和国外務大臣訪日に際する日・ボリビ
ア共同新聞発表 2005 年 3 月 16 日」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/bolivia/hapyo_050316.html 国際協力機
構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2006 年 1 月号、42 ページ。
http://www.jica.go.jp/jicapark/monthly/0601/pdf/07.pdf 
920 牧野、同上。絵所秀紀・園山英毅「問題の背景」国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年、9 ペー
ジ。JICA ホームページ（「人間の安全保障 事例紹介」）http://www.jica.go.jp/infosite/security/03.html 
921 ボリビア政府ホームページ（Bolivia Digna, Soberana, Productivay Democrática para Vivir Bien）  
http://www.bolivia.gov.bo/plan.htm この開発計画の第 3 章「尊厳あるボリビア」の中の「公共の安全」と題する箇
所で、「人々の生活の質を高めることによって、人間の安全保障と人間の尊厳の実現を図る」と言及されている。  
922 安倍総理大臣および麻生外務大臣のモラレス・ボリビア大統領との会談（2007 年 3 月 6 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_abe/bolivia_07/gaiyo.html  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/g_aso/bolivia_07/gaiyo.html 他に次も参照。エボ・モラレス（解説：小倉英
敬）「ボリビアはいかなる改革を進めているか」『世界』第 767 号（2007 年 6 月）、203－213 ページ。「朝日新聞」、
2007 年 2 月 24 日および 4 月 22 日。  
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の課題を勘案した上で、策定後 5 年間程度を目途とした我が方の援助計画」として、2000
年から「国別援助計画」が策定されている923。そして、2003 年 3 月以降は、この援助計
画をまとめるにあたって、新たに設置されるようになった「現地 ODA タスクフォース」（以
下、現地 TF）が主導的な役割を果たすこととされている924。この現地 TF とは、「日本大
使館、JICA、JBIC の現地事務所を主要メンバーに、日本の援助政策の立案や実施体制、
さらには、他ドナーなど関連機関との連携を強化する目的」で立ち上げられた組織である
925。今日では、この現地 TF が援助政策の立案・検討に積極的に関わっており、2007 年 6
月までに 23 カ国の国別援助計画を策定している926。この援助計画は、決して国家間で交
わされる文書ではないが、その策定までには、「被援助国との認識や理解を共有するための
政策協議」が現地 TF によって実施されている927。そのようにして、他国との協議を重ね
ながら策定が進められた結果、人間の安全保障の視点が盛り込まれた援助計画は、11 カ国
にのぼっている928。このように一つの概念を掲げて他国の政策に働きかけることは、「日
本として初めて外交上打ち出した」（高須外務省国際社会協力部長）試みである929。 
日本の進める人間の安全保障外交が、こうして途上国に受け入れられた背景には、こ
れまでの「欠乏からの自由」に焦点を当てたアプローチが関係している930。なぜなら、「恐
怖からの自由」に関する他国へのアプローチは、主権という国家の根本に抵触する可能性
が高いため、必然的に途上国からの抵抗を招くことになるからである931。たとえば、イン
ド、中国、ブラジルなど途上国内の「大国」は、「人間の安全保障の概念の導入によって、
従来の国家の安全保障や国家主権が脅かされるのではないかと懸念している」932。また、
中南米では特にキューバが、「人間の安全保障概念を口実に、大国が武力介入を行う可能性
がある」として反対している933。後述するとおり、今後日本が「恐怖からの自由」に関す
る取り組みを含めてさらに人間の安全保障外交を推進しようとするならば、このような途
上国の懸念や抵抗に直面することは避けられないであろう934。 
                                                  
923 ODA ホームページ（「国別援助計画」）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kunibetsu/enjyo/index.html#1 
924 前掲、政府開発援助に関する中期政策  
925 ODA ホームページ（「現地 ODA タスクフォース」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kunibetsu/taskforce.html  2006 年 9 月現在、72 カ国に設置されている。 
926 前掲、ODA ホームページ（「国別援助計画」）。  
927 ODA ホームページ（「現地 ODA タスクフォースとは」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kunibetsu/taskforce/genchi_ta.html#1  
928 前掲、ODA ホームページ（「国別援助計画」）。なお、その 11 カ国とは、インドネシア、ウズベキスタン、エチ
オピア、ガーナ、カザフスタン、タイ、パキスタン、バングラデシュ、ベトナム、モンゴル、ラオスである。なお、
ボリビアの援助計画は現在策定中である。  
929 石川薫「グローバル・ルールをつくる国連」『外交フォーラム』2003 年 12 月号、38 ページ。  
930 佐藤行雄「日本の国連外交と人間の安全保障」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月、9 ページ。  
931 石川薫「グローバル化と人間の安全保障」東海大学平和戦略国際研究所『Human Security』第 7 号（2002/2003
年）、142－143 ページ。  
932 国際開発高等教育機構ホームページ（「第一回現地 ODA TF 遠隔セミナー（ボリビア第一回）議事録」）参照。  
933 同上。  
934 小和田恆・山影進『国際関係論』放送大学出版会、2002 年、134－136 ペ－ジ。また、小和田恆はこの点について、
「構造的な変動として、現在の秩序は着実に、主権国家中心から人間中心のシステムへの転換期に入っている。ただし、
それは何百年というスパンを要する話である」と述べている。日本国際問題研究所創立 40 周年記念シンポジウム（1999
年 12 月 11 日）での発言。同様の見解として、へドリー・ブル（Hedley Bull）は世界秩序の変革について次のように
述べている。「世界的・世界市民的正義の観念が、およそ完全に実現するとするならば、それは、世界的・世界市民的
社会の背景の中においてのみである。それゆえ、世界的正義に対する要求は、主権国家システムと『主権国家から成る
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人間の安全保障の導入による効果として考えられる第三点目は、日本外交に対して国
際的な高い評価をもたらした点である。日本の元国連大使である佐藤行雄によれば、国連
のコフィー・アナン（Kofi Annan）事務総長は、2000 年の国連ミレニアム・サミットへ
向けて報告書を発表した際、「この報告を貫く人間中心の発想は日本政府の考え方と同じ
だ」と述べて、たびたび日本の取り組みに支持を表明していたとされる935。実際、アナン
は 2004 年に来日した際の国会演説においても、「日本の技術力と『人間の安全保障』への
重視なくして、世界がミレニアム開発目標を達成することはないでしょう」と述べて、強
い期待を示した936。 
また、キャロル・ベラミー（Carol Bellamy）前国連児童基金事務局長も、人間の安
全保障という考え方を貧困や環境から自然災害、感染症までの幅広い分野に適用しようと
する日本の考え方に賛同し、「日本は人間の安全保障という概念をもっとも良く理解してい
る」と高く評価している937。さらに、アントニオ・グテーレス（António Guterres）国連
難民高等弁務官は、「平和構築、紛争後の移行期における支援、持続的な難民の帰還の実現
など、現在国際社会が抱える課題に対処していく上で、日本の人間の安全保障のアプロー
チが有効と考える」との見解を示している938。 
第四の効果としては、日本国内において外交政策に対する共通の理解が広まった点を
指摘することができる939。もともと人間の安全保障に対する関心は、外務省以外の他の行
政機関等には一切見られなかった。たとえば、国家安全保障を担う防衛省のホームページ
では、「人間の安全保障」という言葉は同省の主催する懸賞論文で入賞した論文の中に出て
くるのみであり940、各年度の『防衛白書』でも全く言及されたことはない941。しかし、そ
れ以外の省庁については、現 ODA 大綱に人間の安全保障の視点が導入されたことによっ
て、近年では、ODA に関わりの深い文部科学省や厚生労働省の審議会等でも取り上げられ
                                                                                                                                                            
社会』の変形に対する要求であり、本来、革命的なものである。世界的正義は、正義と秩序をともに備えた世界的・世
界市民的な社会像をもつことができるという意味で、究極的には、世界秩序と両立しうる。しかし、主権国家システム
と『主権国家から成る社会』の背景の下で、世界的正義の観念を追及することは、現に秩序が維持されている仕組みと
衝突することになる。」へドリー・ブル（臼杵英一訳）『国際社会論』岩波書店、2000 年、111 ページ。 
935 佐藤行雄、前掲「日本の国連外交と人間の安全保障」、3 ページ。国連ミレニアム・サミットに向けた日本の人
間の安全保障外交については、本論第 2 章第 1 節参照。  
936 外務省ホームページ（「国連事務総長国会演説 2004 年 2 月 24 日」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_04/anna_enzetsu.html 
937 「日本経済新聞」、2006 年 6 月 15 日（夕刊）。  
938 外務省ホームページ（「アントニオ・グテーレス国連難民高等弁務官（UNHCR）の訪日」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_06/unhcr_g.html 
939 2005 年 2 月に外務省が全国で行なった「地球規模問題に関する意識調査」によれば、85.4％の国民が、「人間の
安全保障」に基づく外交政策を「推進すべきである」と答えている。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/i_chosa.html   
940 防衛省ホームページ（「平成 13 年度『安全保障に関する懸賞論文』表彰式」）  
http://www.jda.go.jp/j/info/ronbun/13/index.html  
941 防衛省ホームページ（「防衛白書の検索」）  http://jda-clearing.jda.go.jp/hakusho_web/ ただし、2004 年 12 月
に閣議決定した「防衛計画の大綱」では、「国際的な安全保障環境を改善し、我が国の安全と繁栄の確保に資するた
め、政府開発援助（ODA）の戦略的な活用を含め外交活動を積極的に推進する」と明記されており、これは、「我が
国 ODA の目的は、国際社会の平和と発展に貢献し、これを通じて我が国の安全と繁栄の確保に資すること」とする
現 ODA 大綱と極めて近似した基本認識を示している。「平成 17 年度以降に係る防衛計画の大綱」（2004 年 12 月 10
日）http://www.jda.go.jp/j/defense/policy/17taikou/taikou.htm 同様の見解として、福島安紀子「日加安全保障協
力の新たな水平線」総合研究開発機構『NIRA 政策研究』第 18 巻 8 号（2005 年 8 月）、45－46 ページ。  
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るようになってきている942。なかでも財務省においては、人間の安全保障が委嘱研究会で
の一つの議題とされただけなく943、主計局主計官が自ら人間の安全保障の推進を財務省の
広報誌で概説するようになっている944。さらに、2004 年に総理大臣の下に設けられた「安
全保障と防衛力に関する懇談会」による報告書は、「『人間の安全保障』実現に向けた活動
は、それ自体が日本の安全保障に直結する活動ととらえるべきである」と論じている945。 
一方で、そのような行政機関だけなく、国民の間でも人間の安全保障に対する理解は
進んでいる。2005 年 2 月に外務省が全国で行なった「地球規模問題に関する意識調査」
によれば、85.4％の国民が、「人間の安全保障」に基づく外交政策を「推進すべきである」
と答えている946。また、そのような高い関心に応える形で、2003 年以降、国内の大学に
は主なものだけでも、東京大学大学院総合文化研究科に「『人間の安全保障』プログラム」
947、東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所に「地域研究による『人間の安全保
障学』の構築プロジェクト」948、中部大学に「人間安全保障研究センター」949、同志社大
学に「ヒューマン・セキュリティ研究センター」950という研究拠点がそれぞれ設置された。
さらに、東海大学平和戦略国際研究所は『Human Security』と題する研究年報を出版し951、
日本平和学会や国際安全保障学会もそれぞれの学会誌の中で、人間の安全保障についての
特集を組んでいる952。もちろん、それぞれの研究視角は異なっており、また、その対象は
日本外交に限ったものではないが、その底流には、約 10 年間にわたる日本外交の取り組
みがあることはいうまでもない953。したがって、今日の日本による人間の安全保障外交は、
国内における幅広い関心を土台としながら、展開されているのである。 
                                                  
942 文部科学省ホームページ（「国際教育協力懇談会」）  
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/kokusai/003/index.htm 厚生労働省ホームページ（「厚生労働省関係
審議会議事録等」）  http://www.mhlw.go.jp/shingi/other.html#kokusai しかし、経済産業省のホームページにおい
ては、防衛省と同様に一切見られない。経済産業省ホームページ  http://www.meti.go.jp/ 
943 平成 17 年度財務省委嘱研究会（第 7 回会合「人間の安全保障」）『MDBs 研究会報告書』財団法人国際金融情報
センター、2006 年 3 月、115－133 ページ。  
944 たとえば、佐川宣寿「政府開発援助 (ODA)予算について」『ファイナンス』第 471 号（2005 年 2 月）、108－109
ページ。  
945 『「安全保障と防衛力に関する懇談会」報告書』、2004 年 10 月、10 ページ。  
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ampobouei/dai13/13siryou.pdf なお、「人間の安全保障」には言及されていない
が、地球環境問題に対する関心の高まりを受けて、環境省は「気候安全保障（Climate Security）」に関する報告書
を発表した。気候変動に関する国際戦略専門委員会『気候安全保障（Climate Security）に関する報告』、2007 年 6
月 5 日。環境省ホームページ http://www.env.go.jp/earth/report/h19-01/index.html  
946 2005 年 2 月に外務省が全国で行なった「地球規模問題に関する意識調査」によれば、85.4％の国民が、「人間の
安全保障」に基づく外交政策を「推進すべきである」と答えている。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/i_chosa.html 
947 東京大学大学院総合文化研究科「『人間の安全保障』プログラム」ホームページ  
http://human-security.c.u-tokyo.ac.jp/program.htm  
948 東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所「地域研究による『人間の安全保障学』の構築プロジェクト」
ホームページ  http://www.aa.tufs.ac.jp/humsecr/index.html 
949 中部大学「人間安全保障研究センター」ホームページ  http://hsec.isc.chubu.ac.jp/mokuteki.html 
950 同志社大学「ヒューマン・セキュリティ研究センター」ホームページ  
http://www1.doshisha.ac.jp/~rc-human/  
951 東海大学平和戦略国際研究所ホームページ http://www.tokai.ac.jp/spirit/archives/human/index.html  
952 日本平和学会『平和研究（特集：「人間の安全保障」論の再検討）』第 27 号（2002 年 11 月）。国際安全保障学会
『国際安全保障（特集：「人間の安全保障」）』第 30 巻第 3 号（2002 年 12 月）。他に、土木学会『土木学会誌（特集：
土木と国際貢献―人間の安全保障）』第 90 巻第 12 号（2005 年 12 月）。財団法人霞山会『東亜（特集：アジアにお
ける人間の安全保障）』第 450 号（2004 年 12 月）などで特集が組まれている。  
953 たとえば、前掲の東大のプログラムの概要は、人間の安全保障について「日本政府の推進により国際社会で広く
流通しつつある」と述べている。  
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3．「人間の安全保障」政策における課題 
しかしながら、以上のような効果とともに、日本の「人間の安全保障」政策には看過
することのできない課題が存在する。まず第一に、日本が掲げる人間の安全保障概念と具
体的な実践との整合性に関する問題である。すなわち、これまでの取り組みにおいてほと
んど等閑視されてきた、武力紛争や大規模な人権侵害からの解放といった「恐怖からの自
由」の側面に対して、日本としてどのように取り組んでいくのかという問題である。 
本論で論じてきたとおり、日本はこれまで、「日本外交の土台」である ODA を活用し
て954、深刻な貧困からの脱却や社会福祉の向上といった、「欠乏からの自由」の側面に焦
点を当てたアプローチを取ってきた。このような取り組みは、日本の人間の安全保障外交
に内実を与えるものであり、その特徴として評価されるものである。しかし、「人間の生存」
を守るのであれば、やはり暴力的な脅威への対応を避けることはできない。実際、UNDP
の『人間開発報告書 1994』は、「人びとにとって最大の死活問題は、暴力から身の安全を
守る」955ことと述べ、人間の安全保障委員会の報告書も、「国家間の戦争、内戦、国境を
越えるテロ活動は、人々の生存・生活・尊厳に対する大きな危険要因であり、『人間の安全
保障』に対する脅威である」と明確に述べている956。したがって、日本が人間の安全保障
を推進する以上は、暴力的脅威を不問に付すことなく、それに対してどのような処方箋を
示すことができるかが、一つの焦点となる。 
ただ、この点に関しては、日本も少しずつ模索を開始している。たとえば、「恐怖から
の自由」の視点から人間の安全保障へのアプローチを展開する多国間の集まりとして、カ
ナダ政府を中心に設立された「人間の安全保障ネットワーク」がある957。従来日本は、こ
の人間の安全保障ネットワークが人道的介入を強調していることから、日本とは異なる立
場にあるとして一線を画してきた。しかし、2004 年から、同ネットワーク開催の閣僚会議
に、オブザーバーとして日本も参加するようになった958。 
実際の支援についても、カンボジアでの国連 PKO への参画以来、日本は国際的な平
和活動に次第に関わり始めている。たとえば、「いかに世界において『人間の安全保障』を
実現していくかの試金石」959といわれるアフガニスタン支援において日本は、スムーズな
                                                  
954 ODA ホームページ（「国際協力 50 周年」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/50.html   
955 国連開発計画（UNDP）『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、30 ページ 
956 人間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』朝日新聞社、2003 年、47 ページ。  
957 「人間の安全保障ネットワーク」とは、1999 年にカナダとノルウェーのイニシアティブにより設立された、人
間の安全保障を推進するための国家の集まりであり、2006 年 10 月現在 13 ヶ国が加盟（カナダ、オーストリア、チ
リ、ギリシア、アイルランド、ヨルダン、マリ、オランダ、ノルウェー、スロベニア、スイス、タイ、コスタリカ。
南アフリカがオブザーバー）している。このネットワークは、各国により程度の差はあるが、紛争状況における人
間の安全保障を重視するとともに、国家による人間の安全保障が確保されていない場合は、武力行使を含めた人道
的介入が許されるとの点を強調する傾向にあり（特にカナダ）、日本の考え方と異なる。この点については、および
同ネットワークホームページ参照  http://www.humansecuritynetwork.org/menu-e.php  
958 外務省ホームページ（「駒野・人間の安全保障担当大使の人間の安全保障ネットワーク閣僚会議参加について」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_0516b.html 他に、この点については、南博「人間の安全保障
と日本外交」「人間の安全保障と日本外交」『国際問題』第 530 号（2004 年 5 月）、50－51 ページ。  
959 内海成治『アフガニスタン戦後復興支援日本人の新しい国際協力』昭和堂、2004 年、225 ページ。  
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復興開発を可能とするために、元兵士の武装解除・動員解除・社会復帰（DDR）や地雷対
策といった、治安分野での取り組みに力を注いできた960。日本は憲法等の制約上、武装解
除の軍事的な部分に直接的な支援はできないが、それが可能な他国や国際機関の力を結集
しながら、武装解除という治安と密接に関わる政治プロセスをわずかながら国際社会でリ
ードしてきた961。 
また、国連が暫定統治を行なった中で「最も大規模な関与」といわれる東ティモール
PKO（UNTAET および UNMISET）に対して962、日本は過去最大の自衛隊部隊約 2300
名を派遣した963。現地の治安情勢が安定していない中で、自衛隊は PKO 活動に必要な道
路や橋の維持補修、後方支援活動の他、民生支援活動に従事した。さらに、紛争終結直後
のセルビア・コソボに対しても、選挙監視・管理要員を派遣するとともに、元コソボ解放
軍（KLA）兵士の社会再統合計画を支援した964。このような紛争地域に対する援助の経験
を踏まえて、2003 年に改定された ODA 大綱では、「平和構築」が重点課題として掲げら
れた965。 
日本の ODA において、「恐怖からの自由」の側面が強い紛争地域への支援は、「欠乏
からの自由」に関する取り組みと比較すれば、まだ予算全体の 2 割にも満たないが、この
数年間で確実に比重は増している966。したがって、人間の安全保障の視点から、そのよう
な平和構築に関する取り組みがさらに重ねられ、国際社会の平和と安定に資することがで
きるならば、日本外交における人間の安全保障概念導入の意義は、より重みを増していく
であろう。 
日本が人間の安全保障を掲げた政策を実施していく上での第二の課題とは、これまで
積み重ねてきた具体的な実践に関するものである。本論第 4 章で詳しく分析したとおり、
これまで日本は ODA の枠組みにおいて、TFHS、GGP、JICA という三つの形態を用いて、
人間の安全保障の実現に努めてきた。これらはそれぞれの特徴をもって実施され、日本の
人間の安全保障外交を実践面から支えてきたが、これまでの取り組みからは、次のような
                                                  
960 外務省ホームページ（「アフガニスタンにおける元兵士の武装解除・動員解除・社会復帰（DDR）計画における
武装解除完了について」）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/17/dmc_0707.html 『ODA 白書』2002 年度  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/jisseki/kuni/02_databook/ckt/ckt_04.html  
961 この点についてはたとえば、伊勢崎賢治「平和構築における直接的処方箋」前掲『アフガニスタン戦後復興支援日
本人の新しい国際協力』、155 ページなど。  
962 稲田十一『紛争と復興支援』有斐閣、2004 年、224 ページ  
963 この点については、文献多数。外務省ホームページ（日本の対東ティモール支援）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/easttimor/j_shien.html 外務省『平和の定着に向けた日本の取り組み』2005 年
3 月、5 ページ。他に、伊勢崎賢治『武装解除』講談社、2004 年、第 1 章。長谷川祐弘「国連平和構築支援の新た
な課題と改善策―東ティモールからの教訓を基にして」日本国際連合学会編『国連研究』第 8 号（2007 年 5 月）。
同「紛争後の人間安全保障に資する国連平和構築活動の役割」日本国際連合学会編『国連研究』第 6 号（2005 年 5
月）。星野俊也「東チモール危機と日本」木村汎編『国際危機学』世界思想社、2002 年。山田哲也「人道的介入論
と東ティモール」『国際問題』第 493 号、2001 年 4 月など。  
964 『ODA 白書』2001 年および 2002 年版、第 2 章第 3 節。外務省『国際平和に向けた日本の協力』、2004 年 3 月、
12 ページ。  
965 それ以外の重点課題は、貧困削減、持続的成長、地球的規模の問題への取組である。黒澤啓・川村真理「日本の
援助外交と人間の安全保障―平和構築の視点から」前掲『人間の安全保障―世界危機への挑戦』東信堂、2004 年、
163 ページ。杉下恒夫「リスクを恐れてはならない」『国際協力プラザ』第 120 号（2004 年 8 月）。  
966 たとえば、2002 年から 2004 年まで、その割合は 9％、12％、19％と着実に拡大している。『ODA 白書』2006
年版、第 2 章第 7 節参照。  
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運用上の問題が指摘されている。たとえば TFHS には、国連に設置された基金であるにも
かかわらず、その資金の拠出国が日本だけにとどまっていることから、「拠出国が拡大され
ること」が提案されている967。GGP については、新たに人間の安全保障が導入された後
も、前身の「草の根無償資金協力」の時と「実施面において顕著な変化は見られない」と
の指摘がある968。JICA に関しては、独立行政法人化も「事業の実施までに長時間を要し、
事前調査団を何度も派遣する」といった点が問題視されている969。三つのスキームをそれ
ぞれより有効なものへ発展させていく上で、これらの問題を看過することはできない。 
そして、このような個別の課題とともに、日本による人間の安全保障政策全体から見
て重要な問題は、それぞれが半ば単独で実施されており、人間の安全保障の下に有機的な
統合がなされていないということである。本論第 4 章の補節で検討したとおり、これら三
つの形態による支援を連携させて、一体的に運用することができれば、途上国にとってよ
り有効な、人間の安全保障に基づく新しい援助が期待できるだけなく、日本の掲げる人間
の安全保障概念の輪郭を、より明らかにする試みともなる。 
ただし、必ずしも人間の安全保障の観点からではないものの、2006 年から日本政府は、
ODA をより効果的に運用するための組織再編に着手している。まず 2006 年 4 月に、総理
大臣を中心に、官房長官、財務大臣、外務大臣、経済産業大臣で海外経済協力の戦略を練
るための海外経済協力会議が内閣に設置された970。次に同年 8 月には、外務省に国際協力
局が新たに発足した。この組織改革では、TFHS をはじめこれまで主に人間の安全保障に
関する外交政策を担ってきた大臣官房国際社会協力部が局に格上げされるとともに、そこ
へ、GGP や JICA を担当してきた無償資金協力課と技術協力課が経済協力局から分離して
統合され、二国間と多国間の経済協力を効果的に実施する体制が整備された971。さらに、
同年 11 月には、JICA 法改正法が成立し、2008 年より JICA は、JBIC の一部と統合する
ことによって、技術協力、有償資金協力、無償資金協力を一元的に担う総合的な援助機関
として生まれ変わることになった972。 
このように、日本の ODA 実施体制は大きく整備されることになり、その枠組みの中
で実施される人間の安全保障政策にも、少なからず影響を与えることと思われる。とりわ
け、人間の安全保障委員会の共同議長であった緒方貞子を理事長とする JICA が、「世界最
大級の資金規模を持つ組織」となることは973、これからの日本外交における人間の安全保
                                                  
967 前掲『安全保障の今日的課題』、266 ページ。  
968 平成 17 年度外務省第三者評価『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』2006 年 3
月、112 ページ。  
969 財務省予算執行調査資料（2006 年 7 月 4 日）  http://www.mof.go.jp/jouhou/syukei/sy180704/1807d.htm 
970 首相官邸ホームページ（「海外経済協力会議の設置について」）  
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaigai/konkyo.html 
971 外務省ホームページ（「国際協力局」） http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/honsho/sosiki/keikyo.html#b なお、
人間の安全保障に関する外交政策は、国際協力局内に新たに設置された、地球規模課題審議官組織の多国間協力課
が担当することになった。  
972 独立行政法人国際協力機構法の一部を改正する法律  (2006 年 11 月 8 日 ) 
http://www.shugiin.go.jp/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g16505003.htm また、JICA ホームページ（「独
立行政法人国際協力機構法（JICA 法）改正法の成立に際して」）  http://www.jica.go.jp/press/2006/061108.html 
973 「朝日新聞」、2006 年 12 月 3 日。  
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障政策において、JICA が大きな拠点となっていくことを予期させる。さらに、TFHS や
GGP との連携についても、既に人間の安全保障委員会の報告書で提言されていたことであ
るとともに974、緒方は今もなお、TFHS の運用にアドバイスを与える人間の安全保障諮問
委員会の議長の立場にもある975。つまり、これら三つのスキームに何らかの形で関わって
いる緒方が中心となって、日本の人間の安全保障政策が、より統一された有効な施策へ発
展していくことが期待される。そのような連携が実現し、人間の安全保障に基づく援助の
有効性が明らかにされるならば、それは「人間の安全保障とは何か」をめぐる議論に対す
る、日本外交からの大きな貢献ともなるであろう。 
                                                  
974 前掲『安全保障の今日的課題』、266 ページ。  
975 同諮問委員会については、本論第 2 章第 2 節参照。  
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終章 
本論では、「人間の安全保障」概念の明確化を試みるにあたり、この概念にいち早く注
目し、体系的な発展に取り組むとともに、それを自国の具体的な政策に反映させて、国際
社会の中で着実に実践している日本外交に焦点を当てて、その軌跡と展開を考察してきた。 
その際、「人間の安全保障とは何か」という観点に立ってこれまでの研究を整理し、日
本による人間の安全保障外交の総合的かつ詳細な全体像を、より立体的に示すことを本論
の第一の課題とした。そのような分析によって、日本は人間の安全保障に関する政策を、
理論と実践の双方から展開していることを明らかにした。 
第二の課題は、日本による人間の安全保障概念の具体的な実践として、人間の安全保
障基金（TFHS）、草の根・人間の安全保障無償資金協力（GGP）、国際協力機構（JICA）
の取り組みという三つのスキームを分析することであった。ODA 全体の枠組みから見るな
らば、これらはそれぞれ、国際機関への拠出、二国間無償資金協力、二国間技術協力およ
び無償資金協力という形態の一部を担っている。これら三つの援助が、実際にどのような
分野や地域で実施されているかを検討することによって、日本の人間の安全保障概念の実
態的把握に努めるとともに、日本の ODA 政策において、人間の安全保障が今や主要な柱
となっていることを示した。 
具体的には、まず第 1 章では、「人間の安全保障」概念登場の背景を、安全保障と開
発援助それぞれの視点から概観した。第 1 節では、第一次世界大戦後に始まる安全保障研
究の進展を概観し、人間の安全保障をその流れの延長線上に位置づけた。20 世紀に入り、
security（安全保障）という言葉が、国際政治における専門用語として扱われる契機とな
ったのは、第一次世界大戦であった。そして、第二次世界大戦以後、今日まで続く安全保
障研究が本格的に始められるようになり、1960 年代までは、古典派による研究が、実際に
多くの国々の外交政策と安全保障戦略にも大きな影響を与え、安全保障研究の本流を構成
してきた。1970 年代から 80 年代にかけては、石油危機の影響を受けて、それまでの安全
保障観も変容を余儀なくされ、新古典派や近代派という学派が形成されるようになった。
冷戦終結後、1990 年代に入ると、安全保障研究のあり方を見直す議論が活発になり、新し
い概念の導入が様々に試みられるようになった。そこからは、脱近代派という新たな流れ
が見られるようになり、人間の安全保障はこの学派の中に位置づけられることを論じた。 
続く第 1 章第 2 節では、経済成長から「人間開発」へという開発援助の歴史的変遷を
概観した。現在国際社会で行なわれている途上国への開発援助の出発点は、第二次世界大
戦による経済的荒廃からの復興にあった。1948 年のマーシャル・プランが、ヨーロッパの
経済復興に大きく貢献し、そのようなヨーロッパの復興を受けて、経済成長優先の施策が
取られた。それを受けた 1960 年代は、途上国にとって、植民地からの独立が一気に加速
したこともあり、大きな期待を抱かせる時代であった。しかし、次第に所得分配の不平等
が深刻になるにつれて、1970 年代には、途上国と先進国双方の立場から、従来の経済成長
優先路線に代わる新たな開発アプローチの模索が始まった。1980 年代には、開発援助に新
 
 
206 
たに構造調整アプローチが取り入れられたが、途上国に大きな発展をもたらすことはでき
ず、1990 年代に入ると、改めて社会開発を含めて経済開発のあり方そのものを見直そうと
いう機運が醸成されていく。そのような中から、「人間開発」という概念が編み出され、さ
らに、「人間の安全保障」が生み出されたのである。 
第 2 章では、日本政府による人間の安全保障外交の理論的側面に焦点を当て、日本の
掲げる人間の安全保障概念の進展について検討を進めた。まず第 1 節では、国連開発計画
（UNDP）による『人間開発報告書 1994』発表までの経緯をたどり、この報告書がどのよ
うにして人間の安全保障を打ち出すに至ったのかを概観した。次に、この UNDP による人
間の安全保障概念について、同報告書に基づき、主にそれを構成する七つの分野を中心に
その概要を論じた。続いて、このような報告書が発表され、そこで提唱された人間の安全
保障概念をめぐる議論が、その後国際社会においてどのように展開していったのかを考察
するとともに、日本がいかにしてこの UNDP による概念を明確に支持する姿勢を打ち出し
ていったのかを論じた。 
第 2 章第 2 節では、人間の安全保障委員会（CHS）による最終報告書『安全保障の今
日的課題』を中心に、CHS による人間の安全保障概念を取り上げた。はじめに、日本がそ
の設置を提案し、国際社会に人間の安全保障概念についての共通理解を作り出すことを目
的として生まれた CHS が、最終報告書をまとめるまでの経緯をたどった。次に、CHS に
よる人間の安全保障概念について、同報告書の構成に則して概説した。それは、紛争と貧
困に対して、「保護」と「能力強化」の概念を打ち出し、紛争から開発に至るまでのプロセ
スを一つの枠組みで機能させることを目指している。続いて、このような報告書が発表さ
れた後、国際社会にはいかなる反応が見られたのか、特に、日本はこの CHS による概念
を基に、新たにどのような政策を打ち出していったのかを論じた。 
次に、第 3 章では、日本が人間の安全保障概念を導入した要因と、それ以降、国際社
会における普及への取り組みについて考察した。第 1 節では、日本政府が人間の安全保障
を外交の柱として導入するに至った背景として、三つの観点から検討を加えた。第一に、
日本国憲法と人間の安全保障は同じ思想的起源を有しており、そのような憲法との親和性
の高い人間の安全保障概念の導入は、日本にとって自然な流れであった。第二に、1980
年代の総合安全保構想障との整合性が、冷戦後の国際社会にあって、日本が他国よりもい
ち早く包括的な人間の安全保障概念に注目し、それを外交政策として導入していく一つの
基盤となった。第三に、今日の日本政府による人間の安全保障の推進は、それまでの政府
開発援助（ODA）の蓄積という土台があったからこそ生まれたものであることを述べた。 
続く第 3 章第 2 節では、日本政府はどのような経緯で人間の安全保障を外交政策に組
み入れ、それに関する具体的な政策を実施してきたのかを、三つの時期に分類して概観し
た。第一に、UNDP による人間の安全保障の提唱後、村山首相による初の言及から、小渕
が首相に就任するまでの時期は、日本の人間の安全保障外交にとって萌芽期と呼ぶことが
できる。第二に、小渕を中心に始まり、その後、森喜朗、小泉純一郎と続いた、三人の内
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閣において様々な「人間の安全保障」に関する取り組みが積み重ねられ、この概念の ODA
大綱への導入にまで至った。この時期は、日本の人間の安全保障外交の骨格が形成された
という意味で、形成期と呼ぶことができる。第三に、ODA 大綱の改定以降、人間の安全保
障は日本外交における柱の一つとして定着するようになった。その意味で、ODA 大綱改定
から現在までの日本の人間の安全保障外交は、定着期に入ったということができる。 
第 4 章では、日本政府による具体的な人間の安全保障政策について検討を加えた。は
じめに、人間の安全保障基金（TFHS）、草の根・人間の安全保障無償資金協力（GGP）、
JICA による取り組みが、ODA 全体の枠組みにおいて、それぞれ国際機関への拠出、二国
間無償資金協力、二国間技術協力および無償資金協力という形態に位置づけられることを
提示した。その上で第 1 節では TFHS を取り上げ、その概要を論じた。1999 年に設置さ
れた TFHS では、2005 年までの 7 年間で、件数にすると 140 件以上、金額にすると累計
約 2 億 8000 万ドル（約 315 億円）の事業が承認され、世界 66 カ国で実施されている。
また、その具体的な実績を統計データで分析すれば、貧困と保健・医療の二つの分野が、
これまでの実績としては主要な取り組みである。なかでも貧困分野は、予算の面でほぼ最
多の割合を占めており、TFHS における一番の眼目となっている。また、地域的にはアジ
アとアフリカが TFHS の主要な対象となっているが、近年では、アジアを中心地域の一つ
としながらも、アフリカにおける貧困問題に一番の焦点が当てられるようになってきてい
る。 
次に第 4 章第 2 節では、GGP について分析した。2003 年の GGP 設置から 2005 年ま
での 3 年間の実績としては、件数にすると 4363 件、金額にすると累計約 387 億円の事業
が承認され、世界 132 カ国 1 地域で実施されている。GGP については、教育・研究分野
を中心に、BHN 関連分野が多数を占めていることは、従来の草の根無償資金協力と変わ
りはない。ただし、近年、そのような支援が中東地域で著しく実施されるようになったこ
とが示しているとおり、人間の安全保障概念の導入によって、アジア等これまでの中心地
域の枠にとらわれずに、紛争下の人々に対しても、積極的な援助が展開されるように変化
してきている。 
第 4 章第 3 節では、JICA の取り組みに焦点を当てた。JICA 事業の実績は、技術協力
については、1974 年の設立以来 2005 年までの累計で、約 3 兆 2291 億円にのぼり、JICA
が実施促進業務を担当した無償資金協力については、1978 年から 2005 年までの累計で、
約 3 兆 4663 億円にのぼる。JICA の開発援助においては、新たに人間の安全保障の導入
によって、従来と異なる直接的な変化はそれほど生まれていないが、この 7 年間の変遷
を見る限り、技術協力では、計画・行政と人的資源分野が次第に主要分野となってきてい
る。一方、無償資金協力では、公共・公益と人的資源分野が、主な対象分野となりつつあ
る。いずれの援助形態においても、「人づくり」を目的とする人的資源分野が共通してい
るということは、伝統的な JICA の方針が、人々の能力強化を目指す人間の安全保障の導
入によって、さらに推進されるようになったといえる。 
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また、対象地域としては、技術協力では、比較的開発の進むアジアが圧倒的な割合を
占めている。それに対して無償資金協力では、技術協力よりもまずは無償の資金供与を必
要とするアフリカが、アジアに次ぐ主要な対象地域となっている。ただし、JICA にとっ
て人間の安全保障概念は、このような地域的な配分に変化を生み出すよりも、まずはそれ
ぞれの具体的な事業を捉えなおすための新しい視点となっている。 
最後に本章の補節として、TFHS、GGP、JICA による援助がほぼ同時期に実施され
た唯一のケースであるアフガニスタン復興支援を取り上げ、三つのスキームを統合的な視
点から検討した。以上の第 4 章での考察を通じて、日本による人間の安全保障概念の実
態をより明らかにすることを試みた。 
第 5 章では、日本外交における「人間の安全保障」政策を総括的に検討した。第 1 節
では、カナダ外交との比較からその特徴を明らかにするために、まずカナダ外交において、
どのような人間の安全保障政策が実施されてきたのかについて論じた。人間の安全保障導
入の経緯を踏まえた上で、①対人地雷全面禁止条約の成立、②国際刑事裁判所の創設、③
「介入と国家主権に関する国際委員会」の設置、④「人間の安全保障プログラム」という
四点について分析した。続いて、そのような考察を基に、日本外交における取り組みとの
類似性や相違点について、主導的人物、重視する側面、具体的政策の三つの点から整理し
た。その結論として、日本の人間の安全保障政策は、定着性と、規範としての実行性に特
徴があることを指摘した。 
続く第 2 節では、以上の考察を踏まえて、日本外交における人間の安全保障導入の成
果と課題について総括的に論じた。まずはじめに、人間の安全保障に関する取り組みは、
日本外交全体にとってどのような位置づけとなっているのか、ODA 予算配分の変遷を中
心に分析した。それによれば、日本の ODA にとって人間の安全保障は、単に ODA 大綱
という政策文書の上で掲げられた一つの基本方針であるだけでなく、実際の ODA 政策に
おいても相応の部分を構成する概念となっている。つまり、日本外交の中では、今や名実
ともに人間の安全保障は確固たる位置を占めていることを示した。次に、日本外交にとっ
て人間の安全保障の導入は、どのような効果をもたらしているのかを整理し、開発と安全
保障を統合する視点の提示、外交的影響力の強化、国際社会からの高い評価、国内におけ
る外交政策に対する理解の促進を指摘した。それに対して、日本の人間の安全保障政策に
おける課題として、「恐怖からの自由」に関する本格的な取り組みと、TFHS、GGP、JICA
の取り組みという三つの具体的実践の統一的な運用の必要性を論じた。 
以上の考察を通じて本論は、「人間の安全保障」の日本モデルというべきものを示した。
すなわち、理論的には、人間の生存・生活・尊厳を守るために、紛争から貧困に至るあら
ゆる取り組みを総合的に捉えるとともに、実践的には、その包括的な観点から日本外交の
土台である ODA を駆使して、人々の安全の向上を図ることである。このような日本によ
る人間の安全保障外交の全容を明らかにすることによって、人間の安全保障概念の理解と
体系的な発展へ向けて、「人間の安全保障とは何か」との問いに対する一つの手がかりの提
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示を試みた。 
ただし、本論に残された課題の一つとして、三つの援助スキームに関して、十分なフ
ィールドワークを踏まえた考察ができなかった点を指摘しなければならない。そもそも開
発支援の本質的な成否は、それを実施した側が決めるものではなく、支援を受けた現地の
人々が、自分たちの置かれた状況の改善に対する当該援助の有効性をどのように判断する
かで決まる。とりわけ、人間の安全保障概念の究極的な意義も、この視点から新たに実施
された施策が、紛争や貧困に苦しむ人々にとってどれだけ支えとなったかどうかにかかっ
ている。したがって、「人間の安全保障」の視点を導入した TFHS、GGP、JICA による支
援が、現地の人々にどのように受け入れられているのか、また、実際にどのような新しい
効果をあげているのかといった点に関して、フィールドワークを踏まえた考察については
他日を期することにしたい。 
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